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【 本 文 で 使用 され る 金融 機関 の 分 類 の 定義 


・ 3 メガ バン ク グ ルー プ : み ず ほ フィ ナン シャ ル グ ル ー プ 、 三 菱 UFJ フィ ナン シャ ル ・ グ ルー プ 、 三 井 住友 フィ ナ 


ン シ ャ ル グ ル ー プ 


・ 大 手 銀行 グル ー プ : みず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ 、 三 菱 UFJ フィ ナン シャ ル ・ グ ルー プ 、 三 井 住 友 フ ィ ナ ン 


シャ ル グ ル ー プ 、 り そ な ホ ー ル ディ ング ス 、 三 井 住友 トラ スト ・ ホ ー ル ディ ング ス 、 農 林 中 
央 金庫 、 ゆ うち ょ 銀行 


・ 3 メガ バン ク : み ず は ほ 銀 行 、 三 菱 UFJ 銀行 、 三 井 住友 銀行 
・ 主要 行 等 : み ず ほ 銀行 、 三 菱 UFJ 銀行 、 三 井 住友 銀行 、 り そ な 銀 行 、 三 菱 UFJ 信託 銀行 、 


みず ほ 信 託 銀行 、 三 井 住友 信託 銀行 、 新 生 銀行 、 あ お ぞ ら 銀行 


・ 地 方 銀行 : 全 国 地方 銀行 協会 に 加盟 する 銀行 

・ 第 二 地方 銀行 : 第 二 地方 銀行 協会 に 加盟 する 銀行 

・ 地域 銀行 : 地 方 銀行 、 第 二 地 方 銀行 、 埼 玉 り そ な 銀 行 

・ 地域 金融 機関 : 地 域 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 

・ 国内 銀行 : 国 内 法 に 基づき 日 本 国内 に 本 店 を 設立 し て いる 銀行 (日 本 銀行 及び 政府 系 金融 機関 を 除く ) 
・ 預金 取扱 金融 機関 : 国 内 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 

・ 大 手 生保 : 日 本 生命 、 第 一 生命 、 明 治安 田 生命 、 住 友 生命 

・ 大 手 損保 : 東 京 海上 グル ー プ 、MS&AD グル ー プ 、 損 保 ジ ャ パン 日 本 興亜 グル ー プ 

・ 大 手 証 券 会 社 : 野村 護 券 、 大 和 証 券 


【 本 文 で 使用 され る 主 な 英語 の 略語 一 覧 


API 
ASBJ 
FATF 
FSB 
GLOPAC 
G-SIBs 
IASB 
ICO 
ICS 
iDeCo 
IFA 
IFIAR 
IFRS 
IPO 
KPI 
LIBOR 
RAF 
RFR 
SDGs 
TCFD 
TIBOR 


Application Programming Interface (アプ リケーション ・ プ ログ ラミ ング ・ イ ンタ ー フ ェ ー ス ) 
Accounting Standards Board of Japan (企業 会 計 基準 委員 会 ) 

Financial Action Task Force (金融 活動 作業 部 会 ) 

Financial Stability Board (金融 安定 理事 会 ) 

Global Financial Partnership Center (グロ ー バ ル 人 金融 連携 セン ター) 

Global Systemically Important Banks (グロ ー バ ル な シス テム 上 重要 な 銀行 ) 
International Accounting Standards Board (国際 会 計 基 準 審議 会 ) 

Initial Coin Offering (イニ シャ ル ・ コ イン ・ オ ファ リン グ ) 

Insurance Capital Standard (国際 的 に 活動 する 保険 グル ー プ の 「 国 際 資 本 基準 」) 
individua-type Defined Contribution pension plan (個人 型 確定 拠出 年 金 ) 
Independent Financial Advisor (独立 系 ファ イナ ン シ ャ ル ・ アド バイ ザー) 

International Forum of Independent Audit Regulators (監査 監督 機関 国際 フォ ー ラ ム ) 
International Financial Reporting Standards (国際 会 計 基 準 ) 

Initial Public Offering (新規 株 式 公開 ) 

Key Performance Indicator (重要 業績 評価 指標 ) 

London Interbank Offered Rate (ロン ドン 銀行 間 取 引 金利 ) 

Risk Appetite Framework (リス ク ・ ア ペタ イト ・ フ レー ム ワ ー ク ) 

Risk Free Rate (リス ク ・ フ リー・ レ ー ト ) 

Sustainable Development Goals (持続 可能 な 開発 目標 ) 

Task Force on Climate-related Financial Disclosures (気候 関連 財務 情報 開示 タス ク フ ォ ー ス ) 
Tokyo Interbank Offered Rate (東京 銀行 間 取 引 金利 ) 
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本 年 6 月 を も っ て 、 金 融 庁 は その 前 身 で ある 金融 監督 庁 の 発足 より 数 えて 20 年 目 の 節目 を 迎 
えた 。 こ の 間 、 我 が 国 は 二 度 の 金融 危機 に 直面 し た 。20 年 前 に は 、 不 良 債権 問題 が 深刻 化し 、 
国内 大 手 金 融 機 関 の 破 綻 が 相次い だ 。 10 年 前 に は 、 サ ブ プ ライ ムロ ー ン 問題 を 発端 と し て 、 ア メ 
リカ 大 手 投資 銀行 が 破綻 し 、 こ れ に 連鎖 し て グロ ー バ ル な 人 金融 危機 が 発生 し た 。 


二 度 の 金融 危機 を 含め た この 20 年 の 経験 か ら 、 様 々 な 教訓 を 得 た 。 特に 、 

・ 金融 ンス テム 全体 の 脆弱 性 を 評価 ・ 分 析 し 、 シ ステ ミッ ク ・ リ スク の 顕在 化 の 防止 に つなげ る 
こと 

・ 世界 経済 や 世界 の 金融 ・ 資 本 市 場 の 動向 を 幅広 く 把 握 し 、 我 が 国 金融 シレ シス テム へ の 影響 を 
評価 し た 上 で 検査 ・ 監 督 に 取り 組む と と も に 、 国際 的 な 金融 ンス テム の 安定 に 向け て 、 当局 間 
で 協調 し て 対応 する と と も に 、 国際 的 な ルー ル の 策定 に 当たっ て 積極 的 に 意見 発信 する こと 

・ 金融 面 の イノ ベー ショ ン を 、 金 融 仲介 機能 や 利用 者 利便 の 向上 に つなげ て いく よう 取り 組む 
と と も に 、 そ の リス ク に つい て も 分 析 し 、 必 要 な 対応 を 行う こと 

・ 金融 機関 に よる 金融 仲介 機能 の 発揮 や 健全 性 の 確保 を 促し て いく 上 で 、 ガ バナ ンス の あり 
方 や 企業 文化 、 そ し て 経営 管理 の 状況 等 に つい て も 実効 性 の ある モニ タリ ング を 行う こと 

と いっ た 広い 視点 を も っ て 金融 行政 に 取り 組ん で いく こと が 重要 で ある と の 大 き な 教 訓 を 得 た 。 


金融 を タ 巡る 情勢 は 今後 も 急速 に 変化 し 続け る こと が 予想 され る が 、 こ うし た 教訓 も 踏ま え 、 広 
い 視 点 を も っ て 課題 を 先取 り し 、 的 確 に 政策 を 立案 ・ 実 行 す る 必要 が ある 。 その 際 、 十 分 な 現状 
分 析 や 実績 評価 、 さ ら に は 改善 策 の 立案 と いっ た 、PDCA サイ クル を より 強く 意識 し た 業務 運営 
が 求め られ る 。 


金融 庁 で は 、 平 成 27 事務 年 度 よ り 、 金 融 行政 が 何 を 目指 すか を 明確 に する と と も に 、 その実 
現に 向け 、 い か な る 方 針 で 金融 行政 を 行っ て いく か を 、 毎 事務 年 度 ご と に 「 金 融 行政 方 針 」 と し て 
公表 し て きた 。 こ の 「 金 融 行政 方 針 」 に 基づく 行政 を 実施 する と と も に 、 そ の 進捗 状況 や 実績 は 、 
分 析 や 問題 提起 と 併せ 、「 金 融 レ ポー ト 」 と し て 公表 し て いる 。 レポ ー ト の 内 容 は 、 翌 事務 年 度 の 
金融 行政 方 針 に 反映 し て き て お り 、PDCA サイ クル に 基づく 業務 運営 が 定着 し て き て いる 。 本 事 
務 年 度 に お いて は 、 こ うし た 平成 29 事務 年 度 に お ける 金融 行政 方 針 の 進捗 状況 や 実績 の 評価 、 
現状 分 析 及 び 問 題 提起 と 、 平 成 30 事務 年 度 に お ける 金融 行政 の 方 針 と の 関係 性 を より 明確 化 
し 、PDCA サイ クル に 基づく < 業務 運営 を 強化 する 観点 か ら 、 従 来 の 金融 レポ ー ト と 金融 行政 方 針 
を 統合 し 、 一 体 と し て 公表 する 。 


本 方 針 と そこ に 記載 され た 施策 の 実行 を 通じ て 、 行 政 の 実効 性 、 そ し て 透明 性 を 確保 し つつ 、 
「 金 融 育 成 庁 」 へ の 動き を 加速 させ 、 金 融 行政 の 目標 で ある 企業 ・ 経 済 の 持続 的 成長 と 安定 的 な 
資産 形成 等 に よる 国民 の 厚生 の 増大 の 実現 を 目指 し て いく 。 


1. 変革 期 に お ける 金融 サー ビス の 向上 に むけ て 





デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 、 人口 減少 ・ 高 齢 化 の 進展 、 低 金利 環境 の 長期 化 等 に より 、 金 融 
を 巡る 環境 は 大 きく 変化 し て き て いる 。 こう し た 変革 期 に お いて 、 金 融 行政 の 目的 で ある 「 企 業 ・ 
経済 の 持続 的 成長 と 安定 的 な 資産 形成 等 に よる 国民 の 厚生 の 増大 」 を 達成 し て いく た め に は 、 
こう し た 変化 を 活か し 、 あるいは 、 変 化 に 適切 に 対応 し て いく こと に より 、 金融 サー ビス を 向上 させ 
て いか な けれ ば な ら な い 。 

金融 サー ビス の 向上 を 促し て いく た め に は 、 顧 客 保護 に 必要 と な る 法令 等 の 最低 限 の 基準 を 
満た すこ と は 当然 の こと と し て 、 コ ンプ ライ アン ス の 遵守 の み に 留 まる の で は な く 、 金融 機 関 に よ 
る 顧客 本 位 の 業務 運営 を 確立 ・ 定 着 さ せる と と も に 、 そ の 直接 金融 ・ 間 接 金 融 双方 の 金融 仲介 
機能 を 発揮 させ る こと に より 、 利 用 者 の ニー ズ に 合っ た 金融 サー ビス が より 効率 的 に 提供 され る 
よう に する こと が 求め られ て いる 。 これ に より 、 利用 者 利便 を 向上 させ 、 家 計 の 安定 的 な 資産 形 
成 と 、 企業 ・ 産 業 の ニー ズ に 即 し た 資金 供給 を 実現 し て いか な けれ ば な ら な い 。 また 、 デ ジ タ ラ イ 
ゼー ショ ン の 動き に 金融 の 世界 に お いて も 的 確 に 対応 し て いく こと に より 、 利用 者 ニー ズ に 合っ た 
新た な サー ビス の 登場 や 、 よ り 効 率 的 な サー ビス の 提供 を 促し て いく こと も 求め られ て いる 。 

この た め 、 金 融 機 関 の 経営 者 に 対し て は 、 こ うし た 課題 に 的 確 に 対応 し 、 金 融 サ ービス を 向上 
させ て いく た め 、 経 営 理念 や 環境 変化 を 踏ま えた 実効 的 な 経営 戦略 ・ 経 営 計画 の 下 、 果 断 に 適 
切な 経営 判断 を 行い 、 そ の 判断 を 現場 に 浸透 させ て いく こと 、 ま た 、 金 融 機 関 の 取 締 役 会 等 に 対 
し て は 、 経 営 戦略 等 の 大 き な 方 向 性 を 示す 等 、 経 営 陣 ・ 幹 部 に 対し て 有益 な 頁 献 を 行う と と も に 、 
独立 し た 客観 的 な 立場 か ら 経営 陣 に 対す る 実効 的 な 規律 付け を 行う こと 、 を 求め て いく 必要 が あ 
る 。 


さら に 、 利用 者 ニー ズ に あっ た 金融 サー ビス が 提供 され て いく 基盤 と し て 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ 
ンス 改革 や 企業 に よる 開示 の 充実 等 を 通じ て 活力 ある 資本 市 場 を 実現 し て いく こと 、 市 場 の 公正 
性 ・ 透 明 性 を 確保 し て いく こと も ます ます 重要 と な っ て いる 。 


こう し た 課題 に 取り 組み 、 金 融 サ ービス を 向上 させ 、 企 業 ・ 経 済 の 持続 的 成長 と 国民 の 厚生 を 
増大 させ て いく 上 で は 、 我が国 の 金融 ンス テム が 安定 し て いる こと が 前 提 と な る 。 現状 、 我 が 国 
の 金融 ンス テム は 総じて 安定 し て お り 、 頑 健 性 を 備え て いる が 、 金 融 庁 と し て 、 内 外 の 経済 ・ 金 融 
市 場 動 向 を 常に 注視 し 、 我 が 国 市 場 ・ 金 融 機関 経済 に も た らし うる 影響 ・ リ スク に 市 場 関係 者 や 
金融 機関 等 が 適切 に 対応 し て いる か 、 検 証し て いく こと が 求め られ て いる 。 

加え て 、 我 が 国 金 融 ン シス テム の 安定 に は 国際 的 な 金融 レシ ス テム の 安定 が 欠か せな い 。 ま た 、 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン や 高齢 化 の 進展 に 伴う 経済 ・ 金 融 ン シス テム の 持続 可能 性 は 、 世 界 共 通 の 課 
題 と し て も 認識 され て き て いる 。 こ の た め 、 我が国 と し て も こう し た 世界 共通 の 課題 の 解決 に 積極 
的 に 貢献 し て いく 必要 が ある 。 


金融 庁 は 、 金 融 行政 の 目標 を 達成 し て いく た め 、「 金 融 育成 庁 」 と し て 、 こ の 変革 期 に お いて 金 
融 サ ービス の 向上 が 着実 に 実現 され る よう 、 こ うし た 課題 に し っ か り と 取り 組ん で いく 。 その 際 に 
は 、 金 融 が 様々 な 主体 に よる 経済 取引 の 大 宗 に 関連 する 幅広 い 概 念 で ある こと を 踏ま え 、 金 融 


庁 の 所 管 に と ら わ れず 、 国 全体 と し て 最適 な 資金 フロ ー が 実現 し て いる か 、 ど うす れ ば より 良い 
均衡 が 実現 する か と いっ た 観点 か ら 、 課 題 の 分 析 と 政策 手段 の 提示 を 行っ て いく 。 また 、 人 金融 行 
政 の 質 を 向上 させ て いく た め 、 金 融 庁 自身 の 改革 に 不断 に 取り 組み 、「 金 融 育 成 庁 」 へ の 変革 に 
向け た 取組 み を 加速 さす て いく 。 





1. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 的 な 進展 へ の 対応 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 ~ ン 











デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に より 、 新 し い プ レイ ヤー が 人 金融 分 野 に 進出 する と と も に 、 革新 的 
な サー ビス が 生ま れ 、 利 用 者 利便 を 飛躍 的 に 向上 させ て いく こと が 期待 され て いる 。 デジ タル 化 
され た 情報 が 金融 ・ 非 金融 サー ビス を 問わ ず 活 用 され 、 利 用 者 目線 で の 金融 サー ビス の 高度 化 
が 可能 と な る 中 、 既存 の 金融 機関 に は 、 よ り 利用 者 ニー ズ に 即 し た 金融 サー ビス を 提供 で きる よ 
う 、 そ の ビジ ネス モデ ル を 顧客 起点 で 変革 し て いく こと が 求め られ て いる 。 こ うし た 環境 変化 を 踏 
まえ た 人 金融 サー ビス の 向上 に 向け て 、 金 融 庁 と し て 、11 の 施策 か ら な る 「 金 融 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ 
ン 戦 略 」 を と り ま と め た 。 

また 、 そ の 戦略 の 中 で 、 フ ィ ン テ ッ ク を 推進 し て いく た め 、「FinTech Innovation Hub」 を 設置 し 、 
規制 ・ 監 督 と 一 線 を 画 し て 、 ベ ンチ ャ ー 企 業 等 と 議論 ・ 交 流し 、 フ ィ ン テ ッ ク の トレ ンド 方 向 性 を 探 
り 、 得 た 知見 を フィ ン テ ッ ク 関 連 事業 の 健全 な 発展 に つなげ る 。 





2. 家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推進 











人 生 100 年 時 代 を 迎え る 中 、 利 用 者 の 生涯 に わた っ て 、 ラ イフ プラ ン に 合わ せ た 良 質 で 適切 な 
金融 サー ビス が 提供 され 、 安 定 的 な 資産 形成 を 実現 し て いく こと が これ まで 以上 に 求め られ て い 
る 。 こ の た め 、 金 融 機関 に よる 利用 者 の 人 生 各 ス テー ジ の 需要 に 即 し た 顧客 本 位 の 業務 運営 を 
確立 ・ 定 着 さ せる と と も に 、 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 を 推進 し て いく こと 等 が ます ます 重要 と な っ て い 
る 。 


(1) 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 確立 と 定着 





金融 機関 経営 者 が 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 を 自ら の 理念 と し て どの よう に 取り 入 
れ 、 そ の 実現 に 向け た 戦略 を 立て 、 具 体 的 な 取組 み に 結び 付け て いる か 、 ま た 、 こ うし た 理念 ・ 戦 
略 ・ 取 組み が 営業 現場 に お いて どの よう に 浸透 し 、 実 践 され て いる か 等 に つい て 、 金 融 機 関 経営 
者 ・ 取 締 役 等 と 対話 を 行い 、 深 度 あ る モニ タリ ング を 実施 する 。 

顧客 ロイ ヤル ティ を 数 値 化し た 指標 等 も 活用 し た 顧客 アン ケー ト 調 査 を 実施 し 、 金融 機関 経営 
者 等 の 取組 み に よ り 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 が どの よう に 金融 機関 の 営業 現場 で の 顧客 へ の 対 
応 に 活か され 、 顧 客 に よる 人 金融 機関 の 選択 に 活用 され て いる か な 等 の 実態 を 分 析 ・ 確 認 する 。 

金融 機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 を 促進 する た め 、 比較 可能 な 共通 KPI の 普及 ・ 浸 透 を 図り 、 
その 公表 を 促す 。 さら に 、 投資 信託 の 類似 商品 で ある 貯蓄 性 保険 も 含め 、 商 品 内 容 等 の 更 な る 
「 見 える 化 」 に 取り 組む 。 





! 顧客 の 企業 に 対す る 信頼 や 愛着 の こと 。 








(2) 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 推進 





国民 の 生涯 を 通じ た 安定 的 な 資産 形成 を 支援 する 制度 の あり 方 に つい て 、 英 国 ISA も 参考 と 
し つつ 、 他 省庁 と 連携 し 、 具 体 的 な 検討 を 行う 。 

また 、 金融 リテラ シー の 向上 は 金融 庁 ・ 財 務 局 の 重要 な 役割 で ある こと を 再 認識 し 、 金 融 庁 ・ 
財務 局 職員 が 行う 金融 経済 に つい て の 出張 授業 を 抜本 的 に 拡充 する と と も に 、 そ の 実践 及び デ 
ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 を 踏ま えて 金融 経済 教育 に 関す る 教材 ・ 内 容 の 充実 、 金 融 経済 教育 
の 推進 の た め の ネ ットワーク の 構築 等 を 図る 。 


(3) 高齢 社会 に お ける 金融 サー ビス の あり 方 の 検討 





長寿 化 の 進む 中 、 長 生き に 備え な が ら 、 自身 の 状況 に 応じ た 資産 の 形成 ・ 取 崩し ・ 承 継 等 を 図 
っ て いく 必要 が ある 。 この た め 、 顧 客 の ライ フス テー ジ ・ 状 況 に 応じ た きめ 細やか な 商品 ・ サ ー ビ 
ス の 提供 の 推進 と 、 多 様 な 顧客 が 自身 の 状況 に 適し た 商品 ・ サ ービス を 選択 で きる よう 、 老 後 の 
収支 や 商品 ・ サ ービス の 「 見 える 化 」、 個 人 資産 や 事業 の 円 滑 な 承継 の た め の 人 金融 サー ビス の あ 
り 方 、 フ ィ ナ ン シ ャ ル ・ ジ ェ ロ ント ロジ ー( 金 融 老年 学 ) を 踏ま えた 投資 家 保護 の あり 方 等 に つい て 
議論 を 行い 、 顧 客 の 状況 や ニー ズ を 起点 と し た ビジ ネス モデ ル へ の 転換 や 非 金 融 分 野 と の 連携 
等 金融 業 界 が 取り 組む べき 方 向 性 と 顧客 が 留意 すべ き 事 項 に つい て の 原則 等 を と り ま と め る 。 








3. 活力 ある 資本 市 場 の 実現 と 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 








金融 サー ビス の 向上 、 そ し て 家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 前 提 と な る 、 活 力 ある 資本 市 場 と 市 
場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 に 向け て 、 以 下 の 課 題 に 取り 組む 。 


(1) ガバ ナン ス 改 革 の 更 な る 推進 





「 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 及び コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の フォ ロー アッ プ 会 議 」 に お いて 、 
政策 保有 株 式 の 縮減 、 取 締 役 会 の 多様 性 、 個 別 議決 権 行使 結果 の 公表 等 の 検証 を 行い 、 こ れ 
ら の 課題 を 巡る 企業 と 投資 家 の 実 効 的 な 対話 や 企業 の 取組 み の ベ スト プラ クティ ス の 公表 を 行 
うこ と 等 を 通じ し 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 を 更に 推進 する 。 


(2) 資産 運用 業 の 高度 化 





資産 運用 業 の 高度 化 は 、 資 本 市 場 の 活性 化 や 安定 的 な 資産 形成 を 実現 する 上 で 極め て 重要 
で ある 。 こう し た 問題 意識 の 下 、 業 務 運 営 イ ン フ ラ の 高度 化 、 新 規 参 入 の 円 滑 化 、 投 資 運 用 人 材 
の 育成 ・ 確 保 等 、 資 産 運 用 業 の 活性 化 ・ 高 度 化 に 向け た 課題 に つい て 、 資 産 運 用 業者 ・ 機 関 投 
資 家 ・ 信 託 銀行 等 の 関係 者 と の 対話 等 を 通じ 総合 的 な 検討 ・ 取 組み を 進め る 。 ま た 、 投 資 運用 業 
者 に つい て 、 グ ルー プ 会 社 ・ 販 売 会 社 ・ 顧 客 問 の 利益 相反 管理 態勢 、 運 用 力 を 高め る た め の ガ 





2 Individual Savings Account : 英国 の 個人 貯蓄 口座 。 








バナ ンス 機能 の 発揮 状況 、 運 用 管理 態勢 、 外 部 委託 先 の 選定 ・ 管 理 態勢 等 に つい て 、 高 
資す る 海外 の 先進 事例 等 も 踏ま えた 検証 ・ 対 話 を 行う こと 等 に より 、 よ り 高 度 な 業務 運営 態勢 等 
の 確立 を 目指 す 。 


(3) 企業 情報 の 開示 ・ 会 計 監 査 





経営 戦略 や ガバ ナン ス 情 報 ( 政 策 保 有 株 式 、 役 員 報 酬 等 ) 等 の 企業 情報 の 開示 の 充実 に 向 
け 、 内 閣府 令 改 正 に 加え 、 プ リン シ プ ル ベー ス の ガイ ダン ス を 策定 し 、 ベ スト プラ クティ ス の 収集 ・ 
公表 を 行う 。 

また 、 会 計 監 査 の 信頼 性 確保 の た め 、 通 常 と 異な る 監査 意見 が 表明 され た 場合 等 、 監 査 人 に 
対し て より 詳細 な 資本 市 場 へ の 情報 提供 が 求め られ る ケー ス に お ける 対応 の あり 方 等 に つい て 
検討 する 。 


(4) 金融 ・ 資 本 市 場 の 制度 的 基盤 整備 





社債 市 場 を は じ め と する クレ ジッ ト 市 場 に つい て 、 リ スク に 見 合っ た 適正 な リタ ー ン が 確保 され 
ず 、 そ の 機能 が 十分 発揮 され て いな い の で は な いか 等 の 観点 を 踏ま え 、 多 様 な プレ イヤ ー が 参 
加 す る 厚み の ある 市 場 の 形成 ・ 発 展 に 向け た 課題 と 対応 策 を 整理 ・ 検 討 する 。 

また 、 幅 広い 上 場 商品 を ワン スト ッ プ で 取引 で きる 総合 取引 所 が 実現 する こと に より 、 取 引 所 
の 国際 競争 力 が 強化 され 、 デ リバ ティ ブ 取 引 市 場 が 拡大 する と と も に 、 投資 家 の 利便 性 が 大 きく 
向上 する こと が 期待 され る 。 こ の た め 、 関 係 者 等 へ の 働き か け を 強化 し 、 総合 取引 所 の 早期 実現 
を 図る 。 


(5) 市 場 監視 機能 の 向上 





潜在 的 リス ク に 着目 し た マク ロ 的 な 視点 に 基づく タイ ムリ ー な 市場 監 視 を 継続 し つつ 、 こ れ と ミ 
クロ 情報 を より 有機 的 に 結合 ・ 活 用 する 等 、 現 在 の 市 場 監 視 手 法 や 着眼 等 の 改善 に 取り 組む 。 
また 、 行政 処分 の 勧告 等 を 行う だ け で な く 、 関係 者 と の 対話 を 通じ た 問題 意識 の 共有 や 対外 的 
な 情報 発信 も 実施 し て いく 。 さらに 、AI 等 の 先進 的 技術 の 活用 も 含め た 新た な 市 場 監視 ンス テム 
の 導入 に 向け 検討 を 進め て いく 。 








4. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ~ 経 営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 








金融 サー ビス の 向上 や 市 場 の 活性 化 の た め に は 、 安 定 し た 金融 ンス テム の 下 、 金 融 機関 が 健 
全 性 を 確保 し つつ 、 金 融 仲介 機能 を 十分 に 発揮 する こと が 必要 で ある 。 こ の た め 、 以 下 の 取 組み 
を 行う 。 


(1) 経営 者 の 役割 と ガバ ナン ス 





金融 機関 を 取り 巻く 経営 環境 が これ まで に な い ス ピー ド で 変化 し て いく 中 、 こ うし た 変化 を 金融 
サー ビス の 向上 に つなげ て いく 必要 が ある 。 こ の た め 、 金 融 機関 の 経営 者 に は 、 自ら 主導 し て 、 
多様 な リス ク を 管理 し 健全 性 を 確保 し つつ 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン へ の 対応 、 顧 客 本 位 の 業務 運 
営 の 確立 と 定着 、 金 融 仲 介 機能 の 発揮 と いっ た 課題 に 適切 に 対処 し て いく た め の 具 体 的 な 経営 
戦略 ・ 経 営 計画 を 策定 する こと が 求め られ て いる 。 そし て 、 そ の 経営 戦略 ・ 経 営 計画 の 下 で 、 必 要 
な 取組 み を 明確 に する と と も に 、 こ れ を 着実 に 実行 する た め の 態 勢 を 構築 し 、 営 業 現場 まで 浸透 
させ て いか な けれ ば な ら な い 。 

また 、 金 融 機関 の 取締 役 会 等 (特に 社外 取締 役 ) に は 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス ・ コ ー ド に お い 
て も 求め られ て いる よう に 、 こ うし た 戦略 等 の 大 き な 方 向 性 を 示す 等 、 経 営 陣 ・ 幹 部 に 対し て 有益 
な 貢献 を 行う と と も に 、 独立 し た 客観 的 な 立場 か ら 経営 陣 に 対す る 実効 的 な 規律 付け を 行う こと 
が 求め られ て いる 。 

こう し た 問題 意識 の 下 、 金 融 機関 の 経営 トッ プ を 含む 経営 陣 や 、 社 外 役 員 を 含む 取締 役 ・ 監 査 
役 等 (以下 「 経 営 陣 等 」 と いう 。 ) や 営業 現場 の 責任 者 等 と 深度 ある 対話 を 行い 、 モ ニタ リン グ を 行 
う 。 


(2) 地域 金融 


地域 金融 機関 が 、 安 定 し た 収益 と 靖 来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 金融 仲介 機能 を 十分 に 発揮 
する こと を 通じ て 、 地域 企業 の 生産 性 向上 、 ひ いて は 地域 経済 の 発展 に 貢献 し て いく た め に は 、 
経営 陣 に よる 適切 な 経営 戦略 の 策定 ・ 実 行 と 取締 役 会 等 に に る ガバ ナン ス の 発揮 が 重要 で ある 。 

この た め に は 、 経 営 陣 が 、 経 営 理念 の 実現 に 向け 、 的 確 な 現状 分 析 に 基づく 実現 可能 性 の あ 
る 経営 戦略 ・ 計 画 を 策定 し 、 こ れ を 着実 に 実行 する た め の 態 勢 を 構築 する 必要 が ある (例え ば 、 
リス ク ・ ア ペタ イト ・ フ レー ム ワ ー ク (RAF) 等 も 活用 ) 。 その 際 、 時 間 軸 を し っ か り と 意識 し て 取り 組 
むこ と 、 成 果 を 常に 検証 し 改善 を 図る こと (PDCA の 実践 ) 、 取 締 役 会 が ガバ ナン ス を 発揮 し 、 経 
営 に 対し て 有益 な 頁 献 や 規律 付け を 行う こと が 重要 で ある 。 

こう し た 認識 の 下 、 将来 に わた る 健全 性 が 維持 され る よう 、 オ ン ・ オ フー 体 の モニ タリ ング を 実 
施す る 。 特に 深刻 な 課題 を 抱え る 金融 機関 に つい て は 、 課 題 解 決 に 向け た 早急 な 対応 を 促す 。 
この た め 、 早 め 早 め の 経 営 改 善 を 促す 観点 か ら 、 早 期 警戒 制度 の 見 直し を 行う 。 

また 、 金 融 庁 の 「 地 域 生 産 性 向上 支援 チー ム 」 と 各 財 務 局 と が 連携 し 、 地 域 企業 及び その 関 
係 者 (地方 自治 体 、 商 工 会 等 ) と の 関係 構築 ・ 対 話 を 通じ 、 地 域 企業 ・ 経 済 の 実態 を きめ 細か く 把 
握 す る 。 それ ら を 基 に し た 地域 金融 機関 の 経営 陣 等 や 営業 現場 の 責任 者 等 と の 深度 ある 対話 を 
通じ 、 金 融 仲介 機能 の 発揮 を 促す 。 

地域 金融 ・ 中 小 企 業 金融 の 分 野 に お ける 公 的 金融 と 民間 金融 の 連携 ・ 協 力 等 、 望ま し い 関 係 
の あり 方 に つい て 、 引 き 続 き 関係 省庁 等 と 議論 を 行っ て いく 。 また 、 地域 の 金融 イン フラ の 確保 や 
地域 の 企業 ・ 住 民 に と っ て より 質 の 高い 金融 サー ビス の 提供 を 図る 観点 か ら 、 競 争 の あり 方 に つ 
いて の 政府 全体 で の 議論 に 貢献 し て いく 。 


(3) 大 手 銀行 グル ー プ 





大 手 銀行 グル ー プ に つい て は 、 普 通 株 式 等 Tier1 比 率 が 高まっ て お り 、 健 全 性 を 備え て いる 
も の の 、 収 益 力 は 低下 傾向 に ある 。 また 、 リ スク 性 資産 価格 の 上 昇 や リス ク 選 好 等 の 高まり 
が 見 られ 、 グ ロー バル に 収益 追求 行動 に よる リス ク が 蓄積 し 、 内 外 経済 ・ 市 場 の 急激 な 変化 
へ の 対応 や 、 安 定 的 な 外貨 調達 が 課題 と な っ て いる 。 こ うし た 状況 を 踏ま え 、 大 手 銀 行 7 
グル ー プ を 対象 と し た 水平 的 レビ ュー を 実施 し 、 リ スク 管理 等 に 関す る ベス ト プ ラ クティ 
ス の 追求 に 向け た 取組 み を 促す と と も に 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 、 変 化 に 柔軟 に 
対応 で きる 経営 ・ ガ バナ ンス 態勢 の 高度 化 等 の 課題 に つい て 、 経営 トッ プ や 内 部 管理 部 門 ・ 事 
業 部 門 責任 者 等 の 経営 陣 や 、 社 外 役員 を 含む 取締 役 等 と の 対話 を 実施 する 。 


(4) その 他 の 金融 業態 





保険 会 社 に つい て は 、 国 内 保険 市 場 の 縮小 の 可能 性 や 社会 環境 等 の 変化 に 伴う 新た な 保 
険 ニ ー ズ の 出現 等 、 経 営 環境 ・ リ スク の 変化 が 加速 する 中 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 を 確保 し 
つつ 、 変 化 に 機動 的 に 対応 する リス ク 管 理 態勢 及び 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 する 
こと が 重要 で ある 。 ま た 、 そ の た め に は ガバ ナン ス の 機能 発揮 が 必要 で あり 、 こ れ ら の 観 
点 か ら モ ニタ リン グ を 行う 。 

証券 会 社 に つい て は 、 市 況 等 に 左右 され に くい 安定 的 な 収益 ・ 財 務 基 盤 の 構築 、 グ ロー 
バル な 業務 展開 に お ける リス ク 管 理 、 顧 客 利益 を 十分 考慮 し た ビジ ネス モデ ル の 構築 、 経 
営 課題 や 経営 戦略 に 対す る ガバ ナン ス の 機能 発揮 等 が 重要 で あり 、 こ れ ら の 観点 か ら モ ニ 
タリ ング を 行う 。 

外国 金融 機関 に つい て は 、 日 本 拠点 の リス ク 変 化 を 捉え た 上 で 内 部 統制 や ガバ ナン ス に 
つい て モニ タリ ング を 実施 する 。 ま た 、 外 国 金 融 機関 の 本 部 ・ 日 本 拠点 と の 対話 を 通じ て 
ベス ト プ ラ クティ ス を 収集 し 、 こ れ ら の 知見 を 我が国 の 金融 レス テム の 発展 に も 活用 する 。 
さら に 、 我 が 国 で 活動 する グロ ー バ ル な シス テム 上 重要 な 銀行 (G-SIBs) に つい て 、 危 機 時 
の 当局 及び G-SIBs の 対応 能力 を 強化 し て いく 。 








5. 顧客 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 金融 機関 の 行為 ・ 規 律 に 関す る 課題 > 








(1) コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 上 の 課題 と 取組 み 





金融 機関 の 不適 切な 行為 が その 健全 性 に 影響 を 及ぼ し うる 事例 や 、 コ ンプ ライ アン ス の 問題 
が 経営 の 重要 問題 と 捉え られ ず に 局所 的 対応 に 留まる 事例 が 存在 し て お り 、 当局 と し て も 、 人 金融 
機関 の ビジ ネス モデ ル を 踏ま え 、 幅 広い 情報 収集 を 通じ た リス ク の 特定 ・ 評 価 を 行っ た 上 で モニ 
タリ ング を 実施 し て いく 。 


(2) 投資 用 不動 産 向け 融資 





アパ ー ト ・ マ ンション や シェ アハ ウス 等 、 賃 料 収入 等 を 目的 と する 投資 用 不動 産 の 購入 に 向け 
た 融資 (以下 「 投 資 用 不動 産 向け 融資 」 と いう 。 ) に つい て 、 入 居 率 ・ 賃 料 や 顧客 財産 ・ 収 入 状況 
の 改ざん 、 抱き合わせ 販売 と いっ た 顧客 保護 の 観点 か ら 問 題 が ある 事例 が 発生 し て いる 。 顧客 
が 過大 な 債務 を 負い 、 返 済 不 能 と な る ケー ス や 、 その 結果 金融 機関 に お いて 損失 が 発生 する と 
いう 信用 リス ク 管 理 上 の 問題 が 存在 し て いる こと を 踏ま え 、 横 断 的 アン ケー ト 調 査 や 検査 も 活用 
し つつ 、 深度 ある モニ タリ ング を 実施 する 。 


(3) 仮想 通貨 (暗号 資産 ) 





仮想 通貨 (暗号 資産 ) に か か る 価格 の 乱高下 や 新た な 取引 (証拠 金 取 引 や ICO* 等 ) の 登場 、 
顧客 か ら の 聞 り 資産 の 外部 流出 事案 の 発生 等 、 仮 想 通貨 を 取り 巻く 内 外 の 環境 は 急速 に 変化 し 
て いる 。 こ うし た 中 、 イノ ベー ショ ン に 配 意 し つつ 、 利 用 者 保護 の 確保 に 向け て 、 仮 想 通貨 交換 業 
の 適正 化 を 図っ て いく 。 





6. 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 貢献 及び 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 











(1) 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 貢献 





デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン や 高齢 化 の 進展 等 に より 経済 ・ 金 融 ン レス テム の 持続 可能 性 に か か る 課題 
が 国内 外 に 存在 し て いる 。 金融 庁 は 、2019 年 G20 議長 国 と し て 、 規 制 の 影響 評価 、 金 融 市 場 の 
分 断 回 避 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) の ルー ル 形 成 等 の 金融 レス テム 上 の 課題 に 加え 、 高 齢 化 社会 
に お ける 金融 包摂 等 、 世 界 共 通 課題 に つい て の 議論 を 主導 し 、 解 決 に 取り 組ん で いく 。 

持続 可能 な 開発 目標 (SDGs)? の 推進 に つい て は 、 関 係 省庁 と も 協力 し て 気候 関連 財務 情報 
開示 タス ク フ ォ ー ス (TCFD) 提言 に 沿っ た 開示 に 取り 組む 金融 機関 ・ 企 業 を サポ ー ト する 等 、 引 き 
続き 積極 的 に 取り 組む 。 

マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング (以下 「 マ ネロ ン 」 と いう 。 ) 及び テロ 資金 供与 対策 に つい て は 、 我 が 国 
が 規制 で 先行 する 仮想 通貨 (暗号 資産 ) に 関し 、G20 や 金融 活動 作業 部 会 (FATF) * の 議論 を 引 
き 続 き 主 導 す る 。 さ ら に 、 本 邦 金融 機関 の リス クベ ー ス ・ ア プロ ー チ で の 管理 態勢 に つい て 、 モ ニ 
タリ ング を 通じ て 高度 化 を 促進 する 。 











? 仮想 通貨 と いう 呼称 に つい て は 、 人 金融 活動 作業 部 会 (FATF) の ガイ ドラ イン 等 に お いて 「Virtua1 
Currency」 と いう 用 語 が 使用 され て いる こと に よる が 、 直 近 の 国際 的 な 議論 の 場 に お いて は 「Crypto 
Asset」 と いう 用 語 が 採用 され て いる こと を 踏ま え 、「 暗 号 資 産 」 と いう 語 を 併記 し て いる 。 

4 明確 な 定義 は な い が 、 一 般 に 、 企 業 等 が 電子 的 に トー クン (証票 ) を 発行 し て 、 公 衆 か ら 法 定 通貨 や 
仮想 通貨 (暗号 資産 ) の 調達 を 行う 行為 を 総称 する も の と され て いる 。 

5 2015 年 9 月 の 国連 サミ ッ ト で 採択 され た 「 持 続 可 能 な 開発 の た め の 2030 アジ ェ ン ダ 」 に 記載 され た 
2016 年 か ら 2030 年 まで の 国際 目標 。 
6 1989 年 の G7 アル シュ サミ ッ ト 経 済 宜 言 を 受け て 設立 され た 政府 問 会 合 で や り 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 
供与 対策 の 国際 基準 (FATF 勧告 ) の 策定 や 、 各 国 に お ける FATF 勧告 の 遵守 状況 の 審査 等 を 行っ て い 
る 。 

































































































































































































































































(2) 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 





各国 と の 協力 の 枠組 み は 両 国 の 経済 ・ 金 融 の 発展 と 安定 に 資す る こと が 重要 で ある と の 考え 
方 に 基づき 、 日 米 経済 対話 、 日 EU 金融 規制 ・ 監 督 協力 枠組 み 、 日 中 金融 協力 、 ミ マン マー 支援 
計画 等 の 具体 的 な 取組 み を 更に 推進 する 。 特に 、 ア ジア 新興 国 等 へ の 技術 協力 に つい て は 、 本 
邦 金融 機関 の 進出 支援 の 観点 も 踏ま えつ つ 、 相 手 国 の ニー ズ に 寄り 添っ た ブログ ラム 実施 を 通 
じ て 制 度 整備 等 に 真 献 し と 、 グ ロー バル 金融 連携 セン ター(GLOPAC) "に つい て は 研修 や 卒業 生 と 
の ネッ トワ ー ク を 更に 充実 させ る 。 こ れ ら の 取組 み を 通じ て 相手 国 当局 と の 規制 ・ 監 督 等 の 協力 
枠組 み を 強化 し て いく 。 








7. 金融 当局 ・ 金 融 行政 運営 の 改革 








これ まで に 述べ て きた 課題 に 適切 に 対応 し て いく た め 、 金 融 庁 自身 、 そ し て 金融 庁 が 行う 行政 
運営 の あり 方 に も 変化 が 求め られ て いる 。 こ うし た 観点 か ら 、 金融 庁 の 改革 を 進め る と と も に 、 検 
査 ・ 監 督 の あり 方 を 見 直し て いく 。 


(1) 金融 庁 の 改革 





金融 行政 の 質 を 不断 に 向上 させ て いく た め に は 、 金 融 庁 が 、 そ こ で 働く 職員 に と っ て 、 や り が い 
を 感じ 、 自 身 の 成長 を 実感 で きる 職場 と な る 必要 が ある 。 

この た め 、 き め 細 か く 育 成 ・ 指 導 ・ 評 価 を 行い 、 活発 な コミ ュ ニ ケー ショ ン が 図ら れる 環境 整備 
(業務 単位 の 少 人 数 グル ー プ 化 ) を 進め る と と も に 、 外 部 有識者 等 を 交え た 職員 に よる 自主 的 な 
政策 提案 の 枠組 み ( 政 策 オ ー プ ン ラ ボ ) を 設け る 等 、 若 手 職員 を 中 心 と し た 人 材 の 育成 ・ 活 用 、 
組織 の 活性 化 を 図る 。 

改革 を 定着 させ る た め 、 こ れ ら を 含め た 組織 文化 (カル チャ ー) 及び ガバ ナン ス の 改革 の 進捗 
状況 に つい て 、 職 員 の 満足 度 を 含め 定期 的 に 検証 ・ 公 表し 、 更 な る 改善 に つなげ る 。 


(2) 検査 ・ 監 督 の あり 方 の 見 直し 





検査 ・ 監 督 に つい て は 、 本 年 6 月 公表 の 「 検 査 ・ 監 督 基本 方 針 」 も 踏ま え 、 引 き 続 き 、 こ れ ま で 
実践 し て きた オン ・ オ フー 体 の 継続 的 モニ タリ ング や 優先 課題 の 重点 的 な モニ タリ ング と いっ た 手 
法 に 基づき 実施 し て いく 。 

また 、 金融 機 関 に 対し て モニ タリ ング の 方 向 性 等 を 明らか に する 必要 の ある 分 野 に つい て は 、 
分 野 別 の 「 考 え 方 と 進め 方 」 等 を 順次 公表 し つつ 、 こ れ ら に 基づい て 問題 意識 の 共有 や 現状 の 
把握 の た め の 対 話 を 行い 、 そ れ に よっ て 得 ら れ た 事例 を 公表 し 、 金 融 機関 の 自律 的 取組 み を 促 
し て いく 。 




















7 2014 年 4 月 に 「 ア ジア 金融 連携 セン ター」 (AFPAC (Asia Financial Partnership Center) ) と し て 設 
置 。2016 年 4 月 に 「 グ ロー バル 金融 連携 セン ター」 (GLOPAC) に 改組 し 、 支 援 対 象 地域 を 拡大 (中 東 ・ 
アフ リカ ・ 中 南米 も 追加 )。 















































さら に 、 こ うし た 検査 ・ 監 督 に お ける モニ タリ ング の 質 ・ 深 度 や 当局 の 対応 の 適切 性 を 確保 する 
た め 、 検 査 ・ 監 督 の あり 方 に つい て は 、 今後 も 不断 に 見 直し を 行っ て いく 。 その 際 、 金 融 庁 内 部 の 
みな ら ず 外部 の 視点 も 加え た 検証 等 を 通じ た 品質 管理 を 徹底 し 、 そ の 検証 結果 を 踏ま えて 必要 
な 改善 を 行っ て いく 。 
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内 外 の 経済 ・ 金 融 市 場 動向 





世界 経済 は 、 先 進 国 の 緩和 的 な 金融 環境 や 積極 的 な 財政 政策 に 支え られ 、 緩 や か な 回 復 が 
見 られ る 。 我が国 経済 に つい て も 緩やか に 回 復 し てこ おり 、 企 業 収益 は 過去 最高 を 更新 し 、 先 行き 
に つい て も 、 雇用 ・ 所 得 環 境 の 改善 が 続く 中 で 、 回 復 基調 が 続く こと が 期待 され て いる 。 

一 方 で 、 我 が 国 は 、 世 界 に 先駆 けた 少子 高齢 化 や 人 口 減少 に よる 労働 供給 量 の 減少 等 の 就 
業 環境 の 変化 に 加え 、AI や ビッ ク デ ー タ の 活用 等 の デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に よる 技術 革新 
に よっ て 、 業 種 の 壁 が 限り な く 低 く な る 可能 性 が 指摘 され る 等 の 産業 構造 の 転換 に 直面 し て いる 。 
我が国 経済 が 中 長期 的 に 成長 を 続け て いく た め に は 、 こ うし た 構造 的 変化 へ の 対応 が 重要 と な 
つて くる (図表 エ -1、2) 。 





図表 TT-1 実質 GDP 変化 率 の 推移 図表 -2 日 本 企業 の 経常 利益 の 推移 
( 兆 円 ) 
100 
90 
80 
70 
60 
50 
40 
30 
20 
10 
12 13 14 15 16 17 (年 度 ) 
( 注 ) 四 半期 ご と の 推移 (前 期 比 ・ 年 率 換算 ) 。 ( 注 ) 全 規模 全 産業 の 値 。 
(資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 (資料 ) 財 務 省 「 法 人 企業 統計 」 よ り 金 融 庁 作成 。 


金融 市 場 の 動向 を 見 る と 、 良好 な 経済 環境 を 背景 に 、 主 要 国 の 株 価 は 、 お お むね 底 堅 く 推移 
し て いる 。 長期 金利 に つい て は 、 米 欧 で 金融 政策 正常 化 に 向け た 動き が 進展 し て いる も の の 、 長 
期 的 に 見 れ ば 低い 水準 で 推移 し て いる (図表 T-3、4)。 








図表 ロー3 先進 国 株 価 指 数 の 推移 図表 ロー4 10 年 国債 利回り の 推移 
人 日 本 (TOPIX) 60? ーー 日 本 
220 トーー 米国 (S&P500) a ーー 米国 
ーー 欧州 (Stoxx600) - ーーー ド イツ 
ーー 英国 


4 1.0 





07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 


( 注 )2013 年 1 月 1 日 =100 と し て 指数 化 。 (資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 
(資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 


この よう に 、 内 外 経済 ・ 金 融 環境 は 、 お お むね 良好 を 維持 し て いる が 、 足 元 で は 、 一 部 経済 指 
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標 の 鈍化 も 見 られ 、 人 金融 市 場 に お いて も 、 新 興国 を 中 心 に 軟調 な 推移 と な っ て いる 。 また 、 緩和 
的 な 金融 環境 が 続く 中 で 、 相対 的 に リス ク の 高い 資産 に 資金 が 流入 する 等 、 潜在 的 リス ク の 高 
まり も 指摘 され て いる (図表 1-5、6、7、8) 。 


図表 エー5 製造 業 PMI の 推移 





57 160 
グロ ー バ ル トル コ 
56 150 ブラ > 
ラジ ル 
ーー 先進 国 6 
55 5 。 1 ーー イン キッ シア 
ーー 新興 国 ーー 中 国 
54 





図表 ロー6 新興 国 株 価 指数 の 推移 















130 
53 

120 
52 

110 
51 

100 
50 
49 9 
48 80 

16/1 16/7 17/1 17/7 18/1 17/1 17/4 17/7 17/10 18/1 18/4 


( 注 1)PMI(Purchasing Managers'”Index) は 、 購 買 担当 者 へ の アン ケー ト 調 
査 を も と に 業況 感 を 指数 化し た も の 。 50 を 超え る と 改善 、50 未満 だ と 
悪化 を 示す 。 

( 注 2) 各種 PMI は 各国 の PMI を 粗 付 加 価 値 に 基づき 加重 平均 し た も の 。 

( 注 3) 先進 国 は 、 日 本 、 米 国 、 英 国 、 ド イツ 等 の 17 ヶ国 ・ 地 域 。 新 興国 は 中 

国 、 ト ルコ 、 ロ シア 、 ブ ラジ ル 等 の 21 ヶ国 。 

(資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 








図表 ロー7 新興 国 社債 スプ レッ ド の 推移 








( 注 ) 昨 年 1 月 1 日 =100 と し て 指数 化 。 
(資料 )Bloomberg より 金融 庁 作 成 。 


図表 ロー8 米国 レバ レッ ジ ド ・ ロ ー ン 残高 の 推移 


(%) ( 兆 ド ル ) 
9 投資 適格 社債 1.6 
3 ーーー ハイ イー ルド 債 1.4 
5 
1.2 
6 
1 
5 
0.8 
4 
0.6 
3 
2 0.4 
1 0.2 
0 0 
16/1 16/7 17/1 17/7 18/1 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 


( 注 )IMF の 非 先進 国 (non-advanced country) 並び に 世界 銀行 の 低 ・ 中 所 
得 国 (low/middle income country) の いずれ か に 該当 する 国 ・ 地 域 と 、 
その 他 投 資 可能 性 や 地政 学 上 新興 国 と 見 な され る 国 ・ 地 域 の 米ドル 

建 債券 が 対象 。 

(資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 
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18 
(年 末 ) 


( 注 1) 借り 手 の 格 付 が 非 投資 適格 級 の ロー ン ( コ ミッ トメ ント ライ ン や ター ム 
ロー ン を 含む ) が 対象 。 

( 注 2) 本 年 は 3 月 末 時 点 。 

(資料 )Moody's より 金融 庁 作成 。 


四 . 金融 行政 の 重点 施策 


1. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 的 な 進展 へ の 対応 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 ~ 














(1) 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 の 11 の 施策 





個人 と 企業 の 活動 内 容 が IT と つなが っ て いく 中 、 顧 客 の ライ フロ グ の 自動 蓄積 の 進展 等 、 
生活 面 で は あら ゆる モノ ・ コ ト が デジ タル 情報 化し 、 ビ ジネス 面 で は 金融 だ け で な く 生 産 ・ 流 通 ・ 
販売 等 に 至る まで 、 さ ら に 行政 その も の に お いて も 隅 々 まで デジ タル が 適用 され る デジ タラ イ 
ゼー ショ ン の 動き が 加速 的 に 進展 し て いる 。 

IT を 活か し 、 決 済 等 の 金融 サー ビス を 切り 出し (アン バン ドリ ング ) 、e コマ ー ス 等 の 業務 と 部 分 
的 に 組み 合わ せ ( リ バン ドリ ング ) 、 様 々 な デー タ を 収集 ・ 分 析 し て 需要 者 を マッ チン グ す る こと で 
新しい 付加 価値 を 創造 し て いく 動き が 見 られ る 等 、 新 し い プ レイ ヤー が 金融 分 野 に 進出 し て いる 。 
また 、 既存 の 金融 機関 で は 、 フ ィ ン テ ッ ク 企 業 と の 連携 や 買収 等 、 独 自 の 取組 み を 進め る 動き も 
見 られ る 。 

金融 業 は 、 こ れ ま で 決済 や 資金 供与 等 を 通じ て 情報 を 収集 ・ 生 産 し て きた が 、 情報 が デジ タ 
ル 化 され る こと に より 、 情 報 の 蓄積 ・ 分 析 が 量 ・ 質 と も に 飛躍 的 に 増加 ・ 向 上 し 、 利用 者 目線 で 
の 金融 サー ビス の 高度 化 が 可能 に な っ た 。 加え て 、 金 融 ・ 非 金融 サー ビス を 通じ て 獲得 され た 
情報 が 、 そ れ 自 体 価 値 を 持つ も の と し て 非 金 融 ・ 金 融 サ ービス に お いて も 活用 され て いる 今 、 
金融 業 は 他 の 産業 以上 に 根本 的 な 変革 を 迫 ら れ て いる 。 

こう し た 中 、 新 し い プ レイ ヤー に よる 革新 的 な サー ビス は 、 利 用 者 利便 を 飛躍 的 に 向上 させ 、 
我が国 経済 の 生産 性 を 高め る 可能 性 が ある 。 こ れ ら の プレ イヤ ー に よる イノ ベー ショ ン の 進展 
が 進み や すい 環境 を 整備 し て いく 必要 が ある 。 同時 に 、 既 存 の 金融 機関 も 、 新 し い プ レイ ヤー 
と の 協 働 ・ 連 携 や 競争 を 通じ て 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン に 対応 し た 顧客 起点 の ビジ ネス モデ ル へ ヘ へ 
の 変革 に よる 利用 者 利便 の 向上 が 求め られ て いる 。 

これ ら を 踏ま え 、 金融 庁 と し て 、 以下 の 11 の 施策 に 取り 組ん で いく (図表 息 - 1-(1)-1)。 


図表 想 -1-(1)-1 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 の 11 の 施策 







1. 情報 の 蓄積 と 利 活用 














8. 国際 的 な ネッ トワ ー ク 


9. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 基盤 と な る ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、Al、 ビ ッ グ デー タ 技 術 等 の 推進 
10. サイ バー セキ ュ リ ティ その 他 金 融 シ ステ ム 等 の 課題 へ の 対応 


11. これ ら の 課題 を 実現 する た め の 機能 別 ・ 横 断 的 法制 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン に 向け た 
基盤 の 整備 


(資料 ) 金融 庁 
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(2) 各 施 策 に お ける 具体 的 な 取組 み 
① 情報 の 蓄積 と 利 活用 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


IT の 進展 に より 、 情 報 の 蓄積 ・ 利 活用 が 量 ・ 資 と も に 飛躍 的 に 増加 ・ 向 上 し た 結果 、 個 々 の 
利用 者 の ニー ズ に より 即 し た 金融 サー ビス の 提供 や 、 金 融 サ ービス を 通じ て 獲得 され た 情報 
の 他 分 野 で の 活用 の 技術 的 な 可能 性 が 拡大 し て いる 。 

この た め 、 我 が 国 の 金融 サー ビス に お ける 利用 者 利便 の 向上 、 ひ いて は 我が国 社会 経済 全 
体 の 生産 性 向上 に と っ て 、 情 報 の 蓄積 ・ 利 活用 は 不可 欠 で あり 、 金 融 分 野 に お ける 情報 の 革 
積 ・ 利 活用 を 積極 的 に 推進 し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 機関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 に よる 情報 の 蓄積 と 利 活用 を 促進 する た め 、 こ れ ま で 以下 の 取 
組み を 進め て きた 。 


全 銀 ED シス テム の 稼働 に 向け た 環境 整備 


企業 の 受 発注 や 請求 等 の 商 流 情報 を 決済 時 に 交換 ・ 共 有する こと で 、 商 流 情報 と 決済 情報 
を 連携 させ る 「 全 銀 EDI シス テム 」 が 本 年 12 月 に 稼働 する こと か ら 、 関 係 機関 、 関 係 省 庁 と 連 
携 し て 当該 シス テム が 幅広 い 企業 に 利用 され る よう 環境 整備 を 行っ て きた ( 和 ル . 1. (2). ④ 参 
照 )。 


オー プン APiI の 推進 


利用 者 保護 を 確保 し つつ 、 金融 機 関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 と の オー プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 推進 す 
る た め 、 オ ー プ ン API の 制度 的 枠組 み を 整備 し た 「 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 が 本 年 6 
月 に 施行 され た こと か ら 、 金融 機関 に お いて オー プン API 導入 の 取組 み が 進め られ て いる (TL. 
1. (2). ⑦ 参 照 )。 こ れ に より 、 金 融 機関 が フィ ン テ ッ ク 企 業 と 連携 し て きめ 細やか な 顧客 ニー 
ズ に 応え る 融資 を 行う た め に 必要 な 情報 を 戦略 的 に 取得 する こと も 可能 と な る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
IT の 進展 に 伴い 、 よ り 幅 広い デー タ の 蓄積 ・ 分 析 が 容易 に な り 、 情報 を いか に 利 活用 する か 
が ビジ ネス モデ ル の 競争 力 に 大 き な 影 響 を も た ら す こと か ら 、 以 下 の 取 組み を 進め る こと に よ 


り 、 多様 な プレ イヤ ー が 適切 に 情報 を 利 活用 し 、 利 用 者 目線 に 立っ て 競争 する こと を 強力 に 後 
押し し て いく 。 
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法制 面 で の 対応 


金融 審議 会 「 金 融 制度 スタ ディ ・ グ ルー プ 」 に お ける 機能 別 ・ 横 断 的 金融 規制 体系 の 構築 に 
向け た 検討 の 中 で 、 利 用 者 や 金融 機関 等 の 多様 な プレ イヤ ー に よる 情報 の 利 活用 が し や すく 
な る よう 制度 面 の 検討 を 行っ て いく ( 息 . 1. (2). ⑪ 参 照 ) 。 


金融 イン フラ 面 で の 対応 


「 全 銀 ED[ シス テム 」 稼 働 に 伴う XML 電文 へ の 移行 や 川上 ( 受 発注 ・ 経 理 ) か ら 川 下 ( 債 権 管 
理 ・ 税 公金 収納 支払 ) ま で の 企業 の 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 高度 化 の 実現 (町. 1. (2). ④ 参 照 ) 、 
金融 機関 に お ける オー プン API 導入 の 取組 み の 更 な る 推進 ( 相 . 1. (2). ⑦ 参 照 ) 等 を 通じ 、 
金融 イン フラ 面 で の 情報 の 利 活用 の た め の 環 境 整 備 を 進め る 。 


金融 機関 に お ける IT の 戦略 的 活用 の 推進 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に より 、 金 融 機 関 に と っ て 情報 の 利 活用 を 含め た IT 戦略 は 経営 
を 左右 する 重要 課題 と な っ て お り 、 ど の 分 野 に IT を 活用 する の か を 主体 的 に 選択 する た め に 1 
T ガ バナ ンス * の 重要 性 が 高まっ て いる 。 デジ タル トラ ンス フォ ー メ ーション * の 動き も 意識 し つつ 、 
自ら の 目指 す サビ ジネス モデ ル に 照ら し な が ら 、 新 し い デ ジタル 技術 を 取捨 選択 し て 、 戦 略 的 に 1 
T 投 資 を 行っ て いく こと が 必要 で ある 。 

こう し た 問題 意識 の 下 、 非 金融 も 含め た デジ タル トラ ンス フォ ー メ ーション の 動向 も 把握 し な 
が ら 、 金 融 機関 この間 で 、 各 業態 の 課題 を 踏ま えつ つ 、 情 報 の 利 活 用 を は じ め と する 戦略 的 IT 
投資 の あり 方 等 、IT ガ バナ ンス の 発揮 に よる 情報 の 利 活用 に 向け た 取組 み に つ いて 、 対 話 を 
深め て いく 。 


「FinTech Innovation Hub」 に よる 「100 社 ヒ アリ ング 」 の 実施 
フィ ン テ ッ ク に よる 情報 の 蓄積 ・ 利 活用 を 通じ て 金融 サー ビス が 動 的 に 変化 し て いく 中 、 フ ィ ン テ 
ッ ク に つい て の 最新 の トレ ンド ・ 状 況 を 把握 する た め に 立ち 上 げた 「FinTech Innovation Hub」 に お 
いて 、 情報 の 蓄積 ・ 利 活用 に つい て も 、 積極 的 に 情報 収集 を 行う (中. 1. (2). ⑥ 参 照 ) 。 
② 顧客 の プラ イバシー、 匿名 性 や 顧客 情報 の 信頼 性 その 他 の 顧客 保護 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
IT の 進展 に 伴う 情報 の 利 活用 は 、 金融 サー ビス に 対し て 、 利 用 者 利便 や 生産 性 の 向上 の 観 


点 か ら 様々 な 可能 性 を も た ら す 一 方 、 顧 客 の プラ イバシー や 匿名 性 、 顧 客 情 報 の 信頼 性 (な り 
すま し や 改ざん 等 の 防止 ) も 重要 で あり 、 利 便 性 を 損なわ な い 形 で 、 適 切な 情報 の 利 活用 の 確 








* TT と 経営 戦略 を 連携 させ 、 企 業 価値 の 創出 を 実現 する た め の 仕 組み ( ル . 1. (2). ④ 参 照 )。 
? デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に 応じ て 、 ビ ジネス ・ 業 務 を 変革 し て いく こと 。 
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保 を は じ め と し て 、 顧 客 保護 を 図る 必要 が ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


顧客 情報 の 信頼 性 を 確保 し つつ 、 よ り 利 便 性 の 高い 本 人 確認 を 可能 と する た め 、 以 下 の 取 
組み を 進め て きた 。 


本 人 確認 の デジ タル 化 の 検討 


諸 外 国 に 見 られ る オン ライ ン で 完結 する 汎用 的 な 本 人 確認 方 法 が 存在 し な いた め 、 フ ィ ン テ 
ッ ク ビ ジネス に 支障 を きた し て いる と の 指摘 が ある こと を 踏ま え 、 昨 年 6 月 より 「FinTech 時 代 の 
オン ライ ン 取 引 研究 会 」 に お いて 、 オ ン ラ イン で 完結 する 本 人 確認 の 方 法 に つい て 議論 ・ 検 討 
を 実施 し た 。 こ の 検討 結果 を 踏ま え 、 警察 庁 と 協議 を 行っ た 結果 、 同 庁 に より 、 顧客 か ら 顔 写 
真 付き の 本 人 確認 書類 と 顧客 の 容貌 の 画像 の 送信 を 受け る 方 法 を 本 人 確認 の 方 法 に 追加 す 
る 等 を 内 容 と する 犯罪 収益 移転 防止 法 施行 規則 の 改正 に か か る パブ リッ クコ メン ト 手 続 が 本 
年 7 月 に 実施 され た (図表 息 -1-(2)-1) 。 


図表 相 -1-(2)-1 本 人 確認 の デジ タル 化 の 具体 的 方 法 ( 案 ) 
1 . ビデ オ 通 話 ( 独 で 実施 ) 


顧客 日 事業 者 
人 @ イン ター ネッ ト 上 の ビデ オ 通 話 で 、 身分 証 を 提 示 [し s 
に 


2. 本 人 の 顔 撮影 ( 米 英 星 奈 で 実施 ) 


1 。 

3. 銀行 等 へ の 照会 ( 仏 加 で 実施 ) 

es [ ae 

る 呈 ss 国 和 = こら 

4. 顧客 名 義 口座 へ の 少額 振込 ( 米 英 仏 星 豪 で 実施 ) 

a ae 

= し 
(資料 ) 人 金融 庁 

FinTech 実証 実験 ハブ に よる 本 人 確認 の 実証 実験 の 支援 
FinTech 実証 実験 ハブ ( 和 ル . 1. (2). ⑥ 参 照 ) に お いて 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 を 用 いて 本 人 


確認 手続 を 共同 で 行う シス テム の 構築 に か か る 実証 実験 を 支援 し 、 一 定 の 前 提 の 下 、 シ ステ 
ム が 問題 な く 稼 働 す る こと が 確認 で きた 。 一 方 、 実 用 化 に 向け て は 、 誰 が ブロ ッ ク チ ェ ー ン 管理 
を 担う か 等 、 業 務 面 で の 課題 が いく つか 残さ れ た 。 な お 、 当該 実証 実験 の 結果 も 踏ま え 、 全 国 
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銀行 協会 に 新た に 設置 され た 研究 会 に お いて 、 本 人 確認 事務 等 の 共同 化 に 関す る 研究 が 進 
め ら れ て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


今後 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン が 進展 し て いく 中 で 、 和 ル . 1. (2). ① に 記載 し た 「 情 報 の 蓄積 と 利 
活用 」 を 一 層 後 押し し て いく に 当たっ て は 、 情 報 の 利 活用 の 際 の 匿名 性 の 確保 、 顧 客 情報 の 信頼 
性 確保 を 含む 、 個 人 情報 保護 を 図っ て いく こと が 重要 で ある 。 ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 を 活用 し て 金 
融 取 引 の 安全 性 の 向上 を 図る 等 、 顧 客 保護 の あり 方 を 探求 し て いく 必要 が ある 。 そこ で 、 ブ ロッ ク 
チェ ー ン 技術 の 活用 可能 性 や 課題 等 に か か る 国際 的 な 共同 研究 の ほか ( ル . 1. (2). ⑨ 参 照 ) 、 
以下 の 点 を 含め て 取組 み を 進め て いく 。 


本 人 確認 の デジ タル 化 の 推進 


本 人 確認 が オン ライ ン で 完結 する よう 、 今後 、 速 や か に 、 犯 罪 収 益 移転 防止 法 施行 規則 を 
改正 する 等 、 本 人 確認 の デジ タル 化 を 推進 する 。 


FinTech 実証 実験 ハブ に お ける 本 人 確認 の 実証 実験 の 支援 

FinTech 実証 実験 ハブ に お いて 支援 決定 し て いる 、 顔 認証 技術 を 用 いた 本 人 確認 や 、 ス マー ト フ 
ォ ン の SIM" カ ー ド を 用 いた 本 人 認証 に か か る 実証 実験 に つい て 、 引 き 続 き 支援 し て いく ( 息 . 1. 
(2). ⑥ 参 照 )。 

③ デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン に 対応 する 情報 ・ 金 融 リ テラ シー 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 

デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に より 、 情報 の 利 活 用 が 進む と と も に 、 金 融 サ ービス へ の アク セス 
が 容易 に な る こと か ら 、 フ ィ ン テ ッ ク の 進展 に 伴い どの よう な サー ビス が 利用 で きる か 、 ま た 、 自ら 
の 個人 情報 や 購買 履歴 等 の 活動 デー タ が 金融 を 含む 商品 ・ サ ービス の 勧誘 に どの よう に 利 活用 
され る か 、 と いっ た 情報 ・ 金 融 リ テラ シー の 向上 を 図る 必要 が ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

イン ター ネッ ト を 活用 し た 金融 取引 の 進展 を 踏ま え 、 一 般 社会 人 や 学生 を 対象 と し た 金融 取引 


等 の 基礎 的 知識 に 関す る ガイ ドブ ッ ク 「 基 礎 か ら 学 べ る 金融 ガイ ド 」 に お いて 、 フ ィ ッ シン グ 詐 欺 を 
含む イン ター ネッ ト 取 引 に か か る トラ ブル や 、 セ キュ リティ 対策 の 重要 性 に つい て 注意 喚起 を 行っ 





10 SIM と は 、Subscriber Identity Module (加入 者 識別 モジ ュー ル ) の 略 で あり 、SIM カ ー ド は TIC カ 
ー ド の 一 種 。 本 実証 実験 で は 、 i 明 書 や アプ リケーション ソフ トウ ェ ア を 格納 し た チッ プ を SIM 
カー ド に 貼り 付け (サブ SIM) 、 ビス を 利用 する 。 
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て きた 。 また 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) の リス ク に か か る 国民 へ の 周知 に つい て 、 利 用 者 向け リー フ 
レッ ト や 関係 省庁 と の 連名 に よる 注意 喚起 文 を 金融 庁 Web サイ ト に 掲載 し た ほか 、 テ レビ 放送 や 
新聞 広告 欄 を 活用 し た 注意 喚起 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


スマ ー ト フォ ン を 用 いた 家計 管理 や 決済 サー ビス 、 ロ ボア ドバイ ザー 等 、 イン ター ネッ ト を 通じ 
た 金融 サー ビス の 活用 や 、 仮 想 通貨 取引 の 登場 と リス ク 、 自 ら の 個人 情報 や 購買 履歴 等 の 活 
動 デ ー タ が 金融 商品 を 含む 商品 ・ サ ービス の 勧誘 に どの よう に 利 活用 され る か 等 、 利用 者 が 
金融 取引 を 行う 上 で 理解 し て お くべ き 情 報 ・ 金 融 リ テラ シー の 向上 に 向け て 、 教 材 ・ ノ ウ ハ ウ の 
充実 等 に 取り 組む 。 


④ 金融 ・ 非 金融 の 情報 の 伝達 を 可能 と する 金融 イン フラ の デジ タル 化 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 ・ 非 金融 を 通じ た 情報 の 利 活 用 に よる サー ビス の 高度 化 を 推進 する た め 、 様 々 な 金融 
イン フラ の デジ タル 化 を 進め て いく 必要 が ある 。 例え ば 、 企 業 の 活動 に 密接 不可 分 な 財務 ・ 決 済 
プロ セス に 関係 する 各種 金融 イン フラ (銀行 決済 や 手形 ・ 小 切手 等 ) の デジ タル 化 を 推進 し 、 金 
融 ・ 非 金融 を 問わ ず デ ジタル 化 さ れ た 情報 を 利 活用 する こと に より 、 企業 の 省力 化 を 図る と と も 
に 、 企 業 ・ 金 融 機関 の 生産 性 向上 と キャ ッシュ レス 化 の 推進 を 図る こと が 考え られ る 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


企業 の 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス に お いて 、 川上 か ら 川 下 ま で の 業務 の IT 化 を 実現 する こと に よっ 
て 、 企 業 の 人 手 不足 の 改善 、 成 長 力 の 強化 を 図り 、 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 高度 化 を 通じ た 生産 
性 向上 に つなげ る こと が 重要 で ある 。 また 、 財 務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 高度 化 に より 、 キ ャ ッシュ レ 
ス 化 が 進む こと と な り 、 企 業 ・ 金 融 機 関 の 生 産 性 が 向上 する と と も に 、 行 政 の 効率 化 が 推進 さ 
れる こと が 期待 され る (図表 想 -1-(2)-2) 。 

この た め 、2015 年 12 月 の 金融 審議 会 「 決 済 業 務 等 の 高度 化 に 関す る ワー キン グ ・ グ ルー ブ プ 」 
報告 書 等 で 示さ れ た 決済 高度 化 の 推進 に 当たっ て の 課題 に 関し て 、 金融 界 ・ 産 業界 ・ 個 人 利 
用 者 ・ 行 政 等 、 決 済 に 関わ る 幅広 い メ ン バ ー の 参画 を 得 て 「 決 済 高 度 化 官民 推進 会 議 」 を 開催 
し 、 対 応 状 況 そ フ ォ ロ ー ア ッ プ する と と も に 、 決 済 業務 等 の 高度 化 に 向け た 以下 の 取組 み を 継 
続 的 に 進め て きた 。 

・ 受 発注 情報 や 請求 情報 等 の 商 流 情報 と 決済 情報 を 連携 する 金融 EDI を 実現 する 「 全 銀 
EDI シス テム 」 の 本 年 12 月 の 稼働 に 向け て 取り 組ん で きた ほか 、 全国 銀行 協会 ・ 日 本 銀 
行 ・ 日 本 商工 会 議 所 ・ 中 小 企業 店 等 と 連携 し て 当該 シス テム が 幅広 い 企業 に 利用 され る よ 
う 環境 整備 を 行っ て きた 。 

・ 銀行 間 の 振込 み を 処理 する 「 全 銀 シ ステ ム 」 の 稼働 時 間 拡大 に 向け た 取組 み を 進め 、24 時 
間 365 日 稼働 サー ビス が 本 年 10 月 に 開始 する こと と な っ て いる 。 
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・ 金 融 界 ・ 産 業界 ・ 関 係 省 庁 が 連携 し て 議論 を 行う 「 手 形 ・ 小 切手 機能 の 電子 化 に 関す る 検 
討 会 を 開催 し 、 手 形 ・ 小 切手 機能 の 電子 化 に 向け た 課題 の 整理 を 行っ て きた 。 


・ 金融 機 関 ・ 関 係 省庁 ・ 地 方 自治 体 ・ フ ィ ン テ ッ ク 企 業 等 が 連携 し て 議論 を 行う 「 税 ・ 公 金 収 
納 ・ 支 払 の 効率 化 等 に 関す る 勉強 会 」 を 開催 し 、 税 ・ 公 金 に 関す る 新た な 電子 納付 ・ 支 払 ス 
キー ム の 実現 に 向け た 課題 の 整理 を 行っ て きた 。 


図表 想 -1-(2)-2 企業 の 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 高度 化 


や り と りす る 決済 を 連携 (金融 EDI) 





ers 電子 的 に ・ 93 流 ) 情報 と + 連携 され た デー タ を 夫 | i る 本 ・ 公 金 収納 ・ 支 払 も 


IT で 3 ンー ムレ ム AE 


有効 活用 る 









































XML 新 シ ステ ム 等 の ] 5 3 
| | へ 直文 に 商 流 情報 を 扶 才 を 可能 に | 放 和 | 陸 計時 税 - 公 金 
企業 会 計 } ー タ を 活用 小切手 へ の || 収納 ・ 支 払 の 
TT 化 の 推進 (XML 電文 化 ) 融資 サー ビス ・ 税 務 す ソ 
| Ft | ll | | 対応 の 容易 化 等 || 移行 効率 化 
(資料 ) 金融 店 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


イノ ベー ショ ン と 利用 者 保護 の バラ ンス を 取り つつ 、 フ ィ ン テ ッ ク ・ 決 済 高 度 化 に よる 革新 的 な 
金融 サー ビス を 通じ て 、 利用 者 の 利便 性 向上 や 企業 の 生産 性 向上 、 キ ャ ッシュ レス 化 等 の 実 
現に 官民 連携 し て 取り 組む 。 具 体 的 に は 、 

・ 企業 の 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 高度 化 
- 送金 に か か る XML 電文 へ の 移行 化 (本 年 12 月 に 「 全 銀 ED シス テム 」 稼 働 ) の 着実 な 推 
進 
- 電子 手形 ・ 小 切手 へ の 移行 、 税 ・ 公 金 収納 ・ 支 払 の 効率 化 等 を 通じ た 、 川 上 か ら 川 下 ま で 
の 企業 の 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 高度 化 の 実現 
・ 証券 分 野 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 
・ 機 関 投資 家 と 証券 会 社 間 の 約定 照合 業務 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 適用 に 向け た 
実証 実験 の 実施 
・ 買 易 金融 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 等 
- 貿易 金融 を 含む 罰 易 プロ セス 全体 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 等 、 金融 プロ セス 
に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 の 推進 
と いっ た 課題 に 適切 に 対応 し て いく 。 
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⑤ 金融 行政 の デジ タル 化 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


IT の 進展 に より 情報 伝達 の 改善 が 進ん で いる こと を 踏ま え 、IT の 一 層 の 活用 を 通じ て 、 利用 者 
中 心 の 行政 サー ビス の 実現 と 行政 の 効率 化 を 図る こと が 重要 で ある 。 ま た 、 金 融 庁 が 実施 する 金 
融 モ ニタ リン グ に お いて 、TT 活用 の 推進 を 通じ た 情報 の 効率 的 な 収集 や 分 析 の 高度 化 (SupTech') 
が 求め られ て いる 。 さらに 、 将来 的 に は 、 例え ば 、 金融 機 関 に お ける シス テム 対応 コス ト 等 を 低減 
し つつ 、 当局 に お いて も 金融 機関 の デー タ を リア ル タ イ ム に 把握 する た め の 官 民 連 携 基盤 等 、 金 
融 機関 と 金融 庁 双 方 に メリ ッ ト が 得 ら れる 仕組 み ( い わ ゆ る RegTech エコ シス テム ) を 構築 する 必 
要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
金融 行政 に お ける IT 戦略 の 策定 


IT ガバ ナン ス の 強化 や 利用 者 中 心 の 行政 サー ビス の 実現 等 を 重点 項目 と 位置 づけ た 金融 
行政 に お ける 中 長期 的 な IT 戦略 と し て 、「 金 融 庁 デジ タル ・ ガ バ メ ント 中 長期 計画 」 を 、 本 年 6 
月 に 策定 し た 。 


金融 モニ タリ ング に お ける IT 活用 


金融 機関 に お ける IT の 利 活用 の 進展 状況 を 参考 に し つつ 、 金融 行政 改革 の 一 環 と し て モニ タリ 
ング の 効率 化 ・ 高 度 化 に 資す る 情報 イン フラ ・ 態 勢 の 整備 に つい て 検討 を 行っ た 。 

検討 結果 を 踏ま え 、 分 析 対 象 と な る デー タ 量 や 分 析 作 業 の 増加 ・ 高 度 化 に 対応 する た め 、 モ 
ニタ リン グ 担 当 職 員 が デー タ 集 計 や 分 析 等 に 用 いる 基幹 シス テム の クラ ウド サー ビス 利用 の 
検討 及び RPA? の 導入 に 着手 し た 。 また 、 従 来 、 金 融 機関 か ら 徴 求 し て いる 基礎 的 な デー タ に 
関し 、 モ ニタ リン グ 内 容 の 変化 に 伴い 優先 度 の 低く な っ た 情報 や 日 本 銀行 の 徴 求 情報 と の 重 
複 状 況 等 の 洗 出し を 行っ た 。 これ を 基 に 日 本 銀行 と 意見 交換 を 行い 、 金 融 機関 の 負担 軽減 を 
念頭 に 置き つつ 、 徴 求 デ ー タ の 見 直し に 着手 し た 。 


EDINET の オー プン API に よる 開示 情報 の 提供 
EDINET の 一 層 の 利便 性 向上 の た め 、 オ ー プ ン API を 利用 し 、EDINET か ら 利 用 者 が 開示 情 


報 を デー タ 形 式 で より 効率 的 に 取得 可能 な 仕組 み を 開発 し て いる (図表 想 -1-(2)-3)。 今後 、 
この 仕組 み が 稼 働 す る こと に より 、 開示 情報 利用 者 の オー プン API 利用 の 進展 と と も に 、 開示 



































1 Supervisory Technology の 略 。 ここ で は 、 規 制 当 局 ・ 法 執行 機関 が IT 技術 を 活用 し て 効率 的 な 検 
査 ・ 監 督 等 を 行う 意味 で 用 いて いる 。 ま た 、RegTech(Regulatory Technology) は 、 民 間 金 融 機 関 が IT 
技術 を 活用 し て 金融 規制 に 対し 効率 的 に 対応 する 意味 で 用 いて いる 。 


2 Robotic Process Automation の 略 。 
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情報 の より 効率 的 な 入手 と 利用 が 進む も の と 期待 され る 。 


図表 想 -1-(2)-3 EDINET API の 利用 イメ ー ジ 








利用 者 EDINET 








① アク セス し て 検索 


® | 
WT、 ガ < 
現在 の WM ( ② 検索 一 覧 を 表示 
人 の N IT ーー: 細 記 NE 
入手 方 法 7 きい ーー コ 3) 必要 な 書類 を 選択 


1 る 選択 し た 書類 を 閲覧 ・ 
! 上 記 (①-④ の 動作 を 必要 な ! ダウ ン ロ ー ド 
| 書類 の 分 だ け 鏡 り 返 す 


























(資料 ) 金融 訂 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


政府 全体 の 方 針 も 踏ま えつ つ 「 金 融 庁 デジ タル ・ ガ バ メ ント 中 長期 計画 」 に 基づき 、IT の 一 層 
の 活用 に より 、 利用 者 利便 の 向上 に 重点 を 置い た 行政 サー ビス の 実現 や 、 業 務 基 盤 の 整備 を 
通じ た 行政 運営 の 効率 化 を 推進 する 。 

金融 モニ タリ ング に か か る 情報 イン フラ ・ 熊 勢 の 整備 に つい て は 、 引 き 続 き ク ラウ ドサ ービス 
及び RPA の 本 格 導 入 を 進め る ほか 、 業 界 団 体 や 日 本 銀行 等 と 意見 交換 を 行い つつ 、 モ ニタ リ 
ング 内 容 の 変化 に 見 合っ た 徴 求 デー タ の 見 直し ・ 整 備 を 推進 する 。 

また 、IT を 活用 し た 情報 の 効率 的 な 収集 方 法 や 分 析 の 高度 化 に 向け て 、 引 き 続き IT の 最新 
動向 に 関す る 情報 収集 に 努め つつ 、 関 連 業 界 団 体 や 外部 有識者 等 と 意見 交換 を 行い 、 例 え 
ば 、 金 融 機関 に お ける シス テム 対応 コス ト 等 を 低減 し つつ 、 当局 に お いて も 金融 機関 の デー タ 
を リア ル タ イ ム に 把握 する た め の 官 民 連 携 基盤 等 、 金 融 庁 と 金融 機関 の 双方 に メリ ッ ト が 得 ら 
れる 仕組 み ( い わ ゆ る RegTech エコ シス テム ) の 将来 的 な 構築 の 可能 性 を 模索 し て いく 。 

また 、EDINET の オー プン API に よる 開示 情報 の 提供 を 、 来 年 度 当初 か ら 開始 する 。 


⑥ 様々 な サン ド ボ ッ クス 等 に よる イノ ベー ショ ン に 向け た チャ レン ジ の 促進 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


IT の 進展 に より 、 前 例 の な い 取 組み の 可能 性 が 技術 的 に 広がり つつ ある 中 、 そ うし た 取組 
み と 規 制 等 と の 関係 が 明らか で な い 等 、 様 々 な 場合 が 想定 され る 。 FinTech サポ ー ト デス ク や 
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FinTech 実証 実験 ハブ 、 プ ロジ ェクト 型 「 規 制 の サン ド ボ ッ クス 制度 」! 等 、 様 々 な サン ド ボ ッ クス 
を 活用 し 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン に 向け た チャ レン ジ を 促進 する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
FinTech サポ ー ト デス ク と FinTech 実証 実験 ハブ に よる 支援 


2015 年 12 月 に 設置 し た フィ ン テ ッ ク に 関す る 一 元 的 な 相談 ・ 情 報 交 換 窓 口 「FinTech サポ ー 
ト デ ス ク 」" で は 、 昨 年 半ば 頃 か ら 相 談 受付 件 数 が 大 きく 増加 し た (図表 息 -1-(2)-4) 。 こう し た 
ニー ズ に 応え る べく 、 引 き 続 き 平均 対応 期間 を 5 営業 日 以内 に 維持 する 等 (図表 息 -1-(2)- 
5) 、 迅 速 な 支援 を 継続 し 、 フ ィ ン テ ッ ク に 関す る フィ ン テ ッ ク 企 業 等 に よる 事業 の 後押し を 行っ 
た だ 。 

















図表 息 -1-(2)-4 FinTech サポ ー ト デス ク の 活動 状況 図表 息 -1-(2)-5 相談 終了 済 案件 の 対応 期間 
(2015 年 12 月 開設 本 年 6 月 ) (2015 年 12 月 開設 本 年 6 月 ) 
MM (件 ) 
100 上 < 資金 決済 関連 0 OD a 
ョ 代理 ・ 仲 介 ・ 販 売 : の 120 
so | - 電子 決済 等 代行 業 (銀行 法 ) 100 
、 融 次 
SO "クラ ウド ファ ン デ ィング 80 
m ロ ボア ドバイ ザー 60 
70 その 他 」 a 
| gg "法令 角 以外 間 
50 0 
40 1 日 て 1 週間 ~ 2 週間 ~ 
33 1 2 
アア 3 0 週間 週間 
まま 
デア ュ = = 
np | ら 2 AS 内 平均 5 営業 日 以内 
Eo Em 国 
15/4Q 16/1Q 16/2Q 16/3Q 16/4 17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q 18/1Q (年 度 / 四 半期 ) 
( 注 )15/4Q は 2015 年 12 月 分 を 含む 。 
(資料 ) 金 融 庁 (資料 ) 金融 庁 


また 、 問い 合わ せ が 多 く < 寄せ られ て いる 事項 に 関し て は 、 同 デス ク を 介さ ず と も 疑問 を 解消 
で きる よう に する た め 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト 上 で FAQ を 公表 し て お り 、 新 た に 、 改 正 銀 行 法 に 基 
づく 電子 決済 等 代行 業 に 関す る 事項 を は じ め と し た 項目 を 拡充 し た ほか 、 海外 フ ィ ン テ ッ ク 企 
業 向け に 英訳 の 公表 を 行う 等 、 国 内 外 フ ィ ン テ ッ ク 企 業 等 に に る イノ ベー ショ ン 促 進 に 向け た 情 
報 発信 の 強化 に も 取り 組ん で きた 。 

さら に 、 フ ィ ン テ ッ ク を 活用 し た イノ ベー ショ ン に 向け た チャ レン ジ を 加速 させ る 観点 か ら 、 昨 























“ 生産 性 向上 特別 措置 法 (6 月 6 日 施行 ) に 基づき 、 新 技術 等 実証 制度 (いわ ゆる プロ ジェ クト 型 
「 規 制 の サン CO され た (本 制度 の 一 元 的 窓口 は 内 閣 官 房 に 設置 )。 本 制度 は 
期間 や 参加 者 を 限定 する こと 等 、 上 既存 の 規制 に と ら わ れる こと な く 実 証 が 行え る 環 昌 境 を 整備 す 
る こと で 、 迅 速 な 実証 を 可能 2 1 と も に 、 実 証 で 得 ら れ た 情報 ・ 資 料 を 活用 で きる よう に し て 、 
規制 改革 を 推進 する も の 。 

は FinTech サポ ー ト デス ク の 連絡 先 等 の 詳細 に つい て は 、 以 下 の URL を 参照 。 

(https://www. fsa. go. jp/news/27/sonota/20151214-2. html) 
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年 9 月 、 フ ィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 機関 等 が 、 前 例 の な い 実 証 実験 を 行 お うと する 際 に 抱き が ちな 
忠 踏 ・ 懸 念 を 払拭 する た め 、FinTech 実証 実験 ハブ を 設置 し た (図表 所 -1-(2)-6) 。 昨 事務 年 
度 中 に 4 件 の 実証 実験 に つい て 支援 決定 ・ 公 表 を 行い 、 そ の うち ① ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 を 用 
いて 本 人 確認 手続 を 共同 で 行う シス テム の 構築 に か か る 実証 実験 、② 人 工 知能 (AI) を 用 いた 
金融 機関 に お ける 応接 記録 等 の 確認 業務 の 効率 化 に 向け た 実証 実験 に つい て は 、 実 証 実験 
が 終了 し 、 そ の 結果 を 公表 し た 。 


図表 相 -1-(2)-6 FinTech 実証 実験 ハブ の 概要 


「 未 来 投資 戦略 2017」 (2017 年 6 月 閣議 決定 ) を 踏ま え 、 金融 庁 は 、 フィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 
機関 が 、 前 例 の な い 実 証 実験 を 行 お うと する 際 に 抱き が ちな 秘 味 ・ 懸 念 を 払拭 する た め 、 201 7 年 
9 月 21 日 、「FinTech 実 証 実 験 ハブ 」 を 開設 。 「tel : 03-3581-9510 | 


email : pochub@fsa.qo.jp 


" 利用 者 利便 や 企業 の 生産 性 向上 、 サー ビス の 革新 性 等 の 観点 か ら 、 支 援 の 可否 を 判断 。 





" 個々 の 実験 毎 に 、 
> 金融 庁 内 に 担当 チー ム を 組成 し 、 必要 に 応じ て 関係 省庁 と も 連携 し 、 フィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 
機関 が イノ ベー ショ ン に 向け た 実証 実験 を 行う こと が で きる よう 、 支援 。 
> 実験 中 及び 終了 後 も 、 継続 的 に アド バイ ス を 行う な ど 、 一 定期 間 に わ た っ て サポ ボー ト 。 


実証 実験 を ーー 
行 お うと する 事業 者 
実証 実験 を 通じ た 
個々 の 実証 実験 内 価 的 な 課 定 | イノ ベー ショ ン の 促進 








に 係る 相談 係る アド バイ ス 

担当 チー ム へ の 1 参画 

合 加 の 声 掛 け 口 等 の 紹介 s = 
担当 チー ム 








(資料 ) 金融 庁 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


今後 も 、 こ れ ま で の フィ ン テ ッ ク に 続く 技術 革新 の 動向 や 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン が も た ら す 人 金 
融 サ ービス へ の 影響 (機会 : リ スク ) 等 を 的 確 に 把握 し 、 金融 サー ビス の 向上 を 促進 し て いく 観 
点 か ら 、 イノベーション 促進 に 向け た フィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 機関 の ニー ズ と 課題 を 抽出 し て い 
く こ と が 必要 で ある た め 、 以下 の 取組 み を 進め る 。 


「FinTech Innovation Hub」 等 に よる 情報 収集 機能 の 強化 


あら ゆる 形態 の フィ ン テ ッ ク 企 業 が 参加 する コミ ュ ニ ケー ショ ン の 場 ( 国 際 カ ン フ ァ レ ンス 、 ミ 
ー ト アッ プ 等 ) の みな ら ず 、 積 極 的 な 個別 ヒア リン グ を 行う た め 、「FinTech Innovation Hub」'$ を 
立ち 上 げ 、「100 社 ヒ アリ ング 」 を 実施 し 、 情 報 収集 機能 を 強化 する 。 ま た 、 そ れ を 踏ま え 、 フ ィ ン 
テッ ク 企 業 や 金融 機関 に よる イノ ベー ショ ン 促 進 に 向け て 金融 庁 が 果たす べき 役割 に つい て も 
検討 を 行う (図表 穫 -1-(2)-7) 。 





5 金融 庁 ウ ェ ブ ペー ジ 参 照 (https://www. fsa. go. jp/news/29/sonota/20170921/20170921. html) 。 

16 「FinTech Tnnovation Hub」 の ロゴ は 、 金 融 庁 と し て フィ ン テ ッ ク を 推進 し て いく こと を 宣言 し 、 
周知 する た め に 制作 し た も の で ある 。 そ の 中 の 「Fintech into the new era」 の 標語 は 、 フ ィ ン テ ッ 
ク が 新た な 時 代 に 向け て 一 段 と 進展 し て いく こと を 表現 し た も の で あり 、 本 年 9 月 の 「 フ ィ ン テ ッ 
ク ・ サ ミッ ト 2018」 で も 副題 と し て いる 。 
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図表 皿 -1-(2)-7 FinTech Innovation Hub の 概要 
つ フ ィ ン テ ッ ク に より 金融 サー ビス が 動 的 に 変化 し て いく 中 、 イノ ベー ショ ン の 
動き を 促進 し て いく こと が 重要 。 


つ フ ィ ン テ ッ ク に つい て の 最新 トレ ンド ・ 状 況 を 把握 し 、 今後 の 金融 行政 に 
も 役立て て いく 観点 か ら 、 FinTech Innovation Hub を 2018 年 7 月 に 
設置 する こと と し た 。 





〇 「100 社 ヒア リン グ 」 を 実施 し 、 フィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 機関 に よる イノ ベー 
ショ ン 促進 に 向け た 金融 庁 は 果たす べき 役割 に つい て も 検討 を 行う 。 
(資料 ) 金融 庁 


FinTech サポ ー ト デス ク と FinTech 実証 実験 ハブ 等 の 推進 


FinTech サポ ー ト デス ク で は 、 新 し い 金 融 事業 ・ サ ービス の 開始 に 対す る 支援 を 引き 続き 行 
う 。 FinTech 実証 実験 ハブ で は 、 支 援 決 定 済 み の 以 下 の 2 件 を は じ め と し て 引き 続き 支援 を 実 
施し て いく (図表 穫 -1-(2)-8) 。 今後 利用 され る こと が 見 込ま れる プロ ジェ クト 型 「 規 制 の サン ド 
ボッ クス 制度 」 に も 適切 に 対応 し 、 様 々 な サン ド ボ ッ クス の 活用 を 通し て イノ ベー ショ ン に 向け た 
チャ レン ジ を 加速 させ る 。 


図表 息 -1-(2)-8 昨 事務 年 度 中 に 支援 を 決定 し 、 現 在 実証 実験 中 の 案件 

顔 認 証 技術 を 用 いて 本 | 顔 認証 技術 を 用 いて 本 人 確認 を 行い 、 キ ャ ッシュ カー ド を 即時 発行 する 機器 の 
人 確認 を 実施 する 機器 | 正式 導入 に 向け 、 顔 認証 技術 を 用 いた 本 人 確認 の 事務 フロ ー を 確認 する と と も 
の 導入 に か か る 実証 実 | に 、 銀 行事 務 の 効率 化 や 顧客 の 利便 性 を 検証 。 

験 
スマ ー ト フォ ン の SIM カー | 利用 者 が 所 有する スマ ー ト フォ ン の SIM カー ド に 、 新た な サブ SIM を 貼り 付け 、 
ド を 用 いた 本 人 認証 の 仕 | 当該 サブ SIM に 電子 証明 書 を 搭載 する こと で 、SIM カー ド を 本 人 認証 や 金融 取引 
組み に か か る 実証 実験 | の 電子 署名 と し て 利用 で きる プラ ッ ト フ ォ ー ム を 提供 し 、 当該 プラ ッ ト フ ォ ー ム を 活 
用 し た 取引 の 安全 性 や 利便 性 の 向上 等 に つい て 検証 。 




















(資料 ) 金融 訂 
⑦ オー プン ・ ア ー キ テク チャ に よる イノ ベー ショ ン の 推進 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


仕様 や 設計 を 開放 する オー プン ・ ア ー キ テク チャ の 仕組 み を 活用 し 、 利 用 者 利便 や 企業 の 
生産 性 向上 に 向け た 様々 な ビジ ネス モデ ル が 実現 可能 と な っ て いる 中 、 オ ー プ ン API 等 に より 、 
金融 機関 ・ フ ィ ン テ ッ ク 企 業 等 、 様 々 な プレ イヤ ー と の 協 働 を 進め 、 提 供する サー ビス や ビジ ネ 
スモ デル の イノ ベー ショ ン を 推進 する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
我が国 に お いて フィ ン テ ッ ク の 進展 等 の 環境 変化 に 対応 し て いく た め に は 、 金 融 機 関 と フィ 


ン テ ッ ク 企 業 の 協 働 ・ 連 携 を 通じ た オー プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 進め て いく こと が 重要 で ある 。 
こう し た 考え 方 に 基づき 、 銀 行 等 に よる 金融 関連 IT 企業 等 へ の 出資 の 容易 化 等 を 内 容 と す 
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る 「 情 報 通信 技術 の 進展 等 の 環境 変化 に 対応 する た め の 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 
が 2016 年 5 月 に 成立 し 、 昨 年 4 月 に 施行 され た 。 

また 、 オ ー プ ン API を 通じ 、 利用 者 保護 を 確保 し つつ 、 金融 機 関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 と の オー 
プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 推進 する た め の 「 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 が 昨年 5 月 に 成立 し 、 
本 年 6 月 に 施行 され た (図表 想 -1-(2)-9) 。 これ を 踏ま え 、 金融 機関 に お いて オー プン AP 導 
入 の 取組 み が 進 め ら れ て お り 、 全 邦銀 137 行 中 、 イ ンタ ーネット バン キン グ を 提供 し て いな い 9 
行 を 除く 128 行 が オー プン API を 導入 する 旨 を 表明 し た 。 さ ら に 、 そ の 128 行 中 121 行 は 、 
2020 年 6 月 まで の 導入 を 表明 し た 7。 これ に より 、「 未 来 投資 戦略 2017」 に お いて 掲げ られ て い 
る 「2020 年 6 月 まで に 、80 行程 度 以上 の 銀行 に お ける オー プン API の 導入 を 目指 す 」 と いう 目 
標 が 大 幅 に 上 回 っ て 達成 され る 見 込み で ある (図表 衛 -1-(2)-10) 。 

先進 的 な 銀行 に お いて は 、 家計 簿 ア プリ と の 連携 や クラ ウド 会 計 サ ービス と の 連携 (口座 残 
高 照 会 、 取 引 明細 照会 等 ) 、 ス マー ト フ ォ ン 決済 へ の 活用 (口座 振替 ) 等 、 フ ィ ン テ ッ ク 企 業 と の 
連携 の 動き が 見 られ て お り 、 利 用 者 利便 の 向上 等 が 期待 され る 。 


図表 息 -1-(2)-9 
フィ ン テ ッ ク 企 業 と 金融 機関 この オー プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン の 仕組 み ( 昨 年 銀行 法 改 正 ) 


制度 的 枠組 み の 整 備 


「 ーーーーーーーーー 基 客 が 金融 機関 に サー ビス の 利用 申請 ーーーーーーーーーー? 














































































































顧客 _ 電子 決済 等 代行 業者 金融 機関 
委託 (フィ ン テ ッ ク 企 業 ) 。 契約 締結  、 
ーー ニーーーーーーーーー テ 了 + 
Li 口座 管理 サー ビス 
92 電子 送金 サ - ビ ス て 
人 安全 に シス テム に 接続 
た 7 (パス ワー ド 等 は 提供 し な い ) | (顧客 の パス ワー ド 等 は 用 い ず )| 支 到 送る の 指示 | 金融 機関 
- 座 情報 の 取得 等 
(情報 提供 の 範囲 を 限定 ) 
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登録 制 の 導入 e オー ゴン API の 体制 整備 に 努め る こと 

e 情報 の 適切 な 管理 @ 電子 決済 等 代行 業者 と の 

e 業務 管理 体制 の 整備 等 ・ 連携 ・ 協 働 に 係る 方 針 の 策定 ・ 公 表 
・ 接続 に 係る 基準 の 策定 ・ 公 表 
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APT (Application Programming Interface) : 他 の シス テム の 機能 や デー タ を 安全 に 利用 する た め の 接 続 方 式 














(資料 ) 金融 店 


図表 想 -1-(2)-10 全 邦 銀 137 行 の オー プン API の 有無 及び 導入 時 期 に つい て 


























① 全 邦銀 137 行 の うち 
導入 を 表明 し た 先 128 行 
導入 を 表明 し て いな いし 先 | 9 行 
② 導 入 を 表明 し た 邦銀 128 行 の うち 
2020 年 6 月 まで に 導入 予定 の 先 | 121 行 
導入 時 期末 定 等 の 先 | 7 行 
(資料 ) 金 融 店 











『? 金融 機関 が 本 年 3 月 1 日 まで に 公表 し た 「 電 子 決済 等 代行 業者 と の 連携 及び 協 働 に 係る 方 針 」 等 に 
よる 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
オー プン API を 通じ た 金融 機関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 の 連携 推進 


今後 も 金融 機関 に お ける オー プン API 導入 の 着実 な 実現 を 図り 、 オ ー プ ン API を 活用 し た 多様 
で 利便 性 の 高い サー ビス が 提供 され る よう 、 金融 機関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 の 連携 を 推進 し て いく 。 


EDINET の オー プン API に よる 開示 情報 の 提供 


EDINET の オー プン API に よる 開示 情報 の 提供 を 来年 度 当初 か ら 開 始 す る ( 和 ル . 1. (2).⑤ 
参照 ) 。 


国際 的 な ネッ トワ ー ク 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン を 受け た 金融 分 野 で の イノ ベー ショ ン は グロ ー バ ル に 進展 し て いる た め 、 
海外 の 当局 及び プレ イヤ ー の 動向 を フォ ロー する と と も に 、 我が国 の 取組 み を 発信 する こと が 
重要 で ある 。 ま た 、 必 要 に 応じ こう し た 当局 や プレ イヤ ー と 協 働 し て いく こと が 望ま し いこ と か ら 、 
海外 と の ネッ トワ ー ク を 強化 する 必要 が ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


海外 当局 や 海外 の 専門 性 を 有 し た 人 材 と の 連携 の 強化 を 推進 し て いく た め 、 以下 の 取組 み 
を 行っ た 。 


フィ ン テ ッ ク 推 進 協力 枠組 み 


昨年 9 月 に アブ ダビ ・ グ ロー バル ・ マ ー ケ ッ ト 金 融 サ ービス 規制 庁 (FSRA) 、 本 年 4 月 に スイ 
ス ・ 連 邦 金融 市 場 監督 機構 と の 間 で 、 フ ィ ン テ ッ ク 推 進 協 力 枠組 み に か か る 書簡 交換 を 行っ た 。 
この 結果 、 そ れ ま で 既に 書簡 交換 を 行っ て いた 金融 当局 (英国 ・ 金 融 行為 規制 機構 (FCA) 、 シ 
ン ガ ポー ル 金 融 管理 局 (MAS) 、 オ ー ス トラ リア 証券 投資 委員 会 (ASIC)) と あわ せ て 、5 つ の 金 
融 当局 と の 間 で 協力 枠組 み の 構 築 を 行っ た こと と な る (図表 和 -1-(2)-11) 。 


26 


図表 息 -1-(2)-11 フィ ン テ ッ ク に か か る 協力 枠組 み の 構 築 


英国 金融 行為 規制 機構 (FcA) 2017 年 3 月 書簡 交換 
シン ガボール 金融 管理 局 (MAS) 3 月 書簡 交換 
オー スト ラリ ア 証 券 投資 委員 会 (ASIC) 6 月 書簡 交換 
アブ ダビ ・ グ ロー バル ・ マ ー ケ ッ ト 人 金融 サー ビス 規制 庁 (FSRA) 9 月 書簡 交換 
スイ ス 連 邦 金 融 市 場 監督 機構 (FINMA) 2018 年 4 月 書簡 交換 











ーー | 協力 枠組 み の 概要 
フィ ン テ ッ ク 企業 の 相互 紹介 
〇 自国 の フィ ン テ ッ ク 企 業 を 相手 国 当局 に 紹介 





_ 
相手 国 当局 か ら サ ポー ト を 受け る こと を 可能 に 
© フィ ン テ ッ ク 企 業 に 対す る 支援 の 提供 
〇 フィ ン テ ッ ク 企 業 の 支援 に 特 化 し た 窓口 の 提供 
〇 許認可 申請 前 の サポ ー ト 
許認可 申請 中 の 手続 き の 支 援 や 担当 職員 の 紹介 等 





(資料 ) 人 金融 庁 


フィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト の 開催 


昨年 9 月 に 4 日間 に わた り フ ィ ン テ ッ ク を テー マ に し た 国際 的 な イベ ント 「 フ ィ ン サ ム ・ ウ ィ ー ク 
2017」 を 東京 で 開催 し た 。 ま た 、 そ の 中 で 、2016 年 に 引き 続き 、 各 国 の フィ ン テ ッ ク 関 係 者 が 参 
加 す る 「 フ ィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト 2017」 を 開催 し た 。 フ ィ ン サ ム ・ ウ ィ ー ク 期間 中 の イベ ント 全体 に は 、 
延べ 約 1 万 人 が 参加 し 、2016 年 を 大 きく 上 回 る 規模 で あっ た 。 海 外 か ら 参加 され た 登壇 者 や ス 
ター ト ア ッ プ の 創業 者 等 か ら 、 今後 の 我が国 に お ける フィ ン テ ッ ク の 発展 に つい て 前 向き な 意 
見 が 数 多く 聞か れる 等 、 本 イベ ント は フィ ン テ ッ ク の 推進 に 向け て 有効 な 取組 み で ある と 考え ら 
れる 。 一 方 で 、 本 イベ ント に つい て 、 英 語 版 Web サイ ト の 充実 化 を 求め る 意見 等 も 見 られ る こと 
か ら 、 こ うし た 指摘 を 踏ま えて 、 国際 カン ファ レン ス と し て の 水準 と プレ ゼン ス の 向上 に 引き 続き 
取り 組む こと も 重要 で ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


フィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト を 昨年 に 引き 続き 本 年 9 月 下旬 に 、 よ り 充 実 し た 内 容 で 開催 する と と も 
に 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 の 活用 可能 性 や 課題 等 に か か る 国際 的 な 共同 研究 (町 . 1. (2).⑨ 
参照 ) に つい て も 引き 続き 実施 し て いく 。 また 、 国 際 的 な サイ バー セキ ュ リ ティ に 関す る 取組 み 
に つい て 各国 当局 と 連携 し て いく (T ル . 1. (2). ⑩ 参 照 ) の ほか 、 海 外 当局 と の フィ ン テ ッ ク 推 進 
に 向け た 協力 枠組 み の 構 築 を 強化 する 。 また 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) の 国際 的 な ルー ル 形 成 
に も 貢献 し て いく 。 
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⑨ デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 基盤 と な る ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、 Al、 ビ ッ グ デー タ 技 術 等 の 推進 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 

様々 な 技術 革新 が 金融 サー ビス に も た ら す 影響 (機会 : リ スク ) を 的 確 に 把握 し 、 デ ジ タ ラ イ 
ゼー ショ ン を 利用 者 利便 ・ 利 用 者 保護 の 両面 か ら 適切 に 推進 し て いく た め 、 要 素 技術 の 進展 に 
つい て 当局 と し て も 的 確 に 把握 し 、 そ の 適切 な 活用 を 促す こと が 重要 で ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

昨年 7 月 より ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 を 用 いた 金融 取引 に 関す る 調査 研究 を 実施 し た 。 当該 調 
査 研究 の 結果 等 も 踏ま えつ つ 、 国 内 外 の 金融 当局 及び 中 央 銀行 『 や 国内 外 の 学会 関係 者 ! 等 
が 参加 する 「 ブ ロッ クチ ェ ー ン ・ ラ ウン ド テ ー ブ ル 」 を 本 年 3 月 に 東京 で 開催 し 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 
に 関す る 技術 リス ク 等 に 焦点 を 当て 議論 を 行っ た 。 参加 者 か ら は 、 技 術 的 論点 に つい て の 理 
解 が 深め られ た と し て 次 回 の 開催 を 望む 声 が 数 多く 聞か れ 、 引 き 続 き 、 研 究 課題 を 設定 し 、 議 
論 を 継続 し て いく こと が 重要 で ある 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 に 関す る 国際 共同 研究 


ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 可能 性 や 課題 等 に か か る 国際 的 な 共同 研究 を 昨 事務 年 度 に 引き 
続き 実施 する と と も に 、「 ブ ロッ クチ ェ ー ン ・ ラ ウン ド テ ー ブ ル 」 を 来年 3 月 末 を 目途 に 開催 する 。 


「FinTech Innovation Hub」 等 に よる 情報 収集 機能 の 強化 
「FinTech Innovation Hub」 を 中 心 と する 「100 社 ヒ アリ ング 」( 息 . 1. (2). ⑥ 参 照 ) に 加え 、 学 
識 経 験 者 や 技術 者 に 対し て も ヒア リン グ を 実施 する こと に より 、 様々 な 要素 技術 や その 活用 状 
況 を 把握 し て いく 。 
サイ バー セキ ュ リ ティ その 他人 金融 シス テム 上 の 課題 等 へ の 対応 
【 金融 行 政 上 の 課題 】 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン が 加速 的 に 進展 し 、 金融 サー ビス の 各種 シス テム へ の サイ バー 攻撃 が 


より 高度 化 ・ 複 雑 化 し て き て お り 、 ま た 、 あ ら ゆ る モノ が IT と つなが る こと に よる シス テ ミ ッ ク な リ 
スク や 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン が 進展 し て いく 中 で 法規 範 を 適正 に 執行 し て いく 必要 が 生じ て き 



































18 英国 FCA、 シ ン ガ ポー ル MAS、 オ ー ス トラ リア ASIC、 ア ブダ ビ FSRA、 フ ラン ス 健 全 性 監督 破綻 処 
機構 (ACPR) 、 香 港 金融 管理 局 (HKMA) 、 日 本 銀行 、 カ ナダ 銀行 。 
9 MIT メデ ィ ア ラボ 、 東 京 大 学 、 慶 應 義塾 大 学 。 
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て いる 等 、 金融 レシ ステ ム の 安定 性 確保 等 に 当たっ て の 課題 が 出 て き て いる 。 こ の た め 、 今後 、 
金融 に 関わ る あら ゆる プロ セス の デジ タル 化 を 進め る 中 で 、 サ イ バ ー セ キュ リティ 等 に つい て も 
推進 を 図る 等 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン が 人 金融 ンス テム 等 に 与え る 影響 に つい て も 各国 と 協調 し 
つつ 検討 ・ 対 応 する 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


サイ バー セキ ュ リ ティ の 確保 は 、 金融 レス テム 全体 の 安定 の た め 喫 緊 の 課題 で ある と の 認 
識 の 下 、「 金 融 分 野 に お ける サイ バー セキ ュ リ ティ 強化 に 向け た 取組 方 針 」(2015 年 7 月 公表 。 
以下 「 取 組 方 針 」 と いう 。 ) に 基づき 、 金 融 分 野 の サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 の 向上 に 取り 組ん 
だ 。 3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て は 、 米 国 大 手 金融 機関 の サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 に 関す 
る 先進 的 な 取組 み を 念頭 に 、 定 期 的 に 建設 的 な 対話 を 行い 、 一 層 の 高度 化 を 促し た 。 中 小金 
融 機関 に つい て は 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 及び 中 小 証券 会 社 等 に 対す る 実態 把握 、 協 同 組織 
中 央 機関 等 と の 対話 や 「 金 融 業 界 横断 的 な サイ バー セキ ュ リ ティ 演習 (Delta Wall I)」 を 通じ 
て 、 サ イ バ ー セ キュ リティ 対策 の 底上げ を 図っ た 。 

大 手 金融 機関 に つい て は 、 相 応 の 進展 が 見 られ た も の の 、 サイ バー リス ク の 高まり を 踏ま え 、 
米国 大 手 金融 機関 の 先進 的 な 取組 みや 国際 動向 を 参考 に 、 更 な る 高度 化 を 図っ て いく 必要 が 
ある 。 中 小金 融 機関 に つい て は 、 サ イ バ ー に 着眼 し た リス ク 評 価 、 コ ン テ ィ ン ジェ ン シ ー プ ラン 
の 整備 等 の 基礎 的 な 対策 が 不 十分 な 金融 機関 が 多く 、 態勢 整備 を 加速 させ て いく 必要 が ある 。 

加え て 、 金 融 分 野 へ の サイ バー 攻撃 は 、 我が国 の みな ら ず 世界 各国 に と っ て も 重大 な 春 威 
と な っ て お り 、G7 に お ける サイ バー セキ ュ リ ティ の 取組 み に 、 各 国 と 連携 し て 対応 し た %。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


今 の デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 的 な 進展 が 金融 サー ビス に 与え る 影響 に つい て の 実態 
を 踏ま え 、 ど の よう な サイ バー リス ク が 発生 する か 、 そ の リス ク が 人 金融 機関 や 金融 セク ター 全体 
に どの よう な 影響 を 与え る か 、 そ の リス ク へ の 対応 策 等 に つい て 把握 ・ 分 析 に 取り 組む 。 ま た 、 
把握 ・ 分 析 し た 結果 を 踏ま え 、 新 た な 実効 性 ある サイ バー リス ク へ の 対応 策 を 金融 機関 に 促す 
と と も に 、 モニタリング の あり 方 に つい て 検討 する 。 

さら に 、「2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 」 に 向け て 、 金融 庁 の サイ バー 関 
連 情 報 の 収集 ・ 分 析 能 力 の 強化 を 図る と と も に 、 関 係 機関 と の 連携 強化 に 取り 組む 。 

金融 分 野 の サイ バー セキ ュ リ ティ の 強化 に 向け て 、 大 手 金 融 機関 に 対し て は 、 米国 大 手 金融 
機関 の 先進 的 な 取組 みや 国際 動向 を 踏ま ほえ 、 サ イ バ ー セ キュ リティ 対策 の より 一 層 の 高度 化 に 
向け た 対話 に 取り 組む 。 中 小金 融 機 関 に 対し て は 、 実 態 把握 や 協同 組織 中 央 機関 等 と の 対話 、 
サイ バー セキ ュ リ ティ 演習 、 経 営 層 向け 地域 セミ ナー の 開催 等 を 通じ て サイ バー セキ ュ リ ティ に か 
か る 基礎 的 な 態勢 整備 の 底上げ を 図る 。 ま た 、 あ わせ て 監査 法人 に つい て も 態勢 の 充実 を 促す 。 

また 、G7 を は じ め と する 国際 的 な サイ バー セキ ュ リ ティ に 関す る 取組 み に つ いて も 、 各 国 当 























0 G7 に より 、 昨 年 10 月 に サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 の 適切 な 実施 ・ 評 価 を 行う こと に 億 点 を あて た 
「 金 融 セ クタ ー の サイ バー セキ ュ リ ティ の 効果 的 な 評価 に 関す る G7 の 基礎 的 要素 」 が 策定 ・ 公 表 さ れ 
た 。 
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局 と 連携 し 、 方 針 の 策定 等 に 貢献 ・ 対 応 し て いく 。 

こう し た 対応 に 加え 、 政 府 全体 の 基本 戦略 で ある 「 サ イ バ ー セ キュ リティ 戦略 」 の 改訂 (本 年 
7 月 ) 等 を 踏ま え を 、 こ れ ま で の 取組 み の 総 括 を 含め 、 今 後 の 対応 方 針 を 明確 化す る た め 、 取 組 
方 針 の 改訂 を 行う 。 

この よう に 、 サイ バー セキ ュ リ ティ を 含め 、 デジタ ライ ゼー ショ ン に 伴っ て 生じ る 金融 シス テム 
へ の 新た な リス ク 等 の 探求 ・ 検 討 を 行っ て いく 。 


⑪ これ ら の 課題 を 実現 する た め の 機 能 別 ・ 横 断 的 法制 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


デジ タラ イセ ゼー ショ ン が 、 金 融 業 の あり 方 に 対し て も 根本 的 な 変革 を も た らし つつ ある 中 、 上 
記 の 諸 課 題 に 対応 し て いく た め に は 、 各 プレ イヤ ー を 各 業 法 の 業態 に 当て は め て 規制 する より 
も 、 機 能 別 で 横断 的 な 法制 の 整備 を 進め て いく < 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


機能 別 ・ 横 断 的 法制 の 検討 に つい て は 、 人 金融 審議 会 「 金 融 制 度 ス タデ ィ ・ グ ルー プ 」 に お いて 
審議 が 行わ れ 、 本 年 6 月 に 中 間 整 理 ? が と り ま と め ら れ た 。 

当該 中 間 整 理 で は 、IT の 進展 等 に 伴い 、 ア ン バ ン ドリ ング ・ リ バン ドリ ング の 動き が 拡大 する 
等 、 金 融 を 取り 巻く 環境 が 大 きく 変化 し て いる 中 、 以下 の 観点 か ら 、 金 融 規 制 体系 を より 機能 
別 ・ 横 断 的 な も の と し 、 同 一 の 機能 ・ 同 一 の リス ク に は 同一 の ルー ル を 適用 する こと が 重要 な 
課題 と され た 。 

・ イ ノ ベ ーション の 促進 ・ 利 用 者 利便 の 向上 の 観点 

- 各 プ レイ ヤー が 自由 に ビジ ネス モデ ル や サー ビス を 選択 し た 上 で 、 そ の 機能 ・ リ スク に 応じ 

て ルー ル を 過 不 足 な く 適 用 
・ 利 用 者 保護 ・ 公 正 な 競争 条件 の 確保 の 観点 
- 規制 が 緩い 業態 へ の 移動 等 を 通じ た 規制 の 回 避 を 防止 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


フィ ン テ ッ ク 等 の 技術 革新 の 動向 や 、 情 報 の 利 活用 を 含む 新た な 金融 サー ビス の トレ ンド の 
方 向 性 も 視野 に 入れ つつ 、 金 融 規制 体系 を より 機能 別 ・ 横 断 的 な も の に し て いく こと に つい て 、 
金融 審議 会 「 金 融 制 度 スタ ディ ・ グ ルー プ 」 で 引き 続き 検討 を 行う 。 

その 際 に は 、IT の 進展 に 伴い 、 よ り 幅 広い デー タ の 蓄積 ・ 分 析 が 容易 に な り 、 利用 者 利便 や 
生産 性 の 向上 に 寄与 し て いる 面 が ある と 考え られ 、 情 報 を いか に 利 活用 する か が ビジ ネス モ 
デル の 競争 力 に 大 き な 影 響 を も た ら す 可能 性 が ある 中 、 利 用 者 の 様々 な ニー ズ に 対応 し た ワ 





tS 
4 


中 間 整 理 の 詳細 に つい て は 、 以 下 の URL を 参照 。 
(https://www. fsa. go. jp/singi/singi_kinyu/tosin/20180619. html) 
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ンス トッ プ サ ー ビ ス を 目指 すい わ ゆ る プラ ッ ト フ ォ ー ム も 含め 、 多様 な プレ イヤ ー が 適切 に 情報 
を 利 活用 し 、 利 用 者 目線 に 立っ て 競争 する こと を 後押し する と の 視点 も 重要 で ある 。 

な お 、 情 報 を 軸 と し て 金融 サー ビス と 非 金 融 サ ービス を 組み 合わ せる 多様 な プレ イヤ ー が 現 
れ 、 金 融 ・ 非 金融 の 境界 が より 一 層 曖 昧 に な っ て いく こと が 想定 され る 中 で 、 機 能 別 ・ 横 断 的 な 
金融 規制 体系 を 検討 する に 当たっ て は 、 各 プレ イヤ ー が 人 金融 ・ 非 金融 の 組み 合わ せ に より ど 
の よう な サー ビス を 提供 し て いる 場合 で あっ て も 、 その 金融 面 で の 機能 ・ リ スク を 適切 に 評価 し 、 
同一 の 機能 ・ 同 一 の リス ク に 対し て は 同一 の ルー ル の 適用 を 徹底 する こと が 重要 で ある 。 

また 、 決 済 の 分 野 を は じ め 、 フ ィ ン テ ッ ク の 進展 等 に より 、 こ れ ま で 想定 され て いな か っ た 多 
様 な サー ビス が 提供 され る よう に な っ て き て いる 。 こう し た 中 、 利 用 者 利便 や 生産 性 の 向上 に 
資す る サー ビス が 提供 され や すい 公正 な 環境 を 整備 する 観点 か ら は 、 多様 な プレ イヤ ー を 現 
在 の 各 業 法 の 業態 に 当て は め て 規制 する より も 、 各 プレ イヤ ー が 自由 に ビジ ネス モデ ル を 選 
択 し た 上 で 、 そ の ビジ ネス モデ ル や サー ビス の 果たす 機能 ・ リ スク に 応じ て 、 ル ー ル が 過 不 足 
な く 適用 され て いく こと が 望ま し い 。 こ の た め 、 利 用 者 資産 の 保護 や シス テ ミ ッ クリ スク の 防止 
(金融 レス テム の 安定 性 の 確保 ) を 含め 、 各 プレ イヤ ー の サー ビス の 機能 ・ リ スク に 応じ て 金融 
規制 を 柔 構造 化し 、 業 態 に とらわれ な い 整 合 的 ・ 横 断 的 な 金融 規制 体系 を 具体 化し て いく こと 
が 重要 な 課題 で ある 。 
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2. 家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推進 








(1) 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 確立 と 定着 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 の 家計 金融 資産 は その 過半 を 占め る 900 兆 円 以上 が 現 預金 で あり 、 米 英 と 比べ 株 
式 ・ 投 資 信託 等 の 割合 は 低い 。 ま た 、 家 計 人 金融 資産 全体 の 伸び も 低い 水準 に 留まっ て お り 、 家 
計 金 融資 産 が 有効 に 運用 ・ 活 用 され て きた と は 言い 難い 。 

こう し た 中 、 家 計 の 安定 的 な 資産 形成 を 図る た め に は 、 金 融 商 品 の 販売 、 助 言 、 商 品 開発 、 
資産 管理 、 運 用 等 を 行う 全て の 金融 機関 等 (以下 「 金 融 事業 者 」 と いう 。 ) が 、 イ ン ベ ス トメ ント ・ 
チェ ー ン に お ける それ ぞ れ の 役割 を 認識 し 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 を 浸透 ・ 定 着 さ せる こと が 重 


要 で ある と の 認識 の 下 、 そ れ に 向け た 金融 機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 の 促進 に 努め て きた 
(図表 息 -2-(1)-1) ぞ 。 


図表 息 -2-(1)-1 顧客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 採択 社 数 ・「 自主 的 な KPI」 設 定 社 数 


1600 ( 社 ) ロ 原 則 採 択 社 数 
申 「 自 主 的 な KPI」 設 定 社 数 1426 
1400 


1200 


1000 


( 注 )KPI 設定 社 数 は 、 取 組 方 針 や その 実施 状況 に お いて 
KPI を 公表 し て いる 金融 事業 者 を 集計 。 
(資料 ) 金融 庁 





17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 
(月 末 ) 


また 、 以下 の と お り 、 投 資 信託 等 の 販売 会 社 に お いて は 、 業 績 評価 体系 や 商品 ライ ン ア ッ プ 
等 の 見 直し が 進む も の の 、 投 資 信託 の 平均 保有 期間 が 短期 化し 、 保 有 顧 客数 が 伸び な い 中 、 
営業 現場 で は 期末 の 収益 目標 を 意識 し た プッ シュ 型 営業 の 可能 性 が 須 わ れ て お り 、 経 営 者 か 
ら 現 場 に 至る まで 、 顧 客 本 位 の 取組 み の 更 な る 強化 が 課題 と な っ て いる 。 そし て 、 そ れ ら の 取 
組み が 顧客 まで 浸透 し 、 金融 機関 を 選択 する 上 で 活用 され る こと が 重要 で ある 。 

さら に 、 民間 の 第 三 者 的 な 主体 に よる 金融 機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 に つい て は 、 す で 
に 、 人 金融 機関 の 業務 運営 に か か る 評価 指標 の 開発 ・ 提 供 が 始ま っ て いる 。 こう し た 第 三 者 評価 



































” 昨年 3 月 に 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 を 策定 し 、 原 則 を 採択 し て 、 取 組 方 針 を 策定 ・ 公 
表し た 金融 事業 者 の リス ト を 金融 庁 の ウェ ブサ イト に 公表 し た ほか 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 を 客観 的 に 
評価 で きる よう に する た め の 成 果 指標 (KPI) を 公表 する よう 働き か け を 行っ た 。 さ ら に 、 長 期 的 に リ 
スク や 手数 料 等 に 見 合っ た リタ ー ン が どの 程度 生じ て いる か を 「 見 える 化 」 す る こと が 、 顧 客 が 良質 
な 金融 事業 者 を 選ぶ 上 で 、 有 人 益 で ある と の 認識 の 下 、 投 資 信託 の 販売 会 社 に お ける ① 運 用 損益 別 顧客 
比率 、② 投 資 信託 預り 残高 上 位 20 銘柄 の コス ト ・ リ ター ン 、③ 投 資 信 ee 20 銘柄 の リス 
ク ・ リ ター ン 、 の 3 指標 を 共通 KPIT と し て 本 年 6 月 に 公表 し た 。 
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が 客観 性 ・ 中 立 性 を 確保 する 形 で 行わ れる と と も に 、 第 三 者 評価 自体 に つい て も 健全 な 競い 合 
い が 行 われ 、 質 の 向上 が 図ら れ て いく こと が 望ま れる 。 

この ほか 、 販 売 会 社 等 と は 独立 し た 立場 で 顧客 に アド バイ ス を 提供 する 担い 手 GFA) の 活 
動 も 行わ れ て いる が 、 今後 さら に 、 顧 客 の 視点 に 立っ た サー ビス が 広く 提供 され て いく こと が 望 
まれ る 。 


① 販売 会 社 に お ける 顧客 本 位 の 業務 運営 に 向け た 取組 状況 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


主要 な 販売 会 社 (主要 行 等 9 行 、 地 域 銀行 20 行 及 び 主 要 証券 会 社 7 社 人 ) に お ける 投資 信 
託 等 の 販売 状況 に つい て モニ タリ ング を 行っ た 結果 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 向け て 、 業績 評 
価 体系 、 商 品 ラ イン アッ プ の 見 直し 等 の 取組 み が 見 られ た 。 

特に 、 業 績 評価 に つい て は 、 中 長期 的 な 資産 形成 を 促進 する た め に 、「 収 益 ( フ ロー) 」 の み 
な ら ず 「 残 高 ( ス トッ ク ) 」 を 重視 する 動き や 、 積 立 投資 を 業績 評価 項目 に 設定 する 動き が 定着 し 
て き て いる 。 ま た 、 手 数 料 の 高い 商品 中 心 の 販売 を 抑制 し 、 顧 客 ニー ズ に 即 し た 商品 を 提供 す 
る 観点 か ら 、 実際 の 販売 手数 料 の 多 宴 に 関わ ら ず 、 業績 評価 上 、 販 売 手数 料 を 一 律 で 評価 す 
る 動き が 見 られ る ほか 、 営業 店 の 収益 目標 を 無く し 、 新 た に 販売 プロ セス 目標 (顧客 面談 件 数 
等 ) を 導入 し た 事例 等 が 見 られ た 。 


こう し た 中 、 主要 行 等 9 行 、 地 域 銀行 20 行 、 主 要 証 券 7 社 に お ける 昨年 度 の 投資 信託 の 平 
均 保有 期間 を みる と 、 主要 行 等 で 2.4 年 、 地 域 銀 行 で 2.5 年 、 主 要 証 券 で 2.4 年 と な っ て お り 、 
と も に 前 年 度 よ り も 短期 化し た (図表 息 -2-(1)-2)。 

平均 保有 期間 の 短期 化 に つい て は 、 良好 な 市 場 環境 を 受け て 利益 確定 売り が 行わ れ た こと 
が 要因 の 一 つと 考え られ る が 、 個 々 の 販売 会 社 に つい て みる と 、 平 均 保有 期間 が 4 年 を 越え 
る 販売 会 社 が 存在 する 一 方 、2 年 未満 の 販売 会 社 も 一 定数 存在 し 、 販 売 会 社 ご と に 大 き な 差 
が 見 られ る 。 

図表 町 -2-(1)-2 平均 保有 期間 の 推移 
(年 ) 
ーー デー 主要 行 等 
ーー 一 地域 銀行 
5 一 時 一 主要 証券 


( 注 1) 主要 行 等 9 行 、 地 域 銀行 20 行 、 主 要 証 券 7 社 を 集計 。 

( 注 2) 自 行 販売 、 仲 介 販 売 の 合算 ペー ス 。 

( 注 3) 平均 保有 期間 は 、( 前 年 度 末 残 高 十 年 度 未 残高 )2 
(年間 の 解約 額 十 償 還 額 ) で 算出 。 

(資料 ) 金 融 店 








14 15 16 17 (年 度 末 ) 





2 Tndependent Financial Adviser。 


大 手 証 券 2 社 、 銀 行 系 証券 3 社 及 び ネ ッ ト 証 券 2 社 。 
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また 、 主 要 行 等 の 営業 店 (全店 合計 ) に つい て 、 月 次 の リス ク 性 商品 (投資 信託 と 一 時 払 保 
険 ) の 販売 状況 を 検証 し た 結果 、 四 半期 末 ご と に 販売 額 が 増加 し て お り 、 特 に 、 運用 環境 に 左 
右 さ れ に くい 一 時 払 保険 の 販売 に お いて 顕著 な 増加 が 見 られ た (図表 想 -2-(1)-3)“。 

投資 信託 の 平均 保有 期間 や 保有 顧客 数 が 伸び 悩ん で いる “こと も 踏ま そえる と 、 営業 現場 で 
は 、 収 益 目標 を 意識 し て 、 期末 に 向け て プッ シュ 型 営業 に より 、 特 定 の 顧客 に 対し 乗換 取引 を 
繰り 返し て いる 可能 性 が 宮 わ れる 。 


図表 邊 -2-(1)-3 リス ク 性 商品 の 販売 額 の 月 次 推移 


( 千 位 円 ) _ 
| ロー 時 払 保険 い 
ロ 投資 信託 


ィ ヽ 






( 注 1) 主要 行 等 9 行 及び 地域 銀行 20 行 を 集計 。 

( 注 2)17 年 4 月 か ら 18 年 3 月 まで の 12 か 月 間 の 、 一 時 払 保険 及び 
投資 信託 の 合計 販売 額 の 推移 。 

(資料 ) 金融 訂 


17/6 17/8 17/12 18/3 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


以上 の と お り 、 投資 信託 等 の 販売 会 社 に お いて は 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 浸透 ・ 定 着 に 向 
けた 取組 み の 成 果 が 器 わ れる 事例 と あま り 成果 が 見 られ な い 事 例 が 混在 し て お り 、 顧 客 本 位 
の 取組 み は 道 半ば の 状況 に ある 。 

金融 庁 と し て は 、 今後 、 販 売 会 社 に お いて 、 経 営 者 が 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 
を 自ら の 理念 と し て どの よう に 取り 入れ 、 そ の 実現 に 向け た 戦略 を 立て 、 具 体 的 な 取組 み に 結 
び 付 け て いる か 、 ま た 、 こ うし た 理念 ・ 戦 略 ・ 取 組み が 営業 現場 に お いて どの よう に 浸透 し 、 実 
践 され て いる か 等 に つい て 、 経 営 者 等 と 対話 を 行う 。 

顧客 ロイ ヤル ティ を 数 値 化し た 指標 等 も 活用 し た 顧客 アン ケー ト 調 査 を 実施 し 、 金 融 機関 経 
営 者 等 の 取組 み に よ り 、 顧客 本 位 の 業務 運営 が どの よう に 金融 機関 の 営業 現場 で の 顧客 へ 
の 対応 に 活か され 、 顧 客 に よる 金融 機関 の 選択 に 活用 され て いる か 等 の 実態 を 分 析 ・ 確 認 し 

て いく 。 

さら に 、 金 融 機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 を 促進 する た め 、 金 融 庁 に お いて 、 共通 KPI を 公表 
し た 金融 機関 の リス ト や 共通 KPI を 用 いた 業態 別 の 状況 2 Slane 共通 KPI 
を 公表 し て いな い 販 売 会 社 に 対し 、 個 々 に 公表 を 働き か ける 等 に より 、 比較 可能 な 共通 KPI の 














主要 証券 に つい て は 、 一 時 払 保険 の 販売 は ほとん ど 行 われ て いな いも の の 、 同 様 に 四半 期末 ご と に 
販売 額 が 増加 する 傾向 が 一 定 程度 見 られ る 。 
2 年 度 示 時点 で 残高 の ある 個人 顧客 ( 自 行 ・ 自 社 販売 ベー ス ) の 数 を 、2014 年 度 末 を 100 と し て 指数 
化す る と 、 昨 年 度 示 で は 、 主 要 行 等 、 地 域 銀 行 、 大 手 証 券 で は 、 そ れ ぞ れ 92、103、97 と な る (有効 
回 答 を 集計 )。 
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普及 ・ 浸 透 を 図る 。 加 えて 、 投 資 信託 の 類似 商品 で ある 貯蓄 性 保険 も 含め 、 商 品 内 容 等 の さら 
な る 「 見 える 化 」 を 促進 し て いく 。 


② 運用 会 社 に お ける 顧客 本 位 の 業務 運営 に 向け た 取組 状況 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


運用 会 社 に お ける 顧客 本 位 の 業務 運営 の 取組 み の 「 見 える 化 」 を 推進 する た め 、 運 用 会 社 
が リス ク に 見 合っ た リタ ー ン が 上 げ ら れ て いる か と の 観点 で 、 主 要 運 用 会 社 ? と の 間 で 取組 み 
や 運用 力 を 示す KPI に つい て 対話 を 実施 し た 。 

原則 の 公表 後 、 各 運用 会 社 か ら は 、 運 用 残高 や 平均 保有 期間 、 販 売 会 社 向け の セミ ナー 件 
数 等 、 各 社 の 取組 み を 示す KPI を 公表 する 動き が 見 られ た が 、 各 社 の 運用 商品 の 構成 比率 や 
運用 カテ ゴリ ー ご と の リス ク ・ リ ター ン が 異な る た め 、 運 用 力 を 示す KPI に 関し て は 、 社 内 で の 
管理 に は 用 いら れる も の の 、 販 売 会 社 の よう な 当局 に よる 共通 KPI を 公表 する こと は 適当 で は 
な いと の 意見 が 見 られ た 。 

一 方 で 、 自 社 の 経営 方 針 や 運用 哲学 、 そ れ を 踏ま えた 強み や 運用 力 ( パ フォ ー マ ン ス ) を 示 
し て いく こと が 他社 と の 差別 化 で 有効 で あり 、 また 顧客 か ら 求 め ら れ て いる も の で ある と の 考え 
か ら 、 一 部 の 運用 会 社 で は 、 以下 の よう な 運用 力 を 示す KPI を 設定 、 公 表す る 動き が 見 られ て 
いる 。 

・ 運用 力 を 示す KPI 事例 

- 中 長期 の 資産 形成 の 観点 か ら 中 長期 の シャ ー プ レシ オ ( リ スク に 対し どれ だ け の リタ ー ン 
を 得 た か を 示す 値 ) の 向上 に 取り 組む と し て 、 自社 が 設定 、 運 用 する 商品 の 資産 別 (国内 
株 式 、 海 外 株 式 、 国 内 債券 、 海 外債 券 等 ) の 過去 5 年 の 平均 シャ ー プ レシ オ を 指標 化 

- 自社 が 注力 する 商品 で ある バラ ンス 型 フ ァ ン ド の 運用 実績 に つい て 、 自社 ファ ンド が 、 他 
社 同 種 ファ ンド の 平均 リタ ー ン や 平均 シャ ー プ レシ オ を 上 回 る 比率 を 指標 化 

- 自社 が 注力 する アク ティ ブフ ァ ン ド に つい て 、 パ フォ ー マ ン ス の 良い 商品 を 多く 顧客 に 提供 
する と の 観点 か ら 、 投 信 評 価 会 社 の レー ティ ング (リス ク 調 整 後 リタ ー ン の 相対 評価 ) に 残 
高 を 加味 し た 運用 期間 別 残高 加重 レー ティ ング を 指標 化 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


各 運 用 会 社 が 長期 的 に リス ク や 信託 報酬 に 見 合っ た リタ ー ン を 提供 する 観点 か ら の 運用 実 
績 に つい て 、 各 社 の 創意 工夫 に より 「 見 える 化 」 を 進め る こと で 、 各 社 の 特性 (強み ) や 運用 状 
況 が 明らか に な り 、 顧 客 が 運用 会 社 を 選別 する た め の 有 効 な 指標 に な る と 考え られ る 。 

また 、 運 用 会 社 が 、 こ の 共通 の 目線 を 販売 会 社 と と も に 持つ こと で 、 顧 客 に 成功 体験 を も た 
ら す 投資 信託 の 開発 ・ 提 供 に 向け た 動き が 促進 され る こと が 期待 され る 。 引き 続き 、 対話 を 通 
じ 、 運 用 力 を 示す 「 自 主 的 な KPI」 の 公表 を 促し て いく 。 また 、 そ の 設定 状況 を 踏ま えつ つ 、 運 用 
会 社 に お ける 共通 KPI の あり 方 に つい て 、 検 討 を 進め て いく 。 





2 











7 公募 投資 信託 運用 資産 残高 上 位 9 社 の 日 系 運用 会 社 及 び 外 資 系 運用 会 社 2 社 。 
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③ 顧客 の 主体 的 な 行動 を 補う 仕組 み 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
今後 、 第 三 者 評価 を 行う 主体 や 独立 し た 立場 で 顧客 に アド バイ ス を する 主体 に 関す る 新た 
な 動き を 注視 し つつ 、 金 融 審議 会 市 場 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ に お いて 議論 を 行い 、 顧 客 の 主体 
的 な 行動 を 補う 仕組 み の 発展 を 促し て いく 。 


(2) 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 推進 





① NISA の 制度 整備 及び 普及 に 向け た 取組 み 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


我が国 に お いて は 、 家 計 の 金融 資産 の 過半 を 現 預 金 が 占め て いる 状況 が 続い て いる 。 預金 
に よら な い 資 産 形成 手段 や 投資 方 法 の うち 、 長 期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 で は 、 投 資 時 期 の 分 散 ( 積 
立 投資 ) に より 、 い わ ゆ る 高値 づか み 等 の リス ク を 軽減 し 、 投 資 対象 の 分 散 に より 特定 の 投資 
対象 に 起因 する リス ク の 影響 を 限定 する と と も に 、 こ れ ら を 長期 で 保有 する こと に より 元 本 割れ 
の 可能 性 を 低減 さす せる こと が 可能 と な る 。 その た め 、 家 計 の 安定 的 な 資産 形成 を 進め る 上 で は 、 
長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 定着 を 促し て いく こと が 一 つの 有効 な 方 法 と 考え られ る 。 

この よう な 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 推進 と いっ た 課題 に 対し 、 税 制 を 活用 し た アプ ロー チ と し 
て 、NISA、 特に つみ た て NISA の 普及 ・ 促 進 に 取り 組ん で いる 。 

2014 年 1 月 に 導入 され た 少額 投資 非課税 制度 (NISA) は 、 本 年 で 5 年 目 を 迎え た 。 一 般 
NISA で は 、 毎 年 の 投資 上 限 額 (120 万 円 、2014・2015 年 は 100 万 円 ) の 範囲 内 で 行わ れる 投 
資 に つい て 、 そ の 配当 ・ 分 配 金 ・ 譲 渡 益 が 5 年 間 非 課税 と な る “。 さらに 、 少 額 か ら の 長期 ・ 積 
立 ・ 分 散 投資 の 定着 を より 一 層 促 し て いく 観点 か ら 、 本 年 1 月 より 「 つ みた て NISA」 を 導入 し た 。 
つみ た て NISA は 、 年 間 40 万 円 を 上 限 と し て 行う 積立 投資 に つい て 、 そ の 分 配 金 ・ 譲 渡 益 が 20 
年 間 の 長期 に わた り 非 課税 と な る 制度 で ある 。 また 、「 長 期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 に 資す る 投資 信 』 
に 関す る ワー キン グル ー プ 」 の 報告 書 ( 昨 年 3 月 30 日 公表 ) を 踏ま え 、 少 額 か ら の 長期 ・ 積 立 ・ 
分 散 投資 に よる 家計 の 安定 的 な 資産 形成 と いう 制度 趣旨 を 踏ま え 、 低 コ スト 、 イン デック ス 運 
用 投資 信託 を 基本 と する 等 、 購 入 可 能 な 商品 の 要件 を 設定 し た 。 

NISA の 利用 状況 は 、 一 般 NISA と つみ た て NISA を あわ せ て 、 口 座 開 設 数 が 約 1.168 万 口 
座 、 買 付 額 が 約 13.9 兆 円 (本 年 3 月 末 時 点 ) と な っ て お り 、 着 実に 普及 が 進ん で いる (図表 息 - 
2-(2)-1 ) 。 NISA 口座 の 残高 (時 価 ベ ー ス ) に つい て も 同様 に 、 順調 に 増加 し て いる (図表 息 - 
2-(2)-2) 。 また 、2014 年 に 一 般 NISA 口 座 で 投資 を 行っ た 場合 、 本 年 3 月 時 点 で どれ くら い の 
リタ ー ン を 得 ら れ た か を 調査 し た 結果 、 全 体 の 平均 リタ ー ン は 23.896、 約 8 割 の 顧客 が プラ ス の 
リタ ー ン と な っ て お り 、 堅調 な 市 場 状況 も 相 侯 っ て 、NISA 制度 が 家計 の 資産 形成 に 寄与 し て い 
る も の と 考え られ る (図表 邊 -2-(2)-3) 。 

















28 5 年 間 保有 し て いた 商品 に つい て は 、 非 課税 期間 の 終了 時 に 翌年 の 非課税 投資 枠 ヘ ロー ルオ ー バ ー 
する こと で 、 更 に 5 年 間 非 課税 で 保有 する こと が 可能 と な っ て いる 。 
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図表 息 -2-(2)-1 NISA( 一 般 ・ つ みた て ) 口 座 数 及び 図表 想 -2-(2)-2 NISA 口座 に お ける 残高 の 推移 







































































頁 付 額 の 推移 
(万 口座 ) ( 兆 円 ) ( 兆 円 ) 
66 1.168 万 口座 15 10 
1.077 万 口座 
1.012 万 口座 13.9 朱 円 
1.000 8 7.7 兆 円 
879 万 口座 
800 63 兆 円 
6 
4.9 兆 円 
600 492 万 口座 
4 
400 5 2.8 兆 円 
200 | 
0 0 0 
14/1 月 末 15/3 月 末 16/3 月 末 17/3 月 末 18/3 月 末 14/12 月 末 15/12 月 末 16/12 月 末 17/12 月 末 
( 注 ) 本 年 3 月 末 以 降 の 口座 数 及び 買 付 額 は 、 本 年 1 月 の つみ た て NISA 開 始 に (資料 ) 金融 庁 
伴い 、 一 般 NISA と つみ た て NISA の 合計 値 を 表示 。 
(資料 ) 金 融 店 


図表 息 -2-(2)-3 NISA 口座 (2014 年 買 付 分 ) に お ける 損益 状況 (本 年 3 月 末 時 点 ) 


(顧客 比率 ) 全体 の 8 割 の 顧客 が プラ ス の リタ ー ン 
35% ーー 
30% 
25% 
19% 
20% 


15% 14% 
10% 
10% 
6% 6 5% 
5% 3% 人 
0% | 。 昌 較 | 再 


-70% 未 満 -70% 以 上 -50% 以 上 -30% 以 上 -10% 以 上 0% 以 上 +10% 以 上 +30% 以 上 +50% 以 上 +70% 以 上 +90% 以 上 
-50% 未 満 -30% 未 満 -10% 未 満 0% 未 満 +10% 未 満 +30% 未 満 +50% 未 満 +70% 未 満 +90% 未 満 


( 注 ) 大 手 金融 機関 (証券 、 銀 行 ) 12 社 に お いて 、 各 社 80 名 ずつ の サン プル (合計 960 サン プル ) 調査 を 実施 。 
(資料 ) 金融 店 
本 年 1 月 か ら 3 月 末 ま で の つみ た て NISA の 利用 状況 は 、 口 座 開 設 数 約 51 万 口座 、 買 付 額 
が 約 110 億 円 (本 年 3 月 末 時 点 ) と な っ て いる 。 同期 間 の 一 般 NISA の 新規 口座 開設 数 と 合わ 
せる と 約 69 万 口座 で あり 、2015 年 以降 の 一 般 NISA の 新規 口座 開設 数 と 比較 する と 、 つ みた 
て NISA が 、NISA 口座 数 全体 の 増加 に 大 きく 寄与 し て いる こと が わか る (図表 息 -2-(2)-4) 。 
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ae 図表 相 -2-(2)-4 一 般 NISA・ つ みた て NISA の 新規 口座 開設 数 の 推移 (本 年 3 月 末 時 点 ) 
70 約 69 万 口座 


30 一 般 NISA 
18 万 口座 

20 

mE im 回 5 lm 

0 


15/3 15/6 15/9 15/12 16/3 16/6 16/9 16/12 17/3 17/6 17/9 2 8 18/3 (月 末 ) 






( 注 ) 昨年 10<12 月 末 に つい て は 、 法 律 上 、 本 年 以降 も NISA 口座 を 利用 する に は 住民 票 の 再 提出 が 求め られ て いた た め 、 税 務 当 局 に お いて 膨大 
な 確認 事務 が 発生 する こと か ら 、 本 年 分 の 新規 口座 開設 を 受け 付け な いと され た 期間 
(資料 ) 金 融 店 


NISA の 口座 開設 者 を 年 代 別 に 見 た 場合 、20 代 ~40 代 が 全体 に 占め る 割合 は 、 一 般 NISA 
で は 約 3 割 、 つ みた て NISA で は 約 7 割 と な っ て お り 、 つ みた て NISA を 通じ て 、 若い 世代 を 中 心 
に 新た な 投資 家 層 の 拡大 が 進展 し つつ ある (図表 息 -2-(2)-5) 。 さら に 、 つみ た て NISA の 口 
座 開設 者 の うち 、 稼働 し て いた 一 般 NISA か ら の 切替 え で は な く 、 新規 に 開設 し た 者 及び 非 稼働 
の 一 般 NISA か ら 切 替え し た 者 を 合計 する と 、 全体 の 約 8 割 を 占め て お り 、 つ みた て NISA の 開 
始 を 契機 に 、 新 た に 投資 を 行う 層 が 広がり つつ ある と 言え る (図表 息 -2-(2)-6) 。 


図表 相 -2-(2)-5 NISA( 一 般 ・ つ みた て ) 口座 開設 状況 (年 代 別 ) 
【 つ みた て NISA】 ae で RE 【 一 般 NISA】 sgwe zome 


796 
1196 









( 注 ) つ みた て NISA に つい て は 、 主 な 金融 機関 へ の ヒア リン グ ベ ー ス (本 年 5 月 末 時 点 ) 
一 般 NISA に つい て は 、 全 金融 機関 調査 (本 年 3 月 末 時 点 ) 
(資料 ) 金融 庁 


図表 和 町 -2-(2)-6 つみ た て NISA 口座 の 開設 状況 


一 般 NISA (稼動) 
か ら の 切替 


一 般 NISA ( 非 稼 動 ) 
か ら の 切替 


( 注 ) 主 な 金融 機関 へ の ヒア リン グ ベ ー ス (本 年 5 月末 時 点 ) 
(資料 ) 金融 店 
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以上 より 、NISA 制度 に つい て は 、 制 度 の 開始 以来 、 順 調 に 成長 し て き て お り 、 若 年 層 の 投 
資 の きっ か け に な っ て いる 現状 も 確認 で きる も の の 、 マ クロ 的 に 家計 の 金融 行動 を 大 きく 変え 
る まで に は 至っ て いな い 。 


( ア ) NISA の 制度 整備 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


NISA に つい て 、 口座 数 は 順調 に 推移 し て いる も の の 、 稼 働 率 が 約 60%% に 留まっ て お り 、 こ 
の 向上 が 課題 と な っ て いた 。 こ の 要因 の 一 つと し て 、 口座 開設 に 2 週間 程度 の 時 間 を 要 し て い 
る た め 、 申 込 か ら 開設 まで の 間 に 投 資 意欲 を 失っ て し まい 、 買付け に つなが ら な いこ と が 挙げ 
られ て いた 。 こ の た め 、NISA 口座 を 即日 で 開設 し 、 買付け を 可能 と する 税制 改正 が 認め られ 、 
来年 1 月 より 施行 され る 予定 で ある 。 

また 、 つ みた て NISA の 対象 商品 に つい て は 、 制 度 開始 前 に この 要件 を 満た す 商品 は 51 本 
で あっ た が 、 本 年 8 月 20 日 時 点 で 、 各 社 か ら 158 本 の 届出 が あり 、 我 が 国 で も つみ た て NISA 
の 制度 趣旨 を 踏ま えた 投資 信託 の 普及 が 進み つつ ある と 期待 され る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


一 般 NISA に つい て は 2023 年 、 つ みた て NISA に つい て は 2037 年 が 、 そ れ ぞ れ 租 税 特別 
首 置 法 に よる 制度 の 期限 と な っ て お り 、 現状 の 時 限 的 な 制度 の まま で は 、 真 に 国民 の 安定 的 
な 資産 形成 を 促す 制度 と は な ら な いと の 指摘 も ある 。 

一 方 、NISA を 創設 する 上 で 参考 と し た 英国 の ISA で も 、1999 年 4 月 に 10 年 の 時 限 措置 と 
し て 導入 し た の ち 、2007 年 に 恒久 化 措置 を 含む 制度 改正 が 行わ れ た と いう 経緯 が ある 。 また 、 
その 後 も lifetime ISA の 創設 (昨年 4 月 ) 等 の 累 次 の 制度 改正 の 結果 、 現 在 の ISA は 、 成 年 の 
約 439%% が 加入 し 、 平 均 で 約 2 万 4.000 ポン ド 超 の 金融 資産 が 保有 され る 制度 と な っ て いる (数 
字 は 2016 年 ) 。 

我が国 に お ける NISA の 導入 は 2014 年 で ある が 、 高 齢 化 の 更 な る 進展 や 寿命 の 延伸 化 、 
金融 資産 ゼロ 世帯 の 増加 等 、 安定 的 な 資産 形成 手段 を 整備 する 社会 的 要請 は より 高まっ て い 
る 。 こう し た こと を 踏ま え 、 国民 の 生涯 を 通じ た 安定 的 な 資産 形成 を 支援 する 制度 の あり 方 に 
つい て 、 英 国 ISA も 参考 と し つつ 、 他 省庁 と 連携 し 、 具 体 的 な 検討 を 行う 。 


( イ ) つみ た て NISA の 普及 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
少子 高齢 化 の 進展 等 を 踏ま え 、 バ ラン ス の 取れ た ポー ト フ ォ リ オ に よる 安定 的 な 資産 形成 を 
進め て いく こと の 重要 性 が 高まっ て いる が 、 現 役 世 代 に と っ て 、「 き っ か けが な い 」、「 方 法 が わ 


か ら な い 」、「 時 間 が 無い 」 等 の 理由 か ら 、 投 資 を 通じ て 資産 形成 に 取り 組む こと は 容易 で は な 
い 。 
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こう し た 層 に 対し て 資産 形成 を 促す た め に は 、 投資 を 開始 する きっ か け を 身近 な 場 で 得 ら れ 
る よう な 環境 を 整え る こと が 望ま し い 。 そこ で 、 身近 な 場 で ある 職場 に 着目 し 、 昨 年 10 月 、 各 府 
省 ・ 地 方 自治 体 、 さ ら に は 民間 企業 に お ける 普及 も 視野 に 、 ま ず は 金融 庁 に お いて 「 職 場 つ み 
た て NISA」 を 導入 する こと を 公表 し た 。 これ は 、 身近 な 場 で ある 職場 に お いて 、 つみ た て NISA 
や iDeCo2 等 に 関す る 情報 提供 や 職場 で の 投資 教育 を 行う こと 等 に より 、 職 員 ・ 社 員 が 資産 形 
成 を 始め る きっ か け を 持つ よう 応援 する 枠組 み で あり 、 昨 年 12 月 に は 、 各 府 省 ・ 地 方 自治 体 ・ 
民間 企業 の 参考 と な る よう 、 金 融 庁 の 職場 つみ た て NISA 取扱 規程 、 運営 要領 等 を 公表 し た 。 

また 、 昨 年 11 月 に 、 金融 庁 に お ける 職場 つみ た て NISA の 導入 を 契機 に 、 内 閣 人 事 局 か ら 、 
各 府 省 に 対し て 同様 の 取組 み を 促す 文書 が 発出 され た ほか 、 本 年 2 月 に 閣議 決定 され た 高齢 
社会 対策 大 綱 に お いて も 、 まずは 国家 公務 員 が つみ た て NISA 等 を 広く 活用 する よう 、 政府 と 
し て 率先 し て 取組 み を 進め る こと の 重要 性 が 記載 され た 。 現在 、 既に 厚生 労働 省 や 財務 省 等 
ー 部 の 省庁 に お いて 、「 職 場 つ みた て NISA」 に 関す る 取組 み が 開 始 さ れ て いる 状況 に ある 。 

東京 都 等 、 一 部 の 地方 自治 体 で も 、 職員 向け の セミ ナー を 開催 する 等 の 取組 み が 進 め ら れ 
て お り 、 本 年 6 月 に は 、 金 融 庁 及び iDeCo を 所 管 す る 厚生 労働 省 か ら の 依頼 を 受け 、 同 様 の 
取組 み が 他 の 地方 自治 体 に も 広がる よう 、 総 務 省 か ら 全 国 の 地方 自治 体 に 通知 が 行わ れ た 。 

新た な 情報 発信 チャ ネル の 活用 も 課題 で や る 。 つみ た て NISA の 普及 に 当たっ て は 、 ス マー 
ト フ ォ ン や タブ レッ ト を 情報 源 と する 若年 世代 に 対し て 効果 的 に 働き か け を 行う こと が 望ま し い 。 
その た め 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト に お ける 情報 発信 に 加え 、 公募 に より 決定 し た つみ た て NISA キ 
ャ ラク ター を 活用 し 、 本 年 4 月 以降 、 金 融 庁 の 公式 ツイ ッ タ ー ア カウ ント “に お ける 情報 発信 を 開 
始 し て いる (図表 息 -2-(2)-7) 。 


図表 想 -2-(2)-7 つみ た て NISA キャ ラク ター 


つみ た て ワニ ー サ 

ある 日 突然 人 間 界 に 現れ た 優し い ワ ニ 。 

ゆっ くり 慎重 派 だ けど 、 

みん な か ら 信 頼 さ れ 愛 され て いる 。 

どっ し り と 安定 感 の ある 背中 に は 

いつ も 何 か を 乗せ て 運ん で いて 、 
不思議 な し っ ぽ は 右 肩 上 が り に 成長 し て いく 。 





(資料 金融 訂 
この ほか 、 投 資 初心 者 を 含む 一 般 の 投資 家 に と っ て 有益 な 意見 や 情報 を 発信 し て いる 個人 
ブロ ガー 等 と の 意見 交換 の 場 ( つ みた て NISA Meetup) を 、 全国 で 行っ て いる 。 昨年 10 月 に は 、 
「 つ みた て NISA Meetup サポ ー ト 窓口 "」 を 金融 庁 に 設置 し 、 各 地 で の つみ た て NISA Meetup 
の 開催 や 資産 形成 に 関す る 勉強 会 等 へ の 講師 派遣 依頼 を 受け 付け て いる 。 こ の 結果 、 個 人 、 
企業 、 金 融 機関 より 依頼 が 多数 寄せ られ 、 潜 在 的 な ニー ズ の 掘り 起こ し に つなが っ た と 考え ら 








29 個人 型 確定 拠出 年 金 の 愛称 。 加入 者 が 毎月 一 定 の 金額 を 積み 立て 、 特 定 の 定期 預金 ・ 保 険 ・ 投 資 信 
託 と いっ た 金融 商品 で 運用 し 、60 歳 以降 に 年 金 ま た は 一 時 金 で 受け 取る こと が で きる 制度 で あり 、 税 
制 優遇 が 講じ られ て いる 。 昨年 1 月 に 対象 が 公務 員 や 専業 主婦 ( 夫 ) な ど に 拡張 され た 。 

30 ⑳Wa_ nisa_FSA 

3 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/policy/nisa2/opinion/index. htm] ) 。 
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れる ほか 、 実 際 に 都 道 府 県 の 銀行 協会 や 日 本 証券 業 協会 と 連携 し て の つみ た て NISA 
Meetup 開催 も 行わ れ 、 官民 連携 の 取組 み も 進ん だ 。 

この よう な つみ た て NISA の 普及 に 関す る 取組 み を 行っ て きた が 、 昨 年 12 月 の アン ケー ト 調 
査 で は 、 こ れ ま で 投資 信託 を 保有 し た こと の 無い 人 が 全体 の 約 8 割 (76.49%) と な っ て いる 。 また 、 
つみ た て NISA の 認知 度 は 全体 の 約 4 割 (36.99%) 、 利用 に 前 向き な 人 も 1 割 未満 (8.79%) に 留 
まっ て いる (図表 息 -2-(2)-8) 。 


図表 想 -2-(2)-8 投資 信託 の 保有 状況 等 


【 投 資 信託 の 保有 状況 】 
m 現在 保有 し て いる mw 以前 保有 し て いた が 、 現在 は 保有 し て いな い = 今 まで 保有 し た こと が な い 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
【 つ みた て NISA の 認知 度 】 
m 名 前 も 制度 内 容 も 知っ て いる 還 名 前 は 知っ て いる が 、 割 度 内 容 は よく 分 か ら な い 還 知ら な い 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
【 つ みた て NISA の 利用 意向 】 
還 利用 し た い 画 や や 利用 し た い 本 どちら と も いえ な い 画 あ まり 利用 し た く な い 年 利用 し た く な い 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 


(資料 ) 投 資 信託 協会 「 投 資 信託 に 関す る アン ケー ト 調 査 」( 昨 年 12 月 ) 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


民間 企業 も 含め て 、 職 場 つ みた て NISA が 全国 的 に 普及 する よう 、 引 き 続 き 働 きか け て いく 
こと が 必要 で ある 。 職場 つみ た て NISA の 取扱 い が 、 金 融 庁 の みな ら ず 他 の 中 央 官庁 、 地 方 自 
治 体 、 民間 企業 に 拡大 され る よう 、 関係 者 と の 連携 の 上 で 、 地 方 公共 団体 等 で の 職場 セミ ナー 
の 開催 を サポ ー ト する 等 の 働き か け を 行う 。 

また 、 つ みた て NISA Meetup を 金融 庁 及 び 全 国 各地 で 引き 続き 実施 する 。 実際 に 一 般 投資 
家 に 金融 商品 を 販売 する の は 民間 の 金融 機関 で ある こと か ら 、 官 民 の 連携 を 通じ て 、 個 人 投 
資 家 の 裾野 拡大 に 向け た 取組 み を 強化 し て いく こと が 重要 で ある 。 

さら に 、「 つ みた て ワニ ー サ 」 も 活用 し な が ら 、 こ れ ま で の 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト や SNS を 通じ た 
活動 に 加え 、 つ みた て NISA の 認知 度 向上 の た め の プ ロモ ーション ビデ オ の 作成 と その 発信 等 、 
若年 層 を ター ゲッ ト と し て 制度 の 認知 度 向上 を 図っ て いく 。 
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② 金融 経済 教育 ・ 投 資 教育 を 通じ た 金融 リテラ シー の 向上 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


現代 社会 に お いて 国民 一 人 一 人 が 安定 的 な 資産 形成 を 実現 し 、 自立 し た 生活 を 営む た め 
に は 、 金 融 リ テラ シー を 高め る こと が 重要 で ある 。 また 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に 伴い 、 新 
た な 金融 サー ビス 等 に つい て の リテラ シー を 高め る こと も 求め られ て いる 。 加え て 、 少子 高齢 
化 の 進展 や 成年 年 齢 の 引下げ を 踏ま えれ ば 、 若 年 期 か ら 金 融 リ テラ シー を 身 に 付け て いく < 必 
要 性 が 高まっ て いる 。 

社会 人 向け の みな ら ず 、 学 校 教育 段階 に お いて も 正しい 金融 知識 を 学ぶ 機会 を 確保 する こ 
と は 、 質 の 高い 教育 の 提供 等 の SDGs の 考え 方 に も 整合 的 で ある 。 こう し た 考え 方 に 基づき 、 
現在 の 環境 も 踏ま えた 金融 経済 教育 を 推進 ・ 拡 充 し て いく こと が 必要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


身近 な 場 で ある 職場 に お いて 投資 教育 を 行う こと は 効果 的 で も る こと か ら 、NISA 推進 ・ 連 絡 
協議 会 と と も に 、 厚 生 労 働 省 及び その 他 の 関係 団体 の 協力 を 得 て 、 職場 で の セミ ナー 等 で の 
活用 を 念頭 に 、 主として 若年 勤労 世代 を 対象 と する ビデ オク リッ プ 教 材 を 制作 し た \。 当該 ビデ 
オク リッ プ 教 材 に つい て 、 金 融 庁 が 講師 派遣 行っ た 大 学 で の 講義 や 、 各 種 セ ミナ ー で の 積極 
的 な 活用 を 行う と 同時 に 、 関 係 団体 に 対し 、 職場 つみ た て NISA や 企業 型 DC・iDeCo の 投資 教 
育 セ ミナ ーー 等 、 様 々 な 場面 で の 活用 を 要請 し た 。 

学校 教育 に か か る 取組 み に つ いて は 、 本 年 3 月 及び 7 月 に 実施 され た 高校 学習 指導 要領 及 
び 同 解説 の 改訂 に 際 し て 、 金 融 庁 や 各 関係 者 の 要望 も 踏ま え 、 社 会 科 及 び 家 庭 科 に お いて 、 
資産 形成 の 観点 を 含め 、 金融 経 済 教育 に か か る 内 容 が 拡充 され 、 今 後 、 同 学習 指導 要領 及 
び 解 説 の 下 、 学 校 で の 金融 経済 教育 が より 拡充 され る こと が 期待 され る 。 こう し た 金融 経済 孝 
育 に 対す る 社会 的 要請 の 高まり も 踏ま え 、 金融 庁 と し て も 、 小 ・ 中 ・ 高 の 各 学 校 段階 で 、 資 産 形 
成 等 を 内 容 と する 金融 経済 教育 の 出張 授業 を 試行 的 に 実施 し た 。 

な お 、 保 護 者 を 含む 学校 関係 者 か ら は 、 今 後 の 継続 的 な 授業 実施 の 要望 や 、 そ うし た 要望 
に 応え る た め に 教え る 側 に と っ て 使い 勝手 の 良い 教材 の 整備 が 必要 で は な いか と いっ た 意見 
も 寄せ られ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


高校 学習 指導 要領 及び 同 解説 の 改訂 や 、 そ の 他 の 環境 変化 も 踏ま え 、 教 材 や 指導 法 に つ 
いて の 検討 を 行う 。 金融 リテラ シー の 向上 は 、 金 融 庁 ・ 財 務 局 の 重要 な 役割 で あり 、 そ れ ぞ れ 
が 連携 し て 取り 組む こと が 望ま れる こと か ら 、 金 融 庁 ・ 財 務 局 職員 が 行う 出張 授業 を 抜本 的 に 
拡充 し 、 現 場 の ニー ズ を より 丁寧 に 把握 する と と も に 、 改 訂 高校 学習 指導 要領 及び 同 解説 に 
か か る 教科 書 会 社 等 へ の 情報 提供 や 、 よ り 効 果 的 に 金融 知識 を 学ぶ こと の で きる 教材 の 検討 
等 を 通じ て 、 金融 経済 教育 の 更 な る 充実 を 図っ て いく 。 





2 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/policy/nisa2/download/index. html) 。 
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(3) 高齢 社会 に お ける 金融 サー ビス の あり 方 の 検討 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 の 高齢 化 率 は 世界 で 最も 高い 水準 と な っ て お り 、 更 に 上 昇 し て いく こと が 見 込ま れる 
中 で 、 退 職 世 代 等 が 老後 に 不安 な く 豊か な 消費 生活 を 送る こと が で きる 環境 を 整え て いく こと 
は 、 個 人 の 幸せ な 老後 と 我が国 の 経済 社会 に と っ て 重要 で ある 。 

金融 サー ビス に お いて は 、 長 寿 化 の 進展 、 こ れ に 伴う 退職 世代 等 の 保有 する 金融 資産 割合 
の 増加 、 資 産 構成 の 現 預 金 へ の 偏重 等 に よる 金融 資産 の 伸び 悩み 、 資産 寿命 (老後 に 資産 を 
取り 崩し 切る まで の 期間 ) の 延伸 を は じ め と する 様々 な 課題 へ の 対応 が 必要 と な る が 、 そ の あ 
り 方 を 検討 する に 当たっ て は 、 退職 世代 等 の 多様 性 や か つて 標準 的 と 考え られ て きた モデ ル 
が 空洞 化し て いる 現状 を 踏ま えて 行う こと が 重要 と な っ て くる 。 


B to C( 業 者 起点 ) か ら C to B( 顧 客 起 点 ) の ビジ ネス モデ ル へ の 転換 


金融 機関 は 、 従 来 、 モ デル 世帯 を 想定 し た 商品 ・ サ ービス の 設計 、 販 売 と いう 業者 起点 (B to 
C) の 画 一 的 な 商品 ・ サ ービス の 提供 を し て きた と の 指摘 が ある が 、 今 後 、 高齢 社会 に お ける 
個々 の 顧客 の 多様 な ニー ズ を 踏ま え 、 顧 客 起点 (C to B) の きめ 細か な サー ビス の 提供 が 重要 
と な っ て くる と 考え られ る 。 近年 、AI や ビッ グ デ ー タ の 活用 と いっ た デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 
は 、 顧 客 ご と の 対応 を 容易 に する と いう 点 で こう し た 動き を 後押し する と 考え られ る 。 こう し た 点 
も 踏ま え 、 今 後 、B to C か ら C to B の ビジ ネス モデ ル へ の 転換 が 重要 と な っ て くる の で は な い 
か と 考え られ る 。 


金融 ・ 非 金融 の 垣根 を 越え た 連携 


退職 世代 等 の 抱え る 課題 は 現役 世代 以上 に 複雑 に 絡み 合っ て いる 。 例え ば 、 加 齢 に 伴っ て 
認知 能力 、 判 断 能 力 が 低下 し て いく < 中 で 自身 の 金融 資産 を どう 管理 ・ 運 用 する か と いう 点 で は 、 
金融 だ け で な く 、 医学 等 に 基づい た 老年 学 の 知見 等 も 必要 と な っ て くる 。 近年 、 こ うし た 学際 的 
な 研究 分 野 と し て フィ ナン シャ ヤル ・ ジ ェ ロ ント ロジ ー が 注目 され 始め て いる 。 また 、 老 後 の 資金 ニ 
ー ズ を 考え る と き に は 、 非 金融 分 野 も 含め た ニー ズ を 考え る 必要 が ある 。 退職 世代 等 に は 、 家 
事 代 行 や 見 守り サー ビス 、 医 療 、 ヘ ルス ケア 等 の 非 金融 ニー ズ が あり 、 そ うし た ニー ズ に 対し 、 
金融 機関 は 、 グ ルー プ 内 外 の 金融 サー ビス 主体 と の 連携 の みな ら ず 、 地 域 の 非 金 融 の サー ビ 
ス 主 体 と 連携 する こと が 望ま し いと の 指摘 が ある 。 この よう に 、 研 究 、 実 務 両 面 で 、 金 融 ・ 非 金 
融 の 垣根 を 越え て 連携 する こと で 金融 機関 が 退職 世代 等 の 多様 な ニー ズ に 応え て いく こと が 
期待 され る 。 


「 見 える 化 」 を 通じ た より 良い 商品 ・ サ ービス の 選択 


老後 の 計画 を 立て る 上 で 、 自ら の 人 生 設 計 に お いて どの よう な 収入 や 支出 が 想定 され る の 
か 、 現 在 の 貯蓄 の ペー ス で 十分 な の か 、 ま た 、 財 蓄 の 方 法 が 適切 か 、 そ う で な いな ら ば 、 何 % 
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の リタ ー ン を 目指 し て 運用 する 必要 が ある の か 等 、 自ら の 人 生 設 計 に 基づく キャ ッシュ フロ ー の 
「 見 える 化 」 が 進む こと で 初め て 適切 な 商品 ・ サ ービス を 選択 する こと が 可能 と な る 。 その 際 、 金 
融 機 関 に お いて 退職 世代 等 に 向け た 様々 な 商品 ・ サ ービス が 既に 提供 され て いる も の の 、 そ 
れ ら が どう いっ た 特性 の 商品 ・ サ ービス で 、 ど の よう な 属性 の 顧客 に 適し た も の な の か と いっ た 
情報 が 十分 届い て いな いと の 指摘 が あり 、 商 品 ・ サ ービス の 内 容 の 「 見 える 化 」 も 重要 と な っ て 
くる 。 この よう に 、「 見 える 化 」 を 通じ て 、 より 良い 商品 ・ サ ービス の 選択 を 顧客 が で きる よう に す 
る こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


学識 経験 者 、 シ ンク タン ク 、 金融 機 関 、 業 界 団体 等 へ ベ ヒ アリ ング を 行い な が ら 、 高 齢 化 が 進 
行 す る 現状 や 退職 世代 等 が 抱え る 課題 に つい て 整理 し た 「 高 齢 社会 に お ける 金融 サー ビス の 
あり 方 」 を 中 間 的 に と り ま と め 、 本 年 7 月 に 公表 し た 。 

当該 と り ま と めで は 、 上 記 の 課題 や 指摘 事項 へ の 対応 と し て 、① 就 労 ・ 積 立 ・ 運 用 の 継続 に 
よる 所 得 形 成 、② 資 産 の 有効 活用 ・ 取 月 し 、③ 長 生き へ の 備え 、 資 産 承継 、④ 高 齢 者 が 安心 し 
て 資産 の 有効 活用 を 行う た め の 環 境 整 備 の 四 つ の 視点 か ら 検討 を 進め る こと と し て いる 。 

こう し た 検討 を 通じ て 、 現 役 時 代 に お ける 着実 な 資産 形成 や 、 退 職 後 の 資産 の 有効 活用 に 
よる 資産 寿命 の 延伸 、 こ れ ら に よる 資金 の 流れ の 変化 を 我が国 の 経済 社会 の 更 な る 成長 に つ 
な げ て いく こと に 取り 組ん で いく 必要 が ある “。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


今後 、 対 応 策 の 具体 化 に 向け て 、 金 融 審議 会 市 場 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ に お いて 、① 現 役 
時 代 の 資産 形成 と 退職 後 の 効果 的 な 運用 ・ 取 月 し を 切れ 目 な く 行 える よう 、 顧客 の ライ フス テ 
ー ジ ・ 状 況 に 応じ た きめ 細か な 商品 ・ サ ービス の 提供 の 推進 と それ を 支え る 環境 の 整備 、② 多 
様 な 顧客 が 自身 の 状況 に 適し た 商品 ・ サ ービス を 選択 で きる よう 、 老後 の 収支 や 金融 商品 ・ サ 
ービス の 「 見 える 化 」、③ 資 産 の 円 滑 な 世代 間 移 転 等 を 支え る 資産 承継 の 仕組 みや 、 円 滑 な 事 
業 承継 の た め の 効 率 的 な 金融 サー ビス の あり 方 、④ 高 齢 者 が 資産 を 安心 し て 有効 活用 で きる 
よう に する た め の フ ィ ナ ン シ ャ ル ・ ジ ェ ロ ント ロジ ー の 進展 を 踏ま えた きめ 細か な 投資 家 保 護 の 
あり 方 を 含む 認知 能力 の 低下 等 の 高齢 期 に 見 られ る 特徴 へ の 対応 、 等 に つい て 議論 を 行い 、 
上 記 の た め に 必要 な 制度 的 な 枠組 みや 、 顧 客 の 状況 や ニー ズ を 起点 と し た ビジ ネス モデ ル へ ヘ へ 
の 転換 や 非 金融 分 野 と の 連携 等 、 金 融 業 界 が 取り 組む べき 方 向 性 と 顧客 の 留意 すべ き 事 項 
に つい て の 原則 等 を と り ま と め る 。 

















こう し た 取組 み を 行う 上 で は 、 関 係 省 庁 等 や 金融 機関 に よる 取組 み 、 フ ィ ナ ン シ ャ ル ・ ジ ェ ロ ント ロ 
ジー の 研究 の 進展 、 高 齢 社会 問題 は 国民 一 人 ひと り の 間 題 で も ある と の 意識 の 醸成 等 が 重要 で あり 、 
金融 庁 と し て 、 幅 広く 議論 を 行っ て いく 。 
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3. 活力 ある 資本 市 場 の 実現 と 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 











これ まで 、 資 本 市 場 の 機能 の 発揮 や 魅力 の 向上 等 を 通じ て 、 我が国 全体 の 最適 な 資金 フロ ー 
を 実現 し 、 企業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 を 家計 に も た らし て いく と いう 好 循 環 を 図っ て いく た め 、 
様々 な 施策 を 進め て きた 。 

し か し な が ら 、 人 金融 ・ 資 本 市 場 全体 を 見 る と 、 い まだ 現 預 金 が 家計 金融 資産 の 過半 を 占め る 状 
況 が 継続 し て いる 等 、 豊富 な 資産 が 十分 に 運用 ・ 活 用 され て いる と 言え る 状況 に は 至っ て いな い 。 

この た め 、 全体 と し て 資本 市 場 の 機能 が より 適切 に 発揮 され 、 我 が 国 全 体 の 資金 の 流れ が 最 
適 化 され る こと を 目指 し 、2. で 述べ た 、①「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 確立 と 定着 、② 長 期 ・ 積 立 ・ 
分 散 投資 の 推進 、③ 高 齢 社会 に お ける 金融 サー ビス の あり 方 の 検討 、 に 加え て 、 

・ 企業 が 、 投 資 家 と の 「 建 設 的 な 対話 」 を 通じ て 自ら の ガバ ナン ス の 質 を 向上 させ 、 果断 な 経営 
判断 を 行う こと に より 、 中 長期 的 な 企業 価値 の 向上 を 実現 する こと 
・ 資産 運用 業 の 高度 化 を 目指 し 、 総合 的 な 環境 整備 に 取り 組む と と も に 、 投資 運用 業者 に お け 
る 業務 運営 態勢 等 の 向上 を 図る こと 
・ 企業 に よる 投資 家 の 投 資 判 断 や 企業 と 投資 家 の 建設 的 な 対話 に 資す る 情報 の 提供 の 充実 、 
企業 の 財務 情報 に 対す る 適正 な 監査 の 確保 、 財 務 情 報 が 企業 活動 を より 適切 に 反映 する よ 
う 会 計 基 準 の 質 の 向上 を 図る こと 
・ 株 式 、 ク レジ ッ ト 、 デ リバ ティ ブ 等 の 幅広 い 市 場 に お いて 、 市 場 参加 者 の 選択 肢 の 多様 化 や 
決済 リス ク へ の 対応 等 、 金 融 ・ 資 本 市 場 の 制度 基盤 の 整備 を 図る こと に より 、 市 場 へ の 信頼 
性 の 確保 や 利便 性 の 向上 を 図る こと 
・ 不 公正 取引 や 上 場 企業 等 の 開示 へ の 対応 等 、 市 場 監 視 機 能 の 強化 等 を 通じ た 市 場 の 公正 
性 ・ 透 明 性 の 確保 を 図る こと 
と いっ た 諸 課 題 に つい て 、 適切 に その 効果 や 障害 を 分 析 ・ 評 価 し つつ 、 有 効 と 考え られ る 施策 を 
推し 進め る 必要 が ある (図表 息 -3-1)。 
図表 想 -3-1 資本 市 場 の 機能 強化 に 向け た 取組 み 
・ 適切 な 投資 判断 


(7) 東 京 国際 金融 セン ター の 推進 (6) 市 場 の 制度 的 基盤 整備 
(2) 資 産 運 用 業 の 高度 化 
(8) 市 場 監視 機能 の 強化 ・ 企業 と の 建設 的 な 対話 
し 2 0 (3) 企 業 情報 の 開示 の 充実 \ 
顧客 本 位 の 業務 運営 ーー 


(良質 な 商品 サー ビス ) ー (4) 会 計 監 査 の 信頼 性 確保 
中 長期 的 な 


高齢 社会 に お ける 人 RE 
、 ノ | (5) 会 計 基 準 の 高 品質 化 


金融 サー ビス “ 
企業 収益 向上 の 果実 


資料 ) 合 
(資料 ) 金 融 店 (投資 、 配 当 、 賃 金 ) 




















(1) ガバ ナン ス 改 革 の 更 な る 推進 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 企業 の 事業 活動 の グロ ー バ ル 化 や 情報 通信 技術 の 発展 、 機 関 投資 家 ・ 海 外 投資 家 
の 株 式 保有 割合 の 上 昇 等 、 企 業 や 投資 家 を 取り 巻く 環境 が 大 きく 変化 する 中 、 資 本 市 場 の 機 
能 の 発揮 を 通じ 、 我 が 国 全 体 の 最適 な 資金 フロ ー を 実現 し 、 企業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 を 
家計 に も た らし て いく と いう 好 循 環 を 実現 する こと が 求め られ て いる 。 

その た め に は 、 企 業 が 、 投 資 家 と の 「 建 設 的 な 対話 」 を 通じ て 自ら の ガバ ナン ス の 質 を 向上 
させ 、 果 断 な 経営 判断 を 行っ て いく こと に より 、 持 続 的 な 成長 と 中 長期 的 な 企業 価値 の 向上 を 
実現 し て いく こと が 期待 され る 。 

2013 年 に 閣議 決定 され た 「 日 本 再興 戦略 」 以 降 、 成 長 戦略 の 一 環 と し て 、 コ ー ポ レー ト ガ バ 
ナン ス 改 革 に よる 企業 価値 の 向上 が 掲げ られ 機関 投資 家 の 行動 原則 で ある スチ ュ ワ ー ド シッ 
プ ・ コ ー ド が 2014 年 に 策定 、 昨 年 に 改訂 され 、 上 場 会 社 の 行動 原則 で ある コー ポレ ー ト ガバ ナ 
ンス ・ コ ー ド に つい て も 2015 年 に 策定 、 本 年 に 改訂 され た 。 各 般 の 施策 に より 改革 の 枠組 み は 
整っ て き て いる が 、 投 資 家 と 企業 に よる 取組 み を 「 形 式 」 か ら 「 実 質 」 へ と 深化 させ て いく こと が 
引き 続き 課題 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
「 投 資 家 と 企業 の 対話 ガイ ドラ イン 」 の 策定 と コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の 改訂 


コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 に つい て は 、 企 業 に お ける 独立 社外 取締 役 の 選任 等 の 対応 が 
進ん だ も の の 、 ガ バナ ンス の 実質 面 に お いて 、 以下 の よう な 課題 が 指摘 され た 。 

・ 経営 陣 と 投資 家 と の 間 で 、 資 本 コス ト の 水準 の 把握 や 企業 の リタ ー ン が 資本 コス ト を 上 回 っ 
て いる か に 関す る 認識 に 相違 が あり 、 こ うい っ た 要因 等 を 背景 に 、 事 業 ポ ー ト フォ リオ の 見 
直し 等 の 果断 な 経営 判断 が 必ず し も 十分 に 行わ れ て いな い 。 

・ 企 業 の 手元 資金 に つい て 、 多 く の 投 資 家 が 適正 水準 を 上 回 っ て いる と 認識 し て お り 、 そ れ 
ら が 設備 投資 、 研 究 開発 投資 、 人 材 投資 等 に 十分 活用 され て いな い 。 

・CEO の 選 解 任 に 関し 、 指 名 委員 会 の 設置 等 は 進ん だ も の の 、 選 解任 の 具体 的 基準 の 整備 
は 途上 で あり 、 後 継 者 計画 に つい て も 、 取締 役 会 に よる 十分 な 監督 が 行わ れ て いる 企業 は 
全体 の 四 分 の 一 程度 に 留まっ て いる 。 

・ 取締役 会 の 構成 を 見 る と 、 ジ ェ ン ダー、 さ ら に は 国際 性 の 面 に お いて 、 必ず し も その 多様 性 
が 十分 に 確保 され て いる と は 言え な い 。 

・ 政策 保有 株 式 に つい て 、 多く の 投資 家 か ら 「 企 業 の バラ ンス シー ト に お いて 活用 され て いな 
い リ スク 性 資産 で あり 、 資本 管理 上 非 効 率 で は な いか 」 等 と いっ た 指摘 が ある に も か か わら 
ず 、 必 ず し も 保有 目的 や その 効果 に つい て の 検証 が 十分 行わ れ て いな い 。 


こう し た 指摘 を 踏ま を え を 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ 会 議 に お いて 、 政 府 の 「 新 し い 経済 政策 パッ ケー ジ 」 
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(昨年 12 月 8 日 閣議 決定 ) に 沿っ て 、 以 下 の 内 容 の 提言 が 行わ れ 、 こ れ を 受け て 本 年 6 月 に 
「 投 資 家 と 企業 の 対話 ガイ ドラ イン 」 の 策定 と コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の 改訂 が 行わ れ た 。 
・ 企 業 が 自社 の 資本 コス ト を 的 確 に 把握 し 、 事 業 ポ ー ト フォ リオ の 見 直し 等 の 果断 な 経営 判 
断 を 行う こと 

・ 企業 が 設備 投資 ・ 研 究 開発 投資 ・ 人 材 投資 等 へ の 経営 資源 の 配分 を 戦略 的 ・ 計 画 的 に 行 
い 、 手 元 資金 の 活用 を 含め た 適切 な 財務 管理 の 方 針 を 策定 ・ 運 用 する こと 

・ CEO の 選 人 解任 に つい て 、 独立 し た 指名 委員 会 の 活用 等 を 含め 、 客観 性 ・ 適 時 性 ・ 透 明 性 あ 
る 手続 き を 確立 する こと 

・ 取締 役 会 の 構成 に 関し 、 取締 役 会 が 全体 と し て その 役割 ・ 責 務 を 実効 的 に 果たす た め の 知 
識 ・ 経 験 ・ 人 能力 を 十分 備え る と と も に 、 ジ ェ ン ダー や 国際 性 等 の 多様 性 を 確保 する こと 

・ 政 策 保有 株 式 に つい て 、 企業 が 政策 保有 に 関す る 方 針 を 明確 化し 、 保 有 目 的 や 保有 に 伴 
う 便益 ・ リ スク の 検証 を 行う と と も に 、 自社 の 株 式 を 政策 保有 株 式 と し て 保有 し て いる 会 社 
か ら 当 該 株 式 の 売却 等 の 意向 が 示さ れ た 場合 に は 、 売却 等 を 妨げ な いこ と 

・ 企業 年 金 の アセ ッ ト オ ー ナ ー と し て の 機能 発揮 の 観点 か ら 、 母 体 企業 が 企業 年 金 に 対し て 、 
運用 に 関す る 資質 を 備え た 人 材 を 計画 的 に 登用 ・ 配 置 す る 等 の 取組 み を 行う こと 

・ 企業 が いわ ゆる 「ESG" 要 素 」 も 含め 、 非 財務 情報 に つい て 、 法令 に 基づく 開示 を 適切 に 行 
うと と も に 、 法令 に 基づく 開示 以外 の 情報 提供 に も 主体 的 に 取り 組む べき で ある こと 


コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 の 進捗 と 今後 の 課題 


(コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ) 


独立 社外 取締 役 を 2 名 以上 選任 する 企業 は 昨年 より も 更に 増加 し 、 東 京 証券 取引 所 市 場 第 
ー 部 上 場 企業 に お いて 91.39%% に 至る 等 の 進捗 が 見 られ る ほか 、 指 名 ・ 報 酬 委員 会 を 設置 する 
企業 も 増加 し て いる 。 取締 役 会 の 機能 発揮 の 観点 か ら 、 ジ ェ ン ダー や 国際 性 等 の 多様 性 を 含 
め 、 取 締 役 会 全体 と し て 適切 な 知識 ・ 経 験 ・ 能 力 を 備え る こと を 十分 に 確保 し て いく こと が 重要 
で ある 。 

政策 保有 株 式 に つい て は 、 金 融 機 関 に よる 保有 が 減少 し つつ ある も の の 、 事 業法 人 に よる 
保有 の 減少 は 緩やか な も の に 留まっ て いる (図表 息 -3-(1)-1)。 今後 は 、 今般 の コー ポレ ー ト 
ガバ ナン ス ・ コ ー ド の 改訂 を 踏ま え 、 政 策 保有 株 式 の 保有 に 関す る 十分 な 検証 や その 上 に 立っ 
た 投資 家 と 企業 と の 深度 ある 対話 が 行わ れる こと が 課題 と な っ て いる 。 








4 環境 (Environment) 、 社 会 (Socia1) 、 統 治 (Governance) の 頭 文字 を 取っ た も の 。 
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図表 想 -3-(1)-1 保有 主体 別に 見 た 持ち 合い 比率 の 内 訳 (時 価 ベ ー ス の 比率 ) 


(%) 12 
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(機関 投資 家 の ス チュ ワー ド シ ッ プ 活 動 ) 


機関 投資 家 に つい て は 、229 機関 が スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド の 受入 れ を 表明 し て お り ( 図 
表 息 -3-(1)-2) 、 昨 年 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド 改訂 後 、 運 用 機関 及び アセ ッ ト オ ー ナ ー に 
関し て は 、 以下 の よう な 進捗 及び 課題 が 認識 され て いる 。 


く 運用 機関 > 


運用 機関 に お いて は 、 昨 年 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド 改訂 以降 、 利 益 相反 の 回 避 等 に 
向け 、 議 決 権 行 使 を 監督 する た め の 第 三 者 委員 会 の 設置 が 進ん で いる 。 

個別 の 議決 権 行使 結果 の 公表 に 関し て は 、 コ ー ド 改訂 後 、 対 応 する 機関 投資 家 が 大 きく 
増加 し (昨年 12 月 時 点 で 76 機関 )、 ア セッ ト オ ー ナ ー の 多く も 、 運 用 受託 機関 に 対し て 個別 
の 議決 権 行使 結果 の 公表 を 要請 する 旨 を 明示 し て いる 。 ま た 、 一 部 の 運用 機関 に お いて は 、 
賛 合 の 理由 等 を 公表 する 動き も 見 られ る 。 

今後 は 、 更 に 個別 の 議決 権 行使 結果 の 公表 を 進め る と と も に 、 贅 否 の 理由 等 の 公表 内 容 
に 関す る 好 事 例 の 浸透 を 図る こと が 課題 と な っ て いる (図表 息 -3-(1)-3) 。 


図表 想 -3-(1)-2 スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド の 受入 れ を 表明 し た 図表 息 -3-(1)-3 議決 権 行使 結果 の 公表 状況 





(機関 数 ) 機関 投資 家 数 (推移 ) (機関 数 ) 
0 邊 企 業 年 金 自公 的 年 例 邊 投信 ・ 投 資 肌 問 生生 部 ・ 提 容保 険 和信 託 銀行 その - 229 ーー = 集計 開示 と 。 
ス 
200 50 > 
175 ワ 
| 
127 90 ド 
ン 
yy っ ー 
100 ンチ 信託 銀行 
60 人 5( ぐ 0) 
投信 ・ 投 資 願 問 
50 55( と 13) 
30 生命 ・ 損 害 保険 
13( ぐ 0) 
9 年 金 基金 等 
11 月 11 月 gE a 12 月 2 月 0 (2017 年 5 月 ) 3(=2) 
"人 ” 基 和 2016 年 。 2017 年 i 2016 年 12 月 2017 年 12 月 
(資料 ) 金 融 庁 (資料 ) ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 改訂 に 伴う 公表 項目 の 更新 を 行っ た 旨 の 連絡 


が あっ た 機関 の ウェ ブサ イト 等 より 、 金 融 庁 作成 (昨年 12 月 11 日 時 点 ) 。 
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く < く ア セット オー ナー> 


アセ ッ ト オ ー ナ ー に お いて は 、 公 的 年 金 を 中 心 に 「 ス チュ ワー ド シ ッ プ 活 動 に 関し て 運用 機 
関 に 求め る 原則 」 を 策定 する 等 の 動き が 進ん で いる 。 

企業 年 金 に つい て は 、 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 受入 れ は な お 12 基金 に 留まる も の の 、 
同 コー ド の 改訂 以降 受入 れ の 動き が 進ん で お り ( 図 表 息 -3-(1)-4) 、 上 場 企 業 に 対し て 、 自 
社 の 企業 年 金 が アセ ッ ト オ ー ナ ー と し て 期待 され る 機能 の 実効 的 な 発揮 に 向け た 人 事 面 ・ 運 
営 面 に お ける 取組 み を 求め る 今般 の コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の 改訂 等 を 受け て 、 こ う 
いっ た 動き が 更に 進む こと が 期待 され る 。 





(機関 数 ) 図表 息 -3-(1)-4 


企業 年 金 に よる 受入 れ 数 (推移 ) 
15 法人 の 企業 年 全 下 非 金融 法人 の 企業 年 金 女 エ ヌ ・ テ ィ ・ テ イィ 年金 基 金 








10 ( 月 
2017 年 5 園 セコ ム 企 業 年 金 基金 
c (2014 年 2 月 ) Ls 1 1 1 
5 ® * 


8 去 パ ナ ソ ニッ ク 企 業 年 金 基金 
= 5 6 
1 2 EE 
5 月 11 月 月 11 月 5 月 11 月 12 月 2 月 7 月 ※「 廊 」 は スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド 改訂 
2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 (昨年 5 月 ) 以降 に 受入 れ を 表明 し た 基金 
(資料 ) 金 融 店 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


改訂 後 の 両 コ ー ド 及び 「 投 資 家 と 企業 の 対話 ガイ ドラ イン 」 を 踏ま え 、 以 下 の 取組 み に 向 け 、 

フォ ロー アッ プ 会 議 を 開催 し 、 来 年 6 月 の 株 主 総会 シー ズン まで に 、 投 資 家 と 企業 と の 実効 的 
な 対話 や 企業 の 取組 み の ベ スト プラ クティ ス を 含む 検証 結果 を 公表 し 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 
改革 の 更 な る 進展 に つなげ る 。 

コー ポレ ー ト ガバ ナン ス に 関し て は 、 資 本 コス ト を 意識 し た 経営 の 状況 、 政 策 保有 株 式 の 

縮減 に 向け た 取組 状況 、 取 締 役 会 に お ける ジェ ンダ ー や 国際 性 等 の 多様 性 確保 の 進展 

状況 等 に つい て 検証 を 行う 。 

運用 機関 に 関し て は 、 投 資 先 企業 の 持続 的 成長 に 資す る 議決 権 行 使 を 行う 観点 か ら 、 個 

別 の 議決 権 行使 結果 の 公表 状況 、 議 決 権 行使 助言 会 社 の 活用 状況 や 、 企 業 と の 実効 的 

な 対話 の 進捗 等 に つい て 検証 を 行う 。 

アセ ッ ト オ ー ナ ー に 関し て は 、 企 業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 の 後押し を 行い 、 そ の 機 

能 の 実効 的 な 発揮 を 促す 観点 か ら 、 企 業 年 金 や その 母体 企業 の 取組 状況 に つい て 検証 

を 行う 。 
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(2) 資産 運用 業 の 高度 化 に 向け て 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


イン ベス トメ ント ・ チ ェ ー ン に お いて 、 高 度 な 専門 性 を も っ て 資産 運用 機能 を 担う アセ ッ ト マ ネ 
ー ジ ャ ー( 投 資 運 用 業者 ) 、 ア セッ ト オ ー ナ ー( 年 金 基金 、 銀 行 、 生 保 等 の 機関 投資 家 ) の 運用 
の あり 方 や 巧 抽 は 、 我 が 国 の 資本 市 場 の 活性 化 や 国民 の 安定 的 な 資産 形成 を 実現 する 上 で 
極め て 重要 で ある 。 

運用 対象 や 手法 の 多様 化 ・ 高 度 化 等 を 通じ た 資産 運用 業 の 高度 化 を 図る こと に より 、 我 が 
国 の 企業 価値 の 創造 ・ 拡 大 の 果実 や グロ ー バ ル な 運用 機会 を 的 確 に 捉え 、 我 が 国 の 金融 ・ 経 
済 の 好 循 環 と 国民 の 厚生 の 増大 に つなげ て いく こと が 求め られ て いる 。 

こう し た 問題 意識 の 下 、 資 産 運 用 の 高度 化 に つなが る 環境 整備 へ の 取組 み を 進め る と と も 
に 投資 運用 業者 に お ける より 高度 な 業務 運営 態勢 等 を 確立 する こと に より 、 我が国 の 投資 運 
用 業者 に よる グロ ー バ ル な 運用 競争 に 耐え うる 運用 力 と 運用 プロ ダク ツ の 提供 を 確保 し 、 資 産 
運用 業 の 高度 化 を 目指 すこ と が 必要 で ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


資産 運用 業 の 高度 化 に 向け た 環境 整備 を 図る 観点 か ら 、 業 務 運 営 イ ン フ ラ の 高度 化 、 新 規 
参入 の 円 滑 化 や 投資 運用 人 材 の 育成 ・ 確 保 等 、 資 産 運 用 業 の 活性 化 ・ 高 度 化 に 向け た 課題 
に つい て 、 グ ロー バル スタ ンダ ー ド と の 比較 や 関係 者 (投資 運用 業者 ・ 機 関 投資 家 ・ 信 託 銀行 
等 ) と の 対話 等 を 通じ 、 総 合 的 な 検討 ・ 取 組み を 進め る 。 

また 、 大 手 投資 運用 業者 に 対す る モニ タリ ング を 通じ て 、 グ ルー プ 会 社 ・ 販 売 会 社 ・ 顧 客間 
の 利益 相反 管理 態勢 や 運用 力 を 高め る 観点 か ら の ガバ ナン ス 機 能 の 発揮 状況 (経営 資源 の 
投下 ・ 配 財 等 ) 、 運 用 管理 態勢 (パフ ォ ー マ ンス 管理 、 リ スク コン トロ ー ル 等 ) 、 外部 委託 先 の 選 
定 ・ 管 理 態 勢 、 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド へ の 取組 状況 等 に つい て 、 高 度 化 に 資す る 海外 の 先 
進 事例 や 機関 投資 家 と の 意見 交換 も 踏ま えた 検証 ・ 対 話 を 行う こと 等 に より 、 より 高 度 な 業務 
運営 態勢 等 の 確立 を 目指 す 。 


(3) 企業 情報 の 開示 の 充実 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


企業 情報 の 開示 は 、 投 資 家 の 投資 判断 に 必要 な 情報 を 提供 する こと を 通じ て 、 資 本 市 場 に 
お ける 効率 的 な 資源 配分 を 実現 する た め の 基 本 的 イン フラ で あり 、 投資 判断 に 必要 と され る 情 
報 を 十分 か つ 正 確 に 、 ま た 適時 に 分 か りや すく 提供 する こと が 求め られ る 。 また 、 企業 情報 の 
開示 は 、 企 業 が 投資 家 と の 建設 的 な 対話 を 促進 する こと に より 、 企 業 の 経営 の 質 を 高め 、 企 
業 が 持続 的 に 企業 価値 を ま 向上 させ る 観点 か ら も 重要 で ある 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


企業 情報 の 開示 ・ 提 供 の あり 方 に か か る 総合 的 な 検討 


金融 審議 会 「 デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 」 で は 、 昨 年 12 月 か ら 、 企 業 情報 の 開 
示 ・ 提 供 の あり 方 に つい て 総合 的 な 検討 を 行い 、 本 年 6 月 に と り ま と め ら れ た 報告 で は 、「 財 
務 情 報 」 及 び 「 記 述 情報 」 の 充実 や 、 建 設 的 な 対話 の 促進 に 向け た ガバ ナン ス 情 報 の 提供 、 い 
わ ゆ る ESG 情報 の 適切 な 開示 と いっ た 内 容 が 盛り 込ま れ た 。 


フェ ア ・ デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー・ ル ー ル の 施行 


フェ ア ・ デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー・ ル ー ル “”" に つい て は 、 昨 年 5 月 に 成立 し た 「 金 融 商 品 取引 法 の 一 
部 を 改正 する 法律 」 が 、 本 年 4 月 に 施行 され た 。 施行 に 先立つ 本 年 2 月 に は 、 ル ー ル の 円 滑 な 
導入 の た め 、 企 業 の 実情 に 応じ た 情報 管理 の 方 法 や 投資 家 と の 対話 の 場面 に お ける ルー ル 
の 適用 関係 等 に つい て の 考え 方 を 示し た 、「 フ ェ ア ・ デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー・ ル ー ル ガイ ドラ イン 」 を 
公表 し た 。 


有価 証券 報告 書 と 事業 報告 等 の 共通 化 ・ 一 体 化 に 向け た 取組 み 


昨年 12 月 に 、 法 務 省 と と も に 、 金 融 商品 取引 法 に 基づく 有価 証券 報告 書 と 会 社 法 に 基づく 
事業 報告 ・ 計 算 書 類 の 記載 内 容 の 共通 化 や ー 体 化 を より 容易 に する た め の 対 応 を と り ま と め 、 
公表 し た "。 これ を 踏ま え 、 内 閣府 令 改正 等 を 行っ た ほか 、 記 載 内 容 の 共通 化 等 に か か る 相談 
窓口 の 設置 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


投資 判断 に 必要 な 情報 提供 の 確保 や 企業 と 投資 家 の 建 設 的 な 対話 の 一 層 の 促進 に 向け 、 
上 記 の ディ スク ロー ジャ ー ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 報 告 に 盛り 込ま れ た 以下 の 取組 み を 行う 。 

・ ルー ル へ の 形式 的 な 対応 に 留まら な い 開 示 の 充実 に 向け た 企業 の 取組 み を 促す た め 、 企 
業 が 経営 目線 で 経営 戦略 ・MD&A・ リ スク 等 を 把握 ・ 開 示し て いく 上 で の プリ ン シ プ ル ベ ー ス 
で の ガイ ダン ス を 策定 する と と も に 、 開示 に 関す る ベス ト プ ラ クティ ス の 普及 ・ 浸 透 を 図る 。 

・ あわ せ て 、 役 員 報 酬 や 政策 保有 株 式 の 開示 の 充実 を 含め 、 上 記 の 報告 に 盛り 込ま れ た 諸 
施策 の 実現 の た め の 内 閣府 令 等 の 改正 を 行い 、 来 年 3 月 決算 の 開示 か ら の 適用 を 目指 す 。 
その 際 、 政 策 保 有 株 式 の 開示 の 充実 に 関し て は 、 前 述 の コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の 
改訂 の 趣旨 も 踏ま えた 効果 的 な 実施 を 図る 。 
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フェ ア ・ デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー・ ル ー ル と は 、 上 場 会 社 等 が 公表 され て いな い 重 要 な 情報 を その 業務 


関し て 証券 会 社 、 投 資 家 等 に 伝達 する 場合 、① 意 図 的 な 伝達 の 場合 は 、 同 時 に 、② 意 図 的 で な い 伝 










































































達 の 場合 は 、 速 や か に 、 当 該 情 報 を ウェ ブサ イト 等 で 公表 する こと を 求め る も の 。 
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「 一 体 的 開示 を より 行い や すく する た め の 環 境 整 備 に 向け た 対応 に つい て 」 は 、 以 下 の URL を 参 
(https://www.fsa. go. jp/news/29/20171228/20171228. html) 
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・ フェ ア ・ デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー・ ル ー ル に つい て は 、 今 後 、 企 業 に よる 積極 的 な 情報 開示 が 促 
進 さ れる よう 、 ル ー ル の 趣旨 の 浸透 を 図る 。 

・ 有価 証券 報告 書 と 事業 報告 等 の 共通 化 ・ 一 体 化 に 向け た 取組 み に つ いて は 、 引 き 続 き 、 関 
係 省庁 と 連携 し 、 一体 的 な 開示 を 行 お うと する 企業 の 試行 的 取組 み を 支援 し つつ 、 一 体 的 
開示 例 や 関連 する 課題 等 に つい て 検討 する 。 


(4) 会 計 監査 の 信頼 性 確保 等 
① 会 計 監査 の 信頼 性 確保 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


近年 、 我が国 に お いて 、 不 正 会 計 事案 等 を 契機 と し て 会 計 監査 の 信頼 性 が 改め て 問わ れ た 
こと を 受け 、「 会 計 監査 の 在り 方 に 関す る 懇談 会 」 に お いて 検討 が 行わ れ 、2016 年 3 月 、 
・ 監査 法人 の マネ ジメント の 強化 
・ 監査 法 人 の 独立 性 の 確保 等 、「 第 三 者 の 眼 」 に よる 会 計 監査 の 品質 の チェ ッ ク 
・ 会 計 監査 に 関す る 情報 提供 の 充実 
等 に 向け た 幅広 い 取組 み が 提 言 さ れ て お り 、 こ れ ら の 提言 へ の 対応 を 行う 必要 が ある "。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


会 計 監 査 に 関す る 情報 提供 の 充実 の 観点 か ら 、 昨 年 9 月 より 企業 会 計 審議 会 に お いて 監査 
報告 書 の 透 明 化 に つい て の 検討 を 開始 し 、 本 年 7 月 に 、 監 査 報告 書 に 、 財 務 諸 表 の 適正 性 に 
つい て の 意見 表明 に 加え 、「 監 査 上 の 主要 な 検討 事項 」 の 記載 を 求め る こと 等 を 内 容 と する 監 
査 基準 の 改訂 を 行っ た 。 具体 的 な 改訂 内 容 に つい て は 、 監 査 人 は 、 監査 の 過程 で 監査 役 等 と 
協議 し た 事項 の 中 か ら 、 

・ 特 別 な 検討 を 必要 と する リス ク が 識別 され た 事項 、 又 は 重要 な 虚偽 表示 の リス ク が 高い と 
評価 され た 事項 
・ 見積り の 不 確 実 性 が 高い と 識別 され た 事項 を 含め 、 経 営 者 の 重要 な 判断 を 伴う 事項 に 対 
する 監査 人 の 判断 の 程度 
・ 当 年 度 に お いて 発生 し た 重要 な 事象 又は 取引 が 監査 に 与え る 影響 
等 に つい て 考慮 し 、 職 業 的 専門 家 と し て 特に 重要 で ある と 判断 し た 事項 を 絞り 込み 、「 監 査 上 
の 主要 な 検討 事項 」 を 決定 し 、 監 査 報告 書 に 当該 区 分 を 設け て 、①「 監 査 上 の 主要 な 検討 事 
項 」 の 内 容 、② 監 査 人 が 、 当年 度 の 財務 諸表 の 監査 に お ける 特に 重要 な 事項 で ある と 考え 、 
「 監 査 上 の 主要 な 検討 事項 」 で ある と 決定 し た 理由 、③ 監 査 に お ける 監査 人 の 対応 を 記載 する 














3 同 提 言 を 路 ま え 、 昨 年 3 月 の 「 監 査 法人 の ガバ ナン ス ・ コ ー ド 」 の 策定 、 昨年 7 月 の 「 監 査 法人 の ロ 
ー テ ーション 制度 に 関す る 調査 報告 (第 一 次 報告 )」 の 公表 等 が 行わ れ て きた 。 
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こと と され て いる ず “。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


会 計 監 査 の 信頼 性 確保 の た め の 上 記 の 諸 施 策 の 深化 に 向け 、 以下 の 取組 み を 実施 する 。 

・ 監査 法 上 人 の ガバ ナン ス 強 化 に つい て 、 各 監査 法人 が 適用 し た 「 監 査 法人 の ガバ ナン ス ・ コ 
ー ド 」 の 実効 性 に つい て 、 公 認 会 計 士 ・ 監 査 審査 会 と も 連携 し 、 監査 法人 に 対す る モニ タリ 
ング 等 を 通じ て 検証 する 。 

・ 会 計 監査 に 関す る 情報 提供 の 充実 に 関し 、 改 訂 監 査 基準 の 実施 に 向け た 制度 整備 を 進め 
る と と も に 、 通 常 と 異な る 監査 意見 が 表明 され た 場合 等 、 監 査 人 に 対し て より 詳細 な 資本 市 
場 へ の 情報 提供 が 求め られ る ケー ス に お ける 対応 の あり 方 に つい て 、 関 係 者 と 連携 し つつ 
検討 を 行う 。 

・ 監 査 法人 の 独立 性 の 確保 に 関し 、 欧 州 等 に お ける 監査 法人 の あり 方 に 関す る 施策 や その 
効果 等 を 注視 する と と も に 、 我が国 に お いて 、 監 査 法 人 、 企 業 、 機 関 投資 家 等 の 関係 者 か 
ら の ヒア リン グ 等 を 実施 する 等 、 更 な る 調査 ・ 検 討 を 進め る 。 


② 監査 法人 等 の 監査 品質 の 向上 に 向け た 態勢 の モニ タリ ング 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


監査 法人 に よる 会 計 監査 は 、 企 業 に よる 適正 な 開示 を 確保 する た め の 極 め て 重要 な イン フ 
ラ で あり 、 公認 会 計 士 ・ 監 査 審 査 会 は 、 監 査 法 人 に 対す る 的 確 な モニ タリ ング を 通じ て 、 監 査 品 
質 の 向上 と その 信頼 性 の 確保 に 取り 組む 必要 が ある 。 

また 、IFIAR39 を 通じ た グロ ー バ ル な 監査 の 品質 向上 に 向け た 積極 的 な 貢献 や 、 優 秀 な 会 計 
人 材 確保 の た め の 公 認 会 計 士 試験 受験 者 の 裾野 拡大 に 向け た 取組 み を 実施 する 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


監査 法人 等 の 監査 品質 の 向上 に 向け た 態勢 の モニ タリ ング 


監査 の 品質 の 確保 ・ 向 上 を 図る 主体 で ある 監査 事務 所 自ら の 行動 を 促す よう 、 監査 事務 所 
の 規模 に 応じ た モニ タリ ング を 実施 し た 。 ま た 、 グ ルー プ 監 査 や 監査 契約 の 新規 受 嘱 の 状況 の 
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「 監 査 上 の 主要 な 検討 事項 」 の 記載 に 関す る 改訂 監査 基準 は 、2021 年 3 月 決算 に か か る 財務 諸表 の 

















監査 か ら 適 用 する が 、 そ れ 以 前 の 決算 に か か る 財務 諸表 の 監査 か ら 適用 する こと を 妨げ な いと され て 
いる 。 ま た 、 監 査 部 会 の 審議 に お いて 、 監 査 に 関す る 情報 提供 の 早期 の 充実 や 、 実 務 の 積 上 げに よる 
























































の 実施 に 向け た 取組 み を 期待 する も の と され た 。 
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( こ 


円 滑 な 導入 を 図る 観点 か ら 、 特 に 東証 1 部 上 場 企業 に つい て は 、 
ら 早期 敵 





























は 、 可 能 な 限り 2020 年 3 月 決算 の 監査 か 
H が 行わ れる よう 、 東 京 証券 取引 所 及び 日 本 公認 会 計 士 協 会 等 の 関係 機関 に お ける 早期 適用 
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監査 監督 機関 国際 フォ ー ラ ム (IFIAR) は 、 昨 年 4 月 に 金融 関係 の 国際 機関 と し て は 初め て 、 我 が 国 
(東京 ) に 本 部 と な る 事務 局 を 設置 され 、 金 融 庁 及び 公認 会 計 士 ・ 監 査 審 査 会 が 事務 局 の 円 滑 な 運営 
必要 な 支援 を 実施 し た 。 
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検証 、IT 監査 手法 導入 の 状況 把握 を 行っ た 。 モ ニタ リン グ に より 把握 し た 状況 の 詳細 に つい て 
は 、「 平 成 30 年 版 モ ニタ リン グレ ポー ト 」 と し て 公表 する 等 、 広く 一 般 に 分 か りや すい 形 で 情報 
提供 を 行い つつ 、 更 な る 実効 性 向上 の た め 、 公 認 会 計 士 ・ 監 査 審査 会 と 日 本 公認 会 計 士 協会 
で 継続 的 に 意見 交換 を 実施 し 、 日 本 公認 会 計 士 協 会 に よる 品質 管理 レビ ュー の 有効 な 改善 等 
に 取り 組ん だ 。 


IFIAR を 通じ た グロ ー バ ル な 監査 の 品質 向上 に 向け た 積極 的 な 貢献 


本 年 4 月 の 年 次 総会 で は 、 我 が 国 も 代表 理事 国 の 一 つと し て 策定 に 関与 し た 初 の 中 期 戦略 
計画 が 承認 され た ほか 、 各 国 の 会 計 不 正 事件 等 に 伴う 監査 法人 の 信頼 性 や イノ ベー ショ ン の 
進展 に 伴う 将来 的 な 監査 の 意義 に 関す る 懸念 と いっ た 問題 意識 が 共有 され た 。 

こう し た 問題 意識 に つい て は 、 本 年 5 月 に 開催 し た 、 国内 に お ける 監査 の ステ ー ク ホル ダー 

会 員 と する 「 日 本 IFIAR ネッ トワ ー ク 」 第 2 回 総会 に お いて 金融 庁 よ り 紹介 し た 。 


公認 会 計 士 試験 受験 者 の 裾野 拡大 


広報 活動 の 一 環 と し て 、 大 学生 ・ 高 校生 を 対象 と し た 講演 を 日 本 公認 会 計 士 協会 と 連携 し て 
実施 し た 。 こ の うち ーー 部 で は 、 聴講 者 が 、 公 認 会 計 士 の 実務 を 具体 的 に イメ ー ジ で きる よう 、 公 
認 会 計 士 と し て の 実務 経験 を 踏ま そえ た 内 容 も 含め て 実施 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


監査 法人 等 の 監査 品質 の 向上 に 向け た 態勢 の モニ タリ ング " 


・ 監 査 品質 を 向上 させ る た め の ト ッ プ の 姿勢 を 含む 経営 層 の 認識 及び 具体 的 な 施策 へ の 反 
映 に つい て 検証 する 。 また 、 大 手 ・ 準 大 手 監査 法人 が 監査 法人 の ガバ ナン ス ・ コ ー ド を 踏ま 
えて 構築 ・ 強 化し た 態勢 に つい て 、 監 査 品質 の 向上 の た め に 実効 的 な も の と な っ て いる か 
検証 する 。 

・ 海外 子会社 に か か る グル ー プ 監査 の 対応 状況 や 、 新 規 受 嘱 に か か る 監査 実施 体制 を 検 
証する 。IT を 活用 し た 監査 の 状況 や 、 サ イ バ ー セ キュ リティ 対策 の 状況 に つい て も 確認 する 。 

・ 日 本 公認 会 計 士 協会 の 品質 管理 レビ ュー 等 の 実効 性 向上 の 進捗 等 を 踏ま え 、 公 認 会 計 
士 ・ 監 査 審査 会 の モニ タリ ング と の 実効 的 な 連携 等 に 取り 組ん で いく 。 


IFIAR を 通じ た グロ ー バ ル な 監査 の 品質 向上 に 向け た 積極 的 な 貢献 


IFIAR 事務 局 へ の 支援 の 継続 、IFIAR に お ける 議論 の 国内 へ の 還元 、 一 元 的 な 金融 監督 当 
局 と し て の 知見 も 活用 し た グロ ー バ ル な 監査 品質 向上 に 向け た 積極 的 な 貢献 を 行っ て いく 。 























40「 平 成 80 事務 年 度 監査 事務 所 等 モニ タリ ング 基本 計画 
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公認 会 計 士 試験 受験 者 の 裾野 拡大 

日 本 公認 会 計 士 協会 と 連携 し て 講演 等 の 取組 み を 実施 する 。 
(5) 会 計 基 準 の 高 品質 化 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 





会 計 基 準 は 、 投 資 家 が 投資 判断 を 行う に 当たっ て 企業 の 経営 成績 や 財政 状態 等 を 測定 す 
る た め の 、 資 本 市 場 に お ける 重要 な イン フラ で ある こと を 踏ま え 、 我が国 上 場 企業 等 に お いて 
使用 され る 会 計 基 準 を 、 より 高 品質 な も の と する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
国際 会 計 基 準 (IFRS) の 任意 適用 企業 の 拡大 促進 


IFRS 任意 適用 企業 数 (適用 予定 企業 数 を 含む ) は 、 本 年 6 月 末 時 点 で 197 社 (昨年 6 月 末 : 
156 社 ) 、 全 上 場 企業 の 時 価 総額 の 32.196( 昨 年 6 月 末 :24.79%) まで 増加 し た (図表 町 -3-(5) 
-1)。 

こう し た 動き を 更に 後押し する べく 、 昨年 に 引き 続き 、IFRS へ 移行 し た 企業 の 経験 を 共有 す 
る た め の セ ミナ ー を 本 年 3 月 に 開催 し た (主催 : 会 計 教 育 研 修 機構 ) 。 また 、 銀行 業 の IFRS 適 
用 を 促す た め 、 銀行 グル ー プ が IFRS を 任意 適用 し た 場合 に 、 銀 行 法 に お ける 連結 ベー ス の 開 
示 ・ 報 告 ・ 各 種 規制 に つい て も IFRS で 対応 で きる よう 、 昨 年 11 月 に 銀行 法 施行 規則 等 を 改正 
じ ビ た 3 


IFRS に 関す る 国際 的 な 意見 発信 の 強化 


国際 的 な 会 計 基準 の 質 の 向上 に 貢献 する と と も に 、 我が国 の 考え 方 を 国際 的 な 会 計 基 準 に 
反映 する 観点 か ら 、 企業 会 計 基準 委員 会 (ASBJ) に お いて 、 の れん の 会 計 処 理 ^ や リサ イク リ 
ング “に つい て 国際 会 議 の 場 で 、 関 係 者 が 連携 し て 意見 発信 等 を 行っ て いる 。 こう し た 取組 み 
を 通じ 、 本 年 3 月 に は 、 国 際 会 計 基 準 審議 会 ((ASB) が 公表 し た 「 概 念 フ レー ム ワ ー ク 」 の 改訂 
版 に お いて は 、 そ の 他 の 包括 利益 に 計上 し た 項目 に つい て 、 原 則 と し て 、 純 損益 に リサ イク リ 
ング する こと が 明記 され た “。 
































1 TFRS に お ける の れん の 会 計 処理 に つい て 、IASB は 、 の れん の 会 計 処 理 の 簡素 化 の た め の 選 択 肢 の 
NHN と を 、 本 年 7 月 に 暫定 的 に 決定 。 
2 その 他 の 旬 括 利益 に 計上 し た 項目 を 、 純 利益 に 振り 替え る 会 計 処 理 。 
や た だ し 、 例 えば 「 リ サイ クル すべ き 期 間 ・ A で な い 場 合 」 に つい て は 、 例 外 的 に リサ イク 
リン グ し な いこ と と され て いる 。 
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図表 想 -3-(5)-1 我が国 に お ける IFRS 適用 状況 の 推移 














旧 全 上 場 企 業 の 時 価 総額 に 対す る 
IFRS 任 意 適 用 ・ 適 用 予定 上 場 企業 
の 時 価 総額 の 割合 ( 右 軸 ) 











社 


10/12 11/6 11/12 12/6 12/12 13/6 13/1 





( 注 ) 我 が 国 で は 、2010 年 3 月 31 日 以後 終了 する 連結 会 計 年 度 より 、 国 際 会 計 基準 (IFRS) の 任意 適用 を 開始 。 
(資料 )QUICK より 、 金融 庁 作成 。 











日 本 基準 の 高 品質 化 


ASBJ に お いて 、 本 年 3 月 に 収益 認識 基準 を 策定 ・ 公 表し た 。 また 、 本 年 1 月 に 金融 商品 会 
計 基 準 の 見 直し に つい て の 意見 募集 の 実施 に 向け た 検討 を 開始 し 、 本 年 8 月 に は 意見 募集 を 
開始 し た ほか 、 本 年 3 月 に 公正 価値 測定 に 関す る 会 計 基 準 の 開発 に 着手 し た 。 


国際 的 な 会 計 人 材 の 育成 


財務 会 計 基 準 機構 に お いて 、「 国 際 会 計 人 材 ネ ットワーク “」 の 登録 者 等 を 対象 に 、IASB 理 
事 等 を 招 了 嶋 し て 国際 的 に 活躍 する 人 材 の 経験 ・ 知 識 を 共有 する た め の シ ン ポ ジウ ム ( 本 年 3 月 ) 
等 を 開催 し た ほか 、 登 録 者 同士 の 横 の ネッ トワ ー ク 作り に 役立て る た め の 定 例会 を 開催 する 、 
新た な 取組 み も 開始 し て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
企業 の 財務 情報 が 企業 活動 を より 適切 に 反映 し た も の と な る よう 、 活 力 ある 資本 市 場 の 実 


現 の た め の 重 要 な イン フラ で ある 会 計 基準 の 質 の 向上 を 目指 し 、 引 き 続 き 、 以 下 の 取組 み を 
ー 体 的 に 進め る 。 








"IFRS に 関し て 国際 的 な 場 で 意見 発信 で きる 人 材 の 育成 、IFRS 等 に 関す る 知識 ・ 経 験 が 豊富 で 会 計 実 
務 を 支え る 人 材 の 裾野 拡大 を 目的 と し て 、 昨 年 4 月 に 構築 し た 。 
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・ IFRS の 任意 適用 企業 の 拡大 促進 

・ IFRS に 関す る 国際 的 な 意見 発信 の 強化 

・ 公正 価値 測定 に 関す る 会 計 基準 の 開発 や 金融 商品 会 計 基 準 の 検討 等 の 日 本 基準 の 高 品 
質 化 に 向け た ASBJ の 取組 み の サ ポー ト 

・ 国際 的 な 会 計 人 材 の 育成 に 向け た 取組 み の 推 進 


(6) 金融 ・ 資 本 市 場 の 制度 的 基盤 整備 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 の 金融 ・ 資 本 市 場 に つい て は 、 こ れ ま で も 、 市 場 の 活性 化 や 利便 性 の 向上 を 図る た 
め の 決 済 期間 の 短縮 化 や 総合 取引 所 の 実現 に 向け た 働き か け 等 、 金 融 ・ 資 本 市 場 を 取り まく 
環境 変化 を 踏ま えな が ら 、 様 々 な 取組 み を 進め て きた 。 

引き 続き 、 株 式 市 場 、 ク レジ ッ ト 市 場 、 デ リバ ティ ブ 市 場 等 に つい て 、 市 場 機能 及び 金融 仲介 
機能 等 が 、 十 分 に 発 押さ れ て いる か どう か 、 鳥 賊 的 な 観点 か ら 点 検 を 行い 、 総 合 取 引 所 の 実 
現 を 含め 我が国 の 金融 ・ 資 本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 向上 に 向け た 必要 な 対応 ・ 検 討 を 進め て いく 
必要 が ある 。 


① 資本 市 場 の 機能 ・ 利 便 性 向上 に 向け た 取組 み 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


投資 家 等 に 活発 な 証券 取引 へ の 参加 を 促す た め に は 、 安全 か つ 利 便 性 の 高い 証券 決済 シ 
ステ ム の 存在 が 不可 欠 で あり 、 そ の 一 環 と し て 、 証券 の 決済 期間 短縮 化 に 向け た 取組 み が 進 
め ら れ て きた 。 

国債 の 決済 に つい て は 、 本 年 5 月 1 日 約定 分 より T 十 1 化 ( 約 定 日 か ら 1 日 後 決済 ) が 実施 さ 
れ て いる 。 これ に 先立ち 、T 十 1 化 に 伴い 導入 され た 銘柄 後 決め 方 式 の 取引 に 対応 する た め 、 
昨年 12 月 に 内 閣府 令 の 改正 を 行っ た 。 株 式 ・ 社 債 等 の 決済 に つい て は 、 来 年 7 月 に T 十 2 化 
(約定 日 か ら 2 日 後 決済 ) を 実施 する こと が 予定 され て いる 。 

我が国 の 社債 市 場 に つい て は 、 そ の 経済 規模 に 比 し て 発行 量 ・ 流 通 量 が 少な く 、 特に BBB 
格 相当 以下 の 市 場 が 極め て 小さ い 現 状 と な っ て お り 、 関係 者 ・ 有 識者 と 議論 を 行っ た 結果 、 そ 
の 背景 に ある 要因 と し て 、 

・ 銀行 貸出 金利 が 企業 の 将来 の 信用 リス ク 等 を 反映 し た 利率 と な っ て お ら ず 、 投 資 家 に と っ 
て 適正 な リタ ー ン を 確保 で きる 利率 の 社債 を 企業 が 発行 する イン セン ティ ブ に 有 乏しい 。 

・ 我が国 の 社債 に か か る 慣行 上 、 融 資 に 担保 が 設定 され た 場合 に 社債 が 融資 に 劣後 し うる 
等 、 銀 行 の 貸出 債権 と 社債 債権 の イコ ー ル フッ ティ ング が 不 十分 で あり 、 社 債権 者 の 立場 
が 十分 に 保護 され て いな い 。 

・ 我が国 の 社債 保有 者 構成 は 、 銀 行 を 含む 預金 取扱 機関 、 保 険 ・ 年 金 基金 が 約 7 割 を 占め 
て いる 等 、 機関 投資 家 を は じ め と する 社債 投資 家 層 の 多様 性 が 不足 し て いる 。 
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等 が 考え られ る の で は な いか 、 と の 指摘 が あっ た 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


引き 続き 、 決済 リス ク の 削減 や 市 場 の 効率 性 向上 等 に 資す る 証券 取引 に お ける 決済 期間 の 
短縮 化 に つい て 、 市 場 関係 者 に 着実 な 実施 を 促し て いく 。 

また 、 上 記 の 社債 に 関す る 指摘 に 加え 、 ク レジ ッ ト ・ デ リバ ティ ブ を 含め た クレ ジッ ト 市 場 が 国 
の 経済 規模 に 比 し て 小さ く 、 その 機能 が 十分 に 発揮 され て いる と は 言い 難い の で は な いか 等 
の 観点 を 踏ま え 、 多 様 な プレ イヤ ー が 参加 する 厚み の ある クレ ジッ ト 市 場 の 形成 ・ 発 展 に 向け 
た 課題 と 対応 策 に つい て 整理 ・ 検 討 する 。 

加え て 、 幅 広い 上 場 商品 を ワン スト ッ プ で 取引 で きる 総合 取引 所 が 実現 する こと に より 、 取 
引 所 の 国際 競争 力 が 強化 され 、 デ リバ ティ ブ 取 引 市 場 が 拡大 する と と も に 、 投資 家 の 利便 性 
が 大 きく 向上 する こと が 期待 され る 。 こ の た め 、 関 係 者 等 へ の 働き か け を 強化 し 、 総 合 取 引 所 
の 早期 実現 を 図る 。 


② ETF の 活用 促進 に 向け た 対応 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


ETF( 上 場 投資 信託 ) は 、 少 額 で も 分 散 投資 が 可能 で あり 、 透 明 性 も 高い ほか 、 一 般 的 に は 、 
同種 の 投資 信託 に 比 し て コス ト が 低い こと か ら 、 家計 の 安定 的 な 資産 形成 に 向け て 本 来 有 用 
な 投資 商品 で ある が 、 流 動 性 の 逐 し い 銘柄 も 少な か ら ず 存在 する 等 、 十分 に 活用 され て いる と 
は 言い 難い 状況 に ある 。 これ を 踏ま えて 、 

・ETF の 設定 ・ 交 換 に か か る 決済 期間 を 短縮 する た め 、 金 融 商品 取引 清算 機関 が 行う 債務 
引受 業 の 対象 に ETF の 設定 ・ 交 換 を 追加 する こと 
・ マー ケッ トメ イカ ー 制 度 が で きる こと と 合わ せ 、 金 融 商品 取引 所 か ら ETF の マー ケッ トメ イカ 
ー と し て 指定 され た 高速 取引 行為 者 が 、 取 引 の 円 滑 な 流通 を 確保 する た め に 行う 空売り に 
つい て 、 空売り 規制 の 適用 除外 と する こと 
等 を 内 容 と する 所 要 の 内 閣府 令 の 改正 を 行っ た (本 年 4 月 施行 )。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


今後 も 、ETF 市 場 の 流動 性 向上 を 図る た め 、 金 融 商品 取引 清算 機関 及び 関係 業界 に よる 
ETF 設定 ・ 交 換 に か か る 決済 期間 を 短縮 する た め の 取 組み を 促し て いく 。 
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③ 決済 ・ 清 算 制度 の 安定 性 確保 等 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 庁 は 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に か か る 規制 の 重複 等 を 避け る た め 、 外国 当局 と の 同等 性 
評価 を 進め て いる 。 昨年 8 月 25 日 に は 、 オ ー ス トラ リア APRA、 シンガポール MAS、 香港 HKMA 
に つい て も 規制 の 同等 性 を 認め る 告示 を 公表 し た 。 

また 、 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 の 決済 の 安定 性 ・ 透 明 性 を 向上 させ る た め 、2013 年 4 月 より 金 
融 商品 取引 業者 等 が 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 を 行っ た 場合 に 当局 へ 報告 する 制度 を 導入 し て い 
る 。 

報告 され た デー タ の 集計 ・ 公 表 を 行っ て お り 、 昨 事務 年 度 に お いて も 取引 種別 ご と の 想定 元 
本 残高 等 を 公表 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


重要 な 市 場 イ ン フ ラ で ある 決済 ・ 清 算 制 度 に つい て 、 安 定性 確保 等 の 観点 か ら 十分 な も の と 
な る よう 、 制 度 の 見 直し を 含め 、 必 要 な 対応 を 行っ て いく 。 


④ 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク へ の 対応 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


店 頭 外 国 為替 証拠 金 取 引 (店 頭 FX 取引) 市場 に つい て は 、 近 年 その 年 間 取 引 規模 が 5,.000 
兆 円 程度 まで 拡大 し て お り 、 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク 管 理 を 不 十分 な まま に し て お け ば 、 外 国 
為替 市 場 や 金融 レス テム に 影響 を 及ぼ し 、 シ ステ ミッ クリ スク に つなが る 可能 性 が ある 等 の 問 
題 意 識 の 下 、 本 年 2 月 、「 店 頭 FX 業 者 の 決済 リス ク へ の 対応 に 関す る 有識者 検討 会 」( 有 識者 
検討 会 ) を 設置 し た (図表 皿 -3-(6)-1)。 

図表 箇 -3-(6)-1 店 頭 FX 取 引 金 額 の 推移 
( 光 円 ) 


2.000 


1,000 


s (年 度 ) 
06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 


(資料 ) 金融 先物 取引 業 協会 の 公表 デー タ よ り 人 金融 庁 作成 


有識者 検討 会 で は 、 個 人 投資 家 を 含め 幅広 い 利 用 者 を 対象 と し た 意見 募集 も 行い な が ら 、 
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6 回 に わた り 検 討 が 行わ れ 、 本 年 6 月 13 日 に 以下 の 対応 策 を 盛り 込ん だ 報告 書 が と り ま と め 

られ た 。 

・ スト レス テス ト を 通じ た 自己 資本 の 拡充 

・ スト レス テス ト の 厳格 化 ・ 適 正 化 

・ スト レス テス ト の 結果 へ の 対応 : 自 己 資本 が 十分 で な い 業 者 に つい て 、 当局 が 自己 資本 
の 積 増し 又は 証拠 金 率 の 引上げ (レバ レッ ジ 倍 率 の 引下げ ) 等 を 通じ た リス ク 量 の 削減 を 
求め る 

・ 取引 デー タ の 報告 制度 の 充実 : 不 公正 取引 の 防止 や 決済 リス ク 管理 の 強化 を 図る た め 、 
日 々 の 取引 デー タ に つい て 、 金 融 先 物 取引 業 協 会 及び 当局 へ の 報告 を 義務 付け る 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


有識者 検討 会 の 報告 を 踏ま え 、 店 頭 FX 業者 に 対し て 、 決 済 リ スク 管理 の 強化 に 向け た 体 
制 の 整備 や 、 そ の 体制 に 基づく 適切 な 業務 運営 の 確保 等 を 求め る た め 、 必 要 な 制度 整備 を 行 
っ て いく 。 


⑤ 外国 為替 取引 に お ける 決済 リス ク 削 減 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


我が国 に お ける ファ ンド 運用 の 状況 を 見 る と 、 グ ロー バル 化 が 進み 、 外 為 取引 量 の 拡 
大 が 見 られ る 。 こう し た 中 、 外為 取引 に お いて 同時 決済 が 行わ れ な い 場 合 に は 、 一 方 の 当 
事 者 が 受渡 通貨 を 支払 つた に も か か わら ず 、 取 引 相手 が 破綻 し て 時 差 の 関係 で 交換 する 
通貨 の 受取 り が で きず 、 そ の 結果 、 巨額 の 損失 を 被る 6 リスク (いわ ゆる ヘル シュ タッ ト ・ 
リス ク ) を 抱え る こと に な る 。 

本 邦 の 信託 勘定 に お いて は 、 そ うし た リス ク を 削減 する た め の 同 時 決済 が 全く 導入 さ 
れ て いな い 状 況 に ある こと を 踏ま え 、2016 年 12 月 に 「 外 為 決済 リス ク に 係る ラウ ンド テ 
ー ブ ル 」 を 設置 し 、 信託 銀行 、 運用 会 社 を 含む 幅広 い 関 係 者 と 、 同時 決済 を 導入 する 上 で 
の 実務 的 な 課題 や その 解決 方 法 等 に つい て 議論 を 行っ て きた 。 

そう し た 議論 を 踏ま え 、 本 年 8 月 、 本 邦 信託 ファ ンド 市 場 に お いて 目指 すべ き 新た な 市 
場 慣 行 ?、 本 年 度 下期 より 2 段階 に 分 け て 同時 決済 の 対象 を 拡大 し て いく と いう 導入 方 針 や 
信託 銀行 等 の 市 場 関係 者 に よる シス テム 体制 の 整備 と いっ た 今後 対応 すべ き 課 題 等 を 含 
む 最 終 報告 書 を 公表 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


信託 銀行 や 運用 会 社 等 の 市 場 関係 者 に お ける 対応 状況 と モニ タリ ング する こと 等 に より 、 同 


























4% 本 年 3 月 、 東 京 外国 為替 市 場 委員 会 が 設置 し た プロ ジェ クト チー ム (金融 庁 も 参加 ) に より 、 実 務 
上 可能 な 限り 多 通 貨 問 の 同時 決済 サー ビス を 提供 する 金融 市 場 イ ン フ ラ を 利用 する 等 の 内 容 を 含ん だ 
も の と し て 、 「 東 京 市 場 に お ける ファ ンド 為替 取引 の 市 場 慣 行 」 を 公表 。 
% 当初 フェ ー ズ を 本 年 度 下 期 目 処 、 本 格 フ ェ ー ズ を 来年 度 下期 か ら 2020 年 度 上 期 目 処 と し て いる 。 
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時 決済 の 実施 を 促し て いく 。 
⑥ 株 式 等 の 高速 取引 へ の 対応 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


我が国 の 証券 市 場 に お いて 、 株 式 等 の 高速 取引 の 影響 力 が 増大 し て いる こと 等 を 踏ま え 、 
昨年 の 金融 商品 取引 法 改正 に お いて 、 高 速 取 引 を 行う 者 に 対し 、 登 録 制 を 導入 し 、 体 制 整備 ・ 
リス ク 管 理 、 当局 へ の 情報 提供 等 の 枠組 み を 整備 し て お り 、 昨 年 12 月 に は 、 所 要 の 政府 令 等 
の 改正 を 行っ た (本 年 4 月 施行 ) 。 

これ を 受け 、 本 年 6 月 まで に 、6 者 の 高速 取引 行為 者 の 登録 を 行っ た 。 また 、 法 令 等 の 改正 
に より 可能 と な っ た 高速 取引 行為 者 の 特定 や 取引 戦略 の 明確 化 を 生か し 、 実 効 性 の ある 取引 
監視 を 行っ て いく 観点 か ら 、 取 引 所 と も 連携 し な が ら 相場 が 大 きく 動い た 時 期 に お ける 高速 取 
引 行 為 者 の 取引 態様 を 検証 する 等 、 取 引 実 態 の 把握 、 株 価 動向 も 踏ま えた 研究 ・ 分 析 を 行っ 
て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


高速 取引 を 行う 者 の 登録 審査 を 適切 に 行っ て いく と と も に 、 誤 発注 防止 等 の 管理 態勢 等 の 
業務 の 状況 や 取引 実態 等 の モニ タリ ング を 実施 し て いく 。 また 、 取 引 戦 略 情報 や 実際 の 取引 
情報 の 蓄積 を 更に 進め 、 取 引 の 傾向 等 の 研究 ・ 分 析 の 深度 を 深め つつ 、 取 引 所 と も 連携 し な 
が ら 高 速 取引 行為 に か か る 取引 審査 の あり 方 や 手法 に つい て 検討 し 、 確 立 を 目指 し て いく 。 


⑦ 金融 指標 の 信頼 性 ・ 透 明 性 の 維持 ・ 向 上 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


2014 年 の 金融 安定 理事 会 (FSB) か ら の 提言 "を 踏ま え 、 全 銀 協 TIBOR\ 運 営 機関 (以下 「 運 
営 機関 」 と いう 。 ) が 昨年 7 月 に 全銀協 TIBOR 改革 "を 実施 し た 結果 、 日 本 円 TBOR に つい て 
は 、 こ れ ま で ほぼ 1009% の 呈示 レー ト が 、 評価 対象 市 場 で ある 本 邦 無 担保 コー ル 市 場 の デー タ 
に よる も の と な っ て いる 等 、 改 革 は 一 定 の 成果 を 挙げ つつ ある と 評価 で きる 。 

また 、 海 外 に お いて 、LIBOR" が 2021 年 末 を も っ て 維持 され な く な る 可能 性 も 視野 に 入れ つ 
つ 、 リ スク ・ フ リー・ レ ー ト (RFR) の 特定 ・ 移 行 や 、LIBOR の 公表 が 恒久 的 に 停止 され た 場合 の 











『 金融 指標 を 巡る 不正 操作 事件 等 を 受け 、FSB より 、① 上 既存 金利 指標 (IBORs) の 改革 と 、② 銀 行 の 信 
用 リス ク を 含ま な い リ スク ・ フ リー・ レ ー ト (RFR) の 特定 ・ 活 用 を 並行 的 に 推進 する 「 マ ル チ プ ル ・ 
レー ト ・ ア プロ ー チ 」 が 提言 され た 。 
$ Tokyo Interbank Offered Rate。 東京 銀行 間 取 引 市 場 に お ける 指標 金利 。 

“TIBOR を より 実 取引 に 依拠 し た 指標 と する た め 、 リ ファ レン ス ・ バ ンク (レー ト 旦 示 銀 行 ) に よる 旦 
示 レー ト の 算出 ・ 決 定 プ ロ セ ス を 統一 ・ 明 確 化 し た 。 
50 London Interbank Offered Rate。 ロ ンド ン 銀 行間 取引 市 場 に お ける 指標 金利 。 
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代替 指標 (フォ ー ル バッ ク ・ レ ー ト ) の 検討 が 加速 し て いる "中 、 金 融 庁 と し て も 、FSB 等 に お け 
る 国際 的 な 金利 指標 改革 の 議論 に 参加 する と と も に 、 関 係 する 海外 当局 と の 情報 交換 等 を 行 


っ た 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 邦 市 場 の 実情 に 即 し た 形 で 「 マ ル チ プ ル ・ レ ー ト ・ ア プロ ー チ 」 が 実現 で きる よう 、 全銀協 
TIBOR 改革 が 定着 し 、 運 営 機関 に よる 指標 算出 業務 が 適正 に 実施 され て いる か を 引き 続き 確 
認 し て いく ほか 、 同 機関 に お ける 中 長期 的 な 課題 で ある 日 本 円 TIBOR と ユー ロ 円 TIBOR の 統 
合 に 向け た 取組 み 等 を 注視 し 、TIBOR の 信頼 性 ・ 透 明 性 が 維持 ・ 向 上 され る よう 取り 組ん で い 
く é4 

また 、 日 本 銀行 及び 市 場 関係 者 と 緊密 に 連携 し 、 日 本 円 LIBOR の 公表 が 停止 され た 場合 
の フォ ー ル バッ ク ・ レ ー ト の 検討 や 、 日 本 円 RFR へ の 移行 が 適切 な ケー ス に お ける 利用 促進 
等 、 円 金利 指標 全般 の 頑健 性 向上 に 取り 組ん で いく "。 


(7) 東京 国際 金融 セン ター の 推進 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 面 に お いて 、 東 京 が 魅力 ある ビジ ネス の 場 と し て 認知 され 、 世 界 中 か ら 人 材 、 情 報 、 資 
金 の 集まる 国際 都市 と し て 発展 し て いく こと は 、 重要 な 課題 で ある 。 特に 、 近 年 、 海 外資 産 運 用 
業者 等 が 我が国 の 金融 マー ケッ ト へ 進出 する 動き を 活発 化 さ せ て いる 状況 も 見 られ る こと か ら 
(図表 息 -3-(7)-1) 、 か か る 傾向 を 確実 に 定着 化 さ せ て いく こと が 、 東 京 国際 金融 セン ター を 
推進 し て いく 上 で 有効 で ある 。 


図表 町 -3-(7)-1 日 本 投資 顧問 業 協会 に お ける 外資 系 業者 の 新規 加入 数 の 推移 


上 呈 投 資 運用 業者 
(件 ) 
画 投 資 助 言 ・ 代 理 業 者 
10 ト 
| ( 注 ) 金 融 商品 取引 法 の 規定 に より 、 投 資 運 用 業 ま た は 投資 
5「[ 助言 ・ 代 理 業 と し て 登録 を 行い 、 日 本 投資 顧問 業 協会 に 
を 新規 で 加入 し た 外資 系 の 金融 事業 者 の 件 数 。 
[ (資料 ) 一 般 社団 法人 日 本 投資 顧問 業 協会 より 金融 庁 作成 。 
. . 、 (年度) 
10 11 $2 13 14 15 16 年 
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31 我が国 に お いて は 、2016 年 12 月 、「RFR 勉強 会 」 (事務 局 : 日 本 銀行 ) が 無 担保 コー ル ・ オ ー バ ー ナ 

















イト 物 レ ー ト を 











” 本 年 8 月 





標 を 適切 に 選択 し ネ 





(事務 局 : 











日 本 円 の RFR と し て 特定 し 、 そ の 利 
に は 、 人 金融 市 場 参加 者 や 金利 指標 ユー ザー が 、 人 金融 商品 や 取引 の 性 
] 用 し て いく 上 で 必要 な 検討 を 行う た め の 「 日 本 
日 本 銀行 ) が 設立 され 、 金 融 庁 も オブ ザー バー と し て 参加 し て いる 。 
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質 に 応じ て 、 


























H 拡 大 に 向け た 取組 み 等 が 進め られ て きた 。 


金利 指 





金利 指標 に 関す る 検討 委員 会 」 





【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


こう し た 状況 を 加速 すべ く 、 金融 庁 に お いて は 、 人 金融 業 の 登録 申請 等 を スム ー ズ に 進め る 
「 フ ァ ス ト エ ント リー」 を 実現 する た め 、「 金 融 業 の 拠点 開設 サポ ボー ト デ ス ク 」"“ を 開設 し 、 海 外 金 
融 事業 者 の 日 本 拠点 の 開設 を 促進 し て いる 。 その 際 、 東 京都 が 運営 する 金融 法令 以外 の 手 
続き に 関す る 相談 窓口 と も 相互 に 連携 し 、 一 体 的 に 取組 み を 進め て いる 『。 

サポ ー ト デス ク を 通じ て 、 昨 事務 年 度 は 、3 社 の 海外 資産 運用 業者 の 業 登録 を 完了 し た 。 こ 
の うち 1 社 は 、 英 国 の 大 手 資産 運用 業者 の 日 本 法人 で あり 、2 社 は 、 我 が 国 を 離れ 海外 を 拠点 
に 事業 を 行っ て きた 日 本 人 ファ ンド マネ ー ジ ャ ー が 運営 する 資産 運用 業者 で ある 。 この よう に 、 
ー 旦 海外 に 流出 し た 日 本 人 ファ ンド マネ ー ジ ャ ー の 日 本 回 帰 を 目指 し た 動き も 見 られ つつ ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
今後 も 、 海 外 金 融 事業 者 の 日 本 進出 の 更 な る 円 滑 化 に 向け 、 サ ポー ト デ ス ク を 活用 し 、「 フ 
アァ スト エン トリ ー」 を 実現 する 。 その 際 、 東 京都 の 相談 窓口 や プロ モー ショ ン 活 動 等 と 連携 ・ 協 力 


し て いく 。 


(8) 市 場 監視 機能 の 向上 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


市 場 の グロ ー バ ル 化 や デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 に より 市 場 の 構造 が 大 きく 変化 する 中 、 
市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 に 向け 、 網 維 的 (広く ) ・ 機 動 的 で (早く ) 、 深 度 あ る (深く ) 市 場 監 
視 を 実施 する こと が 求め られ て いる 。 

不 公正 取引 等 の 事案 に つい て は 、 課 徴 金 制度 を 積極 的 に 活用 し 、 検査 調査 を 迅速 ・ 効 率 
的 に 行っ て いく 一 方 、 重 大 で 悪質 な 事案 に 対し て は 、 犯 則 調 査 の 権限 を 行使 し 、 関 係 機関 と も 
連携 の 上 、 的 確 に 刑事 告発 を 行う 等 、 厳 正 に 対処 する 必要 が ある 。 

また 、 問 題 の 早期 発見 の た め 、 情 報 の 収集 ・ 分 析 能 力 を 強化 する と と も に 、 再発 防止 ・ 未 然 
防止 に つなが る よう 、 対 外 的 な 情報 発信 等 も 充実 させ る 必要 が ある 。 
































3 サポー ト デ ス ク は 、 昨 年 4 月 に 、 我 が 国 の アセ ッ ト オ ー ナ ー か ら の 運用 受託 が 見 込ま れる 等 、 日 本 
拠点 開設 の 具体 的 な 意向 が あり 、 進 出 の 蓋然性 が 高い 海外 資産 運用 業者 等 を 対象 に 、 金 融 法令 の 手 
続き 等 に 関す る 相談 窓口 と し て 開設 し た も の 。 

4 金融 庁 は 、 昨 事務 年 度 に お いて 、 東 京都 が 海外 資産 運用 業者 向け に 公表 し た 日 本 拠点 開設 に か か る 英 
語 解 説 書 の 監修 も 行っ た 。 

(東京 都 ) http://www. seisakukikaku. metro. tokyo. jp/bdc_tokyo/ japanese/english-guidebook/ 
(金融 庁 ) https://www. fsa. go. jp/policy/marketentry/1index_3.htm] 
























































































































































63 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


不 公正 取引 へ の 対応 


(取引 審査 及び 市 場 モ ニタ リン グ の 状況 ) 


証券 取引 等 監視 委員 会 (以下 「 監 視 和 要 」 と いう 。 ) に お ける 、 不 公正 取引 等 の 端緒 を 把握 する 
取引 審査 の 昨年 度 の 実施 件 数 は 、 前 年 度 と 同 程度 の 1.099 件 で あっ た "。 

また 、 マ クロ 経済 や マー ケッ ト の 動向 等 が 上 場 企業 の 業績 等 に 及ぼ す 影 響 に つい て も 分 析 。 
昨年 度 は 、19 セク ター" を 選定 し 、 当該 セク ター に 属す る 個別 企業 に か か る 分 析 を 実施 し た ほ 
か 、 財 務 悪 化 企業 や 成長 鈍化 企業 を 別途 抽出 ・ 分 析 し た 。 

さら に 、2015 年 度 に 構築 し た 、 市場 監視 活動 の 中 で 収集 ・ 分 析 し た 情報 を 一 元 的 に 管理 ・ 活 
用 する 体制 に つい て 、 情 報 量 の 拡大 を 図る と と も に 、 深度 ある 情報 の 蓄積 に も 取り 組ん だ 。 

その ほか 、 調 査 ・ 検 査 の 端緒 と な りう る 有益 な 情報 が 一 般 投資 家 等 か ら よ り 多 く 寄 せら れる 
よう 、 情報 提供 を 呼び か ける 監視 要 メ ー ル マガ ジン ・ ツ イッ ター の 開始 、QR コー ド を 付 し た ポス 
ター・ リ ー フ レッ ト の 活用 、 ウェ ブサ イト の 見 直し (「 情 報 活用 の 流れ 」「 情 報 活用 事例 」 の 掲載 
等 ) 、 受 付 時 間 外 の 入 電 に 対し て ウェ ブサ イト か ら の 情報 提供 が 可能 で ある 旨 の 自動 案内 の 
開始 等 の 取組 み を 実施 し た 。 


(イン サイ ダー 取引 ) 


昨年 度 に お ける イン サイ ダー 取引 に 関す る 課徴 金 納付 命令 勧告 件 数 は 21 件 、 刑 事 告発 件 
数 は 2 件 で あっ た 。 こ の うち 、 ク ロス ボー ダー 事案 は 1 件 で あっ た 。 

重要 事実 等 別に 分 類する と 、 業 務 提 携 、 公 開 買 付け 等 事実 は 、 引 き 続 き 高い 割合 と な っ て 
いる 。 近 時 M&A 等 が 増加 傾向 に あり 、 インサイダー 取引 リス ク の 高まり に は 、 引 き 続 き 警 戒 が 
必要 で ある 。 

また 、 上 場 廃止 の 原因 と な る 事実 及び 固定 資産 の 譲渡 を 重要 事実 と する 事案 に つい て 初め 
て 勧告 し た 。 前 者 は 、2 期 連続 の 債務 超過 に より 発生 し た 事実 で あり 、 後 者 は 、 有 利子 負債 等 
の 債務 圧縮 を 図る た め 本 店 土地 等 の 売却 を 決定 し た も の で ある 。 いずれ も 厳し い 経営 環境 が 
背景 に あり 、 今後 も 同様 の 事象 が 発生 し うる 。 特に 、 固 定 資産 の 譲渡 に つい て は 、 経 営 資源 の 
活用 策 と し て 検討 され る 場合 も 多く 、 当該 会 社内 の 情報 管理 だ け で は な く 、 不 動産 取引 に 際 し 
て の 情報 交換 時 等 、 不 動産 業界 等 に お いて も 注意 が 必要 で ある 。 

さら に 、 違 反 行 為 者 を 属性 別に 見 る と 、 当該 上 場 企業 の 役職 員 や 、 当 該 上場 企業 の 会 社 関 
係 者 等 か ら 重 要 事 実 等 の 伝達 を 受け た 友人 ・ 同 僚 が 多く を 占め た 。 

これ ら の 背景 と し て 、 イン サイ ダー 取引 防止 規程 を 設け て いな い 上 場 企業 が あっ た ほか 、 重 
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業 、 


























件 数 等 の 詳細 に つい て は 、 各 年 度 公 表 の 「 証 券 取 引 等 監視 委員 会 の 活動 状況 」 を 参照 。 
ttps://www. fsa. go. jp/sesc/reports/n_29/n_29.htm) 

鉱業 、 卸 売 業 、 海 運 業 、 輸 送 用 機器 、 機 械 、 精 容 機 器 、 金 属 製品 、 化 学 、 石 油 ・ 石 炭 製品 、 鉄 鋼 、 
鉄 金属 、 電 気 機器 、 ガ ラス ・ 土 石 製 品 、 食 料 品 、 繊 維 製品 、 情 報 ・ 通 信 業 、 小 売 業 、 電 気 ・ ガ ス 
医薬 品 
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要 事 実 等 が 発生 ・ 決 定 さ れ て いて も 、 自 社 役職 員 が 株 式 の 売買 管理 担当 者 に 適切 に 情報 共 
有 し て いな いた め に 、 重要 事 実 等 を 知っ た 者 に よる 売買 が 承認 され て し まっ た 等 、 上 場 企業 に 
お ける 内 部 管理 態勢 上 の 問題 点 も 認め られ た 。 監視 要 は 、 こ の よう な 問題 が 認め られ た 場合 、 
原因 や 再発 防止 策 等 に つい て 当該 上 場 会 社 と の 間 で 意見 交換 を 行い 、 間 題 認識 を 共有 し た 。 


(相場 操縦) 


昨年 度 の 相場 操縦 に 関す る 課徴 金 納付 命令 勧告 件 数 は 5 件 、 刑 事 告 発 件 数 は 2 件 で あっ 
た 。 こ の うち 、 機 関 投 資 家 に よる 相場 操縦 は 1 件 で あっ た 。 

不 公正 取引 の 発覚 を 避け る た め に 複数 証券 会 社 の 口座 を 利用 し て 発注 を 行う 事案 が 引き 
続き 見 られ た ほか 、 引 け 条 件 付き の 成行 注文 を 見 せ 玉 と し て 利用 する 手法 や 、 見 せ 玉 と 対 当 
売買 を 組み 合わ せる こと に より 他 の 投資 者 の アル ゴリ ズム 取引 注文 を 誘引 する 手法 、 更 に 多 
数 の 犯 則 嫌 疑 者 ら が 共謀 の 上 、 長 期 に わた っ て 犯 則 行為 を 実行 し 株 価 を 不正 に 吊り 上 げた 告 
発 事案 等 が 見 られ た 。 これ ら は いずれ も 個人 投資 家 に よる も の で あり 、IT の 進展 を 背景 に 取引 
手法 の 複雑 化 ・ 巧 妙 化 が 進 屋 し て いる こと が 且 わ れる 。 ま た 、 機 関 投資 家 が 売り ポジ ショ ン と 
引け 後 の ブ ロッ クト レー ド を 利用 し て 売買 利益 を 得る た め に 、 大 引け に か け て 上 値 抑え を 行っ 
た 事案 も 見 られ た 。 


上 場 企 業 等 の 開示 の 問題 へ の 対応 


昨年 度 の 開示 検査 の 検査 終了 事案 は 14 件 で あり 、 そ の うち 、 開示 書類 に 重要 な 虚偽 記載 
等 が 認め られ た 2 件 に つい て 課徴 金 納付 命令 勧告 を 行っ た 。 また 、 重要 な 虚偽 記載 等 は 認め 
られ な か っ た も の の 、 開 示 書 類 の 訂正 が 必要 と 認め られ た 2 件 に つい て は 、 当 該 書類 の 提出 
者 に 対し 、 訂 正 報告 書 等 の 自発 的 な 提出 を 促し た 。 な お 、 不 適切 な 会 計 処 理 が 行わ れ た 旨 が 
適時 開示 され た ケー ス に つい て も 、 そ の 会 社 の 内 部 統制 の 機能 状況 等 を 把握 する た め 、 開示 
検査 を 行っ た 。 

虚偽 記載 や 不適 切な 会 計 処理 を 行っ た 会 社 が 、 適 正 な 情報 開示 に 必要 な 体制 整備 を 行い 
再発 防止 を 図る よう 、 監視 要 で は 、 勧 告 等 に 至ら な か っ た 場合 で あっ て も 、 問題 の 全体 像 を 把 
握 、 根 本 原因 (root cause) を 究明 の 上 、 会 社 の 経営 陣 と 議論 を 重ね る 取組 み を 行っ た 。 

また 、 近 年 、 我が国 を 代表 する グロ ー バ ル 企 業 に よる 開示 規制 違反 の 事案 や 海外 子会社 の 
管理 体制 の 不備 等 に 起因 し た 事案 が 発生 し た 。 これ ら を 踏ま え 、 開示 規制 違反 を 未然 に 防止 
する 観点 か ら フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ な マク ロ 的 視点 に 立っ て 、 大 規模 上 場 会 社 に 対す る 継続 的 
な 監視 を 行い 、 開示 書 類 の 特定 の 項目 に 着目 し た 分 析 、 開 示 書 類 の 財務 情報 だ け で は な く 非 
財務 情報 に か か る より 深度 ある 分 析 や 会 社 と の 対話 等 を 行っ た 。 


市 場 監視 体制 の 強化 の た め の 取 組み 


(市 場 監視 に お ける SupTech 等 の 推進 ) 


監視 要 で は 、 金 融 機 関 や IT ベン ダー、 監 査 法人 等 へ の ヒア リン グ を 実施 し 、 ま た 、 外 部 有 識 
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者 へ 研究 を 委託 する 等 、 国 内 外 の 金融 技術 の 動向 や デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 を 含め た 市 
場 の 構造 的 変化 の 把握 に 努め た 。 そ の 上 で 、IT の 進展 等 の 動向 を 踏ま え 、 市 場 監視 へ の イン 
プリ ケー ショ ン を 考察 し 、 課 題 や リス ク 等 を 抽出 する と と も に 、 新 た な 市 場 監視 シス テム の 整備 
方 針 を 検討 し 、 本 年 4 月 、 中 期 IT 整備 方 針 ( 昨 年 策定 ) を 改訂 し た 。 

改訂 中 期 IT 整備 方 針 で は 、 市 場 監視 の IT 化 に 向け 、 以 下 を 掲げ て いる 。 

・ フィ ン テ ッ ク の 進展 に 伴い 、 金 融 取 引 や 投資 活動 に お ける ビジ ネス プロ セス や ビジ ネス モデ 
ル の 変化 が 生ずる こと に より 、 従 来 の パラ ダイ ム に よる 市 場 監視 を 継続 し て いた の で は 、 市 
場 監視 の 空白 が 生じ か ね な いこ と か ら 、 こ れ を 防ぐ た め の シ ステ ム 整 備 を 継続 

・ TIT の 進展 に 伴い 、 監 視 対象 と する 情報 に 質 的 変化 や 量 的 拡大 が 生じ 、 従 来 の 監視 手法 で 
は 分 析 が 不可 能 と な りか ね な いこ と か ら 、 必 要 な シス テム 整備 等 の 対応 を 適時 に 実施 


(自主 規制 機関 等 と の 協 働 ・ 連 携 ) 


目まぐるしく 変化 する 市 場 環境 や 新た な リス ク に 対応 する た め 、 自 主 規制 機関 や 関連 業界 
団体 、 関 係 省 庁 と の 協 働 も 強化 し な が ら 、 ミ クロ ・ マ クロ 双方 の 視点 か ら タ イム リー か 市 場 監視 
の 強化 の た め の 取 組み を 推進 し た 。 幹部 レベ ル 、 実 務 者 レベ ル 各 層 で 定期 的 ・ 日 常 的 に 意見 
交換 を 実施 する ほか 、 市 場 を 巡る 様々 な 課題 に つい て も 議論 する と と も に 、 問 題 意 識 を 共有 、 
より 効果 的 ・ 効 率 的 な 審査 ・ 調 査 ・ 検 査 の た め の 連 携 を 図っ た 。 実際 に 自主 規制 機関 か ら 提供 
され た 情報 を 端緒 と し て 、 調査 等 を 行い 勧告 等 に 結び つい た 事例 も あっ た 。 


(国際 連携 の 強化 ) 


昨年 度 に お いて は 、 ク ロス ボー ダー 事案 や 、 市 場 監 視 に お ける 国際 的 な 連携 が 求め られ る 
課題 に 対応 する た め 、 主 に 以下 の よう な 取組 み を 実施 し た 。 

昨年 12 月 に 監視 委 創 立 25 周年 記念 国際 コン ファ レン ス を 開催 し た 。 16 か 国 か ら 350 名 を 
超す 証券 市 場 の 関係 者 及び 外国 当局 者 の 参加 を 得 て 、IT の 進展 ・ 市 場 の グロ ー バ ル 化 に 対 
応 し た 市 場 監視 の あり 方 や 監視 要 の 取組 み に つ いて 積極 的 に 議論 し 、 問題 意識 等 を 共有 し た 。 
その ほか 、 海 外 当局 と の 面会 や 国際 機関 の 常設 会 合 へ の 参加 等 を 通じ 、 よ り 良 い 市 場 環境 の 
整備 に 向け 提言 ・ 情 報 発信 する と と も に 、 海 外 当局 の 手法 等 に つい て 情報 収集 し た 。 

また 、 個 別 の クロ ス ボ ー ダ ー 事 案 へ の 対応 の た め 、 海 外 当局 と の 円 滑 な 連携 を 図っ た ほか 、 
相互 訪問 等 に よる 幅広 い 情 報 ・ 意 見 交換 を 通じ 関係 性 の 発展 や 信頼 関係 の 醸成 に 努め た 。 例 
えば 、 中 国 当局 と の 連携 に より 、 中 国 在住 の 投資 家 に よる 我が国 市 場 に お ける 相場 操縦 に つ 
いて 、 課 徴 金 納付 命令 勧告 に 結び つけ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


内 外 環境 を 踏ま えた 情報 力 ・ 事 案 発掘 力 の 強化 


問題 の 早期 発見 に つなげ る た め 、 マ クロ 的 な 視点 に 基づき 潜在 的 リス ク に 着目 し た 情報 収 
集 ・ 分 析 を 行う 等 、 タ イム リー な か 市場 監視 を 行う ほか 、 深 度 ある 調査 ・ 分 析 に も 取り 組ん で いく 。 
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また 、 最 近 で は 、 上 場 会 社 が 仮想 通貨 関連 業務 に 進出 する 等 、 新 た な 動向 が 見 られ て いる こ 
と か ら 、 今後 と も 取引 所 と 連携 し つつ 、 注 視 し て いく 。 

さら に 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 や 新しい 商品 ・ 取 引 の 出現 等 市 場 で 起こ っ て いる こと を 
常に 注意 深く 監視 し 、 市 場 監視 の 空白 を 作ら な いよ う 、 マ クロ 的 な 視点 に 基づく 分 析 結 果 と ミク 
ロロ 情報 と の より 有機 的 な 結合 ・ 活 用 等 、 現在 の 監視 手法 や 着眼 等 に 改善 すべ き 点 が あれ ば 見 
直し て いく と と も に 、 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 や 投資 者 保護 等 の 観点 か ら 必 要 が ある 場合 
に は 、 対 外 的 に 情報 発信 する 等 、 適 切 に 対応 する 。 


迅速 か つ 効 果 的 ・ 効 率 的 な 検査 ・ 調 査 の 実施 


事案 が 大 型 化 ・ 複 雑 化す る 中 、 課 微 金 制度 を 積極 的 に 活用 し 、 検 査 ・ 調 査 を 迅速 効率 的 に 
行う 。 ク ロス ボー ダー 取引 に よる 違反 行為 に 対し て は 、 当局 間 の 情報 交換 枠組 み 等 も 活用 し つ 
つ 、 実 態 を 解明 し 、 適 切な 法 執行 を 行う 。 

一 方 、 重 大 で 悪質 な 事案 に つい て は 、 犯 則 調査 の 権限 を 行使 し 、 関 係 機関 と も 連携 の 上 、 
的 確 に 刑事 告発 を 行う 等 、 厳正 に 対処 する 。 


深度 ある 分 析 の 実施 と 市 場 規律 強化 に 向け た 取組 み 


検査 ・ 調 査 で 法令 違反 等 が 認め られ た 場合 、 行 政 処分 の 勧告 等 を 行う だ け で な く 、 問題 の 全 
体 像 を 把握 、 根 本 原因 を 究明 の 上 、 対 話 を 通じ て 問題 意識 を 共有 し 、 再 発 防止 を 図る 。 ま た 、 
改善 意欲 が 高く な い 者 に も 効果 的 な 手法 に つい て 、 関 係 機関 等 と も 連携 し つつ 模索 し て いく 。 
さら に 、 検 査 ・ 調 査 で 得 ら れ た イン テリ ジェ ンス 情報 は 適切 に 集約 ・ 分 析 し 、 監視 業務 全般 に 多 
面 的 ・ 複 線 的 に 活用 する 。 

この ほか 、 金 融 取 引 の グロ ー バ ル 化 に 伴う クロ ス ボ ー ダ ー 事 案 に 対応 する た め 、 海 外 当局 
と の 連携 を 強化 し 、 情報 交換 枠組 み 等 も 活用 し つつ 、 実 態 を 解明 し 、 適 切な 法 執 行 を 行う 。 ま 
た 、 証 券 監督 者 国際 機構 (OSCO) を は じ め と する 国際 機関 、 海 外 当 局 や 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 
性 確保 に 関連 する 関係 機関 ・ 団 体 等 の 市 場 関係 者 と の 間 で 意見 交換 や 協 働 を 幅広 く 推 進 し 、 
全体 と し て の 市 場 監視 機能 を 強化 する 。 


IT の 活用 (SupTech) 及び 人 材 の 育成 


AI 等 の 先進 的 技術 の 活用 も 含め た 新た な 市 場 監視 シス テム の 導入 に 向け 検討 を 進め て い 
く 。 その 際 、 金 融 機関 と 規制 当局 と が 相互 に 協調 し な が ら IT の 活用 を 検討 する こと で 、 市場 全 
体 の 公正 性 ・ 透 明 性 を 効率 的 ・ 効 果 的 に 高め て いく こと を 目指 す (RegTech エコ シス テム ) 。 

また 、IT の 高度 化 、 電 子 機器 や IT サー ビス の 多様 化 及び デー タ の 大 容量 化 に 対応 する た 
め 、 デ ジタル フォ レン ジッ ク 技 術 の 向上 及び シス テム 環境 の 高度 化 を 継続 的 に 推進 する ほか 、 
市 場 監視 を 適切 に 行う た め の 高 度 な 専門 性 と 幅広 い 視点 を 持っ た 人 材 の 育成 に 取り 組む 。 
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4. 人 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 シス テム の 安定 の 確保 経営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 








(1) 我が国 金融 シス テム の 現状 と 評価 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


本 邦 金融 機関 は 、 人 口 減少 に よる 国内 市 場 の 縮小 や 長期 に わた る 低 金 利 環境 、 デ ジ タ ライ 
ゼー ショ ン を 通じ た 新た な 競争 等 の 中 で 、 将来 の 収益 環境 は 上 厳し さ を 増し て いる 。 また 、 世界 経 
済 及び 我が国 経済 は 緩やか に 回 復 し て いる が 、 米 国 の 金融 政策 の 正常 化 等 の 動向 に よっ て 
は 、 本 邦 金 融 機関 を 取り 巻く 経済 ・ 金 融 市 場 は 大 きく 変化 する 可能 性 が ある 。 

こう し た 新た な 経営 環境 や 経済 ・ 金 融 市 場 の 変化 に お いて 、 本 邦 金 融 機関 が 持続 可能 な ビ 
ジネス モデ ル や 適切 な リス ク 管 理 を 構築 で き な け れ ば 、 長 期 的 に 安定 し た 収益 は 確保 され ず 、 
将来 に わた っ て 金融 機関 の 健全 性 が 維持 で き な い だ け で な く 、 ひ いて は 人 金融 レス テム の 安定 
性 が 脅かさ れる 可能 性 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


我が国 金融 レス テム の 現状 


我が国 金融 レス テム の 中 心 で ある 銀行 の 自己 資本 比率 は 規制 上 の 最低 水準 を 上 回 っ て お 
り 、 十 分 な バッ ファ ー を 備え て いる 。 不良 債権 比率 は 2001 年 以降 で 最も 低い 水準 と な っ て お り 、 
米国 等 と 比べ て も 低位 で 推移 し て いる 。 ま た 、 総 与信 の 対 GDP 比率 は 一 定 の 範囲 内 に 収まっ 
て お り 、 過 度 な 与信 拡大 は 生じ て いな い 。 し た が っ て 、 現 時 点 で 、 我が国 金融 レス テム は 総じて 
安定 し 、 頑 健 性 を 備え て いる と 言え る (図表 罰 -4-(1)-1、2、3、4)。 


図表 御 -4-(1)-1 自己 資本 比率 等 (国際 統一 基準 行 ) 図表 所 -4-(1)-2 自己 資本 比率 等 (国内 基準 行 ) 
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図表 町 -4-(1)-3 各国 の 不良 債権 比率 の 推移 
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( 注 ) 日 本 は 、 年 度 示 の 計数 。 日 本 以外 の 国 
(資料 )CEIC より 、 金融 庁 作成 。 





本 邦 金 融 機 関 の 評価 


(年 末 ) 
は 、 そ の 年 の 12 月 末 の 計数 。 


図表 息 -4-(1 )-4 総 与信 の 対 GDP 比率 の 推移 
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( 注 1) 原 系 列 ( 総 与 信 の 対 GDP 比率 ) は 、 四 半期 ご と の デー タ の 後方 4 期 移 
動 平 均 。 ト レン ド は 両側 HP フィ ルター に て 算出 。 

( 注 2) 青 色 の バン ド の 上 下 は 、 ト レン ド に 対す る 原 系 列 ( 総 与信 の 対 GDP 比 
率 ) か ら の 土 1 標準 偏差 の 径 離 を 表す 。 

(資料 ) 日 本 銀行 、 内 閣府 、BIS より 、 金 融 庁 作成 。 


預金 取扱 金融 機関 の 本 年 3 月 期 決 算 を 見 る と 、 本 業 の 収益 力 を 表す コア 業務 純益 (業務 純 
益 か ら 国債 等 関係 損益 等 の 一 時 的 な 変動 要因 を 除い た も の ) は 低下 傾向 に ある も の の 、 世 界 
経済 及び 我が国 経済 が 緩やか に 回 復 す る 中 で 信用 コス ト は 低い 水準 に 抑え られ て お り 、 加え 
て 有価 証券 売却 益 の 寄与 に より 、 当期 純 利益 は 前 年 度 並 み を 維持 し て いる (図表 町 -4-(1)- 


5) 。 


( 兆 円 ) 
4.0 








07 08 09 10 11 12 


4 0.2 
4 0.4 
4 0.6 
4 0.8 
4 10 


トー デー デコ その 他 
エー 信用 コス ト 
EE コア 業務 純益 





主要 行 等 








13 14 15 16 17 


(年 度 ) 
ビー 法人 税 等 
デデデ 有価 証券 売買 損益 等 
ーー 当期 純 利益 


図表 息 -4-(1)-5 預金 取扱 金融 機関 の 決算 の 動向 
(円 ) 


地域 銀行 
2.5 


2.0 
1.5 
1.0 
0.5 
0.0 
0.5 
1.0 
1.5 
2.0 


pk Pb と と し 


2.5 





























( 兆 円 ) 
8.0 


6.0 
4.0 
2.0 
0.0 
4A 2.0 
4 4.0 


人 人 6.0 





4 80 
07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 
(年 度 ) 
( 注 1) 地 域 銀行 、 信 用 金庫 ・ 信 用 組合 に つい て は 、 期 中 合併 に お ける 非 存続 金 


融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 

( 注 2) 有価 証券 売買 損益 等 三 株 式 3 勘定 尻 十 債券 5 勘定 尻 

( 注 3) 信 用 コス トニ (一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 
特定 海外 債権 引当 勘定 繰 入 額 十 貸出 金 償却 ) 一 ( 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 
十 償 却 債権 取立 益 ) 

(資料 ) 金融 庁 

















69 


低 金利 環境 下 に お いて 、 主 要 行 等 (国内 業務 部 門 ) 及 び 地 域 銀行 の 貸出 利 還 は 低下 を 続け 
て いる 。 こ うし た 状況 に お いて 、 地 域 銀 行 は 貸出 残高 を 拡大 させ て いる 。 一 方 、 主 要 行 等 で は 、 
国内 業務 部 門 の 貸出 残高 は ほぼ 横ばい で ある が 、 国 際 業 務 部 門 の 貸出 残高 を 増やし て いる 


(図表 皿 -4-(1 )-6) 。 
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図表 相 -4-(1)-6 貸出 利 坦 と 貸出 金 の 推移 
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資金 利益 の 動向 を 要因 別に 見 て みる と 、 主要 行 等 (国内 業務 部 門 ) 及び 地域 銀行 の 資金 利 
益 (株 式 の 配当 金 等 を 除く ) の 減少 の 多く は 貸出 利 輌 要因 が 占め て いる 。 地域 銀行 で は 、 貸 出 
残高 要因 が 一 定 程 度 ブ ラス に 寄与 し て いる が 、 資 金利 益 は 低下 を 続け て いる (図表 息 -4-(1) 

















4 図表 町 -4-(1)-7 資金 利益 (株 式 の 配当 金 等 を 除く ) の 増減 要因 の 推移 

( 億 円 ) 主要 行 等 (国内 業務 部 門 ) ( 億 円 ) 地域 銀行 
5,000 (17 年 度 ) 5,000 
4,000 4,000 
3,000 3,000 
2,000 2,000 
1,000 1,000 
0 0 
A 1,000 4A 1,000 
A 2,000 A 2,000 
A 3,000 A 3,000 
4A 4,000 4A 4,000 





資金 利益 :3.5 兆 円 
(17 年 度 ) 





本 == ョ 貸出 利 疹 要因 ニー コ 貸出 残高 要因 中 更 間 有価 証券 利 朝 要因 エー 有価 証券 残高 要因 中 二 その 他 === 資金 利益 増減 


( 注 1) 地域 銀行 に つい て は 、 期 中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 


( 注 2) 有価 証券 利息 配当 金 に 計上 され て いる 株 式 配当 金 、 投 資 信託 の 解約 益 等 を 除く (投資 信託 の 解約 益 等 は 2012 年 度 以降 ) 。 


(資料 ) 人 金融 庁 
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景気 が 緩やか に 回 復 す る 中 で 、 近 年 、 主 要 行 等 及び 地域 銀行 の 信用 コス ト 率 は 09% 付 近 で 
推移 し て お り 、 過去 の 平均 と 比べ て 季 離 し た 状況 に ある (図表 息 -4-(1)-8) 。 


図表 相 -4-(1)-8 信用 コス ト 率 の 推移 


(bp) 


主要 行 等 (bp) 地域 銀行 
120 


100 


80 










15 年 加重 平均 :22bp 15 年 加重 平均 :22bp 


bp 20 
03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 


(年 度 ) 


( 注 1) 期 中 合併 に お ける 非 存 続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 
( 注 2) 信用 コス ト 率 三 信用 コス ト 額 / 貸 出 金 残高 


( 注 3) 信 用 コス トニ (一 般 穫 倒 引当 金 線 入 額 十 個 別人 倒 引 当 金 線 入 額 特定 海外 債権 引当 勤 定 線 入 額 貸 出 金 償却) 
ー( 貸 倒 引当 人 金 戻入 益 十 償却 債権 取立 符 ) 
(資料 ) 金融 庁 


03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 
(年 度 ) 


さら に 、 近 年 、 国債 や 外債 の 含み 益 が 減少 し て お り 、 有 価 証券 評価 差額 (株 式 に つい て は 政 
策 保有 株 が 含ま れる こと か ら 除 く ) は 大 きく 減っ て いる 。 主要 行 等 で は 、2016 年 3 月 末 に 1.8 兆 
円 あっ た 有価 証券 の 含み 益 は 無く な り 、 本 年 3 月 末 で は 含み 損 と な っ た 。 地域 銀行 で は 、 同期 
間 で 2.6 兆 円 あっ た 含み 益 が 1.6 兆 円 減少 し 、1.0 兆 円 と な っ た (図表 皿 -4-(1)-9) 。 


図表 条 -4-(1)-9 種類 別 有価 証券 評価 差額 (株 式 を 除く ) の 推移 
( 兆 円 ) 


30 主要 行 等 0 ( 兆 円 ) 地域 銀行 








NG 


RA 


に 】 に Qo 
CR) 





\ a KO KO KW A いい KN ST KW RW KM a 
(月 末 ) (月 末 ) 
(資料 ) 金 融 庁 アア コ その他 の 証券 の 外国 債券 現下 違 社債 等 ーー 地方 債 画 計 国債 =ー 有価 証券 全体 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


昨 事務 年 度 の 実績 を 踏ま え 、 本 邦 金融 機関 に は 、 健 全 性 を 維持 する 観点 か ら 、 以下 の 三 つ 
の 課題 が ある と 考え られ る 。 


71 


・ 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た ガバ ナン ス 発 揮 へ の 対応 
・ 長期 に わた る 金融 緩和 継続 に 伴う リス ク へ の 対応 
・ 経済 ・ 市 場 環 境 の 急激 な 変化 へ の 対応 
引き 続き 、 経 済 ・ 金 融 市 場 の 動向 や 金融 レス テム に お ける 潜在 的 リス ク 等 を リア ル タ イ ム に 
情報 収集 し 、 得 られ た 情報 を 踏ま え 、 横 断 的 な 視点 か ら 金 融 機関 を 分 析 す る と 共に 、 我が国 金 
融 シ ステ ム の 現状 を 定期 的 に 評価 する 。 さ ら に 、 確 認 さ れ た 金融 レス テム リス ク に 対し て 、 金 融 
シス テム の 安定 を 確保 する 観点 か ら 、 必 要 な 検討 及び 対応 を 行う 。 


(2) 地域 金融 
① 地域 金融 機関 の 課題 と 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 の 地域 金融 機関 を 取り 巻く 環境 は 、 低 金利 環境 の 継続 や 人 口 減少 、 高 齢 化 の 進展 
等 に より 年 々 厳し さ を 増 し て いる 。 昨 年度 の 決算 で は 、 地域 銀行 の 過半 数 の 54 行 で 本 業 利益 
が 赤字 で あり 、2 期 以上 の 連続 赤字 と な っ て いる 銀行 数 が 年 々 増加 し て いる 。 

こう し た 中 、 地 域 金 融 機関 に お いて 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 取組 み が 進 
まな い 場合 、 安定 し た 収益 や 将来 に わた る 健全 性 が 確保 され ず 、 結 果 と し て 、 地域 に お いて 十 
分 な 金融 仲介 機能 を 発揮 で き な く な り 、 地域 経済 や 利用 者 に 多大 な 悪影響 を 与え る こと に も な 
りか ね な い 。 

その た め 、 地域 金融 機関 は 、 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し 、 将 来 に わた る 健全 性 を 
確保 する こと が 必要 で ある 。 一 つつ の 地域 金融 機関 が お か れ た 環境 、 そ れ ぞ れ の 経営 理 
念 ・ 経 営 資源 等 に 応じ 、 最 適 な ビジ ネス モデ ル は 金融 機関 ご と に 異な る 。 し た が っ て 、 ま ず は 、 
地域 金融 機関 の 経営 者 が 、 自 ら に 適し た ビジ ネス モデ ル と は 何 か 、 真 剣 に 検討 する こと が 重 
要 で ある 。 

他方 、 顧 客 で ある 地域 企業 を みる と 、 厳し い 経 営 環境 に 直面 する 中 で 、 経 営 改 善 や 事業 再 
生 、 事 業 承継 等 が 必要 な 企業 が 多数 存在 し て いる 。 こ うし た 地域 企業 の 中 に は 、 例 えば 、 ど の 
よう な 経営 戦略 ・ 計 画 を 描き 、 そ れ を どの よう に 実現 し 、 そ の 実現 の た め に は どの よう な 人 材 を 
確保 すれ ば よい の か 、 ま た 、 ど の よう に ファ イナ ンス を すれ ば よい の か 等 が 分 か ら ず 、 自 身 の 
生産 性 向上 が 実現 で き て いな い 企 業 も 多い と 考え られ る 。 

地域 金融 機関 は 、 地 域 企 業 の 真 の 経営 課題 を 的 確 に 把握 し 、 そ の 解決 に 資す る 方 策 の 策 
定 及び 実行 に 必要 な アド バイ ス や 資金 使途 に 応じ た 適切 な ファ イナ ンス の 提供 、 必 要 に 応じ た 
経営 人 材 等 の 確保 等 の 支援 を 組織 的 ・ 継 続 的 に 実践 する 必要 が ある 。 こ の よう な 人 金融 仲介 機 
能 を 十分 に 発揮 する こと に よっ て 、 地域 企業 の 生産 性 向上 を 図り 、 ひ いて は 地域 経済 の 発展 
に 貢献 し て いく こと が 求め られ て いる 。 こう し た こと が 、 金 融 機 関 自身 に と っ て も 継続 的 な 経営 
基盤 を 確保 する 上 で 重要 で ある と 考え られ る (「 共 通 価値 の 創造 」) 。 

地域 金融 機関 が 将来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 地 域 に お ける 金融 仲介 機能 を 継続 的 に 発 
揮 す る た め に は 、 経 営 陣 が 、 経 営 理念 の 実現 に 向け 、 的 確 な 現状 分 析 に 基づき 、 実 現 可能 性 
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の ある 経営 戦略 ・ 計 画 を 策定 し 、 こ れ を 着実 に 実行 する た め の 態 勢 を 構築 する 必要 が ある ( こ 
うし た 一 連 の プロ セス の 中 で 、 金融 機関 の 実情 に 応じ 、 例 えば 、RAF、 金 融 仲介 機能 の ベン チ 
マー ク に よる 自己 評価 、 財 務 ・ 経 営 分 析 、 ス トレ ステ スト 等 を 活用 ) 。 そ の 際 、 時 間 軸 を し っ か り 
と 意識 し て 取り 組む こと が 鍵 と な る 。 また 、 経 営 戦略 ・ 計 画 の 実行 に 当たっ て は 、 営業 店 へ の 浸 
透 を 図る と と も に 、 顧 客 企業 の 評価 も 参考 に し つつ 、 成 果 を 常に 検証 し 、 改 善 を 図る こと 
(PDCA の 実践 ) が 求め られ る 。 さ ら に 、 取 締 役 会 (社外 取締 役 を 含む ) が ガバ ナン ス を 発揮 し 、 
経営 に 対し て 有益 な 頁 献 や 規律 付け を 行う こと も 重要 で ある (図表 町 -4-(2)-1) 。 


図表 相 -4-(2)-1 適切 な 経営 ・ ガ バナ ンス の 発揮 








経営 陣 
・ 明 確 な 経営 理念 
・ 的 確 な 現状 分 析 に 基づい た 
経営 戦略 (RAF な ども 活用 ) 
・ 着 実に 実行 する た め の 態 替 
・PDCA の 実践 










DRE OR 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 
Se お に (地域 企業 の 生産 性 向上 
(持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 ) ・ 地 域 経済 の 発展 に 貢献) 


ニーーーー ニ ーーーー ニ ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ニ ーーーーーーーーーー 


(資料 ) 金融 店 


以上 の よう な 認識 の 下 、 地 域 金 融 機関 の 経営 や ガバ ナン ス に つい て 深度 ある モニ タリ ング 
を 行い な が ら 、 将来 に わた る 健全 性 の 確保 に 向け た 取組 状況 を 注視 し つつ 、 金 融 仲介 機能 の 
十分 な 発揮 を 促し て いく 必要 が ある 。 その 際 、 個別 の 金融 機関 の 実情 等 に 十分 配慮 し 、 画 一 
的 な 対応 に な ら な いよ うに 努め る こと が 重要 で ある 。 

金融 庁 と 財務 局 は 、 こ れ ま で 以上 に 連携 し て 、 地 域 金融 機関 に 対す る 継続 的 な モニ タリ ング 
や 対話 の 充実 に 取り 組ん で いく こと が 求め られ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


地域 銀行 の 収益 状況 


平成 27 事務 年 度 金 融 レ ポー ト に お いて 、 本 業 利 益 (顧客 向け サー ビス 業務 (貸出 ・ 手 数 料 ビ 
ジネス ) の 利益 ) を 推計 ・ 試 算 し た 結果 、2025 年 3 月 期 に は 約 6 割 の 地域 銀行 で 当該 利益 が マ 
イナ ス に な り 、 一 般 的 に 営業 経費 等 で 規模 の 利益 が 働き に くい 中 小金 融 機関 を 中心 に 、 環 境 
変化 を 踏ま えて 、 早期 に 自ら の ビジ ネス モデ ル の 持続 可能 性 に つい て 真剣 な 検討 を 行う 必要 
が ある 和 旨 問 題 提起 し た 。 

持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 取組 み が 進 まな い 場 合 、 足 元 で は バラ ンス シー 
ト の 健全 性 に 問題 が な く と も 、 将来 的 に 顧客 基盤 や 収益 基盤 が 損なわ れる こと で 問題 が 生じ 、 
その 結果 と し て 、 地 域 に お いて 十分 な 金融 仲介 機能 を 発揮 で きず 、 地 域 経済 や 利用 者 に 多大 
な 悪影響 を 与え る こと に も な りか ね な い 。 
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こう し た 中 、 直近 3 ヶ 年 の 決算 の 状況 を 見 る と 、2015 年 度 で は 106 行 中 40 行 、2016 年 度 で 
は 106 行 中 54 行 で それ ぞ れ 本 業 利 益 が 赤字 と な っ て いた が 、 昨 年 度 で は 、 地 域 銀行 全体 で 
は 役務 取引 等 利益 の 増加 に よっ て 本 業 利益 率 が 下げ 止ま り 、 本業 利益 が 赤字 と な っ て いる 銀 
行 数 は 106 行 中 54 行 と 前 年 度 比 横ばい で 推移 し て いる 。 し か し な が ら 、 そ の 内 訳 を 見 る と 、2 
期 以上 の 連続 赤字 と な っ て いる 銀行 数 が 年 々 増加 し て お り 、 昨 年 度 で は 106 行 中 52 行 が 連 
続 赤字 、 う ち 23 行 は 5 期 以 上 の 連続 赤字 と な っ て いる 等 、 一 旦 、 本 業 赤字 と な っ た 銀行 の 多く 
で 黒字 転換 で き な い 状況 が 且 え る (図表 皿 -4-(2)-2、 3)。 
図表 相 -4-(2)-2 本 業 利 益 の 利益 率 と その 増減 幅 図表 入 -4-(2)-3 地域 銀行 の 本 業 赤 字 の 状況 


49% 
康 100 行 50% 

(昨年 3 月 期 本 年 3 月 期 ) ogy 。 利 益 率 。。 (9 
0.4% 40% 


平均 値 (2016 年 3 月 期 ご 2017 年 月 期 ) s 0.3% 
30% 


ma 20% 
レク 


10% 





0% 





15 16 17 (年度) 
mm 5 期 以上 連続 ピー 4 期 連 続 
ピーーー 3 期 連続 ーー 2 期 連続 
単 年 度 ーー 連続 赤字 行 数 比率 
( 注 1@ は 地域 銀行 106 行 の 平均 値 ( 注 ) 連続 赤字 行 数 比率 は 、 地 域 銀行 106 行 に 占め る 本 業 利益 が 2 期 以上 連続 し 
( 注 2) 念 : 黒 字 ⑧: 単 年 度 赤 字 公 :2 期 連続 赤字 x:3 期 以上 連続 赤字 て 赤字 と な っ て いる 銀行 の 比率 。 
( 注 3) 本 業 利益 の 利益 率 (資料 金融 庁 
三 ( 貸 出 残高 x 預 貸 金利 回 り 差 十 役務 取引 等 利益 一 営業 経費 ) 預金 ( 平 残 ) 
(資料 ) 金 融 庁 


また 、 有 価 証券 評価 差額 (国内 株 式 を 除く ) を 見 る と 、 本 業 赤字 を カバ ー し て いた 公社 債 等 の 
含み 益 は 減少 し て いる (図表 相 -4-(1)-9) 。 

さら に 、2012 年 度 以降 、 信 用 コス ト 率 は 低下 し て きた が 、 今 後 の 経 済 動向 次 第 で は 信用 コス 
ト が 増加 に 転じ る 可能 性 が ある (昨年 度 平均 値 は 3 ベー シス ・ ポ イン ト “(bp) 、 図表 臣 -4-(1)- 
8)。 仮に 、 信 用 コス ト 率 が +10bp、+20bp( 過 去 15 年 の 平均 値 の 水準 は 22bp) 、+50bp (リー マン 
ショ ッ ク 時 (2008 年 度 平均 値 ) は 52bp) に な っ た 場合 を みる と 、 本 業 利益 の みな ら ず コア 業務 純 
益 (投資 信託 解約 益 控除 後 ベ ー ス ) で も 信用 コス ト を カバ ー で き な い 銀行 は 、+10bp の 場合 は 
10 行 、+20bp の 場合 は 21 行 、+50bp の 場合 は 82 行 と な っ た (図表 息 -4-(2)-4)。 


図表 相 -4-(2)-4 
信用 コス ト の 水準 が 増加 し た 場合 コア 業務 純益 で 信用 コス ト を カバ ー で き な い 地域 銀行 数 


( 注 ) コ ア 業 務 純 益 は 投資 信託 解約 益 控除 後 ペ ー ス 
(資料 ) 金融 店 








7 1 ベー シス ・ ポ イン ト テ 0.01% 
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本 業 利 益 が 連続 赤字 と な っ て いる 地域 銀行 に つい て は 、 経 営 環境 の 変化 に 対す る 対応 の 
遅れ に よっ て 本 業 赤字 が 継続 する こと で 、 バ ラン スシ ー ト の 健全 性 が 損なわ れ 、 本 業 利益 の 黒 
字 転換 に 向け た 改善 が 更に 困難 と な っ て いく お それ が ある 。 こう し た 現状 を 経営 陣 は 正確 に 認 
識 し 、 本 業 赤字 が 継続 する 要因 と な っ て いる 収益 構造 、 ひ いて は ビジ ネス モデ ル の 抜本 的 な 見 
直し ・ 転 換 に 早急 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 


将来 に わた る 健全 性 の 確保 に 向け た モニ タリ ング 


我が国 の 地域 銀行 に お いて は 、 環 境 変化 や 構造 的 な 変化 に 対し て 遅滞 な く 適切 な 対応 を と 
り 、 持 続 可能 な が ビジ ネス モデ ル を 構築 する こと が 喫緊 の 課題 と な っ て いる 。 

昨 事務 年 度 に お いて は 、 ビ ジネス モデ ル の 持続 可能 性 や それ を 支え る ガバ ナン ス 等 に 課題 
を 抱え る 地域 銀行 及び 有価 証券 運用 で の リス ク テ イ ク が 経営 体力 ・ リ スク コン トロ ー ル 能力 対 
比 で 高い と 見 られ る 地域 銀行 に 対し 、 検 査 を 含む モニ タリ ング を 実施 し た 。 詳細 は 、「 平 成 29 事 
務 年 度 地域 銀行 モニ タリ ング 結果 と り ま と め 」58 及 び 「 地 域 銀行 有価 証券 運用 モニ タリ ング 中 
間 と り ま と め 」59 で 公表 の と お り で あり 、 モ ニタ リン グ を 実施 し た 銀行 に お いて 、 以 下 の 課題 が 見 
られ た 。 


(ビジ ネス モデ ル の 持続 可能 性 に 関す る モニ タリ ング で 明らか に な っ た 課題 ) 


・ リス ク テ イ ク 領 域 ・ 上 限 の 設定 と 経営 戦略 の 策定 


- 中 長期 的 な 視点 を 持た ず 、 中 長期 の 採算 性 を 度外視 し た 低 金 利和 貸出 を 拡大 

- 目先 の 期間 収益 を 確保 する た め 、 利 回 り の 高い 貸出 債権 を 売却 し 、 将 来 収 益 を 喪失 

- 自ら の 経営 実態 を 正確 に 把握 し な いま ま 、 金 利 の 緩やか な 上 昇 や 営業 基盤 の 拡大 等 、 経 
営 環境 の 好転 を 期待 し 、 将来 起こ りう る 課題 を 直視 せ ず に 実現 可能 性 に 乏しい 経営 計画 や 
収益 計画 を 策定 

- 計画 が 大 幅 未 達 と な っ て いる に も か か わら ず 、 そ の 要因 分 析 や 対応 策 の 策定 を 怠っ た 結果 、 
業績 の 低下 が 継続 し 、 将 来 的 な 収益 の 維持 ・ 回 復 の 見 込み に 懸念 が 生じ た こと で 、 繰延 税 
金 資産 の 取崩し や 減損 処理 等 、 損 失 が 発生 

- 経営 理念 に 即 し た リス ク テ イ ク 領 域 を 定め る こと な く 、 リ スク テイ ク が 経営 体力 (自己 資本 ・ 収 
益 力 ) や リス クコ ント ロー ル 能 力 (運営 態勢 ・ リ スク 管理 態勢 ) と 比較 し て 過大 

- コア 業務 純益 が 大 幅 に 低下 する 中 で あっ て も 、 本質 的 な 議論 を 行わ な いま ま 、 中期 経営 計 
画 や 年 度 業 務 計画 に 掲げ た 当期 純 利益 、 配 当 額 、 配 当 性 向 を 維持 する た め の リ スク テイ ク 
を 実行 

・ 経営 計画 ・ 収 益 計画 の 策定 と 着実 な 実行 

- 収益 力 が 著しく 悪化 し て いる に も か か わら ず 、 抜 本 的 な 経営 効率 化 を 未 検討 ・ 未 実施 

- 収益 の 柱 と な っ て いる 商品 ・ サ ービス の 特性 や リス ク を 理解 せ ず 、 必 要 な 収益 管理 も 未 実施 





58 


59 

















「 平 成 29 事務 年 度 地域 銀行 モニ タリ ング 結果 と り ま と め 」 
(https://www. fsa. go. jp/news/30/ginkou/20180713-2/20180713-2-2. pdf) 
「 地 域 銀 行 有価 証券 運用 モニ タリ ング 中 間 と り ま と め 」 
(https://www. fsa. go. jp/news/30/ginkou/20180713-1/20180713-1-2. pdf) 
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- 債務 者 の 経営 実態 の 把握 を 怠り 、 経 営 課題 の 解決 に 資す る 経営 改善 や 事業 再生 支援 に 取 
り 組 ん で いな い に も か か わら ず 、 債 務 者 区 分 を 維持 ・ ラ ンク アッ プ し た 結果 、 正 常 先 や 要 注 
意 先 か ら の 破綻 (突発 破綻 ) が 発生 し 、 予 期し な い 与 信 費 用 等 、 損 失 が 発生 


(有価 証券 運用 モニ タリ ング で 明らか に な っ た 課題 ) 


・ 経営 体力 ・ リ スク コン トロ ー ル 能力 対比 で の リス ク テ イ ク の 妥当 性 
- 経営 体力 や リス クコ ント ロー ル 能 力 対比 で の 過大 な リス ク テ イ ク 
- 目先 の 期間 収益 確保 の た め 、 有 価 証券 含み 損 の 処理 を 先送り 
・ リス ク テ イ ク に 見 合っ た 運用 態勢 ・ リ スク 管理 態勢 の 構築 状況 
- 有価 証券 運用 へ の 収益 依存 度 が 高く 、 経 営 体力 や リス クコ ント ロー ル 能 力 対 比 で の リス ク 
テイ ク も 大 きい に も か か わら ず 、 経 営 陣 に 有価 証券 運用 状況 を 適切 に 報告 し て いな い 等 、 
経営 陣 へ の 報告 が 不 十分 
- 数 名 の 担当 者 の 下 で 複雑 な リ し スク プ ロフ ァイル を 有する 投資 信託 ・ 仕 組 債 等 に 多数 ・ 多 額 
の 投資 を する 等 、 複 雑 な 商品 の 運用 態勢 ・ リ スク 管理 態勢 が 不 十分 
- 市 場 急 変 時 を 想定 し 、 経 営 体力 対比 で 許容 で きる 損失 限度 額 設 定 や 限度 額 に 抵触 し た 
際 の 具体 的 な アク ショ ンプ ラン の 策定 及び 経営 陣 に よる 関与 ・ 判 断 等 が 不 十分 
地域 銀行 に お いて 、 過半 数 が 本 業 赤字 と な る 中 、 有価 証券 へ の 収益 依存 度 が 高まっ て お 
り 、 さ ら に 、 そ の 運用 に お いて 、 金利 リス ク の みな ら ず 、 流 動 性 リス ク 、 信用 リス ク の ほか 、 こ 
れ ら を 組み 合わ せ た 複 雑 な リス ク テ イ ク を 拡大 する 動き が 見 られ る 。 
こう し た 中 、 有 価 証券 運用 モニ タリ ング で 明らか に な っ た 課題 に つい て は 、 重 点 的 な モニ タ 
リン グ の 中 で 、 一 部 の 銀行 で 一 定 の 改善 が 見 られ た も の の 、 依 然 と し て 、 改 善 の 余地 は 小さ 
く な いと 考え られ る 。 


金融 仲介 機能 の 発揮 状況 


地域 金融 機関 に と っ て 、 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 する と と も に 、 顧 客 企業 の 生産 性 
向上 に 資す る 金融 仲介 機能 を いか に 発揮 する か と いう こと が 重要 な 課題 と 位置 づけ られ る 。 こ 
うし た 観点 か ら 、 金 融 庁 は 、 こ れ ま で 、「 事 業 性 評価 」 に 基づく 融資 や 顧客 企業 向け の 本 業 支援 
の 促進 、「 企 業 ヒ アリ ング ・ ア ン ケ ー ト 調査 」 の 実施 (「 日 本 型 金融 排除 」 の 実態 把握 を 含む ) や 、 
「 金 融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク 」(2016 年 9 月 策定 ・ 公 表 ) 等 の 客観 的 な 指標 を 活用 し た 自己 評 
価 や 開示 の 促進 等 に 取り 組ん で きた 。 

昨 事務 年 度 に お いて 、 地 域 金融 機関 の 金融 仲介 機能 の 発揮 状況 を 概観 し た 結果 、 以 下 の 
と お り で ある 。 
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(企業 か ら 見 た 金融 機関 の 評価 (企業 アン ケー ト 調 査 ) ) 


顧客 企業 に よる 金融 機関 の 評価 を 明らか に する た め 、 前 回 の アン ケー ト 調 査 対象 先 “" 約 3 万 


社 に 対し アン ケー ト 調 査 を 依頼 し 、8.546 社 か ら 回 答 (回 答 率 は 約 3 割 、 地 域 銀行 1 行 あ た り の 
平均 回 答 社 数 は 114 社 ) を 得 た 。 


調査 結果 の 詳細 に つい て は 、「 企 業 ア ン ケ ー ト 調査 の 結果 」"『 の と お り で あり 、 地 域 金 融 機関 


に よる 顧客 企業 の 事業 内 容 等 の 理解 や 、 顧 客 と 向き 合う 意識 ・ 取 組 姿勢 に 一 定 の 改善 の 兆し 
が 腰 わ れる 。 
・「 昨 年 と 比べ 、 顧 客 企業 の 経営 上 の 課題 や 悩み を 良く 聞い て くれ る よう に な っ た 」 と する 企 


業 の 割合 が 全体 で 4 割 、「 昨 年 と 比べ 、 経 営 上 の 課題 の 分 析 結 果 を 良く 伝え て くれ る よう に 
な っ た 」 と する 企業 の 割合 が 全体 で 3 割 弱 、「 昨 年 と 比べ 、 メ イン バン ク か ら 融 資 を 受け る 際 
に 担保 ・ 保 証 を 求め られ る こと が な く な っ た 又は 少な く な っ た 」 と する 企業 の 割合 が 全体 で 約 
3 割 を 占め る (図表 息 -4-(2)-5) 。 さら に 、 昨 年 度 及び 本 年 度 と も に 回 答 し て いる 企業 の 多 
く が 、 昨 年 度 に お いて 既に 金融 機関 の 取組 み を 評価 し て いた こと 等 を 踏ま そえ れ ば 、 金 融 機 
関 の 取 組み が 継続 的 に 評価 され て いる こと が 且 わ れる 。 


図表 町 -4-(2)-5 経営 上 の 課題 や 悩み の 把握 等 


項目 全 回 答 正常 先 上 位 正常 先 下位 要 注 意 先 以下 
その 枯 果 を 「 入 く 伝え て くれ る よう に な っ た 割合 Cm 24% 28% 28% 


= ニ ーー ズ 


(資料 ) 金 融 庁 


・ 過去 1 年 以内 に 金融 機関 か ら 受け た 経営 支援 サー ビス に より 、 売 上 又は 利益 等 が 改善 し 


た と する 企業 は 約 6 割 で あり 、 ゾ 特に 債務 者 区 分 が 下位 に な る ほど 高い 効果 が 見 られ る 。 こう 
し た 金融 機関 の 貢献 に 対し 「 新 規 融 資 を 申し 込ん だ 」 と する 企業 が 全体 で 約 4 割 、「 事 業 や 
経営 に 関す る 悩み や 課題 を 相談 する よう に な っ た 」 と する 企業 が 要 注 意 先 以下 で 3 割 強 を 
占め た (図表 想 -4-(2)-6)。 





























金融 機関 に よる 金融 仲介 へ の 取組 み の 進捗 状況 を 把握 する た め 、 一 部 質問 項目 に お いて 定点 観測 を 


実施 


中 「 企 業 ア ン ケ 調査 の 結果 」 
























































(https://www. fsa. go. jp/singi/kinyuchukai/questionnaire/20180926/01. pdf) 
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図表 -4-(2)-6 金融 機関 に よる サー ビス 提供 の 効果 と 取引 の 拡大 







Q- 貴 社 の 取引 釜 融 機 関 か ら 補 た 経 営 支援 サー ビス に より 、 過去 1 年 以 Q- 貴社 の 取引 金融 折 関 が 、 喧 社 の 売上 や 収益 利益 の 改善 に 黄 献 し て 
内 に 、 貴社 の 売上 や 収益 、 利 考 よど の 程度 改善 し まし た か 。 くれ た 結果 、 当該 金融 機関 と の 取引 関係 等 に 変化 は あり まし た か 。 
0% 20% A 50% 
1 新規 策 筑 を 申し 込ん た a a 5sg * 
ee = 
日 3 る メイ ン パ ンク へ の 変更 や 1 行 取引 に する な ど = 
1 金 回 答 
i (ns3.064) を 拡大 し た 
CE MRI: RR: TO で 3 語 疲 会 利 の 引 上 ( ガ に 応じ た 
Ps 5 
1 = 4 地 の 座 還 憶 関 と 異な り 、 ei レー 19% 5 ロ 正 常 移 下位 
1 oct ーー ae 
! ー = = 
| 5 答 光 以外 の サー ビス を 申し 込ん だ 2 0 要 注意 先 以 下 | 
! に (n=384) ロ 
! 正常 先 下 仁 旧 衣 ED CRE RMLs 対し て 手 P : = 
1 (n=1.730) 四半 M 2 
; 7 抽 次 人 詫 等 の 写本 商品 を 購入 し た ピオ = = 
トー = ョ 
! 季 注意 先 以下 8 事業 や 経営 に 関す る 償 み や 本 を 相 護 する トー 
| (ns890) = 
t 
oi ri ere, 5 交 傘 ニー ズ に つい て 、 他 の 取引 多 融 析 関 より ーー タラ で ーー 
大 移し て 相談 する よ コ | こ な っ た 20% = 
9 売上 利益 守 の 何れ か が 大 全 に OKELE 惑 療 し た 
92 売上 ・ 利 凌 等 の 何れ か が ある 得度 (A 上 Xk 苦 し た 10 地 の 企 業 に 当該 人 議 関 を 紀信 し た 叶 
G3 売上 * 利 益 等 の 何れ か が 着 干 ⑤ 示 江 麗 苦し た 
ロ 4 売 上 ・ 利 益 等 の 何れ に も 、 改 符 効 果 は 見 られ な か っ た 
(資料 ) 金融 店 


(金融 機関 に よる 客観 的 な 自己 評価 (金融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク )) 


金融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク (2016 年 9 月 公表 ) は 、 全 て の 金融 機関 が 金融 仲介 の 取組 み 
の 進捗 状況 や 課題 等 を 客観 的 に 評価 する た め に 活用 可能 な 共通 ベン チマ ー ク (共通 1 て 5) と 、 
各 金 融 機関 が 自身 の 事業 戦略 や ビジ ネス モデ ル 等 を 踏ま えて 選択 で きる 選択 ベン チマ ー ク 
(選択 1 て 50) か ら 構 成 さ れ 、 主として 地域 金融 機関 に よる 金融 仲介 機能 の 発揮 状況 に つい て 、 
自己 評価 へ の 活用 等 を 促す も の で ある 。 

この うち 、 共通 ベン チマ ー ク に つい て は 、 人 金融 機関 が 顧客 企業 の 事業 内 容 を よく 理解 し て い 
る か (共通 5) 、 ラ イフ ステ ー ジ に 応じ た 支援 を 行っ て いる か (共通 2 て 4) 、 そ の 結果 、 顧 客 企業 
の 経営 改善 等 に 寄与 し て いる か (共通 1) と いう 、 顧 客 企業 の 生産 性 向上 に 向け た 取組 み に 関 
する 一 連 の プロ セス を 端的 に 示す 構成 と な っ て いる (図表 息 -4-(2) - 7) 。 

こう し た 点 を 踏ま え 、 地 域 銀 行か ら 提出 され た 各 共 通 ベ ンチ マー ク の 全体 的 な 進捗 状況 を 確 
認 し た 結果 、 お お むね その 取組 み に 進展 が 見 られ 、 特 に 共通 5( 全 与信 先 に 占め る 事業 性 評 
価 に 基づく 融資 を 行っ て いる 与信 先 の 割合 ) は 、 ほ と ん どの 地域 銀行 に お いて 進展 し て いる 状 
況 が 見 受け られ た (図表 息 -4-(2) -8) 。 

さら に 、 本 年 3 月 期 に お いて 、 地 域 銀 行 の 約 9 割 が 共通 ベン チマ ー ク を 開示 し て いる 状況 も 
踏ま そる と 、 共通 ベン チマ ー ク は 、 金 融 機関 の 金融 仲介 機能 の 発揮 状況 に か か る 自己 評価 に 
加え 、「 見 える 化 」 の 観点 か ら も 有益 に 活用 し 得る も の と し て 浸透 し て き て いる と 考え られ る 。 た 
だ し 、 各 ベン チマ ー ク は 各 人 金融 機関 に より 定義 が 異な る た め 、 そ れ ら の 取組 み を 金融 機関 間 で 
比較 する に は 定義 を 揃え る 必要 が ある "^。 
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「 未 来 投資 戦略 2018」 に 言及 の ある 「 各 金融 機関 の 金融 仲介 の 取組 状況 を 客観 的 に 評価 で きる 指標 





























群 」 に つい て は 、 共 通 ベ ンチ マー ク を 基 に 、 人 金融 機関 ご と の 定義 の 差異 等 に 留意 し て 検討 する 。 
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図表 皿 -4-(2)-7 共通 ベン チマ ー ク の 構成 と 3 年 間 の 推移 (参考 ) 


全 与 信 先 に 占め る 事業 性 評価 に 基づく 
融資 を 行っ て いる 与信 先 の 割合 
20 光 デン ーー ニー ニー ニー ニー ニー デー デー 


0% 


16 17 18 (年 度 ) 
_ 地域 銀行 91 行 の 平均 
ライ フス テー ジ に 
応じ た 支援 


ライ フス テー ジ 別 の ライ フス テー ジ 別 の 貸付 条件 変更 先 の 中 小 企業 の 経営 改善 
与信 先 数 (創業 期 金融 機関 が 関与 し た 創業 件 数 与信 先 数 (再生 期 計画 の 進捗 状況 (好調 先 + 順調 先 ) 
0 (共通 4) の (共通 3) ⑳ (共通 4) (共通 2) 


= 
mm 





1e ia (年 度 ) is 7 9 (年度 ” " 7 ja 年 訟 > np 7 15 (年 度 ) 
地域 名 行 92 行 の 平均 地域 銀行 95 行 の 平均 地域 銀行 92 行 の 平均 他 域 弧 生 92 人 の 平 
顧客 企業 の 
生産 性 向上 デー 
メイ ン 先 に お ける Sr Ti 先 数 
(の (共通 1 
16 5 (年 庁 ) 
地域 銀行 90 行 の 平均 
( 注 )2016 年 3 月 期 一 20 8 年 3 月 期 の 3 期 分 全て に お いて 計数 の 提出 が あっ た 地域 銀行 を 対象 に 算出 。 
(資料 ) 金融 庁 


図表 相 -4-(2)-8 過去 3 年 間 の 共通 ベン チマ ー ク の 進捗 状況 


| 共通 1 共通 2 | 共通 4( 創 業 期 ) | 共通 4( 再 生 期 ) 


| | | 
| uesmem | se | mm | ze wm 


( 注 ) 共通 1 : メ イン 知 に お ける 経営 指標 等 が 改善 し た 先 毅 、 共通 2: 貸付 条件 変更 先 の 中 小 企業 の 経営 改善 計画 の 進捗 状況 (好調 先 + 順調 先 )、 
共通 3: 金融 機関 が 関与 し た 創業 の 件 数 、 共通 4: ラ イフ ステ ー ジ 別 D 与信 先 数 、 共通 5: 全 与 信 先 に 占め る 事業 性 評価 に 基づく 融資 を 行っ て いる 与信 先 の 割合 
銀行 数 は 、 指 禁 ご と に 、 201 6 年 3 月 期 一 2018 年 3 月 期 の 3 期 分 全て に お いて 提出 が あっ た 地域 銀行 に つい て 集計 。 
進捗 状況 は 、 2018 年 3 月 期 に お ける 2016 年 3 月 期 比 の 増加 率 が 5% 以 上 を 「 場 加 」、0% 以 上 5% 未 満 を 「 模 ば い 」、 0% 未 満 を 「 減 少 」 と し た 。 

(資料) 金融 庁 





な お 、 個々 の 人 金融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク に 加え 、 ベン チマ ー ク 間 の 相互 比較 、 あるいは べ 
ンチ マー ク と 企業 アン ケー ト 調 査 の 結果 と の 比較 、 ま た 、 ベ ンチ マー ク と 収益 等 の 経営 指標 と 
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の 比較 に つい て 分 析 を 加え る こと に より 、 各 金融 機関 に お ける 金融 仲介 の 取組 み の 進 捗 状況 
や 課題 等 に つい て より 具体 的 に 把握 し 、 各 金融 機関 が 金融 仲介 の 質 を 高め て いけ る よう な 、 
効果 的 な 対話 を 行う こと が 可能 と な る と 考え られ る 。 


また 、 上 記 の 分 析 に つい て は 、 多数 の ベン チマ ー ク や 企業 アン ケー ト 調 査 の 質問 、 経 営 指標 
が ある 中 、 多く の 切り 口 が 考え られ る が 、 例え ば 、 以下 の よう な も の が 挙げ られ る 。 


・ ベン チマ ー ク 間 の 相互 比較 


ー「 メ イン 取引 先 の うち 、 経 営 改善 提案 を 行っ て いる 割合 」( 選 択 15) が 増え て いる 一 方 で 、「 メ 
イン 取引 先 の うち 、 経 営 指標 の 改善 や 就業 者 数 の 増加 が 見 られ た 取引 先 数 」( 共 通 1) が 減少 
し て いる 場合 


・ ベン チマ ー ク と 企業 アン ケー ト 調 査 の 結果 の 比較 


-「 事 業 性 評価 の 結果 等 を 提示 し て 対話 を 行っ て いる 取引 先 数 」( 選 択 5) が 増え て いる 一 方 で 、 
「 事 業 に 対す る 理解 」( 企 業 ア ン ケ ー ト ) に か か る 顧客 企業 の 評価 が 比較 的 低い 場合 


・ ベン チマ ー ク と 経営 指標 と の 比較 


-「 事 業 性 評価 に 基づく 融資 額 」( 共 通 5) や 「 ソ リュ ーション 提案 先 数 」( 選 択 14) 等 が 増加 し て 
いる 一 方 で 、 金融 機関 の 「 本 業 利 益 」 が 減少 傾向 の 場合 


(経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン の 活用 状況 等 ) 


「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 活用 状況 に つい て 見 る と 、 現 状 、 新 規 融 資 に 占め る 経 
営 者 保証 に 依存 し な い 融 資 の 割合 (以下 「 無 保証 融資 割合 」 と いう 。 ) は 、 約 16% (3 月 末 )、 代 
表 者 の 交代 時 に お いて 、 旧 経 営 者 の 保証 を 解除 せ ず 、 か つ 、 新 経営 者 か ら も 保証 を 徴 求 ( 二 
重 徴 求 ) し て いる ケー ス は 全体 の 4 割 弱 ( 本 年 3 月 末 ) で ある が 、 個 別 の 金融 機関 の 状況 を 見 る 
と 、 ガ イド ライ ン の 活用 や 二 重 徴 求 解消 に 関す る 組織 的 な 取組 み は 、 金 融 機関 ご と に 大 き な 違 
い が 見 られ る 。 

こう し た 状況 を 踏ま え 、 ガ イド ライ ン の 活用 状況 等 に つい て 、 地 域 銀行 12 行 等 の 協力 を 得 て 、 
無 保証 融資 割合 等 が 比較 的 高い 金融 機関 と 低い 金融 機関 の 調査 及び 対話 を 行っ た 結果 、 以 
下 が 確 認 さ れ た "。 


< ガイ ドラ イン の 要件 判断 に つい て > 


無 保証 融資 割合 が 高く 推移 し て いる 金融 機関 で は 、 経 営 トメ プ が むやみ に 保証 を 徴 求 し な 
いと する 方 人 針 を 定め 、 営 業 現場 の 担当 者 が 保証 徴 求 の 要 否 を 簡易 に 判断 で きる よう 、 本 部 
に お いて 、 具体 的 か つ 明 確 な 基準 を 定め る と と も に 、 事 業者 の 実情 等 を 踏ま え 、 ガ イド ライ ン 
の 各 要 件 の 判断 基準 の 緩和 や 事業 性 評価 の 内 容 等 を 考慮 し て 総合 的 に 判断 する 等 の 取組 
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「「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 等 の 実態 調査 結果 に つい て 」 
(https://www. fsa. go. jp/news/30/ginkou/20180627-2. html) 
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み を 行っ て いた 。 
また 、 上 記 の よう な ガイ ドラ イン の 活用 が 習 誤 し て いる 金融 機関 で は 、 経 営 トッ プ が ガイ ド 
ライ ン に 関し て 、 経 営 戦略 と し て 以下 の よう な 考え を 持っ て 取り 組ん で いる こと が 味 えた 。 

・ 経営 者 保証 に よる 債権 の 回 収 額 が 僅か で ある こと を 踏ま え 、 保 証 徴 求 の 判断 や 回 収 に 
要する 事務 の 時 間 を 、 顧 客 と の 関係 構築 の 時 間 に 使い た いと の 考え の 下 、 原 則 、 経 営 者 
保証 を 徴 求 し な い 取 組み を 実施 

・ 越境 融資 に 対抗 する べく 、 ガ イド ライ ン の 活用 ( 無 保証 融資 ) を 進め る こと が 他 行 と の 差 
別 化 や 競争 力 の 強化 に つなが る と の 考え の 下 、 取 組み を 実施 

・ 当 初 は 、 社 会 的 要請 と いう 考え の 下 で ガイ ドラ イン の 活用 に 取り 組み 始め た が 、 活 用 を 進 
め て いく 中 で 、 職 員 の 事業 性 評価 の 能力 が 向上 し て 、 担保 ・ 保 証 に 過度 に 依存 し な い 融 
資 が 促進 され 、 ま た 、 他 行 と は 異な る ブラ ンド を 高め る こと が 可能 で ある と の 確信 を 持 
つこ と が で きた た め 、 現 在 は 積極 的 な 取組 み を 実施 


< 事業 承継 時 に お ける ガイ ドラ イン の 活用 状況 > 


二 重 徴 求 の 割合 が 低い 金融 機関 で は 、 経営 トッ プ 主 導 の 下 、 二 重 徴 求 を 原則 禁止 する ほ 
か 、 例 外 と し て 上 経営 者 か ら 保証 徴 求 を 行う 際 に も 、 代 表 権 の 有無 や 株 式 保有 割合 等 を 基 
に 具体 的 な 保証 徴 求 基準 を 定め 、 併 せ て 保証 解除 に 向け た アド バイ ス を 行う 等 の 取組 み を 
行っ て いた 。 


地域 金融 機関 の 経営 と が バナ ンス の 状況 


既に 述べ た と お り 、 地域 金融 機関 の 中 に は 、 経 営 環境 が 厳し さ を 増 す 中 、 目 先 の 収益 確保 
を 優先 し 、 経 営 理 念 に 基づい た 実現 可能 性 の ある 経営 計画 ・ 収 益 計 画 を 策定 ・ 実 行 し て いな い 
金融 機関 や 、 構 造 的 な 収益 の 悪化 に も か か わら ず 、 抜 本 的 な 経営 効率 化 に 取り 組ん で いな い 
金融 機関 が 存在 する 等 、 経 営 陣 に よる 経営 戦略 ・ 計 画 の 策定 ・ 実 行 態勢 に 課題 が 見 られ る 。 

こう し た 背景 に は 、 取締 役 会 が 形骸 化し 経営 課題 に 関す る 実質 的 な 議論 を 行っ て お ら ず 、 社 
外 取 締 役 の 客観 的 な 視点 や 知見 も 活用 し て いな い ほ か 、 経 営 へ の 規律 付け の 観点 か ら 内 部 
監査 を 実施 し て いな い 等 、 ガ バナ ンス の 発揮 状況 に も 課題 が 見 られ て いる 。 

昨 事務 年 度 の 実績 を 踏ま え 、 地 域 金 融 機関 に お いて 、 課 題 の 解決 に 向け た 改善 や 顧客 企 
業 向け の 取組 み の 推 進 が 図ら れる よう 、 本 事務 年 度 は 以下 の 方 針 の 下 、 モ ニタ リン グ と 対話 
の 充実 を 行っ て いく 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
将来 に わた る 健全 性 の 確保 に 向け た 取組 み 
地域 金融 機関 が 将来 に わた っ て 健全 性 を 維持 し 、 地 域 経済 に 対し て 金融 仲介 機能 を 継続 


的 に 発揮 し て いく た め に 、 以 下 の 点 が 地域 金融 機関 に お いて 確保 され る よう 、 オ ン ・ オ フー 体 で 
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の モニ タリ ング を 行っ て いく 。 その 際 、 ビ ジネス モデ ル の 持続 可能 性 や リス ク 管 理 態勢 等 に 関し 
て 、 特 に 深刻 な 課題 を 抱え る 地域 金融 機関 に つい て は 、 課 題 解 決 に 向け た 早急 な 対応 を 促 
す 。 
・ 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 
- 中 長期 的 な 視野 に 立っ た 経営 戦略 の 策定 、 経 営 戦 略 に 即 し た リス ク テ イ ク 領 域 及 び 経 営 
体力 ・ リ スク コン トロ ー ル 能力 に 見 合っ た リス ク テ イ ク の 上 限 の 設定 、 当 該 範囲 内 の リス ク 
テイ ク 
- 経営 計画 ・ 収 益 計 画 の 策定 と 着実 な 実行 (収益 管理 を 含む ) 
・ 長 期 に わた る 金融 緩和 継続 に 伴う リス ク へ の 対応 
- 不動 産業 (個人 貸家 業 含む ) 向 け 融 資 を 含む 融資 規律 (融資 審査 、 途 上 管理 、 経 営 改善 
支援 ) の 維持 
- 国内 外 の クレ ジッ ト サ イ クル 転換 を 見 据え た 対応 (信用 リス ク 管 理 、 ス トレ ステ スト 等 ) 
・ 経済 ・ 市 場 環境 の 急激 な 変化 へ の 対応 
- リス ク テ イ ク に 見 合っ た 運用 態勢 ・ リ スク 管理 態勢 
- 機動 的 な ポー ト フ ォ リ オ 管 理 に 向け た 態勢 整備 (経済 ・ 市 場 環境 の 急激 な 変化 に 伴う リス 
ク 対 応 を 含む ) 
また 、 地 域 金融 機関 が 、 将 来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 金融 仲 介 機能 を 十分 に 発揮 し て いく 
た め 、 早 め 早 め の 経 営 改 善 を 促す 観点 か ら 、 早期 警戒 制度 の 見 直し を 行う 。 
さら に 、 金融 機 関 に お いて 抜本 的 な 改善 策 が 講じ られ ず 、 将 来 的 に その 健全 性 に 深刻 な 問 
題 が 生じ る 事態 も 見 据え 、 金 融 レ ステ ム の 安定 ・ 信 認 を 長期 的 に 確保 し て いく 観点 か ら 、 金 融 
機能 の 維持 や 退出 に 関す る 制度 や 監督 対応 に 改善 の 余地 が な いか に つい て 、 引 き 続 き 検討 
し て いく 。 


金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 に 向け た 取組 み 


(地域 企業 ・ 経 済 の 実態 把握 (地域 生 産 性 向上 支援 チー ム 」 の 組成 ) ) 


地域 企業 ・ 経 済 の 生産 性 向上 の 実現 に 向け 、 企業 アン ケー ト ・ ヒ アリ ング 結果 も 踏ま えつ つ 、 
地域 企業 の ほか 、 地 方 自治 体 や 商工 会 議 所 ・ 商 工 会 等 の 地域 企業 の 支援 関係 者 と の 対話 等 
を 通じ 、 地 域 企業 等 の 本 音 ・ 悩 みや 、 金 融 機関 に 対す る 期待 や 要望 、 さ ら に は 、 そ の 理由 や 背 
景 等 に まで 至る 地域 経済 ・ 企 業 の 実態 に つい て 、 き め 細 か く 把 握 す る 。 そ の 遂行 に 当たっ て は 、 
金融 庁 に 組成 し た 専 担 チー ム 「 地 域 生産 性 向上 支援 チー ム 」 が 、 地 域 に 長期 間 、 直 接 出向 き 、 
財務 局 を 通じ 、 地 域 経済 エコ ンス テム “を 形成 する 関係 者 等 と の 関係 を 構築 し つつ 実践 する 。 

















ある 地域 に お いて 、 企 業 、 金 融 機関 、 地 方 自治 体 、 政 府 機関 等 の 各 主 体 が 、 そ れ ぞ れ の 役割 を 果 た 
し つつ 、 相 互 補完 関係 を 構築 する と と も に 、 地 域外 の 経済 主体 等 と も 鶴 接 な 関係 を 持ち な が ら 、 多 面 
的 に 連携 ・ 共 創 し て ゆく 関係 。 
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(地域 金融 機関 と の 深度 ある 「 対 話 」 の 構築 ・ 実 践 (「 見 える 化 と 探究 型 対話 」) ) 


地域 生産 性 向上 支援 チー ム と 各 財 務 局 が 密接 に 連携 し つつ 、 把 握 し た 地域 経済 ・ 企 業 の 実 
態 や 「 金 融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク 」 等 の 客観 的 指標 等 を 活用 し 、 地 域 企業 や 支援 関係 者 と 
金融 機関 と の 考え 方 や 認識 の 差異 等 を 明確 に し 、 そ れ ら を 基 に 、 経 営 陣 等 や 営業 現場 の 責任 
者 等 を 含め 、 地 域 金 融 機関 この 間 で 金融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た 深度 ある 対話 を 行う 。 

経営 改善 、 事 業 再生 、 事 業 承継 等 が 必要 な 企業 に 対す る 適切 な 支援 が 、 専 門人 材 や ノウ ハ 
ウ が 了 不 十分 な た め に で き て いな い 金 融 機関 に 対し て は 、 地域 経済 活性 化 支援 機構 や 日 本 人 
材 機構 等 、 企 業 支援 機能 の 強化 に 向け た 人 材 ・ ノ ウ ハ ウ 支 援 に 取り 組む 外部 機関 の 活用 も 促 
す 。 


( 各 分 野 に お ける 取組 み ) 
< 金融 機能 強化 法 に 基づく 資本 参加 を 受け た 地域 金融 機関 へ の 対応 > 


金融 機能 強化 法 に 基づく 資本 参加 を 受け た 地域 金融 機関 に 対し て は 、 同 法 の 趣旨 を 踏ま 
え 、 金 融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 を 促進 する 観点 か ら 、 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 
向け た 取組 み を 促す 。 その た め 、 経 営 強化 計画 の 達成 に 向け た 課題 の 解消 度合 い 等 を 的 
確 に 把握 で きる 指標 等 を 活用 し た 深度 ある 対話 を 通じ し 、 そ の 進捗 の モニ タリ ング を 実施 する 。 
あわ せ て 、 現 行 の 制度 ・ 監 督 対応 に 改善 の 余地 が な いか に つい て も 検討 する 。 


く 経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン の 更 な る 活用 促進 > 


昨 事務 年 度 に 実施 し た 実態 調査 結果 等 を 踏ま える と 、 ガ イド ライ ン の 活用 が 習熟 し て いる 
金融 機関 で は 、 形 式 的 な 対応 に 留まら ず 、 競 争 力 の 強化 や 顧客 に 対す る 満足 度 を 向上 させ 
る と いっ た 経営 戦略 上 の 問題 意識 を 持つ こと に より 、 経 営 トッ プ が 主導 し て 各種 取組 み を 実 
施し て いる 傾向 が 有 燥 える 。 更 な る ガイ ドラ イン の 活用 を 促す た め 、 経 営 戦 略 に お ける ガイ ドラ 
イン の 位置 づけ 等 に つい て 、 経 営 ト ッ プ を 含め た 金融 機関 この 対話 を 行う 。 また 、 特に 活用 
が 習熟 し て いな い 金 融 機関 に 対し て は 、 優 良 な 組織 的 取組 事例 等 を 横 展開 する と と も に 、 ガ 
イド ライ ン Q &A の 改正 等 の 環境 整備 に より 、 ガ イド ライ ン の 活用 を 促す 。 

さら に 、 金融 機関 の 取組 状況 が 顧客 に 広く 認識 され る よう 、 事業 承継 時 に お ける 活用 実績 
を 含め た 自主 的 な 開示 等 の 金融 機関 に よる 取組 み の 見 える 化 を 促す 。 


く 円 滑 な 事業 承継 に 向け た 支援 > 
中 堅 ・ 中 小 企業 経営 者 の 高齢 化 が 進行 し て いる 中 で 、 後 継 者 確保 が 困難 等 の 理由 で 廃 


業 を 選択 する 事業 者 が 増え て いる た め 、 金融 機関 と 事業 引継 ぎ 支 援 セ ンタ ー“ の 連携 を 
強化 する こと 等 に より 、 金 融 機関 に よる 積極 的 な 事業 承継 支援 を 促し て いく 。 












































5 事業 引継 ぎ 文 援 セ ンタ ー は 、 後 継 者 不在 に 悩む 中 小 企業 等 を 支援 する た め 、 産 業 競争 力 強 化 法 に 基 
づく 認定 支援 機関 に 各 都 道府県 1 箇所 ずつ 設置 され て いる 機関 (中 小 企業 庁 所 管 )。 
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(金融 仲介 の あり 方 に つい て の PDCA に よる 改善 ) 


望ま し い 金 融 仲 介 の あり 方 に つい て 、 上 記 取 組み か ら 得 られ た 成果 や 課題 を 踏ま えつ つ 、 
適時 の タイ ミン グ で 分 析 ・ 整 理 し 、「 金 融 仲介 の 改善 に 向け た 検討 会 議 」 や 「 金 融 仲 介 の 質 の 向 
上 に 向け た シン ポジ ウム 」 に お いて 幅広 く 議論 を 行い 、 金 融 仲 介 に お ける 金融 行政 の 改善 に つ 


適切 な 経営 と ガバ ナン ス の 発揮 に 向け た 取組 み 


地域 金融 機関 が 将来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 地 域 に お ける 金融 仲介 機能 を 継続 的 に 発 
揮 す る た め に は 、 経 営 陣 に よる 的 確 な 現状 分 析 に 基づく 実現 可能 性 の ある 経営 戦略 ・ 計 画 の 
策定 ・ 実 行 (PDCA の 実践 を 含む )“"、 加 えて 、 取締役 会 を は じ め と する ガバ ナン ス が 有効 に 機 
能 す る こと で 、 こ うし た プロ セス の 方 向 付け が 着実 に 実施 され る こと が 極め て 重要 で ある 。 こ う 
し た 観点 か ら 、 金 融 庁 と し て は 、 社 外 役 員 を 含め 、 経 営 陣 等 と 経営 や ガバ ナン ス ( 有 効 な 内 部 
監査 を 含む ) に つい て 深度 ある 対話 を 行っ て いく 。 

その 際 、 客 観 的 な 事実 (様々 な リス ク 指 標 や 収益 指標 、 金 融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク 等 ) を 
基礎 と し 、 当該 金融 機関 の 問題 点 等 に つき 共通 認識 を 得 た 上 で 、 必 要 に 応じ 有効 な 改善 に つ 
な が る よう 対話 を 深め て いく 必要 が ある 。 


② 協同 組織 金融 機関 の 中 央 機関 の 機能 発揮 " 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


協同 組織 金融 機関 の 持続 可能 な が ビジネ スモ デル の 構築 に 当たっ て は 、 個 々 の 金融 機関 の 
取組 み の み な ら ず 、 リ スク 管理 、 収 益 向 上 や 財務 基盤 強化 の 支援 等 、 中 央 機関 “の 役割 が 重 
要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
有価 証券 運用 態勢 の 高度 化 や バッ ク ヤ ー ド 業務 (事務 処理 ・ 決 済 業務 等 ) の 共通 化 ・ 効 率 化 


に よる 経費 削減 、 収 益 改善 の 実現 に 向け た 高度 な ノウ ハウ を 有する 人 材 の 育成 等 の 分 野 に お 
いて 、 中央 機関 と 対話 を 行い 、 現状 の 取組 内 容 を 把握 し て きた 。 














8 こう し た 一 連 の プロ セス の 中 で 、 人 金融 機関 の 実情 に 応じ 、 例 えば 、RAF、 人 金融 仲介 機能 の ベン チマ ー 
ク に よる 自己 評価 、 財 務 ・ 経 営 分 析 、 ス トレ ステ スト 等 を 活用 する こと は 有益 と 考え られ る 。 

7 協同 組織 金融 機関 を 含め た 地域 金融 機関 全体 に か か る 課題 等 に つい て は 、① 地 域 金融 機関 の 課題 と 
対応 の 項 を 参照 。 
68 信金 中 央 金庫 及び 全国 信用 協同 組合 連合 会 並び に 労働 金庫 連合 会 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


昨 事務 年 度 の 取組 み と 併せ て 、 財 務 局 と も 連携 し 、 顧 客 企業 の 経営 改善 提案 や 経営 分 析 ・ 
モニ タリ ング 等 の 金融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た 支援 に 関し て 、 信 用 金庫 ・ 信 用 組合 に 対し て ど 
の よう な サポ ー ト が 必要 か 対話 を 通じ て 確認 し 、 中 央 機関 と し て の 役割 を 積極 的 に 発揮 する よ 
う 促す 。 


③ 地域 金融 機関 を と り まく 環境 整備 等 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


地域 金融 機関 が 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け て 取組 み を 進め る た め に も 、 そ れ 
を 取り 巻く 様々 な 環境 を 改善 し て いく 必要 が ある 。 


( ア ) 公 的 金融 と 民間 金融 の あり 方 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


公 的 金融 は 、 民 業 補完 を 原則 と し つつ 、 民間 金融 と 連携 ・ 協 力 し て 地域 経済 の 発展 を 下 支 
えす る 等 の 役割 を 担っ て いる 。 民間 金融 と の 連携 ・ 協 力 に つい て 、 政 府 系 金融 機関 、 民間 金融 
機関 及び 関係 省庁 と の 間 で 意見 交換 を 実施 し 、 公 的 金融 と 民間 金融 の 望ま し い 関係 の あり 方 
を 議論 し て きた 。 昨 年度 に お いて は 、 政 府 系 金融 機関 (日 本 政策 金融 公庫 ) の 協調 融資 の 件 
数 は 23,080 件 と な り 、 対 2015 年 度 比 で 53% の 増加 と な っ て いる "。 

そう し た 中 、 本 年 3 月 、 民間 金融 機関 5 団体 "は 、 連 携 ・ 協 調 の 好 事 例 が 見 られ る 一 方 で 、 民 
間 金 融 機 関 と 政府 系 金融 機関 が 競合 する 事例 が 報告 され て お り 、 正 常 先 に 対す る 営業 提案 
や 、 公 的 金融 で 適用 され る 民間 金融 と は 大 きく < 科 離 し た 低い 金利 等 、 運 用 面 及び 制度 面 の 改 
善 が 必要 で ある 旨 の 意見 を 公表 し た 7”。 

これ を 踏ま え 、 本 年 6 月 に 開催 され た 「 政 策 金融 に 関す る 関係 省庁 と 民間 金融 機関 と の 意見 
交換 会 (第 4 回 ) 」 に お いて は 、 運 用 面 に つい て 政府 系 金融 機関 (日 本 政策 金融 公庫 ) か ら 民 間 
金融 機関 へ の 融資 案件 の 紹介 推進 の 方 針 が 示さ れる と と も に 、 制 度 面 に つい て 関係 省庁 か ら 、 
貸出 金利 の 水準 や セー フ テ ィ ネッ ト 貸 付 制度 等 の 各種 融資 制度 の 対象 範囲 の 限定 と いっ た 見 
直し の 方 針 が 示さ れ た 。 

こう し た 方 針 を 受け て 、 本 年 7 月 に 、 民間 金融 機関 5 団体 は 、 関 係 省 庁 及び 政府 系 金融 機関 
の 方 針 を 歓迎 する と と も に 、 今 後 そ の 見 直し 状況 を 注視 し て いく こと 、 民間 の み で は 対応 が 困 
難 な 場 合 に 公 的 金融 の 支援 を 限定 すべ く 制 度 面 の 一 層 の 改善 が 必要 で ある 旨 の 意見 を 公表 


























9 財務 省 「 く 参考 資料 > 民間 金融 機関 と 日 本 政策 金融 公庫 と の 連携 状況 」 
(https://www.mof. go. jp/financial_system/fiscal finance/renkei_jirei. htm] ) 
? 全国 銀行 協会 、 全 国 地方 銀行 協会 、 第 二 地 方 銀行 協会 、 全 国 信用 金庫 協会 、 全 国 信 用 組合 中 央 協会 
^ 民間 金融 機関 5 団体 「 政 策 金 融 の あり 方 に つい て 」 
(https://www. zenginkyo. or. jp/news/detai1/nid/9411/) 
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し て いる “。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


公 的 金融 と 民間 金融 の 望ま し い 関 係 の あり 方 に つい て 、 昨 事務 年 度 、 民間 金融 機関 と 政府 
系 金融 機関 の 間 の 議論 が 、 こ れ ま で より も 深まっ た と 考え られ る 。 こう し た 流れ を 継続 し て いく 
こと が 重要 で あり 、 そ の た め に 、 政 府 系 金融 機関 と 民間 金融 機関 の 競合 等 の 実態 を 正確 か つ 
具体 的 に 把握 する と と も に 、 地 域 金 融 ・ 中 小 企業 金融 の 分 野 に お ける 公 的 金融 と 民間 金融 の 
連携 ・ 協 力 等 、 望ま し い 関係 の あり 方 に つい て 、 引 き 続 き 政府 系 金融 機関 、 民間 金融 機関 及び 
関係 省庁 と 議論 を 行っ て いく 。 


( イ ) 金融 機関 の 業務 範囲 等 に か か る 規制 緩和 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 機関 の 中 に は 、 地 道 に 継続 し て 地域 企業 の 生産 性 向上 や 地域 活性 化 に 努め て いる 金 
融 機 関 も 多数 存在 し て いる 。 こ うし た 自主 的 な 取組 み を サポ ー ト する た め 、 金融 機関 か ら の 要 
望 等 も 踏ま え 、 こ れ ま で 業務 範囲 等 に 関す る 規制 緩和 を 実施 し て きた 。 

こう し た 中 、 金 融 機関 が 、 地 方 劉生 へ の 頁 献 等 の 観点 か ら 、 自治 体 等 の 公共 的 な 役割 を 有 
する 主体 か ら の 要請 に 基づき 保有 不動 産 の 賃貸 を 行う 場合 は 、 そ の 規模 や 期間 に つい て 柔軟 
に 解釈 で きる 旨 を 監督 指針 に お いて 明確 化し た (昨年 9 月 ) 。 

また 、 顧 客 企業 に 対す る 支援 機能 の 強化 等 の 観点 か ら 、 本 年 3 月 、 銀 行 本 体 及 びそ の 子 会 
社 等 に お いて 人 材 紹介 業務 の 取扱 い が 可 能 で ある 旨 を 監督 指針 に お いて 明確 化し た 。 

地域 金融 機関 の 中 に は 、 こ れ ら の 改正 を 受け 、 地 方 創 生 や 顧 客 企業 支援 に 関す る 具体 的 
な 取組 み に つ いて 検討 ・ 実 施し て いる 金融 機関 も あり 、 こ うし た 動き が 、 今 後 一 層 広 が っ て いく 
こと が 期待 され る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
地域 金融 機関 が 、 必 要 な アド バイ ス と 適切 な ファ イナ ンス を 提供 し 、 地 域 企 業 の 生産 性 向上 


や 地域 経済 の 活性 化 に 真 献 で きる よう 、 業 務 範 囲 等 に 関す る 規制 緩和 に つい て 、 引 き 続 き 検 
討 し て いく 。 





2 民間 金融 機関 5 団体 「 政 策 金 融 の あり 方 に 関す る 最近 の 取組 み に つ いて 」 
(https://www. zenginkyo. or. jp/news/detai1/nid/9741/) 
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( ウ ) 地域 金融 に お ける 競争 の あり 方 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


「 金 融 仲 介 の 改善 に 向け た 検討 会 議 」 の 開催 、 報 告 書 の 取り まとめ 


「 金 融 仲 介 の 改善 に 向け た 検討 会 議 」 に お いて 、 地 域 経 済 や 地域 企業 ・ 住 民 の 立場 か ら 最 
適 な 競争 の あり 方 に つい て の 議論 が 行わ れ 、 報 告 書 「 地 域 金 融 の 課題 と 競争 の あり 方 」 が 公 
表 さ れ た “。 

報告 書 で は 、 人 口 減少 等 に より 地域 金融 機関 の 収益 環境 が 厳し く な る 中 で 、 経 営 統合 は 金 
融 機関 の 健全 性 維持 の た め の 一 つの 選択 肢 で あり 、 経 営 統合 に より 生み 出さ れる 余力 が 、 地 
域 経 済 の 発展 の た め に 使わ れれ ば 、 地 域 に 恩恵 が も た ら さ れる と の 認識 が 示さ れ て いる 。 他 
方 、 同 一 地域 内 の 金融 機関 同士 の 経営 統合 に つい て 、 不 当 な 金利 の 引上げ や サー ビス の 質 
の 悪化 と いっ た 豪 占 ・ 独 占 の 弊害 が 生じ な いよ うに する こと の 重要 性 も 指摘 され て いる 。 

報告 書 で は さら に 、 金 融 に 限ら ず 他 の 産業 に つい て も 、 人 口 減少 下 で の 地域 に お ける イン フ 
ラ 維 持 や 、 時 代 と 共に 産業 構造 が 変化 する 中 で の イノ ベー ショ ン 促 進 及 び 付 加 価値 向上 と いっ 
た 新た な 課題 に 直面 し て お り 、 こ うし た 我が国 経済 の 変化 を 踏ま えた 競争 政策 の あり 方 を 政府 
全体 で 議論 ・ 検 討 する 必要 が ある と の 提言 が な され て いる 。 こう し た 中 、「 未 来 投 資 戦略 2018」 
に お いて 、 競争 の あり 方 に つい て 政府 全体 と し て 検討 を 進め 、 本 年 度 中 に 結論 を 得る 旨 " が 盛 
り 込 まれ た 。 


企業 アン ケー ト 調 査 


競争 の あり 方 を 検討 する に 当たり 、 地 域 金融 の 実態 把握 の た め 、 企 業 アン ケー ト 調 査 の 中 
で 、 金 融 機関 か ら の 融資 の 勧誘 や 、 他 の 金融 機関 へ の 借換え の 状況 等 に つい て 調査 を 行っ た 。 
詳細 は 「 企 業 アン ケー ト 調査 の 結果 」 の と お り で ある が 、 概 要 は 以下 の と お り で ある 。 


(金融 機関 か ら の 融資 の 勧誘 の 状況 ) 


金融 機関 か ら の 融資 の 勧誘 状況 に つい て 調査 し た 結果 、 全 体 で 6 割 強 の 企業 が 、 最 近 3 年 
以内 に 金融 機関 か ら 融 資 の 勧誘 を 受け て いる 。 また 、 債 務 者 区 分 別 で 見 る と 、 要 注意 先 で 6 割 
弱 、 破 綻 懸念 先 で も 約 4 割 が 勧誘 を 受け て いる ほか 、 規 模 別に 見 て も 小 規模 の 企業 で 約 6 割 
が 勧誘 を 受け て いる 。 こ うし た こと か ら 、 総じて 、 融資 獲得 に 向け た 積極 的 な 競争 が 行わ れ て 
いる こと が 暑 え る 。 
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等 、 
域 等 で の 企業 の 経営 カ の 強化 、 公 正 か つ 自 由 な 競争 環境 の 確保 、 一 般 利用 者 の 利益 の 向上 等 を 図る 観 











金融 仲介 の 改善 に 向け た 検討 会 議 「 地 域 金融 の 課題 と 競争 の あり 方 」 
(https://www. fsa. go. jp/singi/kinyuchukai/kyousou/index. htm] ) 

「 未 来 投資 戦略 2018」 で は 、「 地 域 に お ける 人 口 減少 等 に よる 需要 減少 や 、 グ ロー バル 競争 の 激化 
経済 ・ 社 会 構造 その も の が 大 きく 変化 する 中 、 地 域 に と っ て 不可 欠 な 基盤 的 ナー ビス の 確保 、 地 
























































































































































点 か ら 、 競 争 の 在り 方 に つい て 、 政 府 全体 と し て 検討 を 進め 、 本 年 度 中 に 結論 を 得る 」 計 記載 され て 
いる 。 
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これ ら の 勧誘 を 受け た 企業 が どの よう な 金融 機関 か ら 勧誘 を 受け た か を 見 る と 、「 県 内 地銀 」 
は 全体 で 約 5 割 、「 県 外地 銀 」「 信 金 ・ 信 組 」 は それ ぞ れ る 2 割 強 と な っ て いる 。 また 、 正 常 先 上 位 
や 大 規模 の 企業 に お いて は 、「 県 外地 銀 」 や 「 メ ガバ ンク 」 か ら 勧 誘 を 受け た 割合 が 高い (図表 
皿 -4-(2) -9) 。 

こう し た こと か ら 、 正 常 先 上 位 や 大 規模 の 企業 を 中 心 に 、「 県 内 地銀 」 以 外 の 金融 機関 へ の 
借換え の 選択 肢 が 確保 され て いる 状況 が 有 征 える 。 


図表 相 -4-(2)-9 金融 機関 か ら の 融資 の 勧誘 の 状況 


Q. 最近 3 年 以内 に 、 ど の 金融 機関 か ら 融 資 の 勧誘 を 受け た こと が ある か (複数 回 答 可 ) 


く 債務 者 区 分 別 > 


く 規 模 別 > 




















県 内 地銀 





県 内 地銀 












































県 外地 銀 





県 外地 銀 



































メガ バン ク 





a 2 
メガ バン ク a 





































































































































































































全 回 
に (n=8546) a 
信金 ・ 信 組 ロロ 正常 先 上 位 信金 ・ 信 組 
(n=1641) 
ロ 正 常 先 下位 
(n=4791) 
ロロ 要 注意 先 政府 系 
政府 和 (n=1905) 
正 破 綻 懸念 先 
(n=206) (n=4301) 








(資料 ) 金融 訂 


( 他 の 人 金融 機関 へ の 借換え の 検討 ) 


金利 や 貸付 期間 の 条件 を 理由 と し て 借換え を 行っ た 企業 や 今後 借換え を 検討 する 企業 を 見 
る と 、「 県 内 地銀 」 の みな ら ず 、「 県 外地 銀 」、「 メ ガバ ンク 」( 正 常 先 上 位 中 心 ) 、「 信 金 ・ 信 組 」、 
「 政 府 系 金融 機関 」 か ら も 一 定 程度 借換え の 勧誘 を 受け て いる 。 その た め 、 人 金利 等 の 条件 を 重 
視 し て 借換え を 検討 する 企業 の 選択 肢 は 、 必 ず し も 「 県 内 地銀 」 に 限ら れ な いと 考え られ る 。 

借換え を 検討 し た が 借換え を 行わ な か っ た 理由 や 、 借 換え を 検討 し て お ら ず 今後 も 様々 な 
条件 が 悪化 し て も 借り 換え な い 理 由 を 見 る と 、 全体 で は 「 メ イン バン ク を 信頼 し て いる か ら 」 の 割 
合 が 高い 。 破綻 懸念 先 に 限れ ば 「 メ イン バン ク 以 外 の 金融 機関 か ら 借入 れ を 受け る こと が 難し 
いと 考え られ る か ら 」 の 割合 が 高い 。 

地域 金融 は 、 中 長期 的 な 信頼 関係 の 構築 に 基づく サー ビス と いう 3 特性 を 有 し て お り 、 競争 が 
確保 され て いて も 「 現 在 の 取引 金融 機関 を 信頼 し て いる 」 場 合 や 、 競 合金 融 機 関 の 有 無 に か か 
わら ず 元 々 借換え が 難し い 信 用 力 の 低い 企業 の 場合 に 、「 借 換え を 検討 し な い 」 又 は 「 借 換え 
を 検討 し て も 実際 に は 借換え を 行わ な い 」 可 能 性 が ある 。 し た が っ て 、 借 換え の 可否 や 意思 の 
有無 を 競争 状況 の 認定 に 用 いる 際 に は 、 こ うし た 特性 を 踏ま え 、 慎重 に 行う 必要 が ある 。 
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(地元 の 金融 機関 に よる 地元 経済 へ の 貢献 や 地元 企業 へ の 経営 支援 ) 


地元 の 金融 機関 は 、 地 元 以 外 の 金融 機関 より も 、 地 元 真 献 や 地元 企業 へ の 経営 支援 に 熱 
心 だ と 回 答 し た 企業 は 全体 で 8 割 詳 で あり 、 地元 金融 機関 に よる 地域 経済 へ の 貢献 に 対す る 
期待 は 高い 。 そ の た め 、 県 外 金 融 機関 と の 経営 統合 を 行う 場合 に も 、 統合 に より 創出 され る 余 
力 を 活用 し て 、 地域 経済 の 発展 に 貢献 し て いく こと が 期待 され る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


地域 金融 機関 の 経営 統合 に か か る 銀行 法 上 の 認可 に 当たっ て は 、 将 来 に わた る 金融 機関 
の 健全 性 の 維持 と と も に 適切 な 金融 仲介 機能 の 発揮 に つなげ て いく こと が 重要 で ある 。 こう し 
た 観点 か ら 、 報 告 書 で 示さ れ た 考え 方 も 踏ま え 、 同 一 地域 内 の 経営 統合 に お いて 不当 な 金利 
の 引上げ ・ そ の 他 融 資 条 件 の 悪化 と いっ た 宴 占 ・ 独 占 の 幣 害 が 生じ 得る 場合 、 人 金融 機関 に よ 
る 商 害 防止 措置 や 、 将 来 に わた る 地域 の 金融 イン フラ 確保 、 地 域 企 業 ・ 経 済 の 成長 ・ 発 展 へ の 
真 献 に か か る 金融 機関 の 取組 方 針 ・ コ ミッ トメ ント を 審査 し て いく 。 

その 上 で 、 事 後 的 に も 、 検査 ・ 監 督 を 通じ 、 上 弊害 の 状況 や 地域 経済 へ の 頁 献 の 進捗 を モニ タ 
リン グ し て いく 。 

また 、 競争 の あり 方 に つい て の 政府 全体 で の 検討 に 当たっ て は 、 地 域 に お ける 人 口 減少 等 
に よる 理 要 減少 や 、 グ ロー バル 競争 の 激化 等 、 経 済 ・ 社 会 構造 その も の が 大 きく < 変化 する 中 、 
金融 サー ビス の 特性 を 踏ま えつ つ 、 地 域 の 金融 イン フラ の 確保 や 地域 の 企業 ・ 住 民 に と っ て よ 
り 質 の 高い 金融 サー ビス の 提供 に つなが る よう な 競争 を 実現 する 観点 か ら 、 議 論 に 貢献 し て い 
く 。 


(3) 大 手 銀行 グル ー プ 





前 述 「(1) 我 が 国 金 融 シ レシ ス テム の 現状 と 評価 」 で 述べ た よう に 、 本 邦 金融 機関 は 、 健 全 性 を 
維持 する 観点 か ら 、① 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た ガバ ナン ス 、② 長 期 に わた 
る 金融 緩和 継続 に 伴う リス ク へ の 対応 、③ グ ロー バル な 経済 ・ 市 場 環境 の 急激 な 変化 へ の 対 
応 、 に 課題 を 抱え て いる 。 こ の た め 、 マ クロ プル ー デ ンス 及び ミク ロブ プ ルーデンス“ の 観点 か ら 、 
特に シス テム 上 重要 な 金融 機関 を 含む 大 手 銀行 グル ー プ に 対す る モニ タリ ング 態勢 を 強化 す 
る と と も に 、 上 記 課 題 に 関す る モニ タリ ング ・ 水 平 的 レビ ュー"“ を 切れ 目 な く < 実施 し 、 経 営 管理 ・ 
リス ク 管 理 等 、 健 全 性 の 確保 に 関す る 優れ た 業務 運営 (ベス ト プ ラ クティ ス ) に 向け た 取組 み を 
促し て いく 。 





5 ここ で の マク ロ プ ルー デン ス と は 、 人 金融 当局 が 、 金 融 シ レス テム 全体 の スト レス へ の 耐性 や 脆弱 性 を 
評価 ・ 分 析 し 、 シ ステ ミッ クリ スク の 顕現 化 を 防止 する 方 策 を フォ ワー ドル ッ キ ング に と る こと で 、 

将来 に わた っ て 金融 シス テム の 安定 を 図る こと を 指す 。 ま た 、 こ こ で の ミク ロ プ ルー デン ス と は 、 金 
融 当 局 が 、 個 別 金融 機関 の 健全 性 を 確保 する こと を 通じ て 、 将 来 に わた っ て 金融 シス テム の 安定 を 図 
る こと を 指す 。 
7?% 複数 の 金融 機関 に 共通 する 検証 項目 を 選定 し 、 統 一 的 目線 で 横断 的 に 検証 する こと 。 
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① 健全 性 モニ タリ ング 態勢 の 強化 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 

金融 ンス テム の 安定 を 将来 に 向け て 確保 し て いく た め に は 、 金 融 機関 が 健全 性 の 確保 に 関 
する ベス ト プ ラ クティ ス に 向け た 取組 み を 進め て いく こと が 重要 で ある 。 特に シス テム 上 重要 な 
金融 機関 に は 、 先進 的 な 取組 み を 追求 し 、 リ スク に 対す る 我が国 金融 レス テム 全体 の 耐性 を 
高め て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て 、 個 別 課題 に か か る モニ タリ ング 及び 水平 的 レビ ュー を 実施 し 、 
経営 トッ プ や 内 部 管理 部 門 ・ 事 業 部 門 責任 者 等 の 経営 陣 や 、 社 外 役員 を 含む 取締 役 と 対話 を 
実施 し た (詳細 は ② に 記載 ) 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


健全 性 モニ タリ ング の 水平 的 レビ ュー の 対象 を 、 規 模 や 業務 の 複雑 性 を 考慮 し 、 昨 事務 年 
度 ま で の 3 メガ バン ク グ ルー プ か ら 大 手 銀行 7 グル ー プ に 拡大 する "(国内 銀行 資産 の 6 割 ) 。 
また 、 海 外 当局 や 米 欧 大 手 銀行 と の 情報 交換 等 を 通じ て リス ク 管 理 等 に 関す る プラ クティ ス の 
集積 に 努め る 。 

大 手 銀行 グル ー プ の 水平 的 レビ ュー や 海外 当局 等 と の 情報 交換 等 を 通じ て 得 ら れる 知見 は 、 
大 手 銀行 グル ー プ と の 対話 に 留まら ず 、 地 域 銀行 と の 対話 に も 活用 し 、 本 邦 金融 機関 全体 の 
健全 性 に か か る ベス ト プ ラ クティ ス の 追求 に 向け た 取組 み を 促し て いく 。 また 、 金 融 ン レス テム の 
安定 確保 に 資す る 内 容 に つい て は 、 積 極 的 に 公表 し て いく 。 


上 記 に 加え て 、 我 が 国 金 融 レ ステ ム 全 体 の リス ク を 把握 ・ 評 価 す る 観点 か ら 、 大手 銀行 グル 
ー プ に 関す る 信用 リス ク ・ 市 場 リス ク ・ 流 動 性 リス ク 等 の リス ク 情 報 を リア ル タ イ ム に 入手 ・ 分 析 
する 。 これ ら とら 定量 的 な リス ク 情 報 と 、 経 営 ト ッ プ や 内 部 管理 部 門 ・ 事 業 部 門 責任 者 等 の 経営 陣 
や 、 社 外 役 員 を 含む 取締 役 等 と の 定期 的 な 意見 交換 を 通じ て 定性 的 な 経営 管理 ・ リ スク 情報 
を 把握 し 、 HI で 述べ た 経済 ・ 市 場 環 境 の 分 析 と 合わ せ 、 金 融 レ ステ ム 全 体 の リス ク を より 機動 
的 ・ 包 括 的 に 把握 ・ 分 析 す る 。 
② 水平 的 レビ ュー の 実施 

( ア ) 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た ガバ ナン ス 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 


大 手 銀行 グル ー プ は 、 普 通 株 式 等 Tier1 比率 が 高まっ て お り 、 健 全 性 を 備え て いる も の の 、 





7 経済 ・ 市 場 環 境 等 の 変化 に 応じ て 、 対 象 は 変わ りう る 点 に つい て は 留意 。 
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市 場 関連 収益 を 除く と 、 収益 力 は 低下 傾向 に ある (図表 入 -4-(3)-1、 2) 。 収益 力 強 化 に 向け 、 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 、 経 営 環境 の 変化 に 柔軟 に 対応 で きる 経営 ・ ガ バナ ンス 態勢 を 
構築 する こと が 重要 で ある 。 その 際 に は 、 リ スク ・ リ ター ン を 意識 し 、 エ ン テ ィ テ ィ ・ 業 態 ・ 国 を 踏 
い だ グ ルー プ 連 携 ビ ジネス を 着実 に 実行 で きる ガバ ナン ス を 構築 し つつ 、 経 費 削 減 に 留まら ず 、 
顧客 に 付加 価値 を 提供 する 観点 が 必要 で ある 。 こ の ほか 、2027 年 の バー ゼル 想 (銀行 の 自己 
資本 比率 規制 等 に 関す る 国際 的 枠組 み ) の 完全 実施 を 踏ま え 、 中 長期 的 に 健全 性 を 維持 し 、 
国内 で 金融 仲介 機能 を 持続 的 に 発揮 で きる 資本 を 維持 する こと が 重要 で ある 。 


図表 皿 -4-(3)-1 3 メガ バン ク グ ルー プ の 図表 皿 -4-(3)-2 3 メガ バン ク グ ルー プ の 
普通 株 式 等 Tier1 比率 の 推移 収益 の 推移 





14 15 16 17 (年 度 ) 
市 場 関連 収益 を 除く 連結 業務 純益 
ーー 親会社 株 主 に 帰属 する 当期 純 利益 
( 注 )3 メ ガバ ンク グル ー プ の 加重 平均 。 a 
(資料 ) 各 社 公表 資料 より 金融 庁 作成 。 ( 注 1) 市 場 関連 収益 を 除く 連結 業務 純益 は 、 連 結 業務 純益 か ら 、 資 金利 益 
に 計上 され て いる 投資 信託 の 解約 益 ・ 償 違 益 、 国 債 等 債券 損益 、 持 分 
法 に よる 投資 損益 、 を 除い た も の 。 
( 注 2)3 メ ガバ ンク グル ー プ の 合算 値 。 
(資料 ) 金 融 店 





ー%※ 普通 株 式 等 Tier1 比 率 














【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て 、 以下 の 点 が 認め られ た 。 

・ 内 外人 金利 の 急上昇 や 世界 的 な 経済 悪化 と いっ た 強度 ある シナ リオ 下 に お いて も 金融 仲介 
機能 が 発揮 され る 水準 の 資本 を 有 し て いる 。 

・ 量 的 拡大 か ら 、 リ スク ・ リ ター ン を 意識 し た 経営 戦略 へ の 変革 を 志向 し て いる 。 た だ し 、 社外 
役員 か ら は 、「 収 益 環境 が 上 厳し い 中 で も 社内 経営 陣 に は 危機 感 が 感じ られ な い 。」 等 、 厳し 
い 意 見 も 聞か れ た 。 

・ 海 外 業 務 ・ 資 産 を 拡大 し て お り 、 グ ルー プ と し て の 経営 管理 や 法令 等 の 遵守 、 リ スク 管理 は 
難度 を 増し て いる 。 

・ マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 や サイ バー リス ク 等 の 一 層 の 人 脅威 へ の 対応 等 、 様 々 な リス ク へ の 
対応 に 高度 化 の 余地 が ある 。 

・ 優越 的 地位 の 溢 用 防止 態勢 や エン ティ ティ を 踏 い だ 情報 管理 に つい て 課題 が ある 。 

・ RAF を 活用 し た ガバ ナン ス の 構築 に 取り 組ん で いる も の の 、 経 党 戦 略 と 整合 的 な リス ク ・ ア 
ベタ イト 指標 の 設定 や 、 リ スク ・ リ ター ン の 議論 を 活性 化 さ せ て いく 点 に 課題 を 抱え て お り 、 
高度 化 の 余地 が ある 。 


91 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


大 手 銀行 グル ー プ と の 間 で 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 し 対話 する 。 


・ デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 、 経 営 環境 の 変化 に 柔軟 に 対応 で きる 経営 ・ ガ バナ ンス 態 


勢 の 高度 化 が 進展 し て いる か 。 


・ グ ルー プ ・ グ ロー バル ベー ス で 、 経 営 管理 ・ リ スク 管理 態勢 の 高度 化 が 進展 し て いる か 。 
・ RAF の 活用 を 通じ た リス ク ・ リ ター ン を 意識 し た ガバ ナン ス の 高度 化 が 進展 し て いる か 。 
・ 取締 役 及び 監査 (等 ) 委 員 会 等 の 機能 発揮 強化 に 向け た 取組 み が 適 切 に 行わ れ て いる か 


(社外 役員 の 知見 活用 に 向け た 取組 み を 含む )。 


・ 経済 ・ 市 場 環境 の 不透明 性 が 昨年 以上 に 高まる 中 で 、 ス トレ ステ スト を 通じ て 潜在 的 な リス 


ク ・ リ ター ン を 把握 し 、 経 営 戦略 策定 に 活用 し て いる か 。 ま た 、 ス トレ ス 状 況 を 想定 し つつ 、 
中 長期 的 な 経営 戦略 や 資本 の 十分 性 を 含む 資本 政策 を 議論 し て いる か 。 


6 5 生き に に どき 


地位 の 藩 用 防止 態勢 や 利益 相反 管理 態勢 が 適切 に 整備 され て いる か 。 


・ 経営 イン フラ (店 舗 ・ 人 員 施 策 や 業績 評価 制度 を 含む ) の 刷新 ・ 高 度 化 に 向け た 取組 み 等 を 


通じ て 、 持 続 的 な 収益 力 の 強化 が 進展 し て いる か 。 

信託 業務 に お ける 法令 等 遵守 や リス ク 管 理 の 枠組 み が 、 銀行 業 務 に お ける 枠組 み と 異な 

る 点 が ある こと を 踏ま えつ つ 、 信 託 業 務 各々 の 特性 や リス ク に 応じ た 管理 態勢 が 整備 され 
て いる か 。 


( イ ) 長期 に わた る 金融 緩和 継続 に 伴う リス ク へ の 対応 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


足元 の 内 外 経 済 ・ 金 融 環 境 は 良好 で ある も の の 、 緩 和 的 な 金融 環境 の 下 、 市 場 で は リス ク 


性 資産 価格 の 上 昇 や リス ク 選 好 の 高まり も 見 られ て いる (図表 息 -4-(3)-3、4) 。 低 金 利 環境 
下 に お ける 過度 な 収益 追求 行動 が リス ク の 蓄積 に つなが る こと を 踏ま え を 、 ク レジ ッ ト サ イク ル の 
転換 を 見 据え た 対応 が 重要 で ある 。 


100 
10/10 11/10 12/10 13/10 14/10 15/10 16/10 17/10 





図表 息 -4-(3)-3 オフ ィ ス 価格 の 動向 図表 町 -4-(3)-4 米国 クレ ジッ ト 市 場 の 動向 


(⑯ 
ーー 東京 50 
BBB 社 債 比率 
ax ニュ ー ヨ ー ク 社債 比率 


= ロン ドン 





( 注 1) 米国 内 で 発行 され た 米ドル 建 社債 が 対象 
( 注 ) 2010 年 10 月 1 日 =100 と し て 指数 化 ( 注 2) BBB 社債 比率 は BBB 社債 残高 投資 適格 債 残高 (時 価 ペ ー ス ) 。 
(資料 ) 一 般 財 団 法 人 日 本 不動 産 研究 所 より 金融 庁 作成 。 (資料 ) Thomson Reuters より 金融 庁 作成 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て 、 以下 の 点 が 認め られ た 。 

・ 融資 規律 の 聞 緩 と 者 えら れる 事案 が 見 られ 、 適 切な 与信 運営 に 課題 が ある 。 

・ 将来 の 信用 リス ク 増 大 が 懸念 され る ポー ト フ ォ リ オ に つい て 、 先 行き を 見 据え 予想 損失 に 
基づく 引当 が 検討 され て いる 。 

・ グ ロー バル に は 米 欧 を 中 心 に レバ レッ ジ ド ・ ロ ー ン の コ ベ ナ ント ・ ラ イト 案件 が 増加 し て いる 
中 で 、3 メ ガバ ンク グル ー プ で は 慎重 な 取組 み が 行 われ て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


大 手 銀行 グル ー プ と の 間 で 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 し 対話 する 。 

・ 融資 規律 の 維持 に 向け た 取組 み が 進展 し て いる か 。 

・ 国 内 外 の クレ ジッ ト サ イ クル の 転換 を 見 据え た 対応 が 適切 に と られ て いる か 。 

・ その 他 、 低 金利 環境 下 に お ける 過度 な 収益 追求 行動 に 伴う リス ク に 対し 、 第 1 線 、 第 2 線 、 
第 3 線 そ れ ぞ れ に よる 牽制 が 適切 に 行わ れ て いる か 。 


( ウ ) グロ ー バ ル な 経済 ・ 市 場 環境 の 急激 な 変化 へ の 対応 
a) 機動 的 な ポー ト フ ォ リ オ 運 営 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


海外 与信 先 は 優良 先 が 中 心 で ある も の の 、 世 界 的 な 信用 拡大 と 同様 に 海外 与信 先 の 債務 も 
拡大 し て いる 。 通商 問題 の 動向 や 、 米 国 の 政策 金利 引上げ 、 英 国 の 欧州 連合 (EU) 離脱 問題 
等 が 世界 経済 や 金融 市 場 に 与え る 影響 に 留意 が 必要 で あり 、 実 際 に 、 中 国 等 の 新興 国 で は 、 
本 年 2 月 以降 、 米 金利 上 昇 や ドル 高 、 貿 易 摩擦 懸念 等 か ら 株 価 下 落 や 通貨 安 が 進み 、 資 金 流 
出 の リス ク も 生じ て いる (図表 息 -4-(3)-5、 6) 。 経済 ・ 市 場 環境 の 不透明 性 が 昨年 以上 に 高 
まっ て お り 、 環 境 変化 に 応じ た 機動 釣 な ポー ト フ ォ リ オ 運 営 に 向け た 態勢 を 整備 する こと が 重 
要 で ある 。 
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300 


200 


図表 相 -4-(3)-5 新興 国 市 場 へ の 資金 フロ ー 図表 町 -4-(3)-6 新興 国 通貨 の 動向 


( 億 ドル ) 


= 南ア ラン ド 
ーー インドネシア ルピア 
=ーー ト ルコ リラ 

= テー アル ゼン チン ペソ 











-300 
17/1 17/4 17/7 17/10 18/1 18/4 30 
( 注 1) 株 式 は 、 韓 国 、 合 湾 、 フ ィ リピ ン 、 タ イ 、 マ レー シア 、 イ ンド ネシア ァ 、 イ ンド 、 7 ーー 174 177 0 170 1 4 197 
MR 8 本国 2 ( 注 1) 各 通貨 の 対 ドル レー ト を 、 昨 年 1 月 1 日 =100 と し て 指数 化 。 
イン ド 、 ト ルコ 、 南 アフ リカ 、 メ キシ コ の 合計 。 ( 注 2) 数値 が 大 きい ほど 、 現 地 通貨 高 * ド ル 安 。 
( 注 2) 株 式 、 債 券 共に 後方 4 週間 の 合計 値 。 (資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 





(資料 ) 各 国 証券 取引 所 、Bloomberg より 金融 庁 作成 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て 、 以下 の 点 が 認め られ た 。 

・ 外 部 環境 変化 に 応じ て 機動 的 に エク スポ ー ジ ャ ー の 管理 を 行う クレ ジッ ト ・ ポ ー ト フォ リオ ・ 
マネ ジメント (CPM) 態勢 の 整備 や 、 業 種 集中 リス ク 管 理 に つい て 、 進 展 が 見 られ る 。 

・ 一定 の 環境 変化 を 想定 し た スト レス テス ト を 市 場 動 向 等 に 応じ て 機動 的 に 実施 し 、 リ スク が 
顕在 化し た 場合 の 収益 影響 に 関す る 議論 を 通じ 戦略 の 見 直し 等 に 活用 する 取組 み に 進 展 
が 見 られ る 。 他方 で 、 深度 ある 議論 を 行う た め の 蓋 然 性 の 高い リス クシ ナリ オ の 設定 や 地 
域 別 等 の 粒度 が 高い 結果 を 得る 態勢 の 整備 に 課題 を 抱え て お り 、 高 度 化 の 余地 が ある 。 

・ 経 営 レ ベル で の RAF の 議論 を 促す た め 、 ス トレ ステ スト 結果 を RAF に 活用 する 取組 み が 進 
め ら れ て いる も の の 、 リ スク の 変化 に 応じ た 実効 性 ある 議論 を 促す た め の リ スク ・ ア ベタ イト 
指標 の 設定 等 に 課題 を 抱え て お り 、 高 度 化 の 余地 が ある 。 

・ 資本 ・ 外 貨 流動 性 の 制約 等 を 踏ま え 、 資 産 回 転 型 ビ ジネス へ の 取組 み を 強化 し て お り 、 こ う 
し た 注力 分 野 の 取組 み に 対応 し た リス ク 管 理 の 高度 化 の 余地 が ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


大 手 銀行 グル ー プ と の 間 で 、 特に 以下 の 点 に 着眼 し 対話 する 。 

・ 経営 上 重大 な 影響 び が ある リス ク ( ト ッ プ リス ク ) を 経営 陣 や 取締 役 が 常に 共有 し 、 経 済 ・ 市 場 
環境 等 の 変化 に 対し て 適切 な 対応 が と られ て いる か 。 

・ 海外 業務 の 強化 ・ 拡 大 を 踏ま え 、 機 動 的 な ポー ト フ ォ リ オ 運 営 に 向け た 態勢 が 整備 され て 
いる か 。 特 に 、 集 中 業種 等 の 与信 集中 管理 、 環境 変化 に 応じ た 機動 的 な スト レス テス ト の 
実施 と それ を 踏ま えた 業務 戦略 の 見 直し や 、CPM 態勢 が 整備 され て いる か 。 

・ 資産 回 転 型 ビ ジネス の 強化 を 進め る 中 、 引受 審査 や 期中 管理 を 含む リス ク 管 理 態 勢 や 販 
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売 先 の 確保 等 、 潜 在 す る リス ク に 応じ た 態勢 が 整備 され て いる か 。 
b) 外貨 流動 性 管理 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


地場 銀行 と 比 し て 預金 基盤 が 脆弱 な た め 、 外 貨 資金 は 市 場 性 調達 に 依存 する 状況 に あり 、 
安定 的 な 調達 に 向け た 取組 み と 流動 性 管理 の 高度 化 が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て 、 以 下 の 点 が 認め られ た 。 

・ 顧客 預金 の 増強 に より 預 貸 の 差 は 縮小 傾向 に あり 、 市 場 性 調達 の うち 円 投 を 中 長期 中 心 
に 取り 組む 等 、 外貨 調達 構造 の 安定 化 に 向け た 取組 み が 見 られ る (図表 由 -4-(3)-7) 。 
他方 で 、 足 元 で は 外貨 建 預 金 の 伸び 率 は 鈍化 し 、 市 場 調達 に 一 定 程度 依存 し て いる 構造 
に 変わ り は な く 、 高度 化 の 余地 が ある (図表 想 -4-(3) -8) 。 

・ 流動 性 スト レス テス ト に お いて 、 預金 者 行動 把握 (預金 粘着 性 ) の 精 統 化 や 、 コ ン テ ィ ン ジェ 
ン シ ー・ フ ァ ン デン グ ・ プ ラン を 中 銀 支 援 に 依存 し な い 対 応 に 厳格 化す る 等 、 流 動 性 管理 の 
高度 化 が 見 られ る 。 











図表 相 -4-(3)-7 図表 打 -4-(3)-8 
3 メガ バン ク の 海外 貸出 金 と 外貨 建 預 金 の 推移 3 メガ バン ク の 外貨 預金 の 伸び 率 の 推移 
(9%) 
( 兆 円 ) = 貸出 ( 左 軸 ) ( 兆 円 ) 25 
90 r ロー 預金 ( 左 軸 ) 20 
80 『 一 一 預 貸 ギ ャ ッ プ ( 右 軸 ) 18 20 
0 14 15 
12 
50 
10 10 
40 
8 
30 8 5 
20 4 
0 
に に 2 12 13 14 15 16 17 
0 に EE EE 5 | o 3 メガ バン ク (年 度 ) 
11 12 13 14 15 16 17( 年 度 ) 
( 注 ) 貸 出 は 、 各 社 の 国際 業務 部 門 の 貸出 金 。 預金 は 、 各 社 の 国際 業務 部 門 ( 注 ) 各 社 の 国際 業務 部 門 の 預金 。 
の 預金 (資料 ) 各 社 公表 資料 より 金融 店 作成 。 


(資料 ) 各 社 公表 資料 より 金融 庁 作成 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


大 手 銀行 グル ー プ と の 間 で 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 し 対話 する 。 

・ 海外 業務 の 拡大 を 踏ま そえ 、 マ イナ ー 通 貨 を 含む 外貨 の 安定 的 な 調達 を 確保 する 態勢 が 整 
備 さ れ て いる か 。 特 に 、 粘 着 性 の 高い 預金 を 含む 安定 的 な 外貨 調達 手段 の 確保 を 進め て 
いる か 。 

・ 流動 性 スト レス テス ト を 含め 、 外 貨 流動 性 管理 の 高度 化 を 進め て いる か 。 

・ リス ク ・ リ ター ン を 意識 し て 外貨 バラ ンス シー ト が 運営 され て いる か 。 


c) 政策 保有 株 式 の 着実 な 縮減 に 向け た 取組 み 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
3 メガ バン ク グ ルー プ は 、 米 欧 主 要 銀 行 と 比べ 、 保 有 株 式 の 自己 資本 に 対す る 比率 が 高く 、 
株 価 下 落 時 の 自己 資本 比率 に 及ぼ す 影 響 が 大 きい た め 、 政 策 保有 株 式 の 縮減 が 重要 で ある 


(図表 息 -4-(3)-9)。 


図表 衛 -4-(3)-9 3 メガ バン ク グ ルー プ と 米 欧 主要 銀行 の 自己 資本 に 占め る 政策 株 式 保有 比率 の 比較 






























60% ェ 
MHFG 48.2% 
50% [ SMFG 40.7% 
MUFG 40.7% 
40% 上 
株 ※ 円 の 大 き さ : 政策 保有 株 式 残高 
式 
に 3 30% | (時 価 ペ ベー ス ) 
比 Societe Generale 33.5% 
率 
20% | BNPParibas 18.7% 
10% Wells Fargo 0.4% 
6 上 
UniCredit 4.6% に 
de Santander 6.5% Citi 0.1% Bank of America 0.01% 
HSBC3.1% へ / JP Morgan 0.3% 
0% | RBS0.9% 寺 Deutsche Bank 1.8% a 3 a 
0 5 10 』 20 


CET1 資 本 ( 兆 円 ) 
( 注 1) 株 式 保有 比率 三 株 式 保有 残高 (時 価 )ーCET1 資本 (普通 株 式 等 Tier1 資本 ) 
( 注 2)3 メ ガバ ンク グル ー プ は 、 本 年 3 月 末 時 点 、 欧 州 主 要 銀 行 は 昨年 12 月 末 時 点 。 
(資料 ) 各 社 公表 資料 より 金融 店 作成 。 
また 、 政 策 保有 株 式 の 縮減 は 、 銀 行 の 財務 の 健全 性 の 観点 の みな ら ず 、 我が国 の コー ポレ 
ー ト ・ ガ バナ ンス 改革 の 観点 か ら も 重要 で ある 。 
な お 、3 メ ガバ ンク グル ー プ は 、2015 年 11 月 に 政策 保有 株 式 を 3 て 5 年 程度 で 約 3 割 削減 す 
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る こと を 内 容 と する 当面 の 削減 目標 を 公表 し て いる 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


3 メガ バン ク グ ルー プ に つい て 、 以下 の 点 が 認め られ た 。 
・ 昨 年 度 に お いて 、 合 計 で 約 4.462 億 円 (取得 原価 ベー ス ) の 政策 保有 株 式 を 縮減 する 等 、 
取組 み は 着 実に 進ん で いる “"。 他方 で 、 更 な る 削減 は 難度 を 増し て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
大 手 銀行 グル ー プ と の 間 で 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 し 対話 する 。 
・ スト レス 時 に お いて も 金融 仲介 機能 を 十分 に 発揮 で きる よう 、 売 却 の 必要 性 に つい て 顧客 
企業 と の 対話 に 一 層 努 め る “等 、 政 策 保 有 株 式 の 縮減 に 向け た 対応 が 適切 に 行わ れ て い 
る か 。 
・ コーポ レー ト ・ ガ バナ ンス ・ コ ー ド 改訂 の 趣旨 も 踏ま え 、 保 有 の 合理 性 検証 基準 の 妥当 性 や 
議決 権 行使 の 適切 性 に つい て 、 取 締 役 会 を 含め た 議論 が 行わ れ て いる か 。 
(4) その 他 の 金融 業態 
① 大 手 銀行 ・ 地 域 銀行 以外 の 銀行 等 " 
( ア ) 他 業 態 か ら の 参入 や 関与 の 強化 の 動き に 伴う 銀行 の 適切 な 業務 運営 の 確保 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に 伴い 、 他 業態 か ら の 銀行 業 へ の 参入 や 関与 の 強化 の 動き が 
ある 中 、 イノベーション が 阻害 され な いよ う 配 慮 し つつ 、 銀 行 業 と し て 独立 し た ビジ ネス モデ ル 
の 構築 や グル ー プ 内 の 他 の 事業 リス ク か ら の 遮断 、 個 人 情報 の 適切 な 取扱 い 等 の 利用 者 保 
護 等 を 適切 に 確保 し て いく 必要 が ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


他 業 態 か ら の 銀行 業 免許 の 申請 を 受け 、 銀行 法 令 に 基づき 審査 を 実施 し 、 免許 交付 を 行っ 
た 。 ま た 、 他 業態 か ら の 出資 に 伴う 既存 の ビジ ネス モデ ル の 変更 を 行う 銀行 に 対し て は 、 監 督 









































“ 2015 年 度 実績 : 約 2, 510 億 円 、2016 年 度 実績 : 約 4, 162 億 円 。 
79 本 年 6 月 に 改訂 され た コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス ・ コ ー ド に お いて も ゃ も 、 補 充 原 則 1 一 4① で 、「 上 場 
会 社 は 、 自 社 の 株 式 を 政策 保有 株 式 と し て 保有 し て いる 会 社 (政策 保有 株 主 ) か ら そ の 株 式 の 売却 等 
の 意向 が 示さ れ た 場合 に は 、 取 引 の 縮減 を 示唆 する こと 等 に より 、 売 却 等 を 妨げ る べき で は な い 」 旨 
記載 が あり 、 顧 客 企業 側 の 理解 促進 が 期待 され る 。 

30 これ ら の 銀行 に 対す る モニ タリ ング に つい て は 、 想 - 4 - (3) を 参照 。 
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指針 に 基づき 業務 の 適切 性 の 検証 を 行っ た 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

他 業態 か ら の 参入 等 に 際 し 、 銀 行 業 と し て 独立 し た ビジ ネス モデ ル の 構築 や グル ー プ 内 
の 他 の 事業 リス ク か ら の 遮断 、 個 人 情報 の 適切 な 取扱 い 等 の 利用 者 保護 等 が 適切 に 確保 
され て いる か に つい て 確認 する 。 

( イ ) 電子 決済 代行 業者 等 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 

顧客 の 委託 を 受け て 、 決 済 指図 伝達 サー ビス や 口座 情報 取得 サー ビス を 行う 業者 に つい て 
は 、 昨 年 の 銀行 法 改正 に より 、 電子 決済 等 代行 業者 と し て の 登録 が 必要 と な っ た 。 電子 決済 
等 代行 業者 の 業務 運営 に 当たっ て は 、 誤 送金 ・ 顧 客 情報 漏洩 等 の 新た な リス ク へ の 対応 が 課 
題 と な っ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


本 年 3 月 9 日 、 登 録 審査 時 の 着眼 点 と し て 、「 電 子 決済 等 代行 業者 の 登録 申請 時 の 留意 事 
項 」 を 公表 し 、 本 年 6 月 1 日 か ら 登録 客 査 の 受付 を 開始 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


電子 決済 等 代行 業者 の 登録 審査 に あたり 、 イノ ベー ショ ン を 阻害 し な いよ う 配 慮 し つつ 、 特 
に 、 個 人 情報 の 漏洩 、 誤 送金 に 関わ る シス テム 管理 態勢 に 着眼 し て 審査 を 実施 する 。 


② 保険 会 社 等 
( ア ) 保険 会 社 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
保険 会 社 に お ける 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 は 、 保 険 募集 か ら 保険 金 等 の 支払 いま で の 保険 
会 社 と し て の 基本 機能 の 品質 を 確保 し た 上 で 、 顧 客 ニ ー ズ 等 に 相応 し い 商品 ・ サ ービス の 開発 、 
情報 提供 、 販 売 ・ 推 奨 等 を 通じ て 、 顧 客 の 最善 の 利益 の 追求 を 図る こと で ある 。 
保険 会 社 か ら 提供 され る 商品 等 の 内 容 が 顧客 本 位 と いえ る か 否 か は 、 あ くま で 顧客 の 判断 


に よる も の で ある が 、 そ の 前 提 と し て 、 保 険 会 社 に お いて は 、 商 品 の 「 見 える 化 」 等 に 取り 組む 
等 、 顧 客 が 自ら の ニー ズ に 適っ た 適切 な 選択 を な し 得る 環境 を 整備 する こと が 重要 で ある 。 
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また 、 低 金利 環境 の 継続 等 に より 収益 環境 が 上 茂 し さ を 増す 中 、 経 済 の グロ ー バ ル 化 等 に よ 
る 内 外 経 済 ・ 市 場 の 変動 や 、 世 界 的 な 自然 災害 の 激甚 化 、 サ イ バ ー 攻 撃 に よる 被害 等 の 新た 
な 保険 引受 リス ク の 出現 等 、 保 険 会 社 を 取り 巻く リス ク の 変化 が 加速 し て お り 、 保 険 会 社 に お 
いて は 、 こ うし た 変化 に 対応 し た リス ク 管 理 態 勢 や 資産 運用 態勢 を 構築 する こと が 重要 で ある 。 

こう し た 環境 変化 を 背景 に 、 経 済 価値 ペース の 資産 ・ 負 債 評価 の 考え 方 を 取り 入れ た 保険 
監督 の 議論 が 国際 的 に 進展 し て お り 、 金融 庁 に お いて も 、 モ ニタ リン グ の 強化 が 求め られ て い 
る 。 


さら に 、 我 が 国 の 生産 年 齢 人 口 の 減少 等 に より 、 国内 保険 市 場 の 縮小 の 可能 性 が ある 中 、 
収入 保険 料 の 量 的 拡大 を 前 提 と する ビジ ネス モデ ル は 、 全体 と し て は 持続 で き な い 可能 性 が 
ある (図表 臣 -4-(4)-1) 。 他方 で 、 長 寿 化 に よる 医療 ・ 介 護 負担 や 老後 の 生活 資金 の 増加 、 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン や 自動 運転 技術 の 進展 に よる 新た な リス ク の 出現 等 に 伴い 、 新 た な 保険 
ニー ズ が 出現 する 可能 性 が あり 、 こ うし た 経営 環境 の 変化 に 対応 し て いく こと は 、 経 営 上 の 重 
要 な 課題 で ある 。 


こう し た 諸 課 題 へ の 対応 に 当たっ て は 、 経 営 全般 に つい て 、 ガ バナ ンス が 有効 に 機能 する こ 
と が 重要 で ある 。 


図表 所 -4-(4)-1 我が国 の 人 口 と 新 契 約 件 数 (生保 (個人 保険 )) の 推移 
(98 年 =100) ( 千 人 ) 
推計 


NN ルル | 
= きき 総 人 口 ( 右 軸 ) 


mm 生産 年 齢 人 口 ( 右 軸 ) 
| 新 契約 件 数 ( 左 軸 ) 
川 ーー 近 1 
OH N NN DDN NT NDT NN TN 0 
98 05 10 15 20 25 30 35 40 45 
( 注 1) 総 人 口 及び 生産 年 齢 人 口 は 、 各 年 度 10 月 1 日 時 点 。 (年 度 ) 
( 注 2) 新 契約 件 数 (生保 (個人 保険 )) は 、 日 本 生命 、 第 一 生命 、 明治 安田 生命 、 
住友 生命 、 太 陽 生命 、 三 井 生命 、 朝 日 生命 及び 富国 生命 の 合算 値 。 

(資料 ) 総務 省 統 計 局 、 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問 題 研究 所 、 保険 研究 所 より 金融 庁 作成 。 
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a) 顧客 本 位 の 業務 運営 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
長寿 化 に 伴う 退職 後 の 生活 資金 確保 が 国民 共通 の 課題 と な る 中 、 生 命 保険 商品 に お いて 
も 、 資 産 形成 を 主たる 目的 と する 貯蓄 性 保険 の 商品 提供 が 行わ れ て お り 、 顧 客 が 自ら の リス ク 


許容 度 や ライ フ プ ラン に 応じ 、 様 々 な 金融 商品 か ら 適切 に 選択 で きる 環境 整備 の 重要 性 が 高 
まっ て いる 。 
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こう し た 生命 保険 商品 の 選択 に お いて は 、 商 品 固有 の 特性 "・ リ スク を 十分 に 理解 する 必要 
が ある 。 

例え ば 、 定 額 個 人 年 金 保険 は 、 特 に 元 本 保証 を 重視 する 顧客 向け に 、 超 長期 の 利回り 保証 
と いう メリ ッ ト を 提供 する 一 方 、 中 途 解約 時 の 元 本 割れ 等 に よっ て 顧客 に と っ て の 資産 流動 性 
の 制約 と な る ほか 、 現在 の 低 金 利 環境 を 前 提 と し た 場合 、 低 水準 の 利回り 固定 に より 、 資 産 形 
成 商品 と し て の メリ ッ ト は 低下 する 。 

また 、 こ うし た 商品 の 契約 通貨 を 外貨 と する こと に より 、 利回り を 向上 させ る こと が で きる が 、 
この 場合 に お いて も 、 資 産 流動 性 の 制約 は 残り 、 加 えて 為替 リス ク も 有する こと と な る (図表 息 
-4-(4)-2) 。 


図表 町 -4-(4)-2 定額 個人 年 金 保険 の 返戻 率 の 推移 





(%) 返戻 率 の 推移 (円 建 ) 。、(%) 返戻 率 の 推移 (外貨 建 ) 
160 1 
140 140 
120 120 
100 100 
80 80 
60 60 
40 40 
5 10 15 20 25 30 9 や 25 30 
ーー 一 返戻 率 平均 ” 一 一 返戻 率 平均 (年 ) 一 返戻 率 平均 ー ョ ー 返戻 率 平均 一 一 返戻 率 平均 (年 ) 
(現行 商品 ) (2003 年 当時 の 販売 商品 ) (為替 レー ト 一 定 ) (円 高 時 ) (円 安 時 ) 
( 注 1) 前 提 条 件 :30 歳男 性 が 平準 払 で 30 年 間 払 込 を 行う 場合 の 返戻 率 ( 注 1) 前 提 条 件 は 、 同 左 。 
(一 解約 返戻 金 了 払込 保険 料 果 計 額 ) の 推移 。 ( 注 2) 平準 払 外貨 建 ( 豪 ドル ) 個 人 年 金 保険 (2 商品 。 予定 利率 又は 積立 
( 注 2) 平準 払 定額 個人 年 金 保険 (2003 年 当時 販売 商品 (3 商品 。 予定 利率 ( 平 利率 (平均 )2.75%) で 試算 (いずれ の 商品 も 無配 当 ) 。 
均 )1.60%) 及び 現行 商品 (4 商品 。 同 0.74%)) で 試算 (配当 は 考慮 せ ず ) 。 ( 注 3 為替 レー ト に つい て は 、 保 険 料 払込 時 は 変動 し な いも の と し 、 解 約 
( 注 3) 一 部 の 商品 に つい て は 解約 返戻 金 の 上 限 が 払込 保険 料 果 計 額 と な る 返戻 金 受取 時 に も 変動 し な い 場 合 、 及 び 上 下 に それ ぞ れ 20% 変 動 
(年 金原 資 額 は これ を 上 回 る 積立 が 行わ れる ) 。 する 場合 の 3 通り を 試算 。 
(資料 ) 金 融 庁 


な お 、 こ うし た 超 長期 で 金利 を 固定 する 商品 は 、 保 険 会 社 と し て も 大 き な 人 金利 リス ク を 負担 す 
る こと に な る た め 、 保 険 会 社 の 中 に は 、 変 額 個 人 年 金 保険 を 主力 と する 会 社 も ある 。 同 保険 は 、 
投資 信託 の よう な 運用 機能 と 保険 の 機能 を 組み 合わ せ た 年 金 商品 で ある 。 その 際 、 運 用 に 関 
する コス ト に 加え て 、 死 亡 保険 金 の 保障 や 年 金原 資 等 の 最低 保証 機能 ” (以下 「 最 低 保証 機 
能 」 と いう 。 ) が ある 場合 は これ に 関す る コス ト が か か る た め 、 こ の 分 だ け 、 同様 の ポー ト フ ォ リ 
オ で 市 場 運 用 し た 場合 と 比較 し て トー タル リタ ー ン が 抑制 され る 。 

他方 、 最 低 保証 機能 の 効果 を 考慮 し て 見 れ ば 、 ユ ニッ ト プ ラ イス (契約 者 の 持分 1 単位 あ た 
り の 価額 を 示す 指数 ) の 変動 率 が 抑制 され る こと に より 、 リ スク は 軽減 され る 。 

こう し た 状況 を 、 投資 信託 及び 変 額 個人 年 金 保険 の うち 、 販 売 量 の 多い 一 部 商品 を 対象 に 、 
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金 か ら 控 除 す る の が 一 般 的 に な っ て いる 。 


1 





長期 間 で の 契約 が 前 提 と な っ て お り 、 販 売 時 に か か っ た 保険 会 社 の コス ト を 中 途 解約 時 に 解約 返戻 












































8z 最低 保証 機能 と は 、 運 用 成果 が 低調 と な っ た 場合 で も 、 死 亡 時 や 年 金 受取 開始 時 に 契約 時 に 支払 っ 
た 一 時 払 保険 料 相 当 額 等 を 保険 会 社 が 保証 する も の で ある 。 た だ し 、 最 低 保 証 機能 は 中 途 解約 時 の 解 
約 返戻 金 を 保証 する も の で な いこ と か ら 、 投 資 信託 と 同様 、 解 約 時 の 元 本 明 損 リス ク に 留意 する 必要 
が ある 。 
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投資 信託 の 基準 価額 と 変 額 個 人 年 金 保険 の ユニ ッ ト プ ライ ス を 基 に 分 析 し た 。 

図表 札 -4-(4)-3( 左 図 ) は 、 最 低 保証 機能 の 効果 を 考慮 し な い 場合 (中 途 解 約 し た 場合 ) 
の も の で ある が 、 変 額 個 人 年 金 保険 の 分 布 は 、 分 析 対 象 と し た 投資 信託 に 比べ て 、 ト ー タ ルリ 
ター ン が 低調 と な る 傾向 が 見 られ る 。 これ に 最低 保証 機能 の 効果 を 考慮 し た 場合 (年 金 受取 開 
始 時 まで 保有 し た 場合 ) が 図表 札 -4-(4)-3( 右 図 ) で ある が 、 変 額 個 人 年 金 保険 の 分 布 は 左 
図 に 比べ て 、 お お むね 左 方 に 移動 し 、 リ スク が 軽減 する 傾向 が 見 られ る 。 

この よう に 、 変 額 個人 年 金 保険 は 、 投 資 信託 と 類似 の 機能 を 持つ 商品 で は ある が 、 異な る リ 
スク 及び リタ ー ン の 特性 を 有 し て いる こと が 見 て と れる 。 


図表 芽 -4-(4)-3 リス ク ・ ト ー タ ルリ ター ン 分 析 


最低 保証 機能 の 効果 考慮 な し (中 途 人 解約 時 ) 最低 保証 機能 の 効果 考慮 あり (年 金 受取 開始 時 ) 
14% 
4 年 
12% 
し ロー 
10% > 
| 時 レ て 
タ 8% ya 
ル 画 ン 
リ 6% ン 
1 4% a x ce : (参考 外貨 建 個人 年 金 保険 (米ドル 建 ) 
ンド + 日 9 
2% EF BB PS の 
a (参考 ) 外 貨 建 個人 年 金 保険 ( 齋 ド ル 建 





% 2% 4% 6% 8% 10% 。 12% 14% 16% 18% 


リス ク リス ク 
⑯ 容 産 複合 型 変 額 個人 年 金 保険 (国内 債券 中 心 ) 〇 資産 複合 弄 変 額 信人 年 金 保険 (外国 慎 券 中 心 ) 
全 、〔 外 国 株 式 の み 】 変 額 信人 年 金 (最低 保証 の な い 商 品 還 投資 信託 (資産 複合 ロロ 投資 信託 (国内 株 式 男 投資 信託 (外国 株 式 ) 
回 投資 信託 (国内 債券 印 投資 信託 (外国 依 券 ーー 投資 信託 の 回 帰 直線 


( 注 1) 基 準 日 (2018 年 6 月 末 ) 時 点 で 販売 開始 後 5 年 以上 経過 し て いる 商品 ・ 銘 柄 か ら 、 以下 の も の を 抽出 し 試算 (外貨 建 個 人 年 金 保険 は 残高 加重 平均 し た 値 ) 。 
・ 変 額 個 人 年 金 保険 (一 時 払 ) : 保 険 会 社 8 社 に お いて 、 そ れ ぞ れ 最 も 販売 量 の 多い 1 商品 ( 計 8 商 品 ) 
・ 投 資 信託 : 資 産 クラ ス ( 国 内 株 式 、 国内 債券 、 外 国 株 式 、 外国 債券 、 資 産 複 合 ) ご と に 純資産 残高 上 位 5 位 以 内 の イン デック ス 型 投信 5 銘柄 ( 計 25 銘柄 ) 
・ 外 貨 建 個人 年 金 保険 (一 時 払 ) : 保 険 会 社 4 社 に お いて 、 そ れ ぞ れ 最 も 販売 量 の 多い 米ドル ・ 豪 ドル 建 各 1 商 品 ( 計 8 商 品 ) 

( 注 2) リ スク は 、 ユ ニッ ト プ ラ イス また は 基準 価額 の 過去 5 年 間 の 月 次 リタ ー ン (外貨 建 個 人 年 金 保険 は 円 換算 後 ) の 標準 偏差 (年 率 換算 )。 トータル リタ ー ン は 、 過 
去 5 年 間 の トー タル リタ ー ン (年 率 換算 (外貨 建 個 人 年 金 保険 は 円 換算 後 ))。 な お 、 変 額 個 人 年 金 保険 に つい て 最低 保証 を 考慮 する 際 は 、 リ スク を 軽減 する 
よう 反映 する と と も に 、 保証 部 分 を トー タル リタ ー ン に 反映 。 

(資料 ) 金 融 店 
























































以上 の よう に 、 個 人 年 金 保険 の よう な 貯蓄 性 保険 の 販売 に 当たっ て は 、 こ うし た 商品 固有 の 
特性 ・ リ スク や 、 上 記 分 析 に は 反映 され て いな い 保 険 本 来 の 保障 サー ビス 部 分 の 受益 等 も 含 
め て 、 商 品 が 自ら の ニー ズ に 合致 し て いる か 顧客 に 理解 され る こと が 重要 で ある 。 


また 、 金 融 機関 代理 店 に お いて 、 投 資 信託 等 と 並び 販売 され て いる 財 蓄 性 保険 、 特 に 現在 
販売 額 が 増加 傾向 に ある 外貨 建 保険 に つい て 、 各 保険 会 社 の 顧客 本 位 の 業務 運営 方 針 に 基 
づく < 業務 実態 を モニ タリ ング し た 結果 、 以 下 の よ うに 商品 内 容 の 情報 提供 が 分 か りや すく 行わ 
れ て いな いこ と を 確認 し た 。 
・ 保険 加入 時 の 重要 な 判断 材料 と な る 為替 変動 等 の 各種 リス ク 、 運 用 利回り や コス ト 等 の 記 
載 が 募集 資料 上 点 在 する な ど 分 か り に くく 、 為 替 変動 に よる 元 本 割れ 等 に か か る 苦情 も 発 
生 し て いる “。 























3 昨年 12 月 に 国民 生活 セン ター より 外貨 建 保 険 に か か る トラ ブル 事例 が 公表 され て いる 。 
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・ 定額 の 外貨 建 保険 等 の 「 積 立 利率 "」 は 、 定 義 が 商品 に よっ て 異な る "も の の 、 募 集 資料 で 
その 定義 を 明確 に 説明 し て いる 社 は ほとん ど な い 。 し た が っ て 、 こ れ を 顧客 が 実質 的 な 利 
回 り "と 誤認 し て いる お それ も ある 。 

モニ タリ ング 結果 を 踏ま え 、 生 命 保険 協会 で は 、 募 集 資料 に か か る ガイ ドラ イン を 改定 し 、 今 
後 は 、 改 定 後 の ガ イド ライ ン を 踏ま えて 、 各 社 が 顧客 に と っ て 分 か りや すい 募集 資料 に 改訂 し 、 
金融 機関 代理 店 等 に お いて 、 適 切な 情報 提供 ・ 募 集 が 行わ れる こと が 重要 で ある 。 


他方 、 主 に 生命 保険 会 社 に お いて は 、 乗 合 代理 店 に お ける 比較 推奨 に 偽り が 生じ な いよ う 、 
代理 店 に 支払 う 代 理 店 手数 料 (募集 手数 料 及び イン セン ティ ブ 報 酬 ") を 、 代 理 店 の 役務 や サ 
ービス の 質 を 的 確 に 反映 し 、 顧 客 に 適切 に 説明 で きる 合理 的 な も の と し て いく こと も 重要 "で あ 
る 。 こ うし た 中 、 生命 保険 会 社 の 中 に は 、 代 理 店 の 業務 品質 に つい て 評価 を 行い 代理 店 手数 
料 に 反映 する 等 の 取組 み を 進め て いる 保険 会 社 や 、 さ ら に は 手数 料 見 直し の 方 向 性 に つい て 
顧客 に 分 か りや すい 内 容 で の 公表 や 代理 店 手数 料 の 開示 に 向け た 検討 を 行っ て いる 保険 会 
社 も ある 。 

一 方 、 各 社 に お ける 認識 や 対応 に は バラ ツキ が あり 、 必 ず し も 十分 な 取組 み が 行 われ て い 
な い 保 険 会 社 も 認め られ た 。 な お 、 前 向き に 取り 組ん で いる 保険 会 社 の 中 に お いて も 、 他 社 の 
動向 を 見 つつ 検討 し た いと し て 、 他社 に 先行 し て 代理 店 手数 料 体系 の 見 直し を 行う こと に 中 踏 
する 声 も 聞か れ た 。 


この ほか 、 損 害 保険 会 社 に つい て も 、 代 理 店 手数 料 ポ イン ト 制 度 ? 及 び 乗 合 承認 *" に か か る 
対応 に つい て 実態 把握 を 行っ た 。 そ の 結果 、 例 えば 、 代 理 店 手数 料 の 決定 に 当たり 、 代 理 店 
の 契約 量 や 増収 規模 が 評価 の 中 心 と な っ て いる 等 の 実態 "が 認め られ て お り 、 こ うし た こと を 
踏ま えて 保険 会 社 及び 代理 店 と 意見 交換 を 行っ た 。 












































4 一 時 払 外貨 建 保険 等 に お ける 、 支 払 保険 料 か ら 募 集 手数 料 等 の 契約 初期 費用 を 控除 し た 後 の 積立 金 
等 に 対し て 適用 され る 保証 運用 利回り を いう 。 
⑳ 死亡 保障 額 の 大 き さ (それ に 伴う 保障 コス ト ) や 契約 初期 費用 の 負担 方 法 が 商品 ご と に 異な る 等 、 
交 品 性 は 様々 で ある た め 、 積 立 利率 の 定義 が 商品 に よっ て 異な る 。 
⑳ 支払 保険 料 に 対す る 運用 利回り の こと (投資 信託 に お ける 投資 額 に 対す る 運用 利回り と 同義 )。 積立 
利率 と 実質 的 な 利回り の 双方 を 明示 し て いる 保険 会 社 の 募集 資料 を 確認 し た 結果 、 積 立 利 率 と 実質 的 
な 利回り の 間 に 0. 64~0. 75% ポイ ント の 先 離 が 生じ る 事例 が 見 受け られ た 。 

7 キャン ペー ン 手 数 料 、 ボ ー ナ ス 手 数 料 等 。 
8 イン セン ティ ブ 報 酬 等 に 関す る 課題 の 詳細 に つい て は 、 平 成 28 事務 年 度 金融 レポ ー ト 参照 。 
% 損害 保険 会 社 に お ける 代理 店 手数 料 は 、 所 定 の 商品 別 手数 料率 に 規模 ・} 
の 評価 項目 ご と に 定め られ た 係数 (ポイ ン 等 を 乗じ て 決定 され る 。 

9 保険 会 社 と 代理 店 の 委託 契約 に お いて 、 代 理 店 が 他 の 保険 会 社 と の 乗合 を 行う 場合 、 代 理 店 は 予め 
保険 会 社 の 承認 を 得る 必要 が ある 。 
日 本 損害 保険 協会 と の 意見 交換 会 (昨年 9 月 21 日 ) 等 に お いて 、 人 金融 訂 と し て の 気付 き の 点 (金融 
庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/common/ronten/201709/05. pdf) ) を 伝達 し 、 フ ォ ロ ー 
アッ プ を 実施 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


販売 時 の 分 か りや すい 情報 提供 に つい て 、 貯蓄 性 保険 、 特 に 外貨 建 保険 を 中 心 に 、 各 保険 
会 社 に 募集 資料 の 改善 を 求め る と と も に 、 そ の 状況 を 確認 し 、 ベ スト プラ クティ ス の 共有 を 図る 
こと で 一 層 の 改善 を 促す 等 、 各 社 の 取組 み を フォ ロー アッ プ す る 。 その 際 、EU の PRIIPs 規制 デ 
に お ける KID の よう な 販売 時 の 顧客 に 対す る 情報 提供 方 法 も 参考 と し つつ 、 各 社 と 対話 を 行う 。 

また 、 金 融 機関 代理 店 を 中 心 に 、 そ の 募集 実態 を 把握 し 、 投 資 信託 等 の 他 の 金融 商品 と の 
比較 も 含め 、 顧 客 の 取引 目的 ・ ニ ー ズ や 知識 ・ 経 験 等 を 十分 に 理解 し た 上 で の 適切 な 推奨 ・ 販 
売 等 が 行わ れ て いる か 検証 する 。 


代理 店 手数 料 に つい て は 、 そ の 原資 が 保険 契約 者 負担 の 保険 料 で ある こと も 踏ま え 、 各 社 
は 、 顧 客 に 代理 店 手数 料 の 合理 性 を 適切 に 説明 で きる よう 、 取り 組ん で いく こと が 望ま し い 。 こ 
うし た こと か ら 、 各 保険 会 社 が 各種 の 取組 み に つ いて 前 向き に 取り 組む よう 、 深度 ある 対話 を 
行う 。 


b) 保険 会 社 を 取り 巻く リス ク 等 に 関す る モニ タリ ング 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


地球 温暖 化 に 伴う 気候 変動 等 に より 、 水 害 等 の 自然 災害 の 頻発 化 、 激 甚 化 が 懸念 され る 中 、 
近年 、 海 外 で は 北米 の ハリ ケー ン (2008 年 、 昨 年 ) 、 ニ ュー ジー ラン ド 地 震 、 タ イ の 洪水 (2011 
年 ) 等 の 巨額 損害 が 生じ て お り 、 国内 で も 自然 災害 リス ク に か か る 支払 保険 金 が 高額 と な る 傾 
向 に ある (図表 想 -4-(4)-4) 。 ま た 、 サ イ バ ー 攻 撃 に よる 被害 が 増加 し て いる 中 、 そ の 損害 を 
補償 する 保険 に つい て は 、 損害 デー タ が 乏しい こと 、 攻 撃 手法 の 変化 が 速い こと 等 を 踏ま えた 


図表 相 -4-(4)-4 自然 災害 に よる 火災 保険 金 の 支払 状況 (国内 ) 


( 億 円 ) (除く 地震 災害 ) (件 ) 
000 278,712 300,000 支 
保 L__ た 払 
ーー 件 
は | 4 
1.500 ts 
00 0.000 





( 注 ) 近 年 の 主 な 自然 災害 ・14 年 2 月 雪害 、15 年 8 月 台風 15 号 
(資料 ) 損 害 保険 料率 算出 機構 より 金融 店 作成 。 








92 PRIIPs (Packaged Retai] and Insurance based Investment Products) 規制 と は 、 金 融 商品 間 の 比 
較 可 能 性 を 確保 する た め 、 各 金融 商品 の 主要 な 情報 (リス ク の 程度 、 パ フォ ー マ ン スシ ナリ オ に 基 づ 
く 商品 の パフ ォ ー マ ンス 等 ) を 記載 し た 文書 (KID : Key Information Document) の 作成 ・ 開 示 義務 を 
金融 商品 の 販売 会 社 等 に 課す も の 。 
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保険 引受 リス ク 管理 が 損害 保険 会 社 の 課題 と な っ て いる 。 


生命 保険 会 社 で は 、 国内 に お いて 低 金 利 環境 が 継続 し て いる 中 、 一 部 の 円 建 貯蓄 性 商品 
の 販売 を 抑制 する 動き が ある ほか 、 外 国 社債 等 へ の 投資 を 増加 させ る 動き が 継続 し て いる 。 

最近 で は 、 ド ル 円 の 為替 ヘッ ジコ スト の 上 昇 を 受け 、 海 外 ク レジ ッ ト リ スク を 選好 する 動き や 
超 長 期 国債 投資 を 増加 させ る 動き の ほか 、 ド ル 円 が 円 高 に 向かう 局面 に お いて 、 為 替 リス ク を 
ヘッ ジ せ ず に 投資 する 外国 債券 (オー プン 外債 ) を 積み 増す 方 針 を 掲げ て いる 保険 会 社 も 見 受 
けら れる 。 

な お 、 ス チュ ワー ド シ ッ プ 活 動 の 取組 み に つ いて は 、 大 手 生保 で は 、 昨 年 5 月 の スチ ュ ワ ー ド 
シッ プ ・ コ ー ド 改訂 を 踏ま え 新設 し た 第 三 者 委員 会 等 “で 外部 の 有識者 委員 か ら 意 見 を 聴取 す 
る 等 、 取 組み の 強化 が 見 られ る ほか 、 地 域 経済 へ の 影響 が 大 きい 業種 、 例 えば 、 地 域 銀行 と 
の 対話 を 重視 し て お り 、 対 話 先 の 拡充 を 進め て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


自然 災害 リス ク に つい て は 、 保 険 会 社 の 引受 方 針 や 再 保険 手配 等 に よる リス ク 軽 減 策 等 の 
保険 引受 リス ク 管 理 態勢 に つい て 、 実 態 把握 や 管理 態勢 の 高度 化 に 向け た 対話 を 行う と と も 
に 、 金 融 庁 の モニ タリ ング の 高度 化 に 取り 組む 。 サ イ バ ー リ スク に つい て は 、 商 品 内 容 や 再 保 
険 を 含む 保険 引受 市 場 が 世界 的 に 十分 に 確立 され て いな いこ と か ら 、 こ れ ら の 動向 を 踏ま え 
つつ 、 商 品 内 容 や 適切 な 引受 管理 態勢 の 確立 、 リ スク 評価 手法 の 高度 化 等 に つい て 対話 を 行 
つう 。 


また 、 現行 の ソル ベン シー 規制 で は 十分 に 捉え られ て いな い リ スク も 包括 的 に 考慮 し た 健全 
性 を 把握 する 「 動 的 な 監督 」 に 取り 組む こと が 不可 欠 と な っ て いる た め 、 保 険 会 社 の リス ク 管 理 
の 高度 化 を 促し つつ 、 資 産 ・ 負 債 を 経済 価値 ベー ス で 評価 する 考え 方 を 検査 ・ 監 督 に 取り 入れ 
て いく 。 あわ せ て 、 経 済 価値 ベー ス の ソル ベン シー 規制 に つい て 、 現 下 の 経 済 環境 に お ける 
様々 な 意図 せ ざ る 影響 に も 配 意 し つつ 、 国 際 資 本 基準 ((CS) に 遅れ な い タ イミ ング で の 導入 
念頭 に 、 関係 者 と 広範 な 議論 を 行っ て いく 。 


な お 、 資 産 運 用 に つい て は 、 内 外 経済 ・ 市 場 の 変動 に も 留意 し つつ 、 金 利 ・ 為 替 ・ 株 価 の 変 
動 に よる 市 場 リ スク 等 に つい て 、 保 険 会 社 の 財務 へ の 影響 を 引き 続き 注視 し て いく 。 また 、 自ら 
策定 し た 中 長期 的 な 運用 戦略 に 応じ た 運用 態勢 の 整備 及び 市 場 変動 に 対す る 予兆 管理 、 ス ト 
レス テス ト 等 に 関し 、ERM" の 高度 化 等 を 通じ て リス ク 管 理 熊 勢 の 向上 に 向け た 対話 を 行う 。 あ 
わせ て 、 ス チュ ワー ド シ ッ プ 活 動 に つい て 、 各 社 の 活動 全般 に か か る 取組 状況 を 確認 し 、 投 資 





“スチュワード シッ プ ・ コ ニー ド (改訂 版 ) 指針 2 一 3. 参照 。 
" 「 経 済 価値 ベー ス の 評価 ・ 監 督 手法 の 検討 に 関す る フィ ー ル ド テ スト の 結果 概要 に つい て 」( 昨 年 3 
















































































28 日 ) (7 ペー ジ ) (金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/news/28/hoken/20170328- 














1/01. pdf) )。 
95 Enterprise Risk Management の 略 。 潜 在 的 に 重要 な リス ク を 含め 、 保 険 会 社 の 直面 する リス ク を 総 
体 的 に 捉え 、 保 険 会 社 の 自己 資本 等 と 比較 ・ 対 則 し 、 さ ら に 、 保 険 引受 や や 保険 料率 設定 等 の フロ ー 面 
を 含め て 、 事 業 全体 と し て リス ク を コン トロ ー ル する 、 自 己 管 理 型 の リス ク 管 理 。 
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先 企業 の 持続 的 成長 に 向け 、 投資 先 と の 対話 の 質 の 向上 や 、 議 決 権 行使 結果 の 公表 等 、 更 
な る 充実 を 促す 。 


c) 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 ・ ガ バナ ンス 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


長寿 化 等 の 社会 環境 の 変化 に 対応 し て 、 認 知 症 の 発症 に 備え る 認知 症 保険 や 『、 シ ェ ア リ ン 
グ ビ ジ ネス 事業 者 向け 自動 車 保険 "、 イ ンタ ーネット か ら 加 入 で きる 自転 車 保険 等 の 保険 商品 
が 開発 され て いる 。 また 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン 等 の 進展 に 対応 し て 、 健 康 状態 等 の 計測 結果 
に 基づい て 保険 料 を 割り 引く 保険 、 テ レ マ テ ィ ク ス 技 術 を 用 いた 自動 車 保険 付帯 サー ビス "、 安 
全 運 転 サ ポー ト 車 (サポ カー) 等 の 自動 ブレ ー キ 搭載 車 の 保険 料 を 割り 引く 自動 車 保険 等 が 開 
発 さ れ て いる ほか 、TIT 企 業 と 提携 の 下 、 ス マー ト フ ォ ン アプ リ 上 で 簡易 に 加入 で きる 短期 の 保 
険 が 開発 され る 等 、 他 業態 と の 共同 開発 も 進展 し て いる 。 


ガバ ナン ス に つい て は 、 近 年 、 大 手 保険 会 社 を 中 心 に 海外 進出 が 増加 し て いる "こと を 踏ま 
え 、 各 社 の 海外 事業 の 中 長期 的 な 事業 戦略 の 策定 状況 や 、 海 外 拠点 管理 の 実効 性 等 に つい 
て 実態 把握 を 行っ た 結果 、 経 営 計画 の 中 で 海外 人 材 を 計画 的 に 確保 ・ 育 成す る 人 事 戦略 を 具 
体 的 に 策定 する 等 の 取組 み が 認 め ら れ た 一 方 、 長 期 的 な 将来 像 の 具体 化 や それ に 基づく 人 
材 確保 ・ 育 成 等 、 買 収 後 の 海 外 拠点 管理 に お いて 、 更 な る 取組 み が 求 め ら れる 事例 も 認め ら 
れ た 。 


国内 事業 と リス ク プ ロフ ァイル 等 の 異な る 海外 事業 に お いて 、 安 定 的 な ビジ ネス モデ ル を 確 
立 す る た め に は 、 取締 役 会 が 会 社 の 将来 像 等 を 示し た 上 で 、 具体 的 な 海外 事業 戦略 を 策定 し 
て 新た な リス ク に 対処 する こと や 、 海 外 買 収 拠点 の 重要 な 意思 決定 に 対し て 本 邦 本 社 が 十分 
に 関与 し て いく こと が 重要 で ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


社会 環境 の 変化 等 が 、 各 社 の 事業 展開 や 営業 戦略 、 販売 チャ ネル 等 の ビジ ネス モデ ル に 
与え る 影響 に つい て 、 長 期 的 な 視点 か ら 、 経 営 陣 等 と 幅広 く 対話 を 行う 。 また 、 保険 会 社 が 環 
境 変化 に 対応 し た 商品 ・ サ ービス を 開発 し て いく こと は 、 持続 可 能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に も 
つなが っ て いく も の で ある こと か ら 、 金融 庁 と し て も 、 引 き 続 き 、 保 険 会 社 と の 対話 等 を 通じ て 問 
題 認識 や 好ま し い 取 組 事 例 の 共有 を 図る 等 、 前 向き に 対応 を 行う 。 








% この ほか に 、 長 寿 化 を 踏ま えた 保険 と し て 、 誰 知 症 高齢 者 の 事故 に お いて 、 家 族 等 が 監督 責任 を 問 
われ た 場合 に 備え る 賠償 責任 保険 の ほか 、 介 護 離 職 を 防止 する 観点 か ら 、 家 族 の 介護 費用 等 を 補償 す 
る 商品 (団体 傷害 保険 等 ) が 開発 され て いる 。 
% カー シェ アリ ング 利用 者 等 が 加入 する 自動 車 保険 で 補償 が 不足 し た 場合 に 上 乗せ 補償 を 行う 保険 。 
% 通信 機能 を 搭載 し た ドラ イブ レコー ダー を 通じ て 事故 時 の 対応 や 事故 防止 支援 を 行 う サ ービス 等 。 
9 大 手 生 保 の 保険 料 等 に 占め る 海外 生保 事業 の 割合 は 0.8% (2011 年 度 ) つ 9.5% (昨年 度 )。 大 手 損 
保 の 正味 収入 保険 料 に 占め る 海外 損保 事業 の 割合 は 10. 5% (2011 年 度 ) つ 29.6% (昨年 度 )。 
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経営 全般 に わた る ガバ ナン ス 機 能 に つい て 、 取締役 会 等 が 重要 な 経営 判断 の 過程 に お い 
て 深度 ある 議論 を 行っ て いる か 、 経 営 トッ プ 等 に 対し て 有効 に 牽制 ・ 監 督 機能 を 発揮 し て いる 
か 等 、 ガ バナ ンス の 実効 性 を 確認 し 、 そ の 度合 い に 応 じ て 、 社外 役員 を 含め 、 経 営 陣 等 と 実効 
性 の 向上 に 向け た 対話 を 行う 。 加え て 、 内 部 監査 部 門 が 業務 部 門 に 対し て 有効 に 監視 機能 を 
発揮 し て いる か 等 に つい て 確認 を 行い 、 内 部 監査 の 高度 化 を 促す 。 


( イ ) 少額 短期 保険 業者 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


少額 短期 保険 制度 創設 か ら 12 年 が 経過 し 、 少 額 短期 保険 業者 数 が 大 幅 に 増加 する と と も 
に (図表 息 -4-(4)-5) 、 そ の 規模 や 特性 、 さ ら に は 取扱 商品 も 多様 化し て き て いる 。「 ミ ニ 保 険 」 
と し て 社会 に お ける 認知 も 広がっ て お り 、 顧 客 保護 の 観点 か ら 、 ガ バナ ンス 、 コ ンプ ライ アン ス 、 
財務 の 健全 性 等 に つい て 適切 な 態勢 整備 が 図ら れる こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨年 度 決算 の 集計 を みる と 、 業 者 数 、 契 約 件 数 、 収 入 保険 料 、 当 期 純 利益 の いずれ も 増加 
し て いる が (図表 邊 -4-(4)-6) 、 一 方 で 、 営 業 開始 後 間 も な い 業 者 や 経営 計画 が 未 達 と な っ て 
いる 業者 等 に つい て は 、 注 視 が 必要 な 状況 も 認め られ て お り 、 ガ バナ ンス や コン プラ イア ンス 
に つい て も 態勢 が 十分 な も の と な っ て いな い 事 例 が 発生 し て いる 。 

さら に 、 商 品 審査 に つい て は 、 届 出 件 数 が 急増 し て いる 中 で 、 商 品 内 容 が 多様 化し て お り 、 
より 深度 ある 審査 が 必要 と な っ て いる 。 

また 、 制 度 創設 前 より 共済 事業 を 行っ て いた 者 に 対す る 経過 措置 "に つい て は 、「 少 額 短期 
保険 業者 の 経過 措置 に 関す る 有識者 会 議 」 に お ける 検討 結果 等 を 踏ま え 、 そ の 期限 を 5 年 間 
延長 し 2023 年 3 月 末 ま で と する 「 保 険 業法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 の 一 部 を 改正 する 法律 案 」 
を 昨年 11 月 に 国会 に 提出 し 、 本 年 3 月 に 成立 、4 月 に 施行 され た "。 


図表 息 -4-(4)-5 少額 短期 保険 業者 数 推移 図表 相 -4-(4)-6 本 年 3 月 期 決算 概要 


98 








924 億 円 815 億 円 +13.496 
30 億 円 25 億 円 +20.896 


(資料 ) 金 融 店 (資料 ) 金融 店 

















00 激変 緩和 の た め 引 受 可能 な 保険 金額 上 限 を 規定 、 期 限 は 本 年 3 月 末 ま で と され て いた 。 
あわ せ て 、 経 過 措 置 期間 に お ける 引受 可能 な 保険 金額 の 上 限 を 縮小 する 等 の 「 保 険 業 法 施行 令 の 一 
部 を 改正 する 政令 の 一 部 を 改正 する 政令 」 が 本 年 3 月 に 公布 され 、 4 月 に 施行 され た 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


各 財 務 局 と の 連携 を より 強化 し つつ 、 以下 の 点 を 重点 的 に モニ タリ ング し て いく 。 

・ 業界 全体 の 動向 等 に つい て 深度 ある 分 析 を 行い つつ 、 各 業者 の ガバ ナン ス 、 コ ンプ ライ ア 
ンス 、 財 務 の 健全 性 等 に つい て きめ 細やか な モニ タリ ング を 行う 。 

・ 迅速 な 審査 を 行う 観点 か ら 、 引 き 続 き 、 商品 審査 に 当たっ て の 課題 を 関係 先 と 共有 し 改善 
を 図る ほか 、 審 査 能力 の 向上 の た め 、 審 査 事例 の 共有 等 、 金 融 庁 と 財務 局 と の 一 層 の 連 
携 を 図る 。 

・ 経 過 措置 適用 業者 の 監督 に 当たっ て は 、 本 則 へ の 円 滑 な 移行 の 観点 か ら 、 各 業者 の 経過 
措置 終了 を 見 据え た 検討 状況 に つい て 、 適 時 ・ 適 切 に ヒア リン グ を 行う 。 


③ 金融 商品 取引 業者 等 
( ア ) 証券 会 社 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


トレ ー デ ィング 収益 や 売買 委託 手数 料 と いっ た フロ ー の 収益 を 中 心 と する 証券 会 社 は 、 他 の 
業態 と 比較 し て 収益 や 健全 性 が 市 場 ・ 景 気 動 向 の 影響 を より 受け や すい と いう 3 特性 が ある 。 そ 
の た め 、 適 切な リス ク 管 理 の 下 、 市 況 等 に 左右 され に くい 安定 的 な 収益 ・ 財 務 基 盤 の 構築 が 重 
要 で ある 。 

また 、 グ ロー バル な 業務 展開 を し て いる 証券 会 社 に つい て は 、 世 界 経 済 ・ 金 融 市 場 環 境 の 
変化 か ら 受 ける 影響 が 大 きく な っ て いる こと を 踏ま え 、 経 営 状 況 等 を 正確 に 把握 し た 上 で 、 将 
来 を 見 据え た 経営 戦略 の 策定 や 機動 的 な リス ク 管 理 の 実施 が 重要 で ある 。 

この ほか 、TT 化 に 伴う 顧客 ニー ズ の 変化 等 、 証 券 会 社 を 取り 巻く 経営 環境 が 急速 か つ 大 きく 
変化 し て いる 中 、 こ れ に 適切 か つ 迅 速 に 対応 し て いく こと が 重要 で ある が 、 こ の 点 、 顧 客層 の 
世代 交代 や 新た な 金融 サー ビス の 登場 と いっ た 環境 変化 を 踏ま える と 、 顧 客 利 益 を 十分 に 考 
慮 し た ビジ ネス モデ ル を 確立 する 必要 が ある 。 そ の た め 、 各 社 が 創意 工夫 を 凝ら し つつ 、「 顧 客 
本 位 の 業務 運営 」 に 向け た 取組 み に つ いて 、 経 営 陣 に よる 強い 関与 の 下 、 実 質 を 伴う 形 で 定 
着 さ せる こと が 重要 で ある 。 

こう し た 経営 課題 や 経営 戦略 に つい て は 、 取締 役 会 が 経営 に 対す る 監督 機能 を 有効 に 果 た 
す 等 、 適 切な ガバ ナン ス 機 能 の 発揮 が 重要 で ある 。 

加え て 、 イ ンタ ーネット を 中 心 と し た ビジ ネス 展開 を 行う 社 に つい て は 、 特に シス テム の 安定 
的 な 稼動 が 課題 で あり 、 シ ステ ム 障 害 発生 の 未然 防止 ・ 発 生 時 の 対応 を 含め た シス テム リス ク 
管理 態勢 の 構築 が 重要 で ある 。 

さら に 、 近 年 、 新 規 株 式 公開 (IPO) を 行う 企業 は 増加 傾向 (図表 息 -4-(4)-7) に あり 、 こ れ 
ら の 企業 の 中 に は 、A 等 、 従 来 見 られ な か っ た IT 関連 技術 を 用 いる 企業 や 、 新 た な ビジ ネス 
モデ ル の 企業 が 含ま れ て いる た め 、 そ うし た 企業 の IPO に か か る 証券 会 社 の 引受 審査 態勢 の 
構築 が 重要 で ある 。 
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図表 皿 -4-(4)-7 IPO 件 数 推移 





08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 1g 上期 (年 ) 


(資料 ) 日 本 取引 所 グル ー プ 「 全 国 証券 取引 所 統計 」 よ り 金 融 庁 作成 。 





a) 大 手 証券 会 社 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


大 手 証券 会 社 に つい て は 、 リ スク 管理 の 機能 発揮 状況 や 国内 に お ける 「 顧 客 本 位 の 業務 運 
営 」 の 実践 ・ 定 着 状況 、 そ れ ら を 支え る ガバ ナン ス に つい て 深度 ある 対話 を 行う 等 、 モ ニタ リン 
グ を 実施 し て き て いる 。 

海外 に お いて は 、 各 業務 の 収益 性 の 向上 と 中 長期 的 な 強み を 確保 し て いく 観点 か ら 、 グ ル 
ー プ 全体 と し て 、 ビ ジネス の 選択 と 集中 を 進め て いる が 、 海 外 業 務 の 特性 を 踏ま えた リス ク 管 
理 の 強化 に 向け た 取組 状況 に つい て モニ タリ ング を 実施 し た 。 

国内 に お いて は 、 各 社 と も に 、 引 き 続 き 資産 管理 型 営業 へ の 転換 が 重要 と 位置 づけ 、 従 前 
の フロ ー 収 益 中心 の ビジ ネス モデ ル か ら ス トッ ク 収 益 を 重視 する 戦略 に 転換 を 図っ て いる 。 各 
社 と も 、 例 えば 、 顧 客 ニ ー ズ を 踏ま えた 営業 員 主 導 の ボトム アッ プ 型 の 計画 策定 等 、 顧 客 の 立 
場 に 立っ た 業務 運営 を 定着 させ る た め の 具 体 的 な 施策 を 進め て いる 段階 に ある が 、 営 業 現 場 
に お ける 実践 ・ 定 着 状況 に つい て モニ タリ ング を 実施 し た 結果 、 営 業 員 の コン サル ティ ング の ス 
キル ・ 意 識 の 不足 等 か ら 、 顧 客 の ニー ズ を 十分 に 把握 で き て お ら ず 、 依 然 と し て 過去 の 実績 や 
既存 の 営業 体制 を ベー ス と し た 計画 を 策定 する 営業 店 が 存在 する な ど 、 営 業 現場 の 意識 や 体 
制 が 証券 会 社 全体 の 戦略 に 追い つい て いな い 事 例 が 見 受け られ た 。 

また 、 証 券 会 社 の 引受 審査 の 状況 に つい て モニ タリ ング を 実施 し た 結果 、 人 材 面 、 知 識 
面 等 の 制約 を 抱え な が ら 、 ビ ジネス モデ ル の 持続 可能 性 や 内 部 管理 面 の 適切 性 を 十分 に 
評価 する た め 、 専 門 家 や 外部 調査 機関 を 活用 する 等 、 新 た な 取組 み を 通じ て 引受 審査 の 
品質 向上 に 努め る よう な 動き が 見 受け られ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
大 手 証 券 会 社 に つい て は 、 グ ロー バル な 業務 展開 を 支え る 経営 管理 態勢 及び リス ク 管 理 態 


勢 の 整備 状況 に 加え 、 顧 客 利益 を 十分 に 考慮 し た ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 取組 み に つ 
いて モニ タリ ング を 継続 する 。 
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また 、 金 融 ビ ジネス の 環境 の 変化 に 対応 し た ガバ ナン ス 機 能 の 発揮 に つい て 、 社 外 役員 を 
含め 、 経 営 陣 等 と の 深度 ある 対話 を 中 心 に モニ タリ ング を 継続 する 。 

この ほか 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 を 実践 し て いく た め に 、 証 券 会 社 が 営業 店 の マー ケッ ト 環 
境 や 顧客 属性 の 違い に 応じ て 、 例 えば 、① 営 業 員 の スキ ル ・ 意 識 の 不足 や 、② 顧 客 の 理解 ・ 
信頼 を 得 ら れ て いな いこ と 、 あ る い は 、③ 営 業 店 ご と の 顧客 の 属性 や 競争 環境 等 を 踏ま えた 営 
業 員 の 配置 と な っ て いな いこ と 等 の 課題 を 特定 し 、 そ れ を 解決 する た め に 必要 な 施策 を 実施 し 
て いく こと が 重要 で ある 。 

そう し た 施策 に よる 効果 を 定期 的 に 確認 し 、 見 直す べき 点 は 見 直す 等 、「 顧 客 本 位 の 業務 運 
営 」 が 営業 現場 で 定着 する た め の 取 組み を 、 経 営 陣 に よる 強い 関与 の 下 で 着実 に 進め る こと 
が 重要 で ある 。 加え て 、 定 着 度 合い を 示す KPI に つい て も 、 各 社 の 規模 ・ 顧 客層 等 の 実態 に 応 
じ て 検討 し 、 定 期 的 に 見 直す こと が 重要 で ある 。 

本 事務 年 度 に お いて も 、 こ うし た 取組 み の 実 施 状況 の 確認 に 重点 を 置い て 、 モ ニタ リン グ を 
継続 する 。 


また 、IPO0 に お いて 、 業態 ・ 業 種 に 応じ た 引受 審査 の 更 な る 品質 向上 に 向け た 取組 み を 
促す た め 、 証 券 会 社 の 引受 審査 の 状況 に つい て モニ タリ ング を 継続 する 。 


b) その 他 の 証券 会 社 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


大 手 証券 会 社 以外 の 証券 会 社 全般 に つい て みる と 、 規 模 ・ 業 務 形 態 等 に お ける 多様 性 を 背 
景 に 、 収 益 ・ 顧 客 基盤 の 強化 に 向け た 取組 み は 、 進 捗 度合 い ・ 内 容 と も に 様々 で ある が 、 顧 客 
利益 を 十分 考慮 し た ビジ ネス モデ ル を 確立 し て いく こと が 重要 で あり 、 そう し た 観点 か ら モ ニタ 
リン グ を 行っ た 結果 、 特 徴 的 な 取組 み と し て 、 以下 の よう な も の が 見 られ た 。 

・ 短期 的 な 株 式 売買 に 依存 し な い 、 独 自 の サー ビス の 提供 
- 自社 、 グ ルー プ 会 社 の 調査 機能 を 拡充 し 、 又 は 外部 調査 会 社 の 調査 機能 を 活用 する こと 
で 、 地 元 企業 株 や 中 小型 株 に 関す る レポ ー ト を 作成 し 顧客 に 提供 
- 他 の 金融 機関 や 外部 専門 家 等 と 連携 し て 、 創 業 や 中 小 事業 者 の 海外 展開 等 を 支援 
- 信用 組合 と 包括 的 に 業務 提携 し 、 中 小 事業 主 等 、 双 方 の 顧客 の 間 で の ビジ ネス マッ チン 
グ を 行う ほか 、 融 資 ニ ー ズ の ある 顧客 を 信用 組合 へ 、 資 産 運 用 ニー ズ の ある 顧客 を 証券 
会 社 へ 紹介 する と いっ た 取組 み 
・ 高齢 者 等 以外 の 、 従 来 取 り 込 め て いな い 顧 客層 の 獲得 
- 積立 投信 の 導入 ・ 活 用 や いわ ゆる ロボ アド バイ ザー・ サ ービス "の 提供 
ー (ネッ ト 系 証券 を 中 心 に )IFA に 商品 ・ サ ービス を 含め た ビジ ネス プラ ッ ト フ ォ ー ム を 提供 し 、 
IFA を 通じ て 投資 アド バイ ス 等 の きめ 細やか な サー ビス を 提供 
・ 地域 企業 に 対す る リス クマ ネー 供給 の 取組 み 












































フィ ン テ ッ ク を 活用 し 、 年 齢 ・ 年 収 ・ 金 融 知 識 等 に 関す る 質問 へ の 回 答 に 基づき 、 リ スク 許容 度 を 
分 析 の 上 、 当 該 顧 客 に モデ ルポ ー ト フォ リオ 等 の 提示 又は それ に 基づく 売買 等 。 
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-「 株 主 コ ミュ ニテ ィ 制 度 」 を 活用 し 、 地 域 に 根ざし た 企業 の 資金 調達 や 株 式 の 換金 ・ 新 規 投 
資 の 機会 を 提供 
他方 、 収 益 ・ 顧 客 基盤 の 強化 に 向け た 解決 策 を 模索 する が 、 そ の 特定 に 至っ て いな い 証 券 
会 社 も 多数 認め られ た 。 また 、 将来 的 に 他社 と の 連携 や 廃業 に つい て 検討 し て いる 例 も 認め ら 
れる 中 、 実 際 に 金融 商品 仲介 業者 へ の 業態 転換 を 行っ た 証券 会 社 も あっ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


大 手 証券 会 社 以 外 の 証券 会 社 に つい て も 、 将来 の 経営 方 針 ・ 経 営 状 況 の 見 通し や 投資 者 
保護 の た め の 態 勢 整備 に つい て 、 対話 を 継続 する 。 地域 証券 会 社 に つい て は 、 こ れ ま で の 対 
話 の 中 で 議論 し た 課題 に つい て 対応 状況 等 を フォ ロー アッ プ し 、 と り わ け 地 域 の 中 核 証券 会 社 
や 課題 に つい て の 解決 策 を 見 い だ せ て いな い 証 券 会 社 に つい て は 、 具 体 的 な 検討 ・ 対 応 の 策 
定 を 促し て いく 。 

また 、 準 大 手 証券 会 社 等 、 グ ルー プ 化 や 他 の 地域 証券 会 社 等 と の 連携 を 進め て いる 場合 に 
は 、 こ うし た 連携 等 の 成果 ある い は 課題 に つい て も 合わ せ て モニ タリ ング し て いく 。 

ネッ ト 系 証券 会 社 に つい て は 、IFA や 地域 金融 機関 の 提携 に よる 対面 営業 へ の 進出 ・ 拡 大 
を 踏ま えた 管理 態勢 の 整備 状況 、 シ ステ ム 障 害 発生 の 未然 防止 に 向け た 取組 みや シス テム 
障害 発生 時 の 適切 な 復旧 ・ 代 替 作業 の 速やか な 実施 に 向け た 取組 状況 等 に つい て モニ タリ ン 
グ し て いく 。 


( イ ) 外国 為替 証拠 金 取引 業者 (FX 業者 ) 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


店 頭 外 国 為替 証拠 金 取 引 業 者 (店 頭 FX 業者 ) に つい て は 、 決 済 リ スク 管理 を 不 十分 な まま 
に し て お け ば 、 外 国 為 替 市 場 や 金融 レス テム に 影響 を 及ぼ し 、 シ ステ ミッ クリ スク に つなが る 可 
能 性 が ある 。 こ の た め 、 店 頭 FX 業者 に お いて は 決済 リス ク 管 理 態勢 の 強化 に 取り 組む こと が 
重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨年 4 月 に 、 金 融 先 物 取引 業 協会 が 中 心 と な り 、2016 年 に 引き 続き FX 業者 に よる 2 回 目 の 
スト レス テス ト “を 実施 し た 結果 、 お お むね 以下 の よう な 点 が 認め られ た 。 
・ 未 カバ ー ポ ジ シ ョ ン へ の スト レス 及び 未収 金 の 発生 レナ リオ に 基づく スト レス を か けた 結果 、 
ほとん どの 業者 が 、 十分 な 自己 資本 (自己 資本 規制 比率 が 12096 以 上 ) を 維持 し て いる 。 
・ 他 方 、 カ バー 取引 先 の 破綻 シナ リオ に 基づく スト レス を か けた 結果 、 十 分 な 自己 資本 を 確 
保 で き な く な る 業者 は 3 割 弱 で あっ た 。 








03 (① 未 カカ バー ポジ ショ ン に 対す る リス ク 、② 未 収 金 発生 リス ク 、③ カ バー 取引 先 の 破綻 リス ク の それ 
ぞ れ に つい て スト レス シナ リオ を 策定 。 
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この よう な 状況 の 下 、 店 頭 FX 業者 に つい て は 、 想 . 3. (6). ⑤ に 記載 の と お り 、 本 年 6 月 に 
公表 され た 「 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク へ の 対応 に 関す る 有識者 検討 会 」( 有 識者 検討 会 ) の 
報告 書 に お いて 、 ス トレ ステ スト を 通じ た 自己 資本 の 拡充 及び 取引 デー タ の 報告 制度 の 充実 
等 を 図る こと が 適当 と され た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

今後 、 有 識者 検討 会 の 報告 を 踏ま え 、 店 頭 FX 業者 に 対し て 、 決 済 リ スク 管理 の 強化 に 向け 
た 態勢 の 整備 や め 、 そ の 態勢 に 基づく 適切 な 業務 運営 の 確保 等 を 求め る た め 、 必 要 な 制度 整備 
を 行っ て いく と と も に 、 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク 管理 強化 に 向け た 対応 の 状況 を 検証 し 、 リ ス 
ク 管 理 強化 を 促し て いく 。 

( ウ ) 投資 運用 業者 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 

投資 運用 業者 に お いて は 、 国 民 の 安定 的 な 資産 形成 を 実現 する 上 で 、「 顧 客 本 位 の 業務 運 
営 」 の 定着 や 長期 的 に リス ク に 見 合っ た リタ ー ン を 提供 する た め の 運 用 力 の 向上 に 向け た 内 
部 管理 態勢 の 構築 が 重要 で ある 。 

【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

投資 運用 業者 に 対し て は 、 大 手 投資 運用 業者 を 中 心 と し て 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 定着 
状況 の 確認 (町 . 2. (1). ② 参 照 ) に 加え 、 フ ァ ン ド 組 入れ 資産 の 流動 性 管理 の 有効 性 等 に つ 
いて モニ タリ ング を 実施 し た 。 

【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

下 . 2. (2) で 記載 し た と お り 、 大 手 投資 運用 業者 を 中 心 に 、 ガ バナ ンス の 機能 発揮 状況 等 
に つい て 、 運 用 力 向上 の 観点 も 含め て 検証 を 行う ほか 、 私 募 リ ー ト 業者 及び 個人 や 年 金 基金 
の 顧客 の 割合 が 多い 一 任 業者 の 業務 運営 態勢 等 に つい て も 確認 を 行う 。 

( エ ) 第 二 種 金融 商品 取引 業者 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
第 二 種 金融 商品 取引 業者 (以下 「 二 種 業者 」 と いう 。 ) に つい て は 、 近 年 の 低 金 利 下 に お いて 、 


高利 回 り を 計 う ファ ンド に 対す る 投資 者 の 関心 が 高まっ て いる こと を 踏ま え 、 顧 客 に 対す る 広 
告 ・ 勧 誘 及 び フ ァ ン ド 運 営 の 実態 に つい て 、 モ ニタ リン グ を 行っ て いく 必要 が ある 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


リス クベ ー ス で オン サイ ト 検 査 を 実施 し た 結果 、 貸 付 事 業 を 投資 対象 と する ファ ンド へ の 取得 
勧誘 を 行う 二 種 業 者 の ウェ ブサ イト に お いて 、 出 資 者 の 投資 判断 に 重大 な 影響 を 及ぼ す と 認 
め ら れる 情報 に つい て 誤解 を 招く 表示 や 、 フ ァ ン ド の 資金 使途 の 表示 と 実際 の 資金 使途 が 同 
ー と な っ て いる か 確認 せ ず 、 事 実 と 異な る 表示 の まま 取得 勧誘 を 継続 し て いる 事例 が 認め られ 
> 

こう し た 問題 の ある 二 種 業者 に つい て は 、 検 査 結果 を ふま えて 、 業 務 停止 命令 や 業務 改善 
命令 の 行政 対応 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


出資 者 の 投資 判断 に 重大 な 影響 を 及ぼ す ウ ェ ブ サイ ト の 表示 や ファ ンド 運営 の 実態 に 関す 
る 情報 分 析 ・ 検 証 を 進め 、 当局 に 寄せ られ る 相談 や 関係 機関 か ら の 情報 等 も 参考 に 、 リ スク ベ 
ー ス で の モニ タリ ング を 通じ て 、 問 題 業者 へ の 厳正 な 対応 を 行っ て いく 。 

な お 、 貸付 事 業 を 投資 対象 と する ファ ンド に お ける 貸付 先 の 情報 提供 に つい て は 、 規 制 改革 
実施 計画 (本 年 6 月 )"W に 基づく 検討 結果 を 踏ま え 、 二 種 業者 に 対し 適切 な 対応 を 促し て いく 。 


( オ ) 適格 機関 投資 家 等 特例 業務 届出 者 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


いわ ゆる プロ 向け ファ ンド 業務 で ある 適格 機関 投資 家 等 特例 業務 に つい て は 、 金 融 商品 取 
引 法 に より 導入 され “、 届出 制 と し て 簡易 な 規制 の 下 、 特 例 業 者 数 は 、2015 年 3 月 末 時 点 で 
3.000 を 越え た 。 

し か し な が ら 、 こ の 中 に は 、 制 度 を 悪用 し て 一 般 投 資 家 向 け に 不適 切な 勧誘 等 を 行う 者 が 多 
数 認め られ た こと か ら 、 金 融 商品 取引 法 等 の 改正 (2016 年 3 月 施行 ) に より 制度 の 見 直し "が 
行わ れ た 。 

これ を 受け 、 平 成 28 事務 年 度 以降 、 不 適切 な 勧誘 等 を 行う 業者 ・ 業 務 実 態 の な い 業 者 等 に 
対し て 業務 廃止 命令 等 の 行政 対応 を 行っ た が 、 今 後 と も 問題 の ある 特例 業者 に 対し 、 厳正 な 
対応 を 行っ て いく 必要 が ある 。 





パ 融資 型 ク ラウ ド フ ァ ン ディ ング の 投資 者 に か か る 貸金 業 佑 録 の 要 否 は 、 貸 付け の 実行 判断 の 有無 に 
よっ て 判断 され て いる が 、 そ の 判断 に お いて は 、 借 り 手 を 特定 する こと が で きる 情報 が 明示 され て い 
な いこ と (匿名 化 ) 等 が 考慮 の 一 要素 と な り 得 る と され て いる 。 こ の 点 に つき 、 実 態 と し て 匿名 化 等 
の 要素 の み が 強 調 さ れ て きた が 、 借 り 手 の 匿名 化 等 以外 に も 認め られ うる 新た な 運用 上 の 方 策 を 、 人 金 
融 庁 に お いて 本 年 度 中 に 検討 ・ 措 置 す る も の 。 

1 人 以上 の プロ (適格 機関 投資 家 ) と 少数 (49 名 以下 ) の 投資 家 (適格 機関 投資 家 以 外 ) を 対象 。 

特例 業者 に 関す る 届出 事項 や 行為 規制 の 拡充 、 監 督 権限 の 整備 等 を 行っ た ほか 、 出 資 者 の 範囲 に つ 
いて 、 投 資 判 断 能 力 を 有する 一 定 の 投資 家 及 び フ ァ ン ド 業 者 と 密接 に 関連 する 者 に 限定 し た 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

過去 に 警告 書 を 発出 し た 業者 や 、 事 業 報 告 書 未 提出 業者 等 に 対し て 業務 廃止 命令 等 の 行 
政 対 応 を 行っ た ( 昨 事務 年 度 に 行っ た 行政 処分 は 26 件 (うち 、 業 務 廃 止 命令 11 件 )。 特 例 業 
者 の 数 は 本 年 3 月 末 時 点 で 2.235。 ) 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

業務 運営 上 問題 の ある 特例 業者 に 対し て は 、 必 要 に 応じ て 監督 上 の 対応 (業務 改善 *・ 停 止 ・ 
廃止 命令 等 ) を 行う 。 ま た 、 出 資金 の 流用 等 、 悪質 な 行為 が 疑わ れる 特例 業者 が 判明 し た 場 
合 は 、 速 や か に 検査 や 監督 上 の 対応 を 行う と と も に 、 必 要 に 応じ て 警察 当局 と の 連携 も 行う 。 

( カ ) 信用 格付 業者 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 

信用 格付 は 、 信 用 リス ク 評 価 の 参考 情報 と し て 、 金 融 ・ 資 本 市 場 に お いて 広範 に 利用 され て 
いる こと か ら 、 信用 格付 会 社 の 情報 イン フラ と し て の 役割 を 踏ま そえ つつ 、 投 資 者 保護 の 観点 か 
ら 格 付 会 社 に 対す る モニ タリ ング を 行っ て いく こと が 必要 で ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

登録 信用 格付 業者 全社 (5 グル ー プ /7 社 ) に 対し 、 事業 概要 及び 法令 遵守 状況 等 (格付 付 
与 に か か る 品質 管理 、 内 部 管理 、 利 益 相 反 及 び 情 報 管理 態勢 等 ) の ほか 、 最 近 の 信用 格付 業 
を 巡る 情勢 に 鑑み 、 事 業 戦略 、 ビ ジネス モデ ル の 動向 に も 着目 し 、 包括 的 な ヒア リン グ を 実施 
し た 。 また 、 証券 化 商品 格付 に か か る モデ ル ・ ガ バナ ンス 管理 態勢 等 に つい て も モニ タリ ング を 
実施 し た 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

信用 格付 業者 に つい て 、 随時 の ヒア リン グ 等 に より 、 利益 相反 を は じ め と する 内 部 管理 状況 、 
各種 モデ ル ・ ガ バナ ンス 態勢 及び 事業 概況 等 を 把握 する と と も に 、 海 外 当 局 と の グロ ー バ ル な 
連携 を 通じ 、 信 用 格付 業者 の 業務 の 適切 性 確保 の た め 、 よ り 深 度 あ る モニ タリ ング を 継続 する 。 

④ ゆう ちょ 銀行 ・ か ん ぼ 生 命 保険 

【 金融 行 政 上 の 課題 】 


ゆう ちょ 銀行 に お いて は 、 低 金利 環境 が 継続 する 中 、 運 用 利 囚 の 縮小 に より 資金 利益 が 減 
少 傾向 に ある 。 こう し た 中 、 運 用 の 高度 化 ・ 多 様 化 に 取り 組ん で いる が 、 日 銀 当座 預金 が 増加 
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し 、 そ の 一 部 に は マイ ナス 人 金利 が 適用 され て いる ほか 、 リ スク アセ ッ ト の 増加 に よっ て 自己 資本 
比率 が 減少 傾向 に ある 。 こ の た め 、 バ ラン スシ ー ト の コン トロ ー ル が 重要 と な っ て いる 。 かんぽ 
生命 保険 に お いて も 、 低 金利 環境 が 継続 する 中 、 貯 蓄 性 商品 の 販売 が 低下 し 、 基 礎 利 益 が 減 
少し て いる 。 い ずれ も 、 厳し い 経営 環境 の 中 で 、 安 定 的 な 収益 確保 に 向け て 取り 組ん で いく こと 
が 重要 で ある 。 

また 、 ゆ うち ょ 銀行 ・ か ん ぼ 生 命 保険 に は 、 全 国 各地 で 民間 金融 機関 と 連携 し 、 郵 便 局 ネッ ト 
ワー ク を 最大 限 活用 し つつ 、 良質 で 幅広 い 金融 サー ビス を 提供 する こと で 、 人 口 減少 や 過疎 化 
に 直面 する 地域 の 活性 化 や 住民 の 利便 に 貢献 する こと が 期待 され る 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


安定 的 な 収益 確保 に 向け た 取組 み 


ゆう ちょ 銀行 は 、 安 定 的 な 収益 確保 の 観点 か ら 運 用 の 高度 化 ・ 多 様 化 に 引き 続き 取り 組ん 
で お り 、 本 年 1 月 に は 、 他 の ファ ンド 運営 者 等 と 共同 で プラ イベ ー ト エク イ テ ィ 投資 を 行う た め 、 
か ん ぼ 生 命 保険 と 共に ファ ンド 運営 会 社 (JP イン ベス トメ ント ) を 設立 し た 。 これ ら の 取組 み の 結 
果 、 リ スク 性 資産 "の 残高 は 本 年 3 月 末 に は 79 兆 円 と 前 年 度 比 10.39% 増 加 し た 。 


こう し た 収益 確保 の た め の 取 組み に も か か わら ず 、 低 金利 環境 下 で 、 今 後 の 収 益 に つい て も 
減少 が 見 込ま れ て いる "“"。 こ の た め 、 本 年 5 月 に 公表 され た 新 中 期 経営 計画 (2018<20 年 度 ) 
に お いて は 、 貯 金 残高 を 抑制 し つつ 、 よ り 収 益 性 の 高い オル タナ ティ ブ 資 産 "と いっ た 戦略 的 
投資 領域 の 残高 を 増加 させ て いく 方 針 を 掲げ て いる '"。 


か ん ぼ 生 命 保険 も 、 収 益 向 上 の 観点 か ら 引 き 続 き 運 用 の 多様 化 に 取り 組ん で お り 、 昨 年 度 
に お いて は 、 民間 生命 保険 会 社 と の 業務 提携 に よる 成長 分 野 へ の 共同 投資 等 を 実施 し 、 収 益 
追求 資産 (リス ク 性 資産 ) は 9.4 兆 円 ( 総 資産 比 12.396) に 増加 し た 。 また 、 予 定 利 率 の 引下げ 
に より 、 貯 蓄 性 の 保険 商品 の 販売 が 減少 し て いる こと か ら 、 保障 を 重視 し た 販売 を 強化 し て い 
る 。 

新 中 期 経営 計画 に お いて は 、 持 続 的 な 利益 成長 を 目指 し 、 保 障 を 重視 し た 販売 の 更 な る 強 
化 や 収益 追求 資産 へ の 投資 拡大 等 の 方 針 を 掲げ て いる 「"。 








? 国債 等 円 金利 以外 の 資産 。 
% ゆう ちょ 銀行 の 当期 純 利 益 は 、 昨 年 度 (実績 ) 3, 527 億 円 で や っ た が 、 新 中 期 経営 計画 最終 年 度 
(2020 年 度 ) に は 2, 800 億 円 まで 減少 する こと を 見 込ん で いる 。 
9 プラ イベ ー ト ・ エ クイ ディ アァ ンド CB) 、 不動 産 フ ァ ン ド 、 ヘ ペ ヘッジ ファ ンド (HF) へ の 投資 。 
9 戦略 投資 領域 昨年 度 未 :1.6 兆 円 つ 2020 年 度 未 :8.5 兆 円 
H 2020 年 3 月 末 に 総 資産 比 15% 程 度 まで 拡大 する 見 込み 。 
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顧客 利便 の 向上 に 向け た 取組 み 


(郵便 局 ネ ットワーク を 活用 し た 優れ た 金融 サー ビス の 提供 ) 


ゆう ちょ 銀行 は 、 こ れ ま で 、 顧 客 の 安定 的 な 資産 形成 を 進め る と 同時 に 、 役 務 収 支 を 増加 "“ 
させ る た め 、 顧 客 ニ ー ズ に 応え る 商品 体系 の 整備 や 、 投 資 信託 取扱 局 及び 投資 信託 紹介 局 “ 
の 拡大 に 取り 組ん で きた 。 こ の 結果 、2014 年 度 1.1 兆 円 で あっ た 投資 信託 残高 は 1.6 兆 円 ( 昨 
年 度 実績 ) と な っ た 。 し か し な が ら 、 投 資 信託 残高 の 預貯金 残高 に 対す る 割合 は 、 他 の 民間 金 
融 機関 と 比較 し て いま だ に 低い 水準 と な っ て いる 。 

新 中 期 経 営 計画 に お いて は 、 投 信 残 高 を 2020 年 度 末 に は 3.4 兆 円 、2027 年 度 末 に は 10 
兆 円 まで 拡大 する と の 目標 を 掲げ 、 資 産 運 用 コン サル タン ト の 増員 や 投資 信託 紹介 局 に お け 
る 紹介 業務 の 強化 に 取り 組む こと と し て いる 。 

か ん ほぼ 生命 保険 は 、 保 障 を 重視 し た 商品 の 販売 を 強化 し て いる こと か ら 、 ゾ 特に 、 高 齢 者 に 対 
する 分 か りや すい 説明 や 家族 の 同席 等 を 含む 募集 品質 の 向上 に 取り 組ん で いる 。 

新 中 期 経 営 計画 に お いて も 、 募 集 品質 の 向上 を 柱 の 一 つと し て 掲げ て お り 、 そ の 実効 性 を 
図る た め 、 契 約 が 維持 され る こと を 業績 評価 に 盛り 込む 等 の 工夫 に 取り 組む こと と し て いる 。 


(民間 金融 機関 と の 連携 ) 


ゆう ちょ 銀行 は 、 地 域 活性 化 フ ァ ン ド 等 を 通じ て エク イ テ ィ 性 資金 を 供給 する 等 、 地 域 金融 機 
関 と 連携 し て 、 地 域 経済 の 活性 化 に 貢献 し て いく 取組 み を 実施 し て いる "“。 

か ん ぼ 生 命 保険 に つい て も 、 民間 生命 保険 会 社 と の 提携 に より 、 自 社 商 品 と し て 取り 扱っ て 
いな い 商 品 を 提供 し て お り 、 昨 年 度 に も 、 そ の 取扱 商品 を 追加 し た 。 今後 も 、 民間 生命 保険 会 
社 と の 連携 に よる 収益 源 の 多様 化 や 顧客 の 利便 性 向上 に 取り 組む こと と し て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
安定 的 な 収益 確保 に 向け た 取組 み 

中 期 経 営 計画 に 掲げ られ た 安定 的 な 収益 確保 に 向け た 戦略 の 実施 状況 に 加え 、 ゆ うち ょ 銀 
行 に つい て は 、 こ れ を 支え る 資本 基盤 や リス ク 管 理 の 状況 等 に つい て 、 か ん ぼ 生 命 保険 に つ 


いて は 、ERM フレ ー ム ワー ク の 下 で の リス ク 対 比 リ ター ン 向 上 の 取組 み 等 、 リ スク 管理 の 高度 
化 の 状況 に つい て 、 モ ニタ リン グ を 継続 する 。 





12 2020 年 度 末 に は 2017 年 度 比 二 30% を 目標 と し て 掲げ て いる 。 

13 投資 信託 取扱 局 と は 、 日 本 郵便 が 金融 商品 仲介 業者 と し て 、 ゆ うち ょ 銀行 か ら 委 託 を 受け 、 投 資 信 
託 の 販売 を 行う 郵便 局 。 投資 信 託 紹介 局 と は 、 投 資 信託 の 販売 は 行わ な か いも の の 資産 運用 の 相談 や 投 

資 信託 の 紹介 を 行う 郵便 局 。 
H4 2016 年 7 月 に 、「 九 州 広域 復興 支援 ファ ンド 」 へ の 出資 を 実施 し て 以降 、 本 年 8 月 まで の 間 に 14 件 
の 地域 活性 化 フ ァ ン ド へ の 出資 が 行わ れ た 。 ま た 、 昨 年 4 月 に 、 郵 便 局 内 の スペ ー ス を 活用 し た 民間 

金融 機関 ATM コー ナー を 設置 し た 。 
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顧客 利便 の 向上 に 向け た 取組 み 


ゆう ちょ 銀行 に つい て は 、 今 後 も 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 を 前 提 と し た 投資 信託 販売 拡充 
の た め の 方 策 と その 実効 性 に つい て フォ ロー アッ プ し て いく 。 か ん ぼ 生 命 保険 に つい て も 、 募 
集 品質 の 向上 の 取組 み が 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 に つなが る よう フォ ロー アッ プ し て いく 。 

また 、 ゆ うち ょ 銀行 ・ か ん ぼ ぽ 生 命 保険 の 民間 金融 機関 と の 連携 に よる 地域 へ の 貢献 に つい 
て モニ タリ ング し て いく 。 


日 本 郵政 の ガバ ナン ス 及 び ゆ うち ょ 銀行 の 預入 限度 額 


上 記 の よう に 、 ゆ うち ょ 銀行 で は 、 財 金 残高 を 抑制 し て 資産 運用 を 高度 化 ・ 多 様 化す る と と も 
に 、 地 域 金 融 機 関 と 連携 し て 、 地 域 で 幅広 い 金融 サー ビス を 提供 する 方 針 を と っ て いる 。 また 、 
か ん ぼ 生 命 保険 で は 、 募 集 品質 の 向上 や 保障 重視 の 販売 の 強化 、 郵 便 局 の 渉外 社員 の 増 貞 
と いっ た 取組 み を 通じ て 、 持続 的 な 利益 成長 を 目指 し て いる 。 こ うし た 施策 を 実現 する た め に は 、 
日 本 郵便 を 含め 、 日 本 郵政 グル ー プ 全体 と し て 取り 組む 必要 が あり 、 特 に 、 日 本 郵政 に お ける 
ガバ ナン ス の 発揮 が 重要 で ある 。 こう し た 観点 か ら 、 ゆ うち ょ 銀行 ・ か ん ぼ 生 命 保険 の 経営 方 
針 の 実現 に 向け た 日 本 郵政 の ガバ ナン ス の 発揮 状況 に つい て モニ タリ ング を 行う 。 


また 、 ゆ うち ょ 銀行 に つい て は 、 上 記 の 状況 に 加え 、 預 入 限度 額 の 引き 上 げ が 地域 の 金融 
シス テム に 与え る 影響 や 、 日 本 郵政 が 保有 する ゆう ちょ 銀行 株 式 の 売却 状況 等 を 踏ま えて 、 
ゆう ちょ 銀行 の 預入 限度 額 に 関す る 議論 に 適切 に 対応 し て いく 。 

⑤ 外国 金融 機関 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 
グロ ー バ バル 金 融 機 関 の 復権 と 新た な ビジ ネス 

米 欧 の グロ ー バ ル 金 融 機関 に つい て は 、 世 界 金 融 危 機 後 の 事業 の 一 部 売却 ・ 撤 退 等 の リ 
スト ラ で 資本 増強 の 動き が 一 巡 し 、 例 えば 、 優 良 な 多国 籍 企業 向け ビジ ネス や ウェ ルス マネ ジ 
メン ト と いっ た 一 部 の 収益 力 の 高い ビジ ネス の 拡大 が 進む 等 、 最 近 の 好 業 績 を 背景 と し て 選択 
的 な 事業 の 拡大 が 進め られ て いる 。 こう し た 中 、 こ れ ら 金融 機関 の リス ク 特 性 が 将来 に 向かっ 
て どの よう に 変化 する か 予見 し 、 よ り 効果 的 な モニ タリ ング に 結び 付け て いく こと が 課題 と な っ 
て いる 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
グロ ー バ ル 人 金融 機関 の 日 本 拠点 で の 活動 の 再 拡大 と その 健全 性 等 


グロ ー バ ル で の 環境 の 改善 等 を 踏ま え を 、 こ れ ら 人 金融 機関 の 日 本 拠点 で も 、 運 用 難 の 一 部 本 
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邦 金融 機関 の ニー ズ に 対応 し た 外貨 運用 商品 の 提供 や 本 邦 金融 機関 に 対す る ドル 流動 性 の 
供給 と いっ た 動き に 加え て 、 金融 危機 時 に 撤退 し た 不動 産 フ ァ イ ナ ンス 等 の ビジ ネス を 再開 さ 
せる 動き が み ら れ て いる こと が 確認 され た 。 

また 、 我 が 国 の 預金 者 保護 の 確保 の た め 、 こ れ ら の 金融 機関 で の 回 金 状 況 に つい て 検証 し 
た 結果 、 大 半 の 日 本 拠点 で は 外国 か ら の 調達 赴 と な っ て いる こと が 確認 され た 。 な お 、 外 国 で 
の 運用 超 の 状態 に ある 一 部 の 日 本 拠点 に お いて も 、 日 本 拠点 で の 預金 額 に 相当 する 国内 資 
産 が 確保 され て お り 、 現 状 、 預 金 者 の 保護 に 問題 が な いこ と が 確認 され た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


外国 金融 機関 の モニ タリ ング 


グロ ー バ ル 金 融 機関 に つい て は 、 グ ロー バル な 事業 戦略 の 変革 に 伴う 日 本 拠点 の リス ク 変 
化 を フォ ワー ドル ッ キ ング に 捉え た 上 で 、 経 営 管理 、 法 令 等 遵守 、 リ スク 管理 及び 内 部 管理 の 
各 態 勢 や ガバ ナン ス に つい て 、 モ ニタ リン グ を 行う 。 な お 、 外国 金 融 機関 の 本 部 ・ 日 本 拠点 と の 
対話 を 通じ て 、 こ れ ら の 熊 勢 に つい て の ベス ト プ ラ クティ ス を 収集 し 、 こ れ ら の 知見 を 我が国 の 
金融 レス テム の 発展 に も 活用 する 。 

また 、 本 邦 金 融 機関 等 向け に 販売 する 商品 の 動向 や 当該 商品 の リス ク に つい て 検証 する 。 

さら に 、 必 要 に 応じ 、 監督 カレ ッ ジ 等 を 通じ グロ ー バ ル 本 部 や 母国 当局 に 対し て も 適切 な 対 
応 を 求め る 。 


グロ ー バ ル 人 金融 機 関 の 円 滑 な 破たん 処理 の 確保 


金融 危機 を 踏ま え 、 納税 者 の 負担 な く 金融 レス テム の 安定 を 確保 し つつ G-SIBs の 円 滑 な 
破たん 処理 を 確保 する た め に 導入 され た 総 損失 吸収 力 (TLAC) 国際 規制 が 、 来 年 に 実施 され 
る こと に な っ て いる 。 この た め 、 我が国 で 活動 する G-SIBs に つい て 、 我が国 金融 シン ステ ム に 影 
響 を 与え ず 円 滑 な 処理 が で きる よう 、 海 外 当局 と の 連携 を 深め る 等 の 当局 及び G-SIBs の 対 
応 能力 を 強化 する 。 
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5. 顧客 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 金融 機関 の 行為 ・ 規 律 に 関す る 課題 > 








(1) 金融 機関 の 行為 規律 に 関す る 課題 と 取組 み 





① コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 上 の 課題 と 取組 み 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


近年 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進化 に よる 競争 環境 の 変化 (例え ば 、IT プラ ッ ト フ ォ ー ム 企業 
等 の 非 金 融 企 業 グ ルー プ 傘 下 で 金融 サー ビス が 提供 され る 等 ) や マク ロ 要 因 に よる 経営 環境 
の 変化 等 に より 、 同 一 の 根本 原因 に 起因 する コン プラ イア ンス ・ リ スク が 業態 横断 的 に 生じ る 
可能 性 が ある 。 また 、 利 用 者 保護 や 市 場 の 公正 ・ 透 明 等 の 観点 か ら 不 適切 な 行為 が 行わ れ 、 
金融 機関 の 経営 の 健全 性 に 影響 を 及ぼ し 得る よう な 事例 も 見 られ る 。 この た め 、 金 融 庁 と し て 
は 、 金 融 機 関 の ビ ジネス モデ ル を 踏ま えて 、 リ スク と な り 得 る 情報 を 幅広 く 察知 ・ 分 析 し た 上 、 
将来 の 蓋然性 も 見 据え た リス ク の 程度 を 評価 する 必要 が ある 。 

また 、 金 融 機 関 に お いて は コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 に 関し て 、 形式 的 な ルー ル ベ ー ス の 
対応 の 積み 重なり 、 発生 し た 個別 問題 に 対す る 事後 的 な 対応 、 経 営 の 重要 な 問題 と 捉え られ 
な い 管 理 部 門 中 心 の 局所 的 ・ 部 分 的 な 対応 等 の 傾向 が 見 られ た 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


本 年 7 月 「 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (コン プラ イア 
ンス ・ リ スク 管理 基本 方 針 )」( 案 ) を 公表 し 、 パ ブリ ッ ク コ メン ト に 付 し た 。 この 中 で 、 金融 機 関 に 
お ける 経営 目線 で の 内 部 管理 態勢 の 主導 や 、 規 模 ・ 特 性 に 応じ た リス クベ ー ス で の 管理 態勢 
構築 等 を 通じ た コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 向上 の 必要 性 を 示し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 に 関し 、 幅 広い 情報 収集 を 通じ て リス ク 要 因 や その 程度 を 業態 
横断 的 に 把握 ・ 評 価 し 、 そ の リス ク の 程度 に 応じ て メリ ハリ を 付け た モニ タリ ング を 行う 。 

その 際 、 個 々 の 金融 機関 の ビジ ネス モデ ル ・ 経 営 戦略 、 業 務 運 営 及 び 組 織 態勢 を 踏ま えた 
分 析 や 、 当 局 の 問題 意識 を 踏ま えた 金融 機関 (経営 トッ プ や 内 部 管理 部 門 ・ 事 業 部 門 責 任 者 
等 の 経営 陣 、 内 部 監査 部 門 等 の 責任 者 、 社 外 役員 を 含む 取締 役 等 ) と の 対話 ・ 議 論 を 行う こと 
を 通じ て 、 互 い の リ スク 認識 を 共有 ・ 深 化 さ せる こと を 図る 。 

また 、 個々 の 人 金融 機関 に お いて 生じ た 問題 の 根本 要因 を 把握 する こと 等 を 通じ 、 そ の 要因 
が 他 の 金融 機関 ・ 業 態 に お いて も 広がり を も っ て 問題 と し て 生じ る 可能 性 も 考慮 する 。 加え て 、 
金融 サー ビス に 参入 する 動き が 見 られ る 非 金融 系 企業 グル ー プ に つい て 、 グ ルー プ 横 断 的 な 
リス ク に 関す る 実態 把握 を 行う 。 
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② 内 部 監査 の 高度 化 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


金融 機関 が 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 する こと に より 、 業 務 の 適切 性 や 財務 の 健全 
性 を 確保 し 、 金 融 レ ステ ム の 安定 に 寄与 し て いく た め に は 、 ガ バナ ンス が 有効 に 機能 し て いる 
こと が 重要 で ある 。 
その た め に は 、 内 部 監査 部 門 が 、 リ スク ベース か つ フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ な 観点 か ら 、 組 織 
活動 の 有効 性 等 に つい て の 客観 的 ・ 独 立 的 な 保証 、 アドバイス 、 見 識 を 提供 する こと に より 、 組 
織 体 の 価値 を 高め 保全 する と いう 内 部 監査 の 使命 を 適切 に 果たす こと が 必要 で あり 、 以下 の 
取組 み を 促す こと で 、 内 部 監査 を 高度 化し て いく こと が 求め られ て いる 。 
・ 事後 チェ ッ ク 型 監査 か ら フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ 型 監査 へ の 転換 
- 損失 や リス ク が 顕在 化し た 後に 行う 事後 チェ ッ ク 型 の 監査 か ら 、 損 失 や リス ク が 顕在 化す 
る 前 の 段階 で の 未然 予防 に 重点 を お いた フォ ワー ドル ッ キ ング な 監査 へ の 転換 (過去 か ら 
未来 へ ) 
・ 準拠 性 監査 か ら 経 営 監査 へ の 転換 
- 金融 機関 の 内 部 規程 や リス ク ・ リ ミッ ト 等 の 遵守 状況 を 検証 する 準拠 性 の 監査 か ら 、 内 部 
統制 の 有効 性 の 評価 や 実質 的 に 良質 な 金融 サー ビス が 提供 され て いる か と いっ た 点 に 
重点 を 置い た 監査 、 経 営 環境 の 変化 や 収益 ・ リ スク ・ 自 己 資本 の バラ ンス に 着目 し た 監査 
等 、 経 営 に 資す る 監査 へ の 転換 (形式 か ら 実 質 へ ) 
・ 部 分 監査 か ら 全体 監査 へ の 転換 
- 問題 発生 部 署 に お ける 表層 的 な 課題 を 指摘 する 監査 か ら 、 ビ ジネス モデ ル や ガバ ナン ス 
等 、 金 融 機関 が 有する 問題 の 根本 原因 分 析 を 充実 させ た 監査 へ の 転換 (部 分 か ら 全体 へ ) 
・ 内 部 監査 態勢 の 整備 
- 内 部 監査 部 門 の 独立 性 ・ 客 観 性 の 確保 、 内 部 監査 部 門 へ の 適切 な 経営 資源 (人 材 、IT、 
予算 ) の 配分 、 内 部 監査 の 品質 評価 、 取 締 役 会 と の 意思 疎通 と いっ た 態勢 の 整備 
・ 三 様 監査 及び 当局 と の 連携 
- 内 部 監査 、 監 査 役 会 等 監査 、 外 部 監査 の 各 監 査 主 体 に よる 機能 発揮 、 当 局 も 交え た 連携 
強化 に 向け た 密 な コミ ュ ニ ケー ショ ン の 実施 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
大 手 金融 機関 等 と の 間 で 、 定 期 的 に 複数 回 の 意見 交換 を 実施 し 、 内 部 監査 の 高度 化 に 向 
け 認識 の 共有 を 図っ た 。 


一 方 、 地 域 金 融 機 関 に お ける 個別 モニ タリ ング の 結果 、 経 営 へ の 規律 付け の 観点 か ら の 監 
査 を 実施 し て いな い 等 、 一 部 に 内 部 監査 の 高度 化 に 向け た 課題 が 認め られ た 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


大 手 金融 機関 等 に お いて は 定期 的 に 複数 回 の 意見 交換 を 実施 する と と も に 、 地 域 金融 機 
関 を 含む その 他人 金融 機関 に お いて は 、 モ ニタ リン グ の 対象 を 広げ 、 内 部 監査 関係 資料 を 徴 求 ・ 
分 析 し 、 内 部 監査 の 高度 化 に 向け て 意見 交換 を 実施 し て いく 。 


③ 投資 用 不動 産 向 け 融 資 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


アパ ー ト ・ マ ンション や シェ アハ ウス 等 を 対象 と し た 投資 用 不動 産 向 け 融資 に つい て は 、 以下 
の よう に 、 顧 客 保護 等 の 観点 か ら 問 題 の ある 事例 が 確認 され て いる 。 
・ 金融 機 関 及 び 悪 質 な 持 込 不動 産業 者 の 双方 が 関与 し た 、 入 居 率 や 賃料 、 顧 客 の 財産 や 
収入 の 状況 等 に つい て の 改ざん 
・ 借り 手 に と っ て 経済 合理 性 の な いそ の 他 の 融資 商品 ・ 預 金 ・ 保 険 商 品 等 の 抱き 合わ せ 販 売 
また 、 融 資 対象 の 不動 産 に つい て 相対 的 に 高額 の 価格 設定 が な され 、 顧 客 が その 収入 や 
財産 状況 に 比 し て 過大 な 債務 を 負う ケー ス や 、 賃料 を 保証 する 不動 産業 者 の 経営 状況 が 悪化 
する こと に より 顧客 へ の 賃料 保証 が 行え ず 、 顧 客 が 返済 不能 と な る ケー ス 、 そ の 結果 金融 機 
関 に お いて 損失 が 発生 する と いっ た 信用 リス ク 管 理 上 の 問題 が 確認 され て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


シェ アハ ウス 融資 に 関す る 問題 が 発生 し た 金融 機関 に 対し て 、 立 入 検査 を 開始 し 、 実 態 把 
握 に 努め て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


上 記 の 課題 を 踏ま え 、 投 資 用 不動 産 向け 融資 に 関し て 以下 の 点 を 中 心 に 、 横 断 的 な アン ケ 
ー ト 調査 を 行い 、 検 査 も 活用 し つつ 深度 ある モニ タリ ング を 実施 する 。 

・ 融資 審査 ・ 管 理 態勢 

- 賃料 収入 や 顧 容 の 財産 状況 等 、 返 済 可能 性 を 考慮 し た 融資 実行 時 の 審査 

- 持 込 不動 産業 者 が 提示 し た 価格 の 妥当 性 の 検証 等 、 持 込 不動 産業 者 の 管理 

- 空 室 率 や 賃料 水準 の 推移 の 把握 等 の 期中 管理 

・ 顧客 保護 等 管理 態勢 

- 顧客 が 不動 産 を 購入 する 目的 と 照ら し 合わ せ た 、 顧 客 に と っ て の 借入 の 合理 性 の 検証 

- 空 室 率 の 上 昇 ・ 賃 料 の 低下 等 、 将 来 の 賃料 収入 に 関す る リス ク の 説明 

・ 法 令 等 遵守 態勢 

- 顧客 へ の 不当 な 抱き 合わ せ 販 売 を 防止 する た め の 態 勢 

上 記 の ほか 、 金 融 庁 は 、 金 融 機関 の 行為 ・ 規 律 に 関す る 課題 と し て 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 
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の 確立 と 定着 ( 相 . 2. (1) ) 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対応 ( 皿 . 6. (1).③)、 
サイ バー セキ ュ リ ティ の 強化 ( ル . 1. (2). ⑩) 及び 以下 に 記載 する 「 金 融 機関 の シス テム モニ 
タリ ング 」 に 取り 組む 。 


④ 金融 機関 の シス テム モニ タリ ング 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 機関 の 業務 プロ セス で IT の 利 活用 が 進展 する 中 、 新 た な リス ク 等 に 対応 し た 、 情 報 セ 
キュ リティ 管理 や シス テム の 安定 性 確保 の 必要 性 が 高まっ て いる ほか 、 金 融 機関 の 経営 統合 
や 業務 提携 等 を 背景 に 、 複 数 の 金融 機関 に 踏 る シス テム 統合 や シス テム 更改 と いっ た 大 規模 
な プロ ジェ クト の 事例 が 多く 見 られ る 。 

また 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に より 、 金融 機 関 に と っ て の IT 戦略 は 、 経 営 を 左右 する 重 
要 課 題 と な っ て お り 、IT ガバ ナン ス を 適切 に 機能 させ る 必要 性 が 高まっ て いる 。 

この よう な 環境 変化 を 踏ま そえ を 、 モ ニタ リン グ の あり 方 や 手法 に つい て 、 改 善 の 余地 が な いか 
を 点検 し な が ら 、 オ ン ・ オ フ の モニ タン グ を 行っ て いく こと が 必要 と な っ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


こう し た 必要 性 を 踏ま え 、 モ ニタ リン グ 手 法 の 改善 に 取り 組ん で きた 。 例え ば 、 シ ステ ム 統 合 
の モニ タリ ング に お いて 、 オ フサ イト で の モニ タリ ング 深度 を 上 げ 、 進捗 状況 の 把握 、 確 認 さ れ 
た 問題 点 の フォ ロー アッ プ に 留まら ず 、 過去 の 事例 も 踏ま え 、 問題 と な りや すい 事項 に つい て 
詳細 に 検証 ・ 議 諭す る こと を 通じ 、 金融 機 関 に 気づき を 促す こと で 自主 的 な 改善 対応 を 支援 す 
る こと に 力点 を 置く 手法 を 取り 入れ た 。 こ の 結果 、 金 融 機関 に 対し て 、 コ ン テ ィ ン ジェ ン シ ー プ ラ 
ン や 最終 稼働 判定 等 の プロ ジェ クト 上 の 改善 を 促す こと が で きた 。 

また 、 経 営 者 が リー ダー シッ プ を 発揮 し 、IT と 経営 戦略 を 連携 させ 、 企 業 価値 の 創出 を 実現 
する た め の 仕 組み で ある 金融 機関 の IT ガバ ナン ス に つい て は 、 そ の 考え 方 に 関し て 様々 な 整 
理 が な され て いる 。 主 な 業態 ご と の いく つか の 人 金融 機関 と の 対話 や 有識者 に 対す る ヒア リン グ 
を 重ね 、 金 融 機関 と 対話 すべ き IT ガ バナ ンス の 概念 を 整理 し た (図表 息 -5-(1)-1)。 


図表 想 -5-(1)-1 IT ガバ ナン ス の 概念 イメ ー ジ 
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(資料 ) 金 融 訂 企業 価値 の 創出 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 も る 踏まえ 、 効 果 的 か つ 効 率 的 な モニ タリ ング に 向け た 実施 方 
法 の 改善 を 続け な が ら 、 シ ステ ム 統 合 ・ 更 改 等 の 予定 が ある 金融 機関 に 対し て 、 オ ン ・ オ フ の 
モニ タリ ング を 行っ て いく 。 

また 、IT ガバ ナン ス 強 化 の 観点 か ら 、IT ガバ ナン ス に 関す る 金融 機関 の 対話 の た め の 論 
点 ・ プ ラク ティ ス の 整理 を 進め つつ 、 金 融 機関 の 管理 能力 向上 を サポ ー ト する よう な モニ タリ ン 
グ に も 努め て いく 。 


(2) 仮想 通貨 (暗号 資産 ) 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


国内 外 の 要請 を 受け て 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) と 法定 通貨 等 の 交換 業者 に 対し て 登録 制 を 
導入 し た 。 その 後 も 、 仮 想 通 貨 ( 上 号 資 産 ) に 人 顧客 
か ら の 預り 資産 の 外部 流出 事案 の 発生 等 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) を 取り 巻く 内 外 の 環境 は 急 
速 に 変化 し て いる 。 

こう し た 中 、 イノ ベー ショ ン に 配 意 し つつ 、 利 用 者 保護 の 確保 に 同 け て 、 仮想 通貨 交換 業 の 
適正 化 を 図っ て いく こと が より 重要 と な っ て いる 。 金融 庁 と し て は 、 仮想 通貨 交換 業者 の 登録 審 
査 ・ モ ニタ リン グ や 自主 規制 団体 の 認定 審査 等 を 通じ た 、 業 者 に お ける 実効 性 の ある 態勢 整 
備 及び 適切 な 業務 運営 の 確保 の ほか 、 国際 的 な 連携 、 必 要 な 制度 的 対応 の 検討 等 に 取り 組 
ん で いく < 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
仮想 通貨 (暗号 資産 ) を 取り 巻く 環境 と 仮想 通貨 交換 業 に か か る 環境 整備 


仮想 通貨 (暗号 資産 ) に つい て は 、 現 在 1.500 以上 の 種類 が 存在 する と の 指摘 が ある 一 方 
で 0 I 信 額 全体 に 占め る 割合 は 本 年 9 月 25 日 時 点 で 約 53% に 達 
し て いる '"。 こう いっ た 主要 な 仮想 通貨 ( MI 投機 的 取引 等 の 影響 を 受け 、 昨 
年 秋 か ら 年 末 に か け て 急騰 し 、 a 仮想 通貨 (暗号 資産 ) の 時 価 総 額 (当時 ) は 70 兆 円 
規模 に な っ た 。 本 年 に 入り 、 ON C0 依然 と し て 価格 の 乱高下 が 続い て い 
る (図表 想 -5-(2)-1) 。 























115 Coinmarketcap の 公表 デー タ を 用 いて 計算 。 
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図表 息 -5-(2)- 1 ビッ トコ イン 価格 推移 (昨年 1 月 以降 ) 


800 価格 (万 円 ) 


100 


0 
17 年 1 月 7 月 18 年 2 月 8 月 


(資料 )Cryptocompare( 本 年 9 月 3 日 時 点 ) 


こう し た 中 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) に 関し て は 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に 関す る 国際 的 
要請 が な され た こと や 、 国 内 で 当時 世界 最大 規模 の 仮想 通貨 交換 業者 が 破綻 し た こと を 受け 、 
資金 決済 法 が 改正 され た 。 こ の 結果 、 昨 年 4 月 より 、 仮想 通 貨 (暗号 資産 ) と 法定 通貨 等 の 交 
換 業 者 に 対し 、 登 録 制 が 導入 され 、 本 人 確認 義務 等 の 導入 や 説明 義務 等 の 一 定 の 利用 者 保 
護 規 定 の 整備 が 整備 され た 。 

金融 庁 で は 、 仮 想 通 貨 (暗号 資産 ) に か か る 取引 が 高度 で 複雑 な シス テム に より グロ ー バ ル 
に 展開 され る 等 の 特性 を 踏ま え 、 昨 年 8 月 、 金 融 庁 内 に シス テム や マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対 
策 の 専門 官 等 で 構成 され る 「 仮 想 通貨 モニ タリ ング チー ム 」 を 設置 し 、 仮想 通貨 交換 業者 の 登 
録 審査 ・ モ ニタ リン グ や 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) に か か る 情報 の 収集 ・ 分 析 等 を 行う こと と し た 。 

登録 審査 に 当たっ て は 、 仮 想 通貨 交換 業者 の リス ク 特 性 を 踏ま え 、 例 えば 、 内 部 管理 規程 
に つい て の 書面 で の 審査 に 加え 、 業 者 を 実地 訪問 し て 規程 の 運用 状況 を 確認 する 等 の 審査 を 
行い 、 現在 まで に 16 社 を 登録 し た 。 


仮想 通貨 交換 業 等 を 巡る 諸 問 題 等 


(顧客 か ら の 預り 資産 の 外部 流出 事案 等 ) 


本 年 1 月 に みな し 業者 1 社 に お いて 過去 最大 規模 の 顧客 か ら の 聞 り 資産 の 外部 流出 事案 
が 発生 し た こと 等 を 踏ま え 、 仮 想 通貨 交換 業者 (以下 みな し 業者 を 含む 。 ) の 内 部 管理 態勢 の 
整備 状況 等 を 検証 する た め に 、 全 て の みな し 業者 及び 複数 の 登録 業者 に 対し 、 立 入 検査 を 順 
次 実施 し た 。 この 結果 、 問 題 が 判明 し た 業者 (みな し 業者 10 社 、 登 録 業 者 7 社 ) に 対し 、 行 政 処 
分 を 行っ て いる 。 

本 年 8 月 に は 、 こ れ ま で 実施 し た 仮想 通貨 交換 業者 の 検査 ・ モ ニタ リン グ で 把握 し た 実態 等 
に つい て 、 中間 的 な と り ま と め を 公表 し た 。 

主 に みな し 業者 に お いて は 、 多 額 の 利用 者 財産 を 預かっ て いる と いう 認識 に 欠け 、 技 術 に 
は 詳し いも の の 金融 業 に 対す る 知識 を 欠い た 経営 者 が 多く 、 加 えて 役職 員 に も 金融 業 と し て の 
リス ク 管 理 の 知識 を 有する 人 材 が 不足 し て お り 、 ま た 、 昨 年 秋 以 降 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) に か 
か る 取引 が 急 拡大 し 、 各 社 に お いて ビジ ネス 展開 を 拡大 する 中 、 内 部 管理 態勢 の 整備 が 追い 
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つい て いな い 実 態 が 把握 され た 。 

な お 、 登 録 業 者 に つい て は 、 登 録 時 点 に お いて 、 登 録 拒否 要件 に は 該当 し て いな か っ た も 
の の 、 登 録 後 、 各 社 の 状況 に つい て モニ タリ ング を 実施 し て きた 。 し か し な が ら 、 立 入 検査 で は 、 
昨年 秋 以 降 の 事業 環境 の 変化 等 に 対し て 内 部 管理 態勢 の 強化 を 行っ て いな い 実 態 が 把握 さ 
れ た 。 


(仮想 通貨 (暗号 資産 ) を 用 いた 取引 ) 


仮想 通貨 (暗号 資産 ) の 価格 が 乱高下 し 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) が 決済 手段 で は な く 投 機 の 
対象 と な っ て いる と の 指摘 が 聞か れる 。 さら に 、 証拠 金 を 用 いた 仮想 通貨 (暗号 資産 ) の 取引 
や 仮想 通貨 (暗号 資産 ) に よる 資金 調達 等 新た な 取引 が 登場 し て いる 。 

また 、 登 録 業者 や 登録 審査 中 の みな し 業者 に お ける 取引 量 に お いて も 、 現物 の 仮想 通貨 
(暗号 資産 ) の 売買 や 他 の 仮想 通貨 (暗号 資産 ) と の 交換 に 比べ て 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) を 利 
用 し た 証拠 金 取 引 や 先物 取引 等 の 取引 量 が 多く な っ て いる (図表 息 -5-(2)-2) 。 


図表 相 -5-(2)-2 仮想 通貨 交換 業者 に お ける 仮想 通貨 取引 形態 別 の 割合 





m 現物 取引 量 証 拠 金 ・ 信 用 ・ 先 物 取引 


( 注 1) 取引 量 ペ ベー ス ( 証 拠 金 取 引 に つい て は 想定 元 本 ペー ス ) (昨年 4 月 本 年 3 月 ) 。 
( 注 2) 対象 は 、 登 録 業 者 の うち 14 社 及 び み な し 業者 3 社 。 
(資料 ) 日 本 仮想 通貨 交換 業 協会 


(利用 者 へ の 注意 喚起 ) 


日 本 仮想 通貨 交換 業 協会 が まとめ た 「 仮 想 通貨 交換 業者 に お ける 年 齢 層 別 顧客 分 布 状 況 」 
に よれ ば 、 現物 取引 ・ 証 拠 金 取引 等 と も に 20 代 か ら 40 代 が 取引 参加 者 の 大 部 分 を 占め て い 
る (現物 取引 に お いて は 全体 の 約 90%、 証 拠 金 取引 等 に お いて は 約 80%) (図表 想 -5-(2)-3) 。 
また 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) の 取引 増加 に 比例 し 、 業者 に 関す る 問合せ 等 、 利 用 者 か ら の 相談 
も 増加 し て き て いる (図表 息 -5-(2)-4) 。 
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図表 皿 -5-(2)-3 年 齢 層 別 顧客 分 布 


現物 取引 証拠 金 ・ 信 用 ・ 先 物 
0.1%(80 代 以 上 ) 05%(0 代 ) 0.0%(80 代 以上 ) 
IS 


0 1.1% ーー 
320 ーー | (70 代 ) 
14.0% 


( 注 ) 人 数 ベー ス ( 本 年 3 月 時 点 ) 。 取引 参加 者 数 の 合計 は 、 現 物 取 引 が 3,500,000 名 、 証 拠 金 取 引 等 が 142,842 名 。 
(資料 ) 日 本 仮想 通貨 交換 業 協会 より 金融 庁 作成 。 





0.0% (10 代 ) 
・10 代 
m20 代 
m30 代 

" 40 代 
・50 代 

m 60 代 

・70 代 
・80 代 以上 


0.7% 
(70 代 ) 





図表 相 -5-(2)-4 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 に お ける 仮想 通貨 (暗号 資産 ) に 関す る 相談 受付 状況 





6,000 


5,161 


5,000 








4.000 


3,000 





1,826 





2,000 


1,000 - 








0 - 
17 年 7 月 ~12 月末 18 年 1 月 6 月 末 
( 注 ) 対 象 は 、 登 録 業 者 の うち 14 社 及 び み な し 業者 3 社 。 
(資料 ) 金融 庁 


こう し た 状況 を 踏ま え 、 仮 想 通 貨 ( 暗 号 資産 ) の 価格 変動 リス ク 等 に つい て 、 消 費 者 庁 ・ 営 察 
庁 と 連携 し 、 こ れ ま で 複数 回 に わた っ て 利用 者 に 対す る 注意 喚起 を 実施 し て いる 。 

また 、 無 登録 営業 の 疑い が ある 業者 に 対し て は 、 事業 の 詳細 等 を 確認 する た め に 照会 書 を 
発出 し 、 そ の 結果 、 無 登録 業者 で ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 利用 者 保護 の た め 警 告 書 を 
発出 する と と も に 、 その 旨 を 人 金融 庁 ウェ ブサ イト に 公表 し て 、 利用 者 に 対す る 注意 喚起 を 実施 し 
て きた (これ まで 海外 事業 者 2 社 ) 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
仮想 通貨 交換 業者 の 登録 審査 ・ モ ニタ リン グ 


本 年 8 月 の 中 間 と り ま と め を 踏ま えて 厳正 に 仮想 通貨 交換 業者 の 登録 審査 ・ モ ニタ リン グ を 
実施 し て いく 。 新規 登録 申請 業者 に 対し て は 形式 的 な 体制 面 の みな ら ず 、 業 務 運 営 体制 の 実 
効 性 に つい て 効率 的 か つ 適 切 に 登録 審査 を 行う と と も に 、 登 録 業 者 に 対し て は 、 タ イム リー な 
情報 収集 ・ リ スク 把握 及び これ に 基づく リス ク プ ロフ ァ イ リ ング の 精 約 化 ・ 頻 繁 な 更新 を 通じ て 、 
機動 的 な 検査 等 を 実施 する 等 、 モ ニタ リン グ の 質 の 向上 に 努め る 。 な お 、 無 登録 業者 へ の 対 
応 に つい て も 情報 収集 の 強化 及び 対応 の 迅速 化 を 図る 。 

具体 的 に は 、 同 と り ま と め に お ける 問題 点 等 を 踏ま え 、 新規 登録 申請 業者 の 登録 審査 に お 
いて 、 業 者 の ビジ ネス プラ ン や それ に 応じ た 内 部 管理 態勢 の 整備 状況 に か か る 具体 的 か つ 詳 
細 な 情報 を 入手 する と と も に 、 書面 や エビ デン ス で の 確認 や 、 現 場 で の 検証 及び 役員 ヒア リン 
グ を 強化 する 。 また 、 登 録 後 の 早い 段階 で 立入 検査 を 実施 する 。 

みな し 業者 に 対し て は 、 業 務 改 善 命令 を 受け て 提出 され た 報告 内 容 に つい て 、 上 記 と り ま と 
め を 踏ま え 、 個別 に 検証 し 登録 の 可否 を 判断 する 。 

さら に 、 登 録 業 者 に つい て も 上 記 と り ま と め を 改善 に 活用 させ る ほか 、 外 部 有識者 か ら 仮想 
通貨 (暗号 資産 ) の 市 場 等 に つい て の 情報 収集 や 業者 の ビジ ネス モデ ル ・ 収 益 構 造 分 析 等 を 
踏ま えた リス ク プ ロフ ァ イ リ ング の 精 級 化 及び その 頻繁 な 更新 を 行い 、 機 動 的 か つ 深 度 あ る モ 
ニタ リン グ を 実施 する 。 

こう し た 取組 み を 実現 させ る た め 、 内 部 ・ 外 部 研修 の 実施 、 知 見 の 蓄積 ・ 共 有 、 各 種 事例 の 
収集 等 を 通じ た 各 担 当 者 の 専門 性 の 向上 や 、 庁 内 の 連携 強化 を 図る と と も に 、 必 要 に 応じ 第 
三 者 に よる レビ ュー を 実施 する 等 、 業 務 の 品質 管理 を 含む モニ タリ ング 体制 を 強化 する 。 

な お 、 無 登録 業者 に 関し て は 、 関係 省庁 等 と の 連携 を 強化 する と と も に 、 照会 書 ・ 警 告 書 の 
発出 等 に か か る プロ セス を 迅速 化す る 。 

また 、 引 き 続 き 、 金融 庁 ウェ ブサ イト 等 を 通じ て 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) に 関連 する リス ク 等 に 
つい て 、 利 用 者 か ら の 相談 事例 を 活用 し つつ 、 利 用 者 に 対す る 注意 喚起 を 実施 する 。 


自主 規制 団体 


本 年 3 月 、 登 録 業 者 16 社 に お いて 、「 日 本 仮想 通貨 交換 業 協会 」 が 設立 され た 。 同 協会 より 
8 月 に な され た 自主 規制 団体 の 認定 申請 に 対す る 審査 を 実施 する と と も に 、 自 主 規制 機能 
早期 確立 を 促す 。 

具体 的 に は 、 自 主 規制 団体 の 認定 申請 に つい て 、 組 織 体 制 や 自主 規制 規則 の 策定 の みな 
ら ず 、 協 会 の ガバ ナン ス や 会 員 へ の 指導 力 等 の 実態 面 か ら 、 そ の 実効 性 等 に つい て 厳格 に 審 
査 を 実施 する 。 また 、 認 定 し た 場合 に は 、 認 定 団体 に よる 自主 規制 機能 の 発揮 状況 等 に つき 、 
モニ タリ ング を 実施 する 。 
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国際 的 な 議論 ・ 連 携 


我が国 が 2019 年 G20 議長 国 で ある こと を 踏ま え 、 我が国 の 知見 等 の 共有 を 通じ て 各国 当 


局 等 と の 連携 を 
具体 的 に は 、 仮 想 通貨 


行う 等 、 国際 協調 に 向け た 主導 的 な 役割 を 果たす 。 
(暗号 資産 ) 分 野 に お ける 我が国 の これ まで の 業者 監督 等 に お ける 


知見 ・ 経 験 等 を 活か し 、FSB・FATF・IOSCO 等 で の 国際 的 な 議論 に 積極 的 に 参画 する と と も に 、 
本 年 9 月 、 各 国 当 局 等 の 参加 の 下 、 金 融 庁 内 で 仮想 通貨 ラウ ンド テー ブル を 実施 する 等 、 各 
国 当局 ・ 国 際 機 関 等 と の 連携 を 行う 。 


仮想 通貨 交換 業 等 に 関す る 研究 会 


本 年 3 月 に 
-5-(2)- ら 5 参照 ) に お いて 、 国 際 的 な 議論 の 動向 、 問題 事案 の 発生 状況 、 仮 想 通貨 


置 し た 「 仮 想 通貨 交換 業 等 に 関す る 研究 会 」( こ れ ま で の 開催 実績 は 、 図 表 和 
(暗号 資産 ) 


が 実際 に は 投機 の 対象 に も な っ て いる と の 指摘 等 も 踏ま え 、 仮 想 通貨 交換 業 を 巡る 問題 、 仮 
想 通 貨 ( 暗 号 資産 ) を 用 いた 証拠 金 取 引 や 資金 調達 的 な 取引 に つい て 、 必 要 な 制度 的 対応 を 





検討 する 。 
図表 皿 -5- (2) -5 「 仮 想 通貨 交換 業 等 に 関す る 研究 会 」 
第 1 回 (4 月 10 日 仮想 通貨 交換 業 等 に つい て の 現行 制度 、 


仮想 通貨 (暗号 資産 ) の 取引 や ICO(nitial Coin Offering) の 状況 等 





第 2 回 (4 月 27 日 


想 通 貨 交換 業者 に 対す る これ まで の 監督 上 の 対応 、 
仮想 通貨 (暗号 資産 ) 等 を 巡る 国際 的 な 議論 ・ 各 国 の 対応 状況 等 





第 3 回 (5 月 22 日 


仮想 通貨 (暗号 資産 ) や それ に 関す る 取引 を 巡る プレ イヤ ー の 状況 、 
仮想 通貨 (暗号 資産 ) や それ に 関す る 技術 に つい て の 各国 当局 者 等 に よる 指摘 等 


























第 4 回 (6 月 15 日 仮想 通貨 (暗号 資産 ) や それ に 関す る 取引 ・ 技 術 の 分 野 で グロ ー バ ル に 活動 し て いる 者 か ら ヒ アリ ング 
第 5 回 (9 月 12 日 「 仮 想 通貨 交換 業者 の 検査 ・ モ ニタ リン グ 中 間 と り ま と め 」、 

仮想 通貨 交換 業 に 関す る 自主 規制 案 の 概要 等 
(資料 ) 金 融 店 


(3) その 他 の 重点 施策 


① 金融 サー ビス の 利便 性 向上 


ヘ ~~ 


( ア 


訪日 外国 人 の 利便 性 向上 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


訪日 外国 人 の 増加 を 踏ま え 、ATM に よる 現金 の 引出 し や 銀行 口座 の 開設 に つい て 利便 性 
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を 高め て いく 必要 が ある ""。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


海外 旅行 者 等 の ニー ズ が 高い 場所 で の 優先 的 な 設置 に 資す る デー タ を 3 メガ バン ク 等 に 提 
供し 、 海 外 発行 カー ド 対応 ATM の 設置 に 向け た 取組 み を 促し て いる 。 本 年 6 月 末 時 点 で 、3 メ 
ガバ ンク 合計 で 、2.226 台 ( 対 前 年 同期 比 十 817 台 ) が 設置 済 と な っ て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


海外 発行 カー ド 対 応 ATM の 整備 状況 を フォ ロー アッ プ し 、 設置 を 促し て いく 。 また 、 銀行 口座 
の 利用 に つい て は 、 外国 人 材 の 受入 れ の 拡大 に 向け て 、 有 識者 の 意見 等 を 踏ま え 具 体 的 な 
検討 を 行う 。 


( イ ) 障がい 者 等 の 利便 性 向上 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 機関 に お いて は 、 障がい 者 に 関す る 社会 的 障壁 を 除去 し 、 そ の 権利 ・ 利 益 が 尊重 され 
る よう 、 必 要 か つ 合 理 的 な 配慮 が 行わ れる こと が 望ま れる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


障がい 者 の 利便 性 向上 に 向け た 取組 み に つ いて 、 銀 行 等 の 預金 取扱 金融 機関 に アン ケー 
ト 調査 "を 実施 し 、 そ の 結果 を 公表 し た 。 アン ケー ト 調 査 の 結果 を 見 る と 、 視覚 障がい 者 対応 A 
TM の 設置 率 は 預金 取扱 金融 機関 全体 で 約 859%% と 高い も の の 、 当該 ATM の 設置 場所 や 機能 
に つい て の 情報 発信 の 対応 率 が 主要 行 等 で 709%% に 留まる 等 、 不 十分 な 状況 に ある 。 

本 年 6 月 に 開催 し た 各 障 が い 者 団体 と 業界 団体 等 と の 意見 交換 会 に お いて も 、 障がい 者 団 
体 よ り 、 例 えば 、 代筆 ・ 代 読 の 実施 有無 等 に つい て 、 窓 口 へ の 表示 、 ウェ ブサ イト 等 を 活用 し た 
情報 発信 、 職 員 へ の 周知 ・ 徹 底 等 を 行う 必要 が ある と の 意見 ・ 要 望 等 が 寄せ られ た 。 


また 、 保 険 会 社 に 対し て も アン ケー ト 調 査 "“ を 実施 し 、 そ の 結果 を 公表 し た 。 アンケ ー ト 調査 
の 結果 を 見 る と 、 例 えば 、 自 筆 困 難 者 へ の 対応 に お いて 、 生 命 保険 会 社 で は 全社 、 損 害 保険 
会 社 で は 約 7296 で 、 代 筆 依 頼 が あっ た 場合 の 手続 き に 関す る 内 規 が 整備 され て いる こと が 確 





16 「 未 来 投 資 戦略 2017」 に お いて 、「3 メ ガバ ンク の 海外 発行 カー ド 対 応 ATM を 2020 年 まで に 全 
ATM 設置 拠点 の 約 半数 で 整備 ( 計 約 3,000 台 ) する こと を 目指 し 、3 メ ガバ ンク に 対し 、 本 年 中 に そ 

の 大 半 を 設置 する よう 着実 な 取組 を 促す 」 と され て いる 。 

7 調査 対象 は 、 主 要 行 等 、 地 域 銀 行 、 そ の 他 の 銀行 (オリ ックス 銀行 、SMBC 信託 銀行 、 野 村 信託 銀 
行 、 イ オン 銀行 、 じ ぶん 銀行 、 ジ ャ パン ネッ ト 銀 行 、 住 信 SBT ネッ ト 人 銀行 、 セ ブン 銀行 、 ソ ニー 銀 

行 、 大 和 ネ クス ト 銀 行 、 楽 天 銀行 、 ゆ うち ょ 銀行 )、 信 用 金庫 、 信 用 組合 、 労 働 金庫 、 農 漁協 等 。 
H8 調査 対象 は 、 生 命 保険 会 社 、 個 人 保険 を 取扱 う 損害 保 険 会 社 。 
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認 で きた 。 視覚 障がい 者 へ の 対応 に つい て は 、 生 命 保険 会 社 で は 約 68%、 損害 保険 会 社 で は 
約 539%% で 、 代 読 依頼 が あっ た 場合 の 手続 き に 関す る 内 規 が 整備 され て いる こと が 確認 で きた 。 

この よう に 、 保 険 会 社 各社 の 取組 み も 一 定 程度 進ん で いる が 、 他方 で 銀行 業界 に お いて は 、 
代筆 や 代 読 の 対応 を 行う 銀行 が 、 お お むね 9 割 を 超え る 等 、 多 く の 銀 行 で 取組 み が 進 め ら れ て 
いる 。 保険 業界 と 銀行 業界 を 一 概 に 比較 する こと は で き な い が 、 公共 性 の 高い 保険 事業 に お 
いて 、 障 が い 者 に 関す る 社会 的 障壁 を 除去 し 、 そ の 権利 ・ 利 益 が 尊重 され る よう 、 必 要 か つ 合 
理 的 な 配慮 を 行っ て いく こと が 重要 で ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


障がい 者 等 が 、 金 融 機関 の 窓口 や ATM を 通じ て 、 安 全 で 利便 性 の 高い 金融 サー ビス を 利 
用 で きる よう に する た め 、 施 設 ・ 態 勢 の 整備 、 現場 レベ ル へ の 浸透 の 徹底 、 具 体 的 な 取組 み に 
つい て の 情報 発信 を 促し て いく 。 


② 個人 向け 与信 に 関す る 取組 み 


( ア ) 銀行 カー ドロ ー ン 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


銀行 カー ドロ ー ン に つい て は 、 近 年 残高 が 増加 し 、 過 剰 な 貸付 けが 行わ れ て いる の で は な 
いか 、 多重 債務 問題 の 再燃 に つなが る の で は な いか と いっ た 批判 ・ 指 摘 等 が な され て きた 。 こ 
うし た 中 、 全国 銀行 協会 で は 、 昨 年 3 月 に 「 銀 行 に よる 消費 者 向け 貸付 け に 係る 申し 合わ せ 」 を 
公表 し 、 各 銀行 に お いて 、 こ れ を 踏ま えた 取組 み が 進 め ら れ て いる が 、 多 重 債 務 の 発生 抑制 
等 の 観点 か ら 、 銀 行 業界 全体 の 業務 運営 の 適正 化 を 図る 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨年 9 月 以降 、 残 高 の 多い 銀行 を 中 心 に 立入 検査 を 実施 し 、 そ の 結果 を 本 年 1 月 26 日 に 
「 銀 行 カ ー ド ロー ン 検 査 中 間 と り ま と め 」 で 公表 し た 。 さらに 、 本 年 3 月 に 検査 実施 先 以 外 の 銀 
行 カ ー ド ロー ン を 取り 扱っ て いる 全て の 銀行 (108 行 ) に 対し て 実態 調査 を 行い 、 検 査 実施 先 の 
改善 状況 と 併せ て 、 結 果 を 取り まとめ 、 本 年 8 月 22 日 に 「 銀 行 カ ー ド ロー ン の 実態 調査 結果 」 を 
公表 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
今後 と も 、 銀行 カー ドロ ー ン の 業務 運営 が 、 多重 債務 の 発生 抑制 等 の 観点 か ら 適切 に 行わ 


れ て いる か 、 モ ニタ リン グ し て いく と と も に 、 途 上 管理 等 、 取 組み が 不 十 分 な 点 に つい て は 、 ベ 
スト プラ クティ ス の 収集 ・ 共 有 や 対話 等 を 通じ て 、 具 体 的 な 改善 を 促し 、 業 界 全 体 の 業務 運営 
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水準 の 引上げ に 向け た 取組 み に つ な げ て いく 。 


( イ ) 信用 情報 機関 の 信用 情報 の あり 方 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


銀行 自ら が 行う 融資 審査 及び 途上 管理 や 、 保証 会 社 が 行う 保証 審査 に お いて は 、 顧 客 の 借 
入 実 態 を 的 確 に 把握 する こと が 必要 で ある が 、 検 査 を 通じ て 、 銀行 カー ドロ ー ン の 貸付 額 や 保 
証 額 に つい て 、 信 用 情報 機関 に 登録 され る 情報 の 精度 に バラ ツキ が ある と いっ た 課題 が 認め 
られ た 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


この よう な 課題 の 解決 に 向け て 、 昨 年 11 月 、 金 融 庁 内 に 信用 情報 の あり 方 プロ ジェ クト チー 
ム を 設置 し 、 関 係 者 (信用 情報 機関 、 銀行 、 保 証 会 社 ) と 対話 を 行い な が ら 、 課題 の 洗 出 し と 対 
応 策 の 検討 を 進め た 。 プ ロジ ェクト チー ム で これ まで に 把握 され た 課題 と し て 、 信用 情報 機関 に 
登録 され て いる 銀行 カー ドロ ー ン 情報 (保証 情報 を 含む ) は 、 貸 金 業者 の 貸付 け に か か る 情報 
と は 異な り 、 日 次 で 情報 が 更新 され て いな いこ と や 、 複 数 の 信用 情報 機関 に 顧客 の 信用 情報 
を 照会 し た 場合 、 一 方 の 信用 情報 機関 に 登録 され て いる 銀行 カー ドロ ー ン 情報 が 他方 の 信用 
情報 機関 に も 重複 し て 登録 され て いる 情報 な の か 否 か 判別 する こと が 困難 で ある こと 等 、 精度 
の 高い 与信 審査 を 行う た め の 障 害 と な っ て いる 、 と いっ た 実態 が 認め られ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

信用 情報 機関 に 登録 され て いる 銀行 カー ドロ ー ン 情報 を 精 級 化 する た め に は 、 登 録 頻 度 の 
短縮 や 、 信 用 情報 機関 間 の 銀行 カー ドロ ー ン 情報 の 重複 状況 を 判別 する た め の 対 応 等 を 進め 
る こと が 必要 で あり 、 プ ロジ ェクト チー ム に お いて 、 関 係 者 と 連携 の 上 、 具 体 的 な 対応 策 等 に つ 
いて 検討 を 進め て いく 。 

( ウ ) 多重 債務 者 問題 へ の 取組 み 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 

多重 債務 者 は 、 改 正 貸金 業法 の 施行 や 多重 債務 者 対策 本 部 (本 部 長 : 金 融 担 当 大 臣 ) に お 
いて と り ま と め ら れ た 多重 債務 問題 改善 プロ グラ ム ( 昨 年 4 月 同 本 部 決定 ) 等 に 基づく 取組 み 


に より 、 ビ ー ク 時 の 約 180 万 人 か ら 約 9 万 人 (本 年 3 月 時 点 ) へ と 大 きく 減少 し て いる が 、 引 き 続 
き 多 重 債務 問題 の 解決 に 向け て 取組 み を 進め て いく 必要 が ある 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨 事務 年 度 に お いて は 、 多重 債務 問題 改善 プロ グラ ム に 基づく 相談 窓口 の 整備 ・ 強 化 等 の 
た め 、 相 談 窓口 や ヤミ 金融 の 利用 防止 等 を 記載 し た リー フレ ッ ト を 作成 し 、 関 係 機関 に 配布 し 
た 。 また 、 昨年 12 月 及び 本 年 6 月 に 多重 債務 問題 等 懇談 会 を 開催 し 、 貸し 手 ・ 借 り 手 の 状況 の 
フォ ロー アッ プ を 行い つつ 、 関 係 省 庁 ・ 有 識者 等 の 間 で 意見 交換 を 行っ た 。 

また 、 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対 策 に つい て は 、「 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対 策 の 強化 に つい て 」 
(昨年 8 月 、 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対 策 推進 関係 閣僚 会 議決 定 ) に 基づき 、 財 務 局 や 地方 自治 体 
が 設置 し て いる 多重 債務 相談 窓口 等 と 精神 保健 福祉 セン ター 等 の ギャ ン ブ ル 等 依存 症 に 関す 
る 相談 拠点 と の 具体 的 な 連携 方 法 や 相談 実施 方 法 等 を 整理 し た 対応 マニ ュ ア ル を 関係 省庁 と 
連携 し て 策定 し 、 多 重 債務 相談 窓口 等 に 周知 を 行っ た 。 

加え て 、 民法 の 成年 年 齢 引下げ を 見 据え た 環境 整備 に つい て は 、 若 年 者 に 対す る 返済 能 
力 の 調査 を 一 層 適 切 に 行う 取組 み を 推進 する こと が 求め られ て いる こと か ら 、 業 界 団体 を 通じ 
て 、 大 手 貸金 業者 等 に 対し 実態 把握 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


多重 債務 発生 予防 の た め の 金 融 経済 教育 等 の 推進 や 、 多 重 債務 問題 懇談 会 等 を 通じ た 貸 
し 手 ・ 借 り 手 の 状況 の 実態 把握 を 行う と と も に 、 本 年 7 月 に ギャ ン ブ ル 等 依存 症 対策 基本 法 が 
成立 し た こと も 踏ま え 、 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対 策 が 多重 債務 対策 に も つなが る よう 、 前 述 の 「 ギ 
ャ ン ブ ル 等 依存 症 対策 の 強化 に つい て 」 に 則 し 、 多 重 債務 相談 窓口 と 精神 保健 福祉 セン ター 
等 の 専門 機関 と の 連携 体制 の 構築 等 を 進め る 。 

また 、2022 年 4 月 の 成年 年 齢 引下げ に 向け て 、 今 後 の 業 界 の 貸付 方 針 ・ 取 組 状況 等 を 把握 
の 上 、 必 要 な 対応 に つい て 業界 と 議論 し て いく 。 


③ 不正 利用 や 金融 トラ ブル へ の 対応 
( ア ) イン ター ネッ ト 等 を 利用 し た 非 対 面 取引 の 安全 対策 ・ 不 正 送金 へ の 対応 
【 金融 行 政 上 の 課題 】 
イン ター ネッ ト 等 を 利用 し た 非 対 面 取引 に つい て は 、 顧 客 の ID や パス ワー ド を 不正 に 入手 
する 手口 が ます ます 巧妙 化 ・ 多 様 化 し て お り 、 顧客 本 人 が 意図 し な い 不 正 な 取引 が 依然 と し て 
発生 し て いる 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
業界 団体 を 通じ て 、 有効 な セキ ュ リ ティ 対策 の 取組 み を 促す と と も に 、 被害 が 多かっ た 金融 


機関 に 対し て は 、 個別 に ヒア リン グ を 実施 する 等 し て 、 セ キュ リティ 対策 の 向上 等 の 対応 を 促し 
7 こ =。 
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また 、 金融 庁 に よる 年 次 アン ケー ト 調 査 で は 、 例 えば 多く の 預金 取扱 金融 機関 に お いて ワン 
タイ ム パ スワ ー ド の 導入 が 進む 等 (本 年 3 月 末 時 点 で 94%) 、 預金 取扱 金融 機関 に お ける セキ 
ュ リ ティ 対策 は 一 定 程度 進ん で いる こと が 確認 され た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


イン ター ネッ ト 等 を 利用 し た 非 対 面 取 引 に よる 利便 性 の 向上 に 配慮 し つつ 、 不 正 送金 被害 の 
実態 を 踏ま えた 対策 の 実施 や 顧客 の セキ ュ リ ティ 対策 の 普及 率 の 向上 等 、 預 金 取 扱 金融 機関 
に 取組 み を 促し て いく 。 


( イ ) 振り 込め 詐欺 等 へ の 対応 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


振り 込め 詐欺 の 手口 は 年 々 変化 し て いる ほか 、 全 銀 シ ステ ム の 稼働 時 間 の 拡大 に より 、 振 
り 込め 詐欺 等 の 特殊 詐欺 や 不正 送金 被害 が 新た に 平日 夜間 ・ 休 日 に も 発生 する お それ も ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


振り 込め 詐欺 被害 の 未然 防止 策 と し て 、 多く の 預金 取扱 金融 機関 が 、 近 年 の 詐欺 被害 の 傾 
向 を 踏ま そえ た 上 で 、 口 座 保有 者 の 年 齢 や 利用 履歴 等 を 勘案 し て ATM で の 振込 取引 を 一 部 制 
限 する 措置 を 実施 する 等 の 対応 を 行っ て いる 。 

また 、 金 融 庁 及び 財務 局 は 、 振 り 込 め 詐欺 等 の 犯罪 で 不正 利用 され て いる と の 情報 提供 が 
あっ た 預金 口座 に 関し て 、 関 連 す る 預金 取扱 金融 機関 に 情報 提供 し て お り 、 預 金 取 扱 金融 機 
関 は 約 9 割 "? の 口座 に つい て 、 強 制 解約 や 利用 停止 と いっ た 措置 を 講じ て いる 。 

さら に 、 昨 年 度 に 振り 込め 詐欺 救済 法 に 基づき 凍結 され た 預金 口座 に 残っ た 資金 の うち 、 約 
9 割 は 被害 者 に 返金 され て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
各 金 融 機関 に 対し て は 、 振 り 込 め 詐欺 被害 の 未然 防止 策 の 更 な る 実施 や 実効 性 の 検証 に 


努め る よう 促し て いく 。 また 、 被害 の 迅速 な 回 復 の た め 、 振 り 込 め 詐欺 救済 法 に 沿っ た 被害 者 
救済 対応 を 的 確 に 行っ て いる か 確認 する 。 





























19 情報 提供 件 数 等 に か か る 調査 を 開始 し た 2003 年 9 月 以降 、 本 年 6 月 30 日 まで の 累計 件 数 に 対す る 


割合 。 
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( ウ ) 金融 犯罪 ・ 無 登録 業者 へ の 対応 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


無 登録 業者 に 対し て は 、 投資 者 が 詐欺 的 被害 等 を 被る こと が な いよ う 、 投 資 者 保護 の 観点 
か ら 、 投 資 者 に 対し て 注意 喚起 を 行う 等 、 適 切な 対応 を 行う 必要 が ある 。 ま た 、 投 資 商品 に か 
か る 悪質 ・ 詐 欺 的 な 勧誘 事実 に 対し て は 、 警 察 当 局 や 消費 者 店 等 と 情報 を 共有 する 等 、 連 携 
し て 対応 する こと が 必要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


警察 当局 や 消費 者 庁 等 と の 関係 機関 と は 、 定 期 的 に 情報 交換 等 を 行う 等 、 連 携 を 行っ て き 
だ 。 

また 、 無 登録 業者 に 対し て は 、 速 や か に 警告 書 を 発出 する と と も に その 旨 を 公表 し 、 投 資 者 
に 対し て 注意 喚起 を 行っ た ( 昨 事務 年 度 警 告 書 発出 55 件 ) 。 

さら に 、 投 資 者 被害 を 防止 する た め 、 無 登録 業者 等 に 対す る 調査 結果 に 基づき 、 金 融 商品 
取引 法 第 192 条 第 1 項 に 基づく 裁判 所 へ の 違反 行為 の 禁止 ・ 停 止 命令 の 発出 を 求め る 申立 
て を 行っ た ( 昨 事務 年 度 申立 実施 件 数 3 件 ) 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 事務 年 度 も 、 引 き 続 き 、 警察 当局 や 消費 者 店 等 と 情報 を 共有 する 等 、 連 携 し て 対応 する と 
と も に 、 無 登録 業者 に 対し て 、 速 や か に 警告 書 を 発出 する 。 海外 の 無 登録 業者 に つい て は 、 必 
要 に 応じ て 海外 当局 と の 情報 共有 を 行う 。 

また 、 裁 判 所 へ の 違反 行為 の 禁止 命令 等 の 申立 て に か か る 調査 も 積極 的 に 実施 する 。 

さら に 、 関 係 業 界 団体 や 金融 商品 取引 業者 等 に 対し 、 金 融 取 引 に 関す る 犯罪 防止 等 に 向け 
た 取組 み を 促し て いく 。 


(エエ) 金融 ADR 制度 の 運用 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 商品 ・ サ ービス の 多様 化 ・ 複 雑 化 が 進む 中 、 そ れ ら に か か る トラ ブル に つい て 、 裁 判 外 
の 筒 易 ・ 迅 速 な 手段 の 提供 に より 、 利 用 者 の 納得 感 の ある トラ ブル 解決 、 利用 者 保護 を 図る と 
と も に 金融 商品 ・ サ ービス に 関す る 利用 者 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 向上 を 図る こと が 一 段 と 重要 に 
な っ て き て いる 。 こ うし た 中 、 指 定 紛争 解決 機関 (以下 「 指 定 機関 」 と いう 。 ) の 果たす べき 役割 
は 、 よ り 大 きく な っ て き て お り 、 指 定 機関 の 下 で 金融 ADR 制度 が 適切 に 運営 され て いる か 、 モ 
ニタ リン グ を 行う と と も に 、 指 定 機関 相互 の 連携 等 を 通じ て 、 全 体 の レベ ル ア ッ プ を 図っ て いく 
必要 が ある 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


本 年 1 月 に 高齢 者 ・ 障 が い 者 対応 の 充実 、 本 年 6 月 に 迅速 か つ 誠 実 な 苦情 処理 手続 を テー 
マ と し て 金融 トラ ブル 連絡 調整 協議 会 (以下 「 金 トラ 協 」 と いう 。 ) を 開催 し た 。 高齢 者 ・ 障 が い 者 
対応 に つい て は 、 相 談 受 付 手 段 や 窓口 対応 力 の 向上 策 、 苦 情 処 理 手続 に つい て は 、 金 融 機 
関 と 利用 者 の 間 の 情報 格差 を 埋め る た め の 取 組み 等 に つい て 、 そ れ ぞ れ 好 事例 の 紹介 及び 
そう し た 取組 み を 和 値 涯 する 議論 が な され 、 各 指定 機関 の 取組 状況 に 関す る 実態 把握 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


金 ト ラ 協 の 枠組 み も 利用 し つつ 、 関係 諸 機関 の 連携 を 図る と と も に 、 こ れ ま で の 議論 を 踏ま 
えた 各 指 定 機関 の 取組 状況 を 引き 続き モニ タリ ング し て いく こと に 加え て 、 指 定 機関 に よる 金 
融 機関 へ の フィ ー ド バッ ク 等 の 監督 指針 に 示さ れ た 着眼 点 を 踏ま え 、 指 定 機関 の 業務 運営 能 
勢 の より 一 層 の 深化 を 促し 、 利 用 者 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 更 な る 向上 に 努め て いく 。 


④ その 他 
( ア ) 岩 災 等 自然 災害 へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


自然 災害 等 が 発生 し た 際 に は 、 被 災 地 に お ける 災害 の 実情 等 を 踏ま え 、 関 係 機関 と 緊密 な 
連絡 を 取り つつ 、 関 係 金 融 機関 等 に 対し 「 金 融 上 の 措置 」 に 関す る 要請 を 行う 等 、 的 確 な 措置 
を 迅速 に 講ず る と と も に 、 復 旧 ・ 復 興 に 向け て 、 金 融 機 関 に 対し て 、 被 災 者 の ニー ズ を 的 確 に 
把握 し 、 き め 細 か な 対応 を 行う よう 促し て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


東日本 大 震 災 へ の 対応 と し て 、 被 災 地 の 本 格 復興 及び 経済 全体 の 再生 を 進め て いく 観点 
か ら 、 人 金融 機 関 に 対し 、 創 業 ・ 起 業 等 を 含む 被災 地 の 多 様 な ニー ズ を 的 確 に 把握 し 、 き め 細 か 
な 対応 を 行う よう 促し た 。 な お 、 東 日 本 大 岩 災 事業 者 再生 支援 機構 の 支援 決定 期間 が 延長 
(2021 年 3 月 まで ) さ れ た こと を 受け 、 金 融 機関 に 対し 、 同 機構 の 積極 的 な 活用 や 、 支 援 を 行っ 
た 事業 者 に 対す る 主体 的 か つ 継 続 的 な 支援 等 を 要請 し た 。 

また 、 個人 版 私 的 整理 ガイ ドラ イン の 活用 を 促す ほか 、 金 融 機能 強化 法 ( 震 災 特例 ) を 活用 
し て いる 金融 機関 が 被災 者 の 事業 や 生活 の 再建 、 被 災 地 域 の 経済 の 活性 化 に 継続 的 に 頁 献 
し て いく よう 、「 経 営 強化 計画 」 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ を 行っ た 。 


平成 28 年 熊本 地震 へ の 対応 と し て 、 被 災 地 の 復興 を 進め て いく 観点 か ら 、 金 融 機 関 が 被 災 


地 に お ける 取引 先 企業 の ニー ズ を 的 確 に 把握 し 、 き め 細 か な 対応 を 行う よう 促す と と も に 、 住 
宅 ロ ー ン 等 の 債務 を 抱え た 被災 者 の 支援 に 向け た 「 自 然 災 害 に よる 被災 者 の 債務 整理 に 関す 
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る ガイ ドラ イン 」 の 運用 支援 ・ 周 知 広報 や 、 地 域 経済 活性 化 支援 機構 (REVIC) と 地域 金融 機関 
等 が 連携 し て 設立 し た ファ ンド の 活用 促進 を 通じ て 、 被 災 者 の 生活 ・ 事 業 の 再建 を 支援 し た 。 


平成 30 年 7 月 豪雨 へ の 対応 と し て 、 関 係 金融 機関 等 に 対し て 被災 者 の 便宜 を 考慮 し 適時 
的 確 に 「 金 融 上 の 措置 」 を 講じ る よう 要請 し た ほか 、 熊 本 地震 発 災 時 と 同様 に 、 被 災 者 か ら の 
相談 を 受け 付け る 相談 ダイ ヤル の 設置 、「 自 然 災害 に よる 被災 者 の 債務 整理 に 関す る ガイ ドラ 
イン 」 の 周知 等 を 行っ た 。 さら に 、 被 災 地 に 職員 を 派遣 し 、 財 務 局 と と も に 被災 地 の 要 望 等 の 把 
握 を 行っ た 上 で 、 金 融 機関 に 対し て 可能 な 限り 被災 者 に 配慮 し た 対応 を 要請 する 等 の 対策 を 
講じ だ 。 


この ほか 、 昨 事務 年 度 に お いて も 、 九 州 北部 豪雨 や 大 阪 府 北部 を 震源 と する 地震 を は じ め 
と する 自然 災害 へ の 対応 に つい て 、 関 係 金 融 機関 等 に 対し 、 発 災後 速やか に 「 金 融 上 の 措置 」 
に 関す る 要請 を 行う 等 の 措置 を 講じ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 事務 年 度 に お いて も 、 平 成 30 年 7 月 豪雨 に つい て 、 金 融 機関 が 被災 地 に お ける 取引 先 
企業 の ニー ズ を 的 確 に 把握 し 、 き め 細 か な 対応 を 行う よう 促し て いく と と も に 、「 自 然 災害 に よる 
被災 者 の 債務 整理 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 周知 及び 運用 支援 や 、REVIC 等 が 設立 を 検討 し て 
いる 復興 支援 ファ ンド (仮称 ) の 活用 促進 等 に より 被災 者 の 生活 ・ 事 業 の 再建 を 後押し し て いく 。 

また 、 昨 事務 年 度 以前 に 発生 し た 自然 災害 に 対し て も 、 上 記 の 取組 み を 継続 し て 実施 する 
と と も に 、 モ ニタ リン グ を 行っ て いく 。 さ ら に 、 本 年 9 月 に 北海 道 で 発生 し た 震 災 や 台風 21 号 等 
の 災害 に 的 確 に 対応 し て いく ほか 、 新 た な 自然 災害 が 発生 し た 場合 に も 、 適 時 的 確 な 対応 を 
行っ て いく 。 


( イ ) 業務 の 継続 態勢 の 整備 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


近年 、 金 融 機関 が 抱え る リス ク は 多様 化 ・ 複 雑 化し て お り 、 危 機 管理 の 重要 性 が 高まっ て い 
る こと か ら 、 平 時 より 業務 継続 態勢 の 整備 を 行っ て お く こ と が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
全 聞 金 取扱 金融 機関 に 対し て 業務 継続 態勢 に か か る アン ケー ト を 実施 し 、 業務 継続 計画 の 


整備 状況 や 業務 継続 態勢 の 実効 性 等 に つい て 検証 を 行っ た 結果 、 業 務 継 続 計画 の 策定 や 訓 
練 の 実施 状況 等 、 改 善 が 進ん で いる こと が 認め られ た 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 事務 年 度 に お いて も 、 訓練 等 を 踏ま えた 適時 適切 な 業務 継続 計画 の 見 直し を 実施 し て い 
る か 等 に つい て 検証 し て いく 。 
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6. 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 貢献 及び 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 








(1) 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 頁 献 
① 金融 規制 改革 を 含む 国際 的 な 議論 へ の 貢献 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


世界 金融 危機 か ら 10 年 を 経て 、 危 機 再発 防止 の た め の 国 際 的 な 金融 規制 改革 の ほとん ど 
の 項目 は 最終 化 さ れ た 。 一 方 で 、 各国 に よる 規制 実施 の 僕 齢 や 重複 が 市 場 の 分 断 を も た ら す 
リス ク も 懸念 され て お り 、 合 意 さ れ た 規制 を 各国 が 協調 し て 整合 性 の ある 形 で 実施 に 移す こと 
が 重要 な 課題 と な っ て いる 。 

また 、 前 回 危機 を 踏ま えた 対応 と は 別に 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン や 高齢 化 の 進展 等 に より 経 
済 ・ 金 融 ン シス テム の 持続 可能 性 に 関す る 様々 な 課題 が 生じ つつ あり 、 金 融 面 で の 国際 的 な 取 
組み も 強く 求め られ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


これ まで 公開 の 場 で 積極 的 に 対外 発信 し "、 経 済 の 持続 的 成長 と 金融 レス テム の 安定 の 両 
立 、 新 た な 規制 を 際限 な く 策定 し 続け る 状況 の 終結 、 規 制 の 影響 評価 の 必要 性 等 を 訴え て き 
て お り 、 こ うし た 考え 方 は 国際 的 な 共通 認識 と な っ て きた 。 その 結果 、 バ ー ゼ ル 想 、ICS、FSB に 
お ける 規制 の 影響 評価 の 取組 み 等 の 具体 的 な 内 容 に その 成果 が 現れ つつ ある (図表 息 -6- 
(1)-1)。 

また 、 経 済 ・ 金 融 シ ステ ム の 持続 可能 性 に 関す る 様々 な 課題 に つい て 、 各国 と 経験 や 知見 
を 共有 し 、 こ の よう な 世界 共通 の 課題 の 解決 に 向け て 国際 的 な 議論 を 深め た "'。 











人 金融 庁 長官 の 英語 講演 に つい て 昨 事 務 年 度 の 主 な も の は 、 昨 年 11 月 「Creating economic 
opportunities and shared value in society」( 於 米 日 カウ ン シ ル 年 次 総会 )、 本 年 2 月 「Toward a 
Virtuous Cycle of Finance and Economy」( 於 日 本 証券 サミ ッ ト )。 
仮想 通貨 (暗号 資産 ) を 含む フィ ン テ ッ ク 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 、 利 用 者 保護 、 保 険 等 に つい 
て 東京 で 国際 会 議 を 開催 し 、 金 融 庁 の 施策 に も 神 益 する 経験 や 知見 の 共有 を 行っ た 。 
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図表 相 -6-(1)-1 国際 的 な 金融 規制 の 議論 に お ける 金融 庁 の 取組 み と 成 果 


① 残 され た 規制 改革 項 ( 〇 バー ゼル や ICS に 関し | ひ バ ー ゼ ル 想 を 最終 化 ( 昨 年 12 月 )。 我が国 の 主張 も 反映 され 、 
目 の 速 や か な 最終 化 て 、 早 期 に 適切 な 形 で の 規制 の 簡素 さや 比較 可能 性 を 向上 させ つつ リス ク 感 応 度 の 確保 
最終 化 に 向け て 議論 に 積 に も 配慮 し た バラ ンス の 取れ た も の と な っ た 。 
極 的 に 参画 。 
OICS は 来年 まで の 基準 策定 に 向け 、 規 制 の 意図 せ ざ る 影響 を 考 
慮 する 機会 を 設け る べき と の 金融 庁 の 主張 等 も 反映 され 、 基 準 


策定 後 5 年 間 を モニ タリ ング 期間 と する こと で 合意 (昨年 11 月 )。 
また 、 金 融 庁 の 貢献 が 評価 され 、 金 融 庁 職 員 2 名 が 関係 会 議 の 
議長 に 選任 され た 。 


② 規 制 の 複合 的 な 効果 IOG20 や FSB 等 に お いて |OFSB に お いて 具体 的 な 規制 の 影響 評価 の 取組 み を 開始 。 イン フ 
と 副作用 に つい て の | 総合 的 な 規制 の 影響 評 ラ 金 融 に 対す る 規制 の 影響 評価 に つい て 本 年 中 に 結果 を G20 
検証 価 の 必要 性 を 提起 。 に 報告 し 、 中 小 企業 金融 に 対す る 規制 の 影響 評価 に つい て 来年 

中 に 成果 物 が G20 に 報告 され る 予定 。 


③ 各 国 独自 の 取組 み が |O 米 欧 等 で の 規制 改革 等 | 〇 米国 と は 日 米 経済 対話 (昨年 10 月 ) に お いて 、 金融 シス テム の 安 
市 場 の 分 断 を も た ら | に 関し て 、 二 国 間 協 議 で 定 と 経済 の 持続 的 成長 の 両立 が 重要 と いう 大 き な 方 向 性 を 共 
す リ スク へ の 取組 み の 議論 や 意見 発出 を 通じ 有 。 

て 海外 当局 と 連携 。 





O 米 欧 当 局 は この 両立 の 考え 方 や 各国 の 意見 も 踏ま えな が ら 、 規 
制 の 見 直し 案 等 を 検討 ・ 公 表 ' ぞ 。 





(資料 ) 金融 訂 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


世界 共通 の 課題 解決 に 向け 、2019 年 G20 議長 国 と し て 我が国 が 金融 分 野 で も 成果 を あげ 
られ る よう 、 貢献 し て いく 。 特に 、 従 来 か ら 提 起 し て きた 人 金融 規制 改革 の 影響 評価 、 グ ロー バル 
金融 市 場 の 分 断 回 避 、 仮 想 通貨 (暗号 資産 ) に 関す る ルー ル 形 成 と いっ た 新た な 人 金融 シン ステ 
ム 上 の 課題 解決 に 加え 、 高 齢 化 社会 に お ける 金融 包摂 の 実現 等 の 幅広 い 課 題 の 解決 に 金融 
が いか に 頁 献 で きる か と いっ た 点 も 含め 、 取 り 組ん で いく 。 その た め に 、 庁 内 で 体制 を 整備 し 、 
外国 人 有識者 も アド バイ ザー と し て 活用 し な が ら 、 国内 外 に お ける 議論 を 深め て いく 。 加え て 、 
課題 解決 に 向け た 国際 的 な 議論 を 主導 で きる よう 、 国際 会 議 議長 職 等 の 獲得 を 進め る '“。 

残さ れ た 規制 改革 項目 で ある ICS に つい て は 、 来 年 の 最終 化 に 向け 、 財 務 の 健全 性 を 国際 
的 に 比較 可能 な 形 で 把握 する 必要 性 や 、 保 険 会 社 の リス ク 管 理 実務 へ の 影響 等 に 留意 し な 
が ら 、 議 諭 を 進め る 。 











2 米国 で は 、 金 融 規 制 を 検証 し た 財務 省 に よる 一 連 の 報告 書 「 経 済 的 な 機会 を 作る 金融 レス テム 」 
(昨年 以降 )、 金 融 レ ステ ム の 安定 と 経済 成長 の 両立 と いう 視点 を 取り 入れ た 商品 先物 取引 委員 会 
(CFTC) 委員 長 等 に よる ホワ イト ペー パー 「 ス ワッ プ 規 制 2.0」 (本 年 4 月) を 公表 。 ま た 、 米 国 規制 
の ボル カー ルー ル に つい て 我が国 も 意見 を 提出 (昨年 9 月 ) し て お り 、 米 当局 で 見 直し 中 。 欧 州 で 
は 、 外 国 銀行 へ の 中 間 親 会 社 設 立 規制 案 に 関し 、 我 が 国 等 の 意見 を 踏ま ほそ な が ら 、 規 制 対象 と な る 金 
融 機関 を 判定 する 際 の 関 値 の 適切 な 設定 方 法 等 を 検討 中 。 
'2 金融 庁 職 員 は 昨 事務 年 度 に 七 つ の 国 際 会 議 の 議長 職 等 に 就任 。 ま た 、 そ れ ら に 加え 、 三 つの 議長 職 
等 に つい て は それ 以前 に 金融 庁 職員 が 就任 し 現在 も 引き 続き 務め て いる 。 
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② 持続 可能 な 開発 目標 (SDGs) の 推進 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


経済 ・ 金 融 ン レス テム の 持続 可能 性 を 確保 する た め に は 、 国 内外 の 様々 な 社会 的 課題 の 解決 
を 通じ て 金融 ・ 資 本 市 場 が リタ ー ン を 確保 し 、 企 業 が 中 長期 的 な 価値 を え 向上 させ る こと が 重要 
で ある 。 我が国 政府 は SDGs 推進 本 部 を 設置 し 、 官民 連携 で SDGs を 推進 し て きた 。 SDGs は 、 
企業 ・ 経 済 の 持続 的 成長 と 安定 的 な 資産 形成 等 に よる 国民 の 厚生 の 増大 を 目指 す と いう 金融 
行政 の 目的 に も 合致 し て いる (図表 息 -6-(1)-2) 。 


図表 和 ル -6-(1)-2 金融 ・ 資 本 市 場 と SDGs 


サス テ ナ ビ リティ に 関連 し た 


事業 機会 - リ スク へ の 対応 
を 巡る 建設 的 な 対話 












に コー ポレ ー ト ガバ パナ ンス - コ ー ド 
資本 市 場 パ チュ ワー ド シ ッ プ - コ ー ド 


(アセ ッ ト マ ネー ジャ ー) 





社会 的 課題 の へ 
| 同時 解決 ) : 
、 ご 共通 価値 の 創造 / : 






長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 












企業 の 財務 や 非 財務 ・ 無 形 資産 


長期 を 見 所 えた 投資 (サス テ ナ ビ リティ 含む ) を 評価 


(資料 ) 金融 店 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨年 末 、 金 融 と SDGs と の 関係 や 、SDGs 推進 に 向け て 金融 庁 が 果たす べき 役割 を 検討 す 
る た め 、 庁 内 に 部 局 横 断 的 な 「SDGs 取組 戦略 PT」 を 設置 し た 。 本 年 初め より 、 有 識者 や 
SDGs/ESG に 積極 的 な 取組 み を 行う 事業 会 社 ・ 金 融 機関 等 に ヒア リン グ を 実施 し た 。 

SDGs は 、 本 来 的 に は 企業 ・ 投 資 家 ・ 金 融 機関 と いっ た 各 経 済 主 体 が 自主 的 に 取り 組む べき 
も の で ある が 、 何 ら か の 要因 で そう し た 動き が 妨げ られ て 外部 不 経済 が 発生 し て いる 場合 に は 、 
経済 全体 と し て の 最適 な 均衡 の 実現 に 向け 、 当局 と し て 対応 を 促す こと も 必要 で ある 。 金融 庁 
と し て は 、SDGs を 推進 する 上 で 、 中 長期 的 な 投 融資 リタ ー ン や 企業 価値 の 向上 に つなが る 形 
で 実現 され る よう 各 経 済 主 体 の 自主 的 な 対応 を 引き 出す こと を 基本 的 な 方 向 性 と し て いる 。 

PT で は 、 こ うし た 考え 方 や 、 金 融 庁 が これ まで 取り 組ん で きた 施策 を SDGs と いう 新た な 視 
点 か ら 整理 し 、 政 府 の SDGs 推進 本 部 幹事 会 や 、 金 融 訂 が オブ ザー バー と し て 参画 し て いる 環 
境 省 ESG 金融 懇談 会 等 の 場 で 説明 ・ 公 表し 、SDGs 推進 に 向け た 議論 を 深め て いる 。 

また 、SDGs 推進 の 一 環 と し て 、TCFD に よる 提言 の 普及 ・ 浸 透 に 向け 、 我 が 国 企業 の 取組 
み を 促し て お り 、 庁 内 で 説明 会 を 主催 し た り 企 業 向 け の 講演 を 行っ た りす る 等 、 様 々 な 機会 を 
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通じ て 積極 的 に 働き か け て きた 。 

この ほか 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス に か か る 中 央 銀行 ・ 金 融 監 督 当局 間 の 国際 的 な ネッ ト 
ワー ク の 構築 が 進み つつ ある 中 、 本 年 5 月 に 持続 可能 な 保険 フォ ー ラ ム (Sustainable 
Insurance Forum) 、 本 年 6 月 に 気候 変動 リス ク に か か る 金融 監督 上 の 対応 を 検討 する 国際 ネ 
ットワーク (Network for Greening the Financial System(NGFS) ) の メン バー に 加わ り 、 積極 的 に 
議論 に 参画 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 年 6 月 に と り ま と め た 「 金 融 行政 と SDGs」 を 踏ま え 、 関 係 省 店 と も 協力 し て TCFD 提言 に 
沿っ た 開示 に 取り 組 も うと する 金融 機関 ・ 企 業 を サポ ー ト する 等 、 引 き 続き SDGs の 推進 に 積極 
的 に 取り 組む 。 2019 年 G20 議長 国 と し て 、 国際 的 に も SDGs に 関す る 議論 の 推進 に 努め る 。 


③ マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対応 
( ア ) 国際 的 な 議論 ・ 連 携 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


地政 学 的 リス ク の 高まり や 国際 社会 に お ける テロ の 到 威 等 が 高まる 中 で 、 マネ ロン ・ テ ロ 資 
金 供与 対策 に 関す る 国際 的 な 目線 は 高まり を 見 せ て お り 、 諸 外国 に お いて は 、 対策 の 不備 を 
契機 に 当局 が 多額 の 制裁 金 を 課す 事例 等 も 見 られ て いる 。 マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に 関し 
て は 、 各 国 が 協調 し て 対策 を 講じ 、 そ れ を 的 確 に 実施 する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


i 我が国 は FATF 等 に お ける 国際 的 な 議論 に 積極 的 に 貢献 し て きた 。 特に 
仮想 通貨 (暗号 資産 ) に か か る マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 の リス ク に 関し て は 、 本 年 3 月 の G20 に 
a 実施 し て いる 我が国 と し て 議論 を リー ド し 、G20 陸 2 
する と と も に 、 世 界 的 な 対策 実施 の 推進 を FATF に 対し 要請 する こと 等 の 合意 を 得 た 。 

我が国 に お ける マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に つい て は 、 a 金 
融 機関 等 に お いて も 順次 対応 が 進め られ て きた 。 また 、 金 融 庁 に お いて は 、 様 々 な 場面 で 、 マ 
ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供 与 リ スク へ の 適切 な 対応 及び 態勢 整備 の 強化 を 促す アウ トリ ー チ を 実施 し 
て き て お り 、 昨 事務 年 度 に は マネ ロン 対応 高度 化 官民 連絡 会 等 を 通じ て 、 業 界 団 体 や 金融 機 
関 等 に 対し て 、 国際 的 な 議論 の 状況 を 還元 する と と も に 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク へ の 適 
切な 対応 の 重要 性 に つい て の 意識 啓発 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


我が国 が 2019 年 G20 議長 国 で ある こと を 踏ま え 、 我が国 の 知見 等 の 共有 を 通じ し 、 マ ネロ ン ・ 
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テロ 資金 供与 対策 に お ける 国際 的 な 課題 解決 に 貢献 すべ く 、FATF 等 で の 国際 的 な 議論 に 積 
極 的 に 参画 する と と も に 、 国 際 協 調 に 向け た 主導 的 な 役割 を 果たし て いく 。 また 、 引き 続き 、 業 
界 団体 や 金融 機関 等 に 対し て 、 国 際 的 な 議論 の 状況 を 還元 し 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク 
へ の 適切 な 対応 及び 態勢 整備 の 強化 を 促し て いく 。 


( イ ) 第 4 次 FATF 対日 相互 審査 も 踏ま えた 本 邦 金 融 機 関 の 態 勢 強化 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


制裁 対象 国 向け の テロ 資金 供与 の 防止 が 国際 的 に 強く 求め られ る 中 、 不 審 な 海外 送金 が 
見 過ごさ れる 等 、 金 融 機関 等 の マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク 管 理 態 勢 の 脆弱 性 等 が ひと た び 
顕在 化す れ ば 、 我 が 国 の 金融 ンス テム に 対す る 国際 的 な 信頼 を 揺るが し か ね な い 問 題 に 発展 
する 可能 性 が ある 。 

また 、 我が国 は 、 来 年 、FATF に より 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 が どの 程度 有効 に 実施 さ 
れ て いる か に つい て 、 第 4 次 FATF 対 日 相互 審査 を 受け る こと と な る 。 

第 4 次 FATF 対 日 相互 審査 で は 、 監 督 当局 及び 事業 者 の 双方 が 、 自ら を 取り 巻く マネ ロン ・ 
テロ 資金 供与 リス ク を 適時 ・ 適 切 に 特定 ・ 評 価 し 、 そ の リス ク に 応じ た 適切 な 低減 措置 (いわ ゆ 
る 「 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ 」) を 取っ て いる か に つい て 、FATF 審 査 団 に 説明 する こと が 求め ら 
れる 。 

リス クベ ー ス ・ ア プロ ー チ は 、 本 邦 金 融 機関 等 に 対し て 、 新 た な コン セプト の コン プラ イア ンス 
リス ク 管 理 態 勢 を 求め る も の で ある 。 金融 機関 等 に お いて 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 名 
目 の み で 、 安 易 に 取引 の 謝絶 等 が 行わ れ な いよ う 留 意 し つつ 、 官 民 双 方 が 連携 し な が ら 、 マネ 
ロン ・ テ ロ 資 金 供与 に 利用 され な いよ う 、 態勢 の 強化 を 進め て いく 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に 関す る ガイ ドラ イン に 基づく 分 析 


既に 審査 を 終え た 国 に お いて 、 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ へ の 理解 不足 や 不 徹底 は 繰り 返し 
指摘 され て お り 、 こ うし た 観点 も 踏ま え 、 本 年 2 月 、 実 効 的 な マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 基 
本 的 な 考え 方 を 明らか に し た ガイ ドラ イン を 公表 し 、 金 融 機関 等 に 対し て 、 業 界 団体 等 を 通じ 、 
ガイ ドラ イン の 記載 と 現状 と の 差異 の 分 析 結 果 及 び 当 該 差異 を 解消 する た め の 行動 計画 を 策 
定 ・ 実 施す る よう 要請 し た 。 また 、 主 要 金 融 機 関 等 か ら ギ ャ ッ プ 分 析 の 結果 等 の 提出 を 受け た 。 

3 メガ バン ク グ ルー プ に お いて は 、 地 域 金融 機関 と 比べ て 比較 的 早い 時 期 か ら 、 ガ イド ライ ン 
等 と の ギャ ッ プ 分 析 を 進め て お り 、 当該 ギャ ッ プ 分 析 に 基づく 行動 計画 の 策定 ・ 実 施 に も 取り 組 
ん で いる 。 も っ と も 、 海 外 G-SIFIs と 比較 する と 、 継続 的 な 願 客 管理 や 、 海 外 送金 の 受託 先 を 含 
む コ ルレ ス 先 管理 、 買 易 金 融 等 に 課題 が 認め られ た 。 

また 、 多く の 地域 金融 機関 に お いて は 、 現 状 、 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ に 基づく マネ ロン ・ テ 
ロ 資 金 供 与 リ スク 管理 態勢 の 構築 に 課題 が あり 、 経 営 陣 に よる 主体 的 ・ 積 極 的 な 関与 の 下 、 
人 材 配置 ・ 育 成 等 も 含め た リソー ス 配 分 を 的 確 に 実施 する 必要 が ある 。 
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な お 、 本 年 8 月 、 金 融 機 関 等 の 実効 的 な 態勢 整備 を 促す 観点 か ら 、 ガ イド ライ ン 公 表 以 降 の 
金融 庁 の 取組 み 及 び 金 融 庁 所 管 の 金融 機関 等 の 対応 状況 等 を 中 心 に と り ま と め 、「 マ ネー・ ロ 
ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 の 現状 と 課題 」 と し て 公表 し た 。 


マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 モニ タリ ング の 手法 と 結果 
(業界 横断 オフ サイ ト の 実施 と その 結果 ) 


本 年 3 月 より 、 金 融 機関 等 に 対し 、 各社 の マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク に 関す る 情報 及び 
RE を 要請 し た 。 な お 、 当該 報告 の 要請 に つい て 
よ 、 今 後 も 定期 的 に 実施 し て いく こと が 考え られ る 。 
また 、 本 年 3 月 、 全 て の 預金 取扱 金融 機関 に 対し 、 送 金 取 引 に か か る 窓口 業務 及び 管理 体 
制 の 緊急 点検 (緊急 チェ ッ ク シ ー ト ) を 実施 し 、 多く の 金融 機関 等 に お いて 、 以下 の よう な 課題 
が 認め られ た 。 
・ 送金 取引 の 受付 時 に 際 し て 、「 な りす まし の 疑い の ある 取引 」 や 「 偽 り の 疑い の ある 取引 」 を 
検知 する た め 、 具体 的 に どの よう な 点 を 確認 すれ ば よい の か が 明確 に され て お ら ず 、 実 質 
的 な 内 容 確 認 に 至っ て いな い 。 


・ 取引 モニ タリ ング シス テム の 検知 対象 が 、 国内 送金 取引 の み に 留 まっ て お り 、 海 外 送金 取 
引 に つい て は 、 担 当 者 の 目 検 に よる 検知 に 準拠 し て いる 。 

・ マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に 関す る 研修 が 、 一 部 の 職員 に 対し て の み 実 施さ れ て お り 、 
全体 に 共有 され て いな い 。 


(個別 モニ タリ ング で 得 ら れ た 各種 事例 ) 


個別 金融 機関 に 対し て は 、 ヒ アリ ング 等 を 通じ て 、 対象 先 が 有 する マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リ 
スク に 関す る 問題 認識 を 共有 し 、 当 該 金融 機関 の マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 高度 化 に 向 
けた 取組 み を 促し た "2%。 


モニ タリ ング を 通じ て 、 以下 の よう な 事例 が 確認 され た 。 


・ リス ク 評 価 書 の 導入 部 分 に お いて 、 営 業 店 の 所 在 する 地域 特性 や 顧客 分 布 、 経 営 戦略 、 
疑わ し い 取 引 の 届出 状況 (直近 3 年 分 の 届出 件 数 、 営 業 店 ご と の 届出 件 数 、 増 減 要 因 ) 等 
を 分 析 し て いる 事例 


・ 海外 送金 取引 の 受付 時 に お いて 、 顧客 の 属性 や 国 ・ 地 域 、 取 引 形 態 、 送 金原 資 、 送 
的 、 口 座 の 利用 形態 等 を 確認 する チェ ッ ク リ スト 等 を 活用 し 、 個 々 の 顧客 ・ i nl 


























2 主 な 検証 項目 : ① リ スク の 特定 ・ 評 価 の 実施 状況 及び その 内 容 、② 顧 客 管理 、 厳 格 な 顧客 管理 の 実 
施 状況 、③ 取 引 モ ニタ リン グ ・ フ ィ ル タリ ング の 実効 性 、④ 海 外 送 金 に か か る 党 NN コル レス 先 
及び 委託 元 金融 機関 等 の 管理 態勢 、 ⑤ 経 営 陣 の 関 与 の 状況 、⑥ 第 1 線 1 お ける 疑わ し 
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A ⑦ 第 2 線 (管理 部 門 ) に お ける 第 1 線 に 対す る 監視 ・ 支 援 態勢 、 第 3 線 (内 部 監 
査 部 門 ) に お ける 監査 の 実効 性 、 海外 情勢 問題 事例 を 時 ま えた 実態 提 等 
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に つい て 検証 し た 上 で 、 取 引 の 可否 を 判断 する 事務 フロ ー を 構築 し て いる 事例 


他方 で 、 以 下 の よ うな 事例 も 確認 され た 。 
・ 不審 ・ 不 合理 な 取引 に つい て 、 必 要 に 応じ た 、 追 加 確認 ・ 調 査 等 を 実施 する こと な く 取 引 を 
実行 し 、 疑 わし い 取 引 の 届出 の み を 繰り 返し て いる 事例 
・ マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク が 高い と 評価 し た 買 易 金融 に 関す る 海外 送金 取引 に つい て 、 
制裁 対象 者 が 関与 し て いな いか 各種 情報 を 活用 し つつ 確認 する 等 、 よ り 厳 格 な 顧客 管理 
措置 (EDD) を 実施 し て いな か っ た 事例 js 


(当局 に よる リス クア セス メン ト の 実施 ) 


当局 の 金融 機関 等 に 対す る モニ タリ ング に 当たっ て は 、 実 質 的 な リス ク に 着目 する アプ ロー 
チ を 採る こと と し 、 利 用 可能 な 情報 を 収集 ・ 集 約 し 、 各 業態 の リス ク 及 び 各 業態 に お ける 各 人 金融 
機関 等 の リス ク を 特定 ・ 評 価 し た 上 で 実効 的 か つ 効 率 的 な モニ タリ ング を 行う 旨 、 ガ イド ライ ン に 
記載 し て いる 。 

また 、 第 4 次 FATF 対日 相互 審査 に お いて も 、 監 督 当局 自身 の リス クベ ー ス に 基づく 実効 的 
な モニ タリ ング 態勢 が 主眼 の 一 つと な る 予定 で あり 、 当局 に お ける マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 
の 高度 化 を 図る 上 で は 必須 の 視点 で ある 。 

そこ で 、 前 記 記載 の 各種 報告 事項 等 を 基 に 、 業 態 及 び 個 別 金融 機関 の リス ク の 所 在 と 、 統 
制 状 況 の 分 析 を 開始 し た 。 


(疑わ し い 取引 の 届出 の 分 析 ) 


マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 を 行っ て いく 上 で は 、 疑わ し い 取引 の 特徴 や 傾向 に つい て 分 析 
を 実施 し 、 リ スク の 特定 ・ 評 価 の 材料 と する こと を 金融 機関 等 に 求め て いる が 、 そ の 傾向 等 に つ 
いて 総括 し モニ タリ ング に 活用 する こと が 重要 で ある こと か ら 、 当局 に お いて も 届出 状況 の 分 析 
を 開始 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 年 2 月 に 公表 し た ガイ ドラ イン 等 に 基づき 、 金融 機 関 等 に お ける マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リ 
スク を 分 析 ・ 評 価 し 、 リ スク に 応じ た モニ タリ ング を 実施 し て お り 、 オ ン サ イト も 含め た モニ タリ ン 
グ を より 一 層 行 っ て いく 。 

また 、 来 年 の 第 4 次 FATF 対日 相互 審査 も 見 据え 、 優 良 事 例 も 含め た モニ タリ ング の 成果 
を 金融 機関 等 に 還元 し 、 業 界 全 体 の 底上げ を 図る と と も に 、 マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 必 
要 性 に つき 、 引 き 続 き 、 広く 利用 者 の 理解 を 求め て いく (図表 由 -6-(1)-3)。 



































2 顧客 管理 と し て 、 リ スク が 高い と 判断 され た 顧客 ・ 取 引 に つい て は 、 追 加 調査 を 行う 等 、 リ スク に 
応じ た 低減 措置 を 実施 する 必要 が ある ( 例 : 使用 され た 船舶 が 制裁 対象 者 と 関係 し て いな いか 、 特 定 
国 等 に 寄港 し て いる 場合 に 港 薄 オペ レー ター が 制裁 対象 者 に 該当 し て いな いか 等 )。 な お 、EDD と は 
Enhanced Due Diligence の こと 。 
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さら に 、 業 界 団体 や 中 央 機関 等 が 、 当局 と も 連携 し な が ら 、 金 融 機 関 等 を 支援 する 仕組 み の 
検討 ・ 構 築 に 中 心 的 ・ 指 導 的 な 役割 を 果たし 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 底上げ や 共同 化 
を 着実 に 進め て いく こと が 重要 で ある こと か ら 、 本 年 4 月 より 開催 し て いる 「 マ ネロ ン 対 応 高度 
化 官民 連絡 会 」 等 を 通じ て 、 引 き 続 き 、 業 界 団体 や 金融 機関 等 に 対し て 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供 
与 リ スク へ の 適切 な 対応 、 並 びに 連携 ・ 共 同化 を 通じ た 態勢 整備 の 強化 を 促し て いく と と も に 、 
その 重要 性 に つい て の 意識 啓発 を 行う 。 


図表 町 -6-(1)-3 第 4 次 FATF 対日 相互 審査 に 向け た スケ ジュ ー ル 


日 程 | 主 な 予定 
2019 3 月 頃 対日 相互 審査 の 審査 員 確 定 
4~6 月 頃 第 四 次 対日 相互 審査 開始 (法令 等 整備 状況 ・ 有 効 性 の 自己 申告 書 等 
提出 ) 
7ー9 月 頃 審査 団 と 自己 申告 書 に 関す る 質疑 応答 
10 ご 1 月 頃 オン サイ ト 審 査 ( 約 3 週間 ) 


(第 1 週 目 : 関 係 当局 、 第 2 週 目 : 金融 機関 その 他 の 事業 者 、 第 3 周 
目 : 講 評 等 ) 


2020 6 月 FATF 全 体 会 合 : 対 日 相互 審査 報告 書 の 討議 ・ 採 択 
8 月 頃 対日 相互 審査 報告 書 の 公表 
(資料 ) 金 融 店 


(2) 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 機関 の グロ ー バ ル な 活動 に 伴う リス ク や 機会 に 対応 する 観点 か ら 、 先 進 国 や 新興 国 等 
を 含め 幅広 い 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 を 深め て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
米 欧 


日 米 経済 対話 (昨年 10 月 ) に お いて 、 人 金融 レス テム の 安定 と 経済 の 持続 的 成長 の 両立 が 重 
要 と いう 大 き な 方 向 性 を 共有 し た ぞ 。 

また 、 日 E り ハイ レベ ル 協 議 ( 昨 年 10 月 ) で 、 英国 の EU 離 脱 ( ブ レグ ジッ ト ) に 本 邦 金 融 機 関 
が 円 滑 に 対応 で きる よう 働き か ける と と も に 、 2 国 間 で の 協力 を 強化 する 方 法 に つい て 議論 し 、 
日 EUEPA( 昨 年 12 月 交渉 妥結 ) に 金融 規制 ・ 監 督 協力 の 枠組 み を 盛り 込ん だ 。 














6 金融 規制 に 関し て 「 安 全 性 及び 健全 性 に 係る 高い 水 汰 を 維持 し 、 金 融 レ ステ ム に 関す る 国民 へ の 説 
明 責 任 を 確保 し つつ 、 規 制 に よる コス ト 及 び 負 担 を 削減 する よう 調整 され る べき 」 と い 2 う 認識 を 共 



















































































144 


中 国 


この 1 年 間 で 日 中 金融 協力 は 大 幅 に 前 進 し た 。 第 一 に 、 中 国 財政 部 と 監査 監督 上 の 協力 に 
関す る 書簡 を 交換 (昨年 12 月 ) し 、 こ れ に より 邦銀 に よる 初 の パン ダ 債 発行 が 実現 し た (図表 
下 -6-(2)-1) 。 第 二 に 、 日 中 首脳 会 談 (5 月 ) で 、 我 が 国 へ の 2.000 億 元 ( 約 3.4 兆 円 ) の RQFII 
(人 民 元 適格 外国 機関 投資 家 ) 枠 の 付与 、 本 邦 金融 機関 へ の 債券 業務 ライ セン ス の 早期 付与 、 
日 系 証券 会 社 等 に よる 中 国 市 場 参入 の 早期 実現 等 を 合意 し た 。 第 三 に 、 中国 金融 当局 と の 間 
で 銀行 監督 者 会 合 を 開始 する と と も に 、 市 場 監視 や マク ロ プ ルー デン ス 分 野 に お ける 協力 関 
係 を 強化 し た “。 


図表 町 -6-(2)-1 監査 監督 上 の 協力 に 関す る 中 国 財政 部 と の 書簡 交換 





(資料 ) 金 融 庁 


アジ ア 新 興国 等 に 対す る 技術 協力 


アジ ア 新 興国 等 に 対す る 技術 協力 に つい て 、 本邦 金融 機関 等 と の 対話 を 踏ま を つ つ 、 相手 
国 の ニー ズ に 寄り 添い な が ら 個別 に セミ ナー を 実施 する 等 、 金 融 制度 整備 や 金融 当局 の 能力 
向上 等 に 取り 組ん だ '。 

例え ば 、 ミ ャ ンマ ー に 関し て は 既存 の 保険 ・ 証 券 分 野 の 当局 間 覚 書 に 加え 、 本 年 1 月 に ミ ャ 
ンマ ー 中 央 銀行 と の 間 で 銀行 分 野 の 金融 協力 に 関す る 覚書 を 締結 し 、 よ り 包 括 的 な 金融 分 野 
の 技術 協力 の 推進 に 向け て 取り 組ん だ 。 また 、 静 明 期 で るる ミャンマー の 資本 ・ 保 険 市 場 に つ 
いて 課題 を 洗い 出し 、 一 層 の 活性 化 を 促す た め 、 ミ ャ ンマ ー 計 画 財 務 省 に 資本 ・ 保 険 市 場 に 関 
する 支援 計画 を 手 交 し 、 官 民 挙 げた 支援 を 進め た (図表 思 -6-(2)-2、3) 。 


























昨年 10 月 、 金 融 庁 は 中 国 銀 監 会 と 第 1 回 監督 者 会 合 を 開催 。 本 年 6 月 、 監 視 委 は 中 国 証 監 会 と 連 
携 し 、 中 国 在住 の 個人 投資 家 の 相 場 操縦 に か か る 課徴 金 納付 命令 を 勧告 

'e ベト ナム の 金融 当局 向け に 、 我 が 国 の 企業 開示 制度 や 保険 ・ 証 券 監督 等 に か か る 当局 向け 講義 を 実 
施 (昨年 8 月 本 年 4 月 に 計 5 回 )。 ま た 、 イ ンド ネシア 財務 省 主 催 の 保険 契約 者 保護 セミ ナー に 金融 
庁 職 員 が 講師 と し て 参加 (昨年 11 月 )。 さ ら に 、 タ イ 中 央 銀行 と は 既存 の 金融 協力 に 関す る 書簡 交換 
(2014 年 5 月 ) に 加え 、 銀 行 監督 協力 に か か る 書簡 交換 に つい て も 実施 (本 年 6 月 )。 
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図表 息 -6-(2)-2 ミャンマー 資本 市 場 活性 化 支援 計画 の 手 交 





資料) 金融 庁 図表 -6-(2)-3 RE 支援 計画 の 手 交 





(資料 ) 金融 庁 


また 、 中 長期 的 な 視点 に 立っ た 当局 間 交 流 の 強化 や 、 新 興国 に お ける 知 日 派 の 育成 を 目的 
と し て 、 金 融 連携 セン ター? の 運営 も 行っ て いる 。 金融 連携 セン ター で は 、 新 興国 当局 等 の 職 
員 を 研究 員 と し て 我が国 に 招 嶋 し 、 各 研究 員 の 関心 分 野 に 応じ た 研修 プロ グラ ム を 提供 し て お 
り 、 既に 100 名 超 の 受入 実績 が ある (これ まで の 参加 国 数 の 実績 は 、 図 表 息 . 6. (2). 4 参照 ) 。 
昨年 度 の プロ グラ ム で は 、 講 義 形式 の 研修 だ け で な く 、 研 究 員 の 要望 に 沿い 、 金 融 店 職員 
や 研究 員 同 士 の 双方 向 の 意見 交換 の 場 を 提供 し 、 好 評 で あっ た 。 
また 、 過去 に 受け 入れ た 研究 員 ( 卒 業 生 ) を 再 招 嶋 し (ホー ムカ ミン グ プ ロ グラ ム ) 、 業務 へ の 
a 義 に 関す る 卒業 生 に よる 現役 生 へ の 講義 、 我 が 国 開催 の 国際 会 議 
の 卒業 生 に よる 講演 等 の 取組 み を 実施 し 、 卒 業 生 と 金融 庁 職員 や 現役 生 と の ネッ トワ ー ク を 
oe 業 生 と の ネッ トワ ー A っ て お り 、 卒 業 生 の 多 
い モ ン ゴ ル と タイ で 開催 し た 卒業 生 と の 同窓 会 で は プロ グラ ム の 成果 の 活用 状況 と そ フォロ ー ア 
ッ プ する と と も に 、 卒 業 生 同士 の ネッ トワ ー CE 


図表 息 - = (2)-4 参加 国 数 


ジア 時 アジ ア 以 外 




















(資料 ) 金 融 庁 








129 GLOPAC 及び 前 身 の AFPAC。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


各国 と の 協力 枠組 み に つ いて は 、 我 が 国 と 相手 国 双方 の 経済 ・ 金 融 の 発展 と 安定 に 資す る 
も の で ある こと が 重要 で ある 。 この 考え 方 の 下 、 具 体 的 な 取組 み ( 日 米 経済 対話 、 日 EU 金融 
規制 ・ 監 督 協力 枠組 み 、 日 中 金融 協力 、 ミ ャ ンマ ー 資 本 ・ 保 険 市 場 支援 計画 等 ) を 、 更 に 推進 し 
て いく 。 

特に 、 ア ジア 新興 国 等 へ の 技術 協力 に つい て は 、 本 邦 金融 機関 の 進出 支援 の 観点 も 踏ま 
えつ つ 、 相手 国 の ニー ズ に 寄り 添っ た プロ グラ ム 実 施 を 通じ て 制度 整備 等 に 貢献 する 。 
GLOPAC に つい て は 、 研 修 を 更に 双方 向 型 に 改良 し 、 卒業生 と の 同窓 会 の 拡充 等 に より ネッ ト 
ワー ク を 強化 する 等 、 内 容 を 充実 させ る 。 これ ら の 取組 み を 通じ て 、 相 手 国 当局 と の 規制 ・ 監 督 
等 の 協力 枠組 み を 強化 し て いく 。 
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IV. 金融 当局 ・ 金 融 行政 運営 の 改革 





1. 金融 庁 の 改革 











【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 の 急激 な 変化 に 遅れ を と る こと な く 、 国民 の 期待 や 信頼 に 応え て いく た め に は 、 金 融 店 
自身 を 、 常 に 課題 を 先取 り し 、 絶 え ず 自 己 変革 で きる 組織 へ と 変革 する こと で 、 金融 行 政 の 質 
を 不断 に 向上 させ て いく こと が 必要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


組織 文化 (カル チャ ー) 及び ガバ ナン ス の 改革 


金融 行政 の 質 の 継続 的 な 向上 の た め に 不可 欠 な 、 組 織 文化 (カル チャ ー) 及び ガバ ナン ス 
の 改革 に つい て 、 以 下 の 取 組み を 進め 、 金 融 庁 内 の みな ら ず 、 外 部 有識者 等 と も 議論 を 重ね 
た 上 で 、 改 革 の 基本 的 な 考え 方 と 全体 像 を 「 金 融 庁 の 改革 に つい て 」、 組 織 文 化 ( カ ルチャ ー) 
の 改革 を 「 当 面 の 人 事 基 本 方 針 」、 ガ バナ ンス の 改革 を 「 当 面 の ガバ ナン ス 基 本 方 針 」 と し て 取 
り ま と め 、 本 年 7 月 4 日 に 公表 し た 。 


(組織 文化 (カル チャ ー) の 改革 ) 


金融 庁 職 員 に 「 国 民 」「 国 益 」 を 基本 と し た 行動 を 定着 させ る た め 、 職 員 が 持つ べき 心構え で 
ある 「 金 融 庁 職員 の あり 方 」 や 、 管 理 職 以 上 の 職 階 に 求め られ る 能力 (コン ピ テ ン シ ー) を 定め 、 
人 事 評価 や 360 度 評価 研修 の 評価 項目 に も 反映 させ た 。 

また 、 新 た な 行政 課題 へ の 的 確 な 対応 を 可能 と する た め の リ ー ダ ー の 育成 、 組織 と し て の 多 
様 性 や 専門 性 の 向上 、 ワー クラ イフ バラ ンス の 推進 と いっ た 観点 か ら 、 様 々 な 人 事 政策 上 の 課 
題 に つい て 、 検 討 を 進め た 。 


(ガバ ナン ス の 改革 ) 


外部 か ら の 意見 や 批判 等 が 金融 行政 に 継続 的 か つ 的 確 に 反映 され る よう 、 開か れ た ガバ 
ナン ス の 充実 に 向け て 、 次 の 取組 み を 行っ た 

・ 政 策 評価 有識者 会 議 に つい て 、 政 策 評価 法 に 基づく 政策 評価 だ け で な く 、 金融 行政 上 、 重 
要 な 課題 等 に つい て 定期 的 な 議論 を 行う よう 運営 を 改め た ほか 、 地 域 金 融 や コー ポレ ー ト 
ガバ ナン ス と いっ た 分 野 に お いて 、 有 識者 会 議 を 通じ て 外部 (有識者 ) の 意見 を 施策 の 検討 
に 活用 し た 。 

・ 業 務 改 善 と ガバ ナン ス に 通 暁 し た 専門 家 に よる 、 金融 機関 及び 金融 店 職員 等 へ の ヒア リン 
グ 等 を 通じ た 金融 行政 に 対す る 外部 評価 を 実施 し た 。 この 結果 、 金 融 庁 に よる 金融 機関 と 
の 対話 が あま り 聞 く 耳 を 持た ず 形 式 的 で ある と いっ た 意見 や 金融 機関 へ の 徴 求 資 料 が 多く 
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て 負担 感 が 大 きい と いっ た 意見 が あっ た こと を 踏ま え 、 対話 力 の 向上 の た め の 研 修 を 充実 
させ る と と も に 、 徴 求 資 料 の 見 直し を 開始 する 等 の 施策 を 講じ た 。 


組織 再編 


金融 行政 が 抱え る 課題 の 変化 に 適切 に 対応 し て いく 観点 か ら 、 本 年 7 月 17 日 、 主 に 以下 の 
内 容 か ら な る 組織 再編 を 行っ た (図表 IV-1-1) 。 

・ 金融 行政 全体 を 人 賊 し 、 全 庁 的 な 金融 行政 の 戦略 立案 や 総合 調整 を 行う 機能 を 強化 する 
と と も に 、 金 融 シ ステ ム 全 体 の リス ク や 業態 横断 的 な 課題 に 対応 する た め 、 プ ルー デン ス 
や IT、 リ スク 管理 等 の 専門 分 野 別 機能 を 強化 (総合 政策 局 ) 

・ 市場 機 能 の 強化 や 技術 の 進展 等 に 応じ た 制度 等 の 施策 の 企画 能力 を 強化 (企画 市 場 局 ) 

・ 金融 機関 と の 継続 的 な 対話 を 効果 的 か つ 効 率 的 に 行う た め 、 各 業態 ご と の オン サイ トモ ニ 
タリ ング (検査 ) と オフ サイ トモ ニタ リン グ (監督 ) を 一 体 化 (監督 局 ) 


図表 -1-1 組織 再編 の イメ ー ジ 図 
く 再編 前 > | < 再編 後 > 








戦略 立案 ・ 総 合 調 整 機能 の 強化 
プル ー デ ンス 、TT 等 の 専門 分 野 別 
機能 の 強化 














市 場 機能 の 強化 
技術 の 進展 等 に 応じ た 企画 能力 の 強化 























可 店 量 避 翌 膨 














| 各 業 態 毎 の モニ タリ ング の 一 価 化 
監督 局 | 監督 局 (オン ・ オ フー 体 ) 











(資料 金融 庁 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


金融 行政 の 質 を 向上 させ て いく た め に は 、 人 金融 庁 が 、 そ こ で 働く 一 人 ひと り の 職員 に と っ て 、 
仕事 に や り が い を 感じ 、 自身 の 成長 を 実感 で きる 職場 と な る 必要 が ある 。 こ の た め 、 本 事務 年 
度 に お いて は 、 次 の と お り 、 若手 職員 を 中 心 と し た 人 材 の 育成 ・ 活 用 、 組 織 の 活性 化 に 取り 組 
むか 。 
・ 上 司 が 部 下 に きめ 細か く 目 配り し な が ら 育 成 ・ 指 導 ・ 評 価 を 行い 、 活 発 な コミ ュ ニ ケー ショ ン 
が 図ら れる 環境 を 整備 する (業務 単位 の 少 人 数 グル ー プ 化 ) 。 
・ 外部 有識者 等 を 交え た 職員 に よる 自主 的 な 政策 提案 の 枠組 み ( 政 策 オ ー プ ン ラ ボ ) を 設け 
る 等 、 職 員 一 人 ひと り が 政策 形成 に 参加 する 機会 を 拡充 する 。 
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また 、 改 革 を 定着 させ る た め 、 こ れ ら を 含め た 組織 文化 (カル チャ ー) 及び ガバ ナン ス の 改革 
の 進捗 状況 に つい て 、 職 員 の 満足 度 を 含め 定期 的 に 検証 ・ 公 表し 、 更 な る 改善 に つなげ る と と 
も に 、 組 織 再 編 を 踏ま えて 、 全 店 的 な 金融 行政 の 戦略 立案 や 総合 調整 を 行う 機能 等 の 強化 に 
向け て 取り 組む 。 








2. 検査 ・ 監 督 の 見 直し 








【 金 融 行政 上 の 課題 】 


「 金 融 検 査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (検査 ・ 監 督 基 本 方 針 )」 に お いて は 、「 実 質 ・ 未 来 ・ 全 体 」 
の 観点 か ら 、 チ ェ ッ クリ スト に 基づく 網 殺 的 な 検証 か ら 優先 課題 の 重点 的 な 検査 ・ 監 督 を 行い 、 
各 金 融 機関 の 実情 に つい て の 深い 知見 や 課題 ご と の 高い 専門 性 を 蓄積 し 、 金 融 機関 内 外 の 
幅広 い 関係 者 と の 深度 ある 対話 を 行っ て いく こと と し て いる 。 


検査 ・ 監 督 に 当たっ て は 、 金 融 機 関 の 規模 ・ 特 性 を 踏ま えな が ら 、 金融 機関 この間 で 事実 に 
基づい た 対話 を 行い 、 根 本 原因 に 遡っ て 分 析 し 、 そ の 重要 性 に 応じ 対応 を 行う 。 さ ら に 、 こ れ に 
よっ て 、 金 融 機関 が 新た な 発見 や 気づき に 基づき 行動 で きる よう な 流れ を 作っ て いく 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


「 金 融 検 査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (検査 ・ 監 督 基本 方 針 ) ( 案 )」 を 昨年 12 月 に 公表 し 、 本 年 
2 月 まで 意見 募集 を 行っ た 。 52 の 個人 及び 団体 より 282 件 の 意見 が 寄せ られ 、 下記 の 対話 会 
で の 意見 も 踏ま え 、 必 要 な 追記 ・ 修 正 を 行い 、 本 年 6 月 に 改訂 後 の 検査 ・ 監 督 基本 方 針 を 公表 
し た 。 


意見 募集 期間 中 に 、 全 国 11 の 財務 ( 支 ) 局 単位 で 、 全 て の 預金 取扱 金融 機関 (銀行 ・ 信 人 金 ・ 
信組 ・ 労 金 )、 こ れ ら の 監査 法人 及び 財務 局 職員 と の 対話 会 を 実施 し (の べ 60 回 開催 ) 、 検 査 ・ 
監督 基本 方 針 の 現場 へ の 浸透 ・ 課 題 の 洗 出し を 行っ た 。 対話 会 で 得 ら れ た 意見 は 、 本 年 3 月 
に 取り まとめ て 公表 し た 。 


また 、 金 融 機関 と 当局 が 共有 すべ き プ リン シ プ ル と し て 、 本 年 6 月 に 健全 性 政策 に 関す る 考 
え 方 と 進め 方 を 整理 し た 「 金 融 ン システム の 安定 を 目標 と する 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 ( 健 
全 性 政策 基本 方 針 )」( 案 ) を 、 本 年 7 月 に 「 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 基本 方 針 」( 案 ) を 公表 
し 、 意 見 募集 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
検査 ・ 監 督 基本 方 針 に 基づき 、 検査 ・ 監 督 に つい て は 、 こ れ ま で 実践 し て きた オン ・ オ フー 体 


の 継続 的 な モニ タリ ング や 優先 課題 の 重点 的 な モニ タリ ング と いっ た 手法 を 実施 し て いく 。 また 、 
対話 に つい て は 、 分 析 し た デー タ に 基づき 、 よ り 客 観 的 な 議論 を 行う こと で 、 双方 が お 互い に 
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気づき 」 を 得る よう 、 ま た 、 議 論 を 尽く し て 双方 が 同じ 視点 を 共有 で きる よう 留意 し な が ら 行 っ 
て いく 。 


検査 ・ 監 督 基 本 方 針 に 沿っ て 、 チ ェ ッ クリ スト 方 式 か ら プ リン シブ プル ベー ス の 検査 ・ 監 督 へ の 
移行 を 定着 さす せる に あたり 、 金 融 機関 に 対し て モニ タリ ング の 方 向 性 を 明らか に する 必要 の あ 
る 分 野 に つい て は 、 分 野 別 の 「 考 え 方 と 進め 方 」 や 、 そ の 時 々 の 重要 な 課題 に 対す る 今後 の 課 
題 や 着眼 点 等 、 特 定 の 分 野 に 関す る 具体 的 な 基準 等 、 様 々 な 形 で 個別 の 分 野 に お ける 検査 ・ 
監督 の 方 針 を 整理 し 、 公 表し て いく 。 こ れ ら の 方 針 に つい て 、 財 務 局 を 含む 現場 へ の 浸透 を 図 
る と と も に 、 金融 機関 と の 対話 の 材料 と し て 、 実 際 の 検査 ・ 監 督 に 活用 し て いく 。 さら に 、 人 金融 機 
関 と の 対話 を 通じ て 問題 意識 を 共有 し つつ 、 対 話 で 得 ら れ た 好 事 例 を 取り まとめ 、 公 表す る こ 
と に より 、 金融 機関 の 自律 的 取組 み を 促し て いく 。 


特に 、 金 融 機関 の 貸出 の 分 類 ・ 償 却 ・ 引 当 に つい て は 、 よ り 的 確 に 借り 手 の 実 情 等 の 情報 を 
把握 し 、 そ れ に 基づく 引当 を 可能 に する 枠組 み を 含め 、 金融 機 関 の 融 資 に 関す る 検査 ・ 監 督 実 
務 に つい て 、「 融 資 に 関す る 検査 ・ 監 督 実務 に つい て の 研究 会 」 に お いて 議論 ・ 整 理 し て いく 。 


また 、 検 査 ・ 監 督 に お ける モニ タリ ング の 換 ・ 深 度 や 当局 の 対応 の 適切 性 を 確保 する た め 、 
検査 ・ 監 督 の あり 方 に つい て は 、 今 後 も 不断 に 見 直し を 行っ て いく 。 その 際 、 検 査 ・ 監 督 の 個別 
の 対応 に か か る 内 部 検証 、 検 査 ・ 監 督 の 品質 に か か る 外部 評価 の 実施 を 通じ た 品質 管理 を 徹 
底 し 、 継 続 的 に 必要 な 改善 を 図っ て いく 。 また 、 品 質 管理 を 含む 一連 の 検査 ・ 監 督 の プロ セス 
(リス ク の 特定 、 金 融 機関 と の 対話 、 品 質 管理 ・PDCA 等 ) を 整理 し 、 実 践 し て いく 。 








3. その 他 








(1) 許認可 等 の 審査 プロ セス の 効率 化 ・ 迅 速 化 ・ 透 明 化 の 推進 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


許認可 等 に か か る 審査 プロ セス に つい て は 、 予 見 可能 性 を 確保 し な が ら 効 率 化 を 図る こと 
が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


これ まで も 、 審査 が 長期 に わた る も の に つい て リス ト 化 し 、 進捗 管理 を 行う と と も に 、 過剰 な 
資料 提出 要求 の 防止 に 努め 、 金 融 機関 等 と の 間 で 議論 すべ き テ ー マ や 今後 の 見 通し 等 に つ 
いて 認識 を 共有 する 等 の 取組 み を 行っ て きた 。 

昨 事務 年 度 に お いて は 、 そ の 一 層 の 効率 化 等 を 進め る べく 、 財務局 の 審査 関係 部 局 の 実態 
に 即 し 、 難 度 の 高い 事案 に つい て 、 早 め に 金融 庁 に 相談 する 等 、 案 件 ご と の 審査 の 難度 に 応 
じ た 対 応 (審査 期間 の 短縮 化 な いし は 長期 化 防止 の た め の 取 組み ) を 本 格 的 に 開始 する 等 の 
対応 を 行っ た 。 
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【 本 事務 年 度 の 課題 】 

財務 局 ・ 金 融 庁 の 関係 部 局 に よる 新た な 取組 み を 定着 させ 、 そ れ に より 一 層 の 審査 プロ セ 
ス の 効率 化 等 を 進め る 。 仮に 取組 み に 不 十分 な 点 が あれ ば 見 直し て いく 。 また 、 審 査 プ ロ セス 
に 対す る 金融 機関 等 か ら の 苦情 等 を 受け 付け る 体制 の 強化 も 検討 する 。 


(2) 金融 機関 か ら の 相談 対応 の 一 層 の 充実 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 

「 法 令 適用 事前 確認 手続 (ノー アク ショ ン レ ター 制度 )」 及 び 「 一 般 的 な 法令 解釈 に 係る 書面 
照会 手続 」 が 設け られ て お り 、 そ の 回 答 に つい て 公表 し て いた が 、 こ れ ら の 書面 照会 制度 以外 
で な され て いた 相談 事例 は 公表 され て いな か っ た 。 

【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


書面 照会 制度 に よる 回 答 の 公表 に 加え て 、 電 話 や 面談 等 に より 受付 けた 相談 に つい て も 、 
広く 共有 する こと が 有効 と 考え られ る 事例 を 12 件 公表 する こと と し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


定期 的 ・ 機 動 的 な 公表 事例 の 更新 を 行っ て いく と と も に 、 更 な る 公表 事例 の 充実 を 図る 。 
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